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1.1 基本事項 

1.1.1 適用範囲 

本章は，原子力発電所の耐震設計において基準とする地震動（以下，「基準地震動 Ss」

という。）の策定方法に適用する。 

 

【解 説】 

本章は原子力発電所を対象としているが，その他の原子力関係施設にも基本的な考え

方は参考とすることができる。 

 

 

1.1.2 用語の定義  

(1) 基準地震動 Ss 

敷地及び敷地周辺の地質・地質構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地

から施設の供用期間中に施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定することが適

切なものとして策定する地震動をいう。 
 

(2) 解放基盤表面 

基盤面上の表層や構造物が無いものとして仮想的に想定する自由表面であって，著し

い高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される基盤の表面をいう。ここ

でいう「基盤」とは，概ねせん断波速度が Vs=0.7 km/s 以上の値を有する硬質地盤であ

って，著しい風化を受けていないものをいう。 

基準地震動 Ss は，この解放基盤表面における地震動として策定する。 
 

(3) 地震基盤 

地殻最上層であって，せん断波速度 Vs=3 km/s 程度の値を有する岩盤。 
 

(4) 検討用地震 

敷地周辺の活断層の性質，過去及び現在の地震発生状況等を考慮し，さらに地震発生

様式等による地震の分類を行った上で，敷地に大きな影響を与えると予想される地震。 
 

(5) 内陸地殻内地震 

陸のプレートの上部地殻地震発生層に生じる地震をいい，海岸のやや沖合で起こる地

震を含む。 
 

(6) プレート間地震 

相接する二つのプレートの境界面で発生する地震をいう。プレート境界地震とも呼ば

れる。 
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(7) 海洋プレート内地震 

沈み込む（沈み込んだ）海洋プレート内部で発生する地震をいい，海溝軸付近ないし

そのやや沖合で発生する「沈み込む海洋プレート内の地震」と，海溝軸付近から陸域で

発生する「沈み込んだ海洋プレート内の地震（スラブ内地震）」の 2 種類に分けられる。 
 

(8) コントロールポイント 

地震動の応答スペクトルを，周期と擬似速度応答スペクトルの絶対値の関係で表した

座標点をいう。 
 

(9) 地表地震断層（地震断層） 

地震時に地表に現れた断層を地表地震断層（地震断層）という。 
 

(10) 震源断層 

地表地震断層（地震断層）の出現の有無にかかわらず，その地震を発生させたと考え

られる地下の断層を震源断層と呼ぶ。 
 

(11) 活断層 

一般的に，最近の地質時代に繰り返し活動し，将来に活動する可能性のある断層を活

断層と呼ぶ（「第 2 章地質・地盤調査」で定義する地震動による施設への影響を検討す

る必要がある断層である「震源として考慮する活断層」を「活断層」と呼ぶ。）。 
 

(12) 活褶曲・活撓曲 

層状の地層が連続的に波状に変形する構造を褶曲と呼び，厚く重なった地層の一部が

連続したまま屈曲する現象を撓曲と呼ぶ。その内最近の時代から将来にかけて変動が継

続する可能性があるものを活褶曲・活撓曲と呼ぶ。 

 

【解 説】 

(11)に関して，文献によって活断層を判断するための「最近の地質時代」の範囲が異な

る。解表 1.1.2-1 に主な文献における活断層の考え方を示す。 
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1.1.3 基本方針 

基準地震動 Ss の策定は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備

の基準に関する規則」（平成二十五年六月二十八日原子力規制委員会）（以下，「設置許可

基準規則」という。）及び「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則の解釈」（平成 25 年 6 月 19 日原子力規制委員会決定）（以下，「設置許

可基準規則解釈」という。）に規定する基準地震動を満足するよう行わなければならない。 

基準地震動 Ss は，敷地及び敷地周辺の地質・地質構造並びに地震活動性等の地震学及

び地震工学的見地から，施設の供用期間中に施設に大きな影響を与えるおそれがあると

想定することが適切な地震動による地震力に対しても施設の耐震安全性を確保するとい

う観点から，地震学や地震工学等の分野における最新の知見に工学的判断を加えて策定

しなければならない。 

基準地震動 Ss は「設置許可基準規則解釈」「別記２ ５」の方針にしたがって，「敷地

ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」につい

て，敷地における解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ

策定しなければならない。 

 

【解 説】 

「設置許可基準規則解釈」「別記２ ５」によれば，敷地ごとに震源を特定して策定す

る地震動とは，原子力発電所が建設される敷地において事前に行われる各種の詳細な調

査等をもとに検討用地震を選定し策定する地震動と理解できる。 

一方，震源を特定せず策定する地震動については，「基準地震動及び耐震設計方針に係

る審査ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日原子力規制委員会決定）において，『敷地周辺の状

況等を十分考慮した詳細な調査を実施しても，なお敷地近傍において発生する可能性の

ある内陸地殻内の地震の全てを事前に評価しうるとは言い切れないことから，敷地近傍

における詳細な調査の結果にかかわらず，全ての敷地において共通的に考慮すべき地震

動である』と意味づけられている。 

本編では，基準地震動 Ss の策定に関する最新の知見を反映するとしており，今後も活

断層や過去の地震の調査等において，より最新の知見や手法を積極的に導入することに

常に留意する必要がある。 
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1.1.4 基準地震動 Ss の策定位置 

基準地震動 Ss は，敷地における解放基盤表面で策定しなければならない。 

 

【解 説】 

構造物の耐震設計を行う際，重要な項目の一つに，地震動をどこで策定するかという

問題がある。 

対象とする構造物や固有周期によって，地震動の策定位置は同一ではないが，一般的

な地震動策定のための条件としては，策定する面が空間的にある拡がりをもち，この面

でのせん断波速度がほぼ同じであること，地表層に比べてせん断波速度の変化等が少な

いことなどがあげられる。 

原子炉施設の耐震設計においては，基準地震動 Ss は敷地の解放基盤表面で策定するよ

う，「設置許可基準規則解釈」「別記２ ５」により定められている。 
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1.2 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

1.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査 

本項は，基準地震動 Ss の策定に当たり検討用地震を選定する際に必要となる各種情報

の調査について示す。 

調査は，地震発生様式（内陸地殻内地震，プレート間地震，海洋プレート内地震等）

を踏まえ，地震の発生状況，活断層の分布状況，プレートの形状・性質等を把握できる

よう総合的に実施しなければならない。 

 

【解 説】 

日本列島とその周辺で発生する地震発生様式には下記のものがある。 

(1) 内陸地殻内地震 

(2) プレート間地震 

(3) 沈み込む海洋プレート内の地震 

(4) 沈み込んだ海洋プレート内の地震（スラブ内地震） 

(5) その他の地震（日本海東縁部の地震，火山性の地震等） 

日本列島とその周辺で発生する地震のタイプを解図 1.2.1-1 に示す（同図の活断層に発

生する地震は，上記内陸地殻内地震と対応する。）。 

調査は，地震発生様式を踏まえ以下に示す事項が得られるよう実施する。 

a. 過去に発生した地震のマグニチュード，震央位置，震源深さ等 

b. 活断層の位置，長さ，形状，活動性等 

c. プレートの位置，形状，活動性，応力場等 
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解図 1.2.1-1  日本列島とその周辺で発生する地震のタイプ(1.2-1) 

       断層面上の矢印は相対的なずれの向きを示す 

公
衆
審
査
用



 
ガイド 1-8 

 

1.2.1.1 過去の地震 

過去の地震による敷地への影響を検討するために，過去に敷地又はその周辺に影響を

与えたと考えられる地震を調査しなければならない。調査においては地震史料，観測資

料，地震カタログ，敷地における地震観測記録等を用いなければならない。 

 

【解 説】 

過去の地震のマグニチュード，震央位置，震源深さ等を調査することで，活断層によ

る地震の評価や，プレート間，海洋プレート内で発生する地震の震源位置，規模の評価

に資することができる。 
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1.2.1.1(1) 各種調査資料 

過去の地震に関する文献等を収集し，地震諸元や被害状況等を検討しなければならな

い。 

 

【解 説】 

過去の地震に関する各種調査資料には，地震史料，観測資料及び地震カタログがある。

資料の検討の際には，歴史地震に関する新しい知見を常に検討する必要がある。そのよ

うな知見として例えば政府の地震調査研究推進本部（2009）(1.2.1.1-1)による評価や地震考

古学に基づく知見として寒川（1992）(1.2.1.1-2)などがある。 

なお，地域によっては歴史地震の空白域の存在が指摘されている場合もあり，総合的

な調査が重要である。 

以下に地震史料，観測資料，地震カタログ，敷地における地震観測記録の概要を示す。

また，地震カタログ及びマグニチュードに関する詳細説明を参考資料1-1及び1-2に示す。 

(1) 地震史料 

 我が国には古くから地震被害を記録した史料が比較的多く残されている。これらを取

りまとめた主な文献として「大日本地震史料」（1904）(1.2.1.1-3)，「増訂 大日本地震史料」

(1.2.1.1-4)（全三巻，1941～1943），「日本地震史料」(1949) (1.2.1.1-5)，「新収 日本地震史料」

(1.2.1.1-6)（第一巻～第五巻（他に別巻９巻）・補遺・続補遺等，1981～1994）がある。 

 

(2) 観測資料 

気象庁，地方公共団体，大学，各種研究機関等により全国的に高密度な地震観測網が

整備されており，各種観測資料が公開されている。 

 

(3) 地震カタログ 

地震カタログとは，震源要素（マグニチュード，震央位置，震源深さ等）を数値で示

し，リスト化したもので，主な地震カタログを以下に示す。また，地震カタログの相互

の関係図を解図 1.2.1.1-1 に示す。 

a. 理科年表(1.2.1.1-7) 

b. 地震月報（カタログ編）(1.2.1.1-8) 

c. List of earthquakes with damage in Japan before 1975  (1.2.1.1-9)（以下，「宇佐美カ

タログ（1979）」という｡） 

d. 日本被害地震総覧(2013) (1.2.1.1-10) 

e. 日本付近のＭ6.0 以上の地震及び被害地震の表(1.2.1.1-11)（以下，「宇津カタログ

（l982b）」という｡） 
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f. 地震活動総説(1999) (1.2.1.1-12) 

g. わが国の歴史地震の震度分布・等震度線図(1994) (1.2.1.1-13) 

 

(4) 敷地における地震観測記録 

敷地において得られた地震観測記録は，評価地点の地盤特性，個々の地震の震源特性

や伝播特性が直接反映されたものであるため，これらを参考にすることができる。 
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1926 年                1956 年    1962 年  1967 年   1994 年 2012 年 

416 年                           1872 年 1885 年             1926 年                                      1984 年 

416 年                                                    1926 年                                 1975 年 

  規 模 表 

西   暦 

「河角カタログ」を小修正し，「  理科年表」に引き継がれた値

改訂意見も併記 

｢宇津カタログ｣による 

転写 

河角カタログ 

(1951) 

〃(別冊 2) 〃(別冊 3) 
地震・ 

火山月報 

気象庁カタログ 

「気象庁カタログ」に   よる 

「最新版 日本被害地震   総覧 」， 

「地震活動総説」による 

理科年表 

(2020 年版) 気象庁 FTP サイトで公開  した値による 

416 年                                  1885 年        1923 年                                                  2019 年 

1885 年                 1950 年                              2013 年 

599 年                                                                   1949 年 

資料 日本被害 

地震総覧(1975) 

「気象庁カタログ」に  よる 

599 年                               1885 年             1926 年                                 1975 年 

資料 日本被害地震総覧の改  訂値と

ほぼ同じ 

宇佐美カタログ 

(1979) 

新編  日本被害 

地震総覧(1987) 
｢宇津カタログ｣ による 「気象庁カタログ」による  

新編  日本被害 

地震総覧[増補

改訂版](1996) 

新編  日本被害地震総覧とほぼ同  じ(図表については一部 「 わが国の歴史地震の震度分布・等震度線図」等を反映) 

416                                                       1994 年        

宇津カタログ(1979) 

[Ｍ6.0 以上の地震および被害地震] 

1885 年             1925 年 

「気象庁カタ 

ログ」を再調査 

宇津カタログ（1981） 

[関東・中部地方のＭ≧5.4 の地震の
 

1904 年        1925 年 

訂正 

 

1885 年             1925 年 

訂
正
・
追
加
・ 

削
除 

宇津カタログ(1982ｂ) 

[Ｍ6.0 以上の地震および被害地震の表] 
「別冊 6」，「別冊 2」，「別冊 3」，「月報」による 

1885 年             1926 年                                      1980 年 

地震活動総説 

(1999) 

「宇津カタログ」による 新編 日本被害地震総覧[増補改訂版]による 

416 年                                 1885 年                                                       1980 年   1997 年 

｢気象庁カタ

ログ｣による 

訂正 

主要地震の表(別冊 1) 

宇佐美が収集した史料をできるだけ利 用 

宇津カタログ(1985) 

[宇津カタログ（1982b）に対する訂正と追加] 宇津カタログ（1982b）に対する訂正と追加 

1885 年                                                         1980 年 

新編  日本被害地震総覧[増  補改訂版   ]  とほぼ同じ(1923 年  以  降の地震については気象庁による震源改訂作業(2001 年 10 月～)を反映) 

416                                                          2001 年    

最新版 日本被

害 地 震 総 覧

(2003) 

改訂 主要  地震の表(別冊６) 

被害地震 342 個(日付，震央位置，河角マグニチュード) 

1926 年                          1960 年 

「地震の事典」(第２版) 

による 

地震年報 

地震 

年報 

増訂 大日本地震資史料等 の各史 料による 

599 年                          1884 年   わが国の歴史地

震の震度分布・

等 震 度 線 図

(1994) 

日本被害地震総

覧(2013) 

599 年                                                                        2012 年 

宇津カタログ(1982ａ) 

[Ｍ6.0 以上の地震および被害地震の表に対する訂正表] 

最新版  日本被害地震総覧とほぼ同じ 

地震 

月報 

 

 

解図 1.2.1.1-1  地震カタログの相互の関係図 
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1.2.1.1(2) 地震の選定・詳細調査 

調査資料に記載されている震度分布図等に基づき，敷地の震度が５弱（1996 年以前は

旧気象庁震度階級Ｖ）程度以上であったと推定される地震を選定し，地震諸元，被害状

況等について詳細な調査を行わなければならない。 

 

【解 説】 

気象庁，他（2009）(1.2.1.1-14)による気象庁震度階級関連解説表では，震度５弱に係る現

象や被害として，耐震性が低い木造建物は，『壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられる

ことがある』とされており，地震によって建物に被害が発生するのは震度５弱（1996 年

以前は旧気象庁震度階級Ｖ）程度以上である。そこで地震資料に記載されている震度分

布図等に基づき，敷地の震度が５弱（1996 年以前は旧気象庁震度階級Ｖ）程度以上であ

ったと推定される地震を選定しなければならない。 

選定された地震について，地震諸元，被害状況等の詳細調査の際は前項で収集した調

査資料に加え，最新の論文，報告等を参照するとともに以下に留意する。 

・地震カタログに差異がある場合には，敷地に与える影響の差異 

・地形又は地盤が被害状況に及ぼす影響 

震度に関する情報がない場合，マグニチュード M，震央距離Δと震度の関係図より，

敷地又はその周辺地域に震度５弱（1996 年以前は旧気象庁震度階級Ｖ）程度以上の地震

動を与えた地震を選定してもよい。地震カタログの震源要素をプロットしたマグニチュ

ード M，震央距離Δと震度の関係図の例を解図 1.2.1.1-2 に示す。 

同図を作成する際の震度の区分には下記の宇佐美（1979）(1.2.1.1-15)による関係式を用い

てもよい。 

                ････････････････････････････（解 1.2.1.1-1） 

                ････････････････････････････（解 1.2.1.1-2） 

                ････････････････････････････（解 1.2.1.1-3） 

ここで， i は震度ｉ（旧気象庁震度階級）以上の地域を円形と仮定したときの半径（km）

であり，解図 1.2.1.1-2 では，この i をΔとして記載している。 

なお，2001 年には，上記関係式のもとになった地震データに対し，村松（2001）(1.2.1.1-16)

により更に地震データを加えた検討がなされたが，上記関係式に与える相違は誤差の範

囲である。 

震度に関しては各国でそれぞれ提案，運用されているが，我が国では一般には気象庁

震度階級が用いられている。気象庁震度階級は 1996 年に改正され，それまでの体感震度

から震度計による計測震度に変更されるとともに気象庁震度階級関連解説表が作られて

おり，改正後の震度階級は従来の体感による震度階級にほぼ対応している。気象庁震度

750410ogl ⅳ .M. 
85150ogl ⅴ .M. 
583680ogl ⅵ .M. 

公
衆
審
査
用



 

  ガイド 1-13

階級関連解説表については 2009 年に記載の見直しが行われている。 

歴史地震の震度の推定に当たっては，旧気象庁震度階級に対応し，かつ，より判断基

準が詳細に記されている東京都（1980）(1.2.1.1-17)の「地震の震度階解説表」等を参考とし

てもよい。 

この東京都による解説表の判断基準となる項目は，人間に与える影響，建築物，付属

構造物，屋内の収容物，火気使用器具，交通機関等，屋外の構造物，その他の８項目に

分けられており，歴史地震の震度等の推定に当たっては，当時の時代背景，社会状況等

を考慮して適用しなければならない。 

気象庁震度階級及び気象庁震度階級関連解説表の抜粋を参考資料 1-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解図 1.2.1.1-2  マグニチュードＭ，震央距離⊿と震度の関係図（例） 

旧気象庁震度階級 
（～1996 年） 
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1.2.1.2 活断層 

敷地周辺の活断層による地震の敷地に与える影響を検討するために，その位置，長さ，

形状，活動性等の把握を目的とした十分な活断層調査を実施しなければならない。 

本指針においては，後期更新世以降の活動が否定できない断層を，耐震設計上考慮す

べき活断層として取り扱わなければならない。 

活断層に関する具体的な調査方法等については，「第２章 地質・地盤調査」において

述べる。 

 

【解 説】 

一般に，ある程度以上の規模の大きな地殻内の浅い地震が発生した際には，地表地震

断層が出現する。同じ震源断層でこのような地震が繰り返すことによって，地表付近に

地表地震断層の変位・変形が累積し，活断層として認識される。したがって，ある程度

以上の規模の大きな地震であれば，活断層を調査することにより，将来発生する地震の

位置や規模を想定することができる。 

活断層の評価にあたっては，その規模と敷地からの距離に応じて，敷地に与える影響

を勘案して，基準地震動設定において検討を要する活断層を適切に選択する必要がある。 

なお，活撓曲（地下深部の断層活動と関係があると考えられる活褶曲を含む。）につい

ても活断層と同様に取り扱う。 
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1.2.1.3 プレート間及び海洋プレート内で発生する地震 

プレート間（プレート境界）地震や海洋プレート内地震を評価するために，「1.2.1.4 敷

地周辺の中・小・微小地震」で示す敷地周辺の中・小・微小地震や各種文献等の知見に

基づき，日本列島周辺のプレート境界及び海洋プレート内で発生する地震に関するメカ

ニズムの調査を実施しなければならない。 

 

【解 説】 

日本列島とその周辺は，複数のプレートが互いに近づき合っている。この近づき合う

プレートの境界では，両プレートが互いに押し合って巨大な山脈を形成するか，一方の

プレートがもう一方の下に沈み込む。この沈み込むところ（沈み込むプレート境界）に

沿って，海溝などの巨大な溝状の地形が形成される。 

日本列島とその周辺には，解図 1.2.1.3-1 に示すように，海洋プレートである太平洋プ

レートとフィリピン海プレート及び陸側のプレートがある。太平洋プレートは，ほぼ東

南東の方向から日本列島に近づき，日本海溝などから陸側のプレートの下に沈み込んで

いる。日本列島（東北日本）を東西に横切る断面で，より深いところまでの地震分布を

見ると，太平洋プレートが日本列島の下へ沈み込んでいる。フィリピン海プレートは，

ほぼ南東の方向から日本列島に近づき，南海トラフなどから陸側のプレートの下へ沈み

込んでいる。このような沈み込む海洋プレートと陸側のプレートとの境界では，近づき

合うプレート同士の間で圧縮の力がかかり，規模の大きな地震（断層運動）が発生する。

プレート境界に沿って巨大地震が発生することは過去の経験からも明らかであり，内陸

地殻内地震に比べて発生する場所（領域）や回数（頻度）に関する情報が豊富である。

一方， 2011 年東北地方太平洋沖地震のように隣接する震源領域が連動して破壊が広範囲

に及ぶ場合があり，このような震源領域の連動は，地震や津波の観測記録及び歴史記録，

津波堆積物等の地質学的証拠等に基づいて，慎重に検討する必要がある。 

解図 1.2.1.3-1 日本列島とその周辺のプレート(1.2-1) 
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プレート境界付近では，海洋プレートの内部で断層運動による地震が発生することが

ある。このような地震を海洋プレート内地震といい，海溝軸付近ないしそのやや沖合で

発生する沈み込む海洋プレート内地震と海溝軸付近から陸側で発生する沈み込んだ海洋

プレート内地震に分かれる。海洋プレート内地震に関する詳細説明を参考資料 1-4 に示す。 

プレート境界及び海洋プレートに関しては，国や大学等によって既に数多くの調査・

研究がなされている。これらに加えて，近年発生した中・小・微小地震の分布あるいは

プレートの速度構造を参照することにより，敷地で考慮すべきプレート間地震・海洋プ

レート内地震のメカニズムを検討することができる。特に，2011 年東北地方太平洋沖地

震では，強震動の詳細な検討が行われており，地震動評価に際しては，この地震により

得られた研究成果等を活用することが重要である。参考資料 1-5 に 2011 年東北地方太平

洋沖地震の地震動特性及び震源特性を示す。 
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1.2.1.4 敷地周辺の中・小・微小地震 

敷地周辺の地震活動を検討するために，中・小・微小地震の観測データを調査しなけ

ればならない。 

 

【解 説】 

敷地周辺の中・小・微小地震は，敷地周辺の地震活動を検討する上で有効な情報の一

つであり，前項までに述べた活断層及び過去の地震の調査結果を補完する資料となりう

る。 

中・小・微小地震は，国や大学等の公的機関及び民間会社により観測された記録（敷

地内における観測記録を含む。）から震源決定しているデータを用いて調査を行う。 

プレート境界及び沈み込む海洋プレートに沿って中・小・微小地震が分布しているこ

とが多く，それらの広がりから，震源域ないしは震源断層を設定することができる。 

内陸地殻内で発生する地震については，微小地震分布と活断層位置との対応が認めら

れる場合には，活断層の活動性や形状を検討するにあたり微小地震分布を参考とするこ

とができる。また，微小地震分布は，内陸地殻内の地震発生層の上限及び下限の深さを

推定するのに有力な手がかりとなりうる。 

なお，微小地震の震央位置や震源深さの精度に関しては，観測点間の距離や配置，震

源決定の際に仮定した地下構造に留意することが重要である。 
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1.2.1.5 関連する地震の調査・研究 

国の研究機関・防災機関等による地震の調査・研究に関する検討結果を調査し必要に

応じて参照しなければならない。 

 

【解 説】 

地震調査研究推進本部や中央防災会議などが行っている地震・地震動に関する検討結

果を調査し必要に応じて参照する必要がある。地震調査研究推進本部の検討，各種法律，

地震予知に関する知見の概要を参考資料 1-6 に示す。 

 

 

1.2.1.6 その他の地球物理学的な知見 

敷地周辺の地震活動を検討するために，地球物理学的調査によって得られる情報も活

用しなければならない。 

 

【解 説】 

敷地周辺の地震活動を検討するためには，地球物理学的に得られる様々な情報（例え

ば，ブーゲ異常やコンラッド面・モホ面等の深さ等）や，このような情報をもとに評価

された地震地体構造区分や，区分図（地震地体構造マップ），応力場，地下構造等の既往

の研究成果等を可能な限り調査・収集する必要がある。地震地体構造マップの概要を参

考資料 1-7 に示す。 
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1.2.2 検討用地震の選定 

検討用地震は，「1.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査」で実施した各種の調査

結果を総合的に検討し，複数選定しなければならない。選定に際しては，最も確実度が

高いと考えられる基本的な震源要素（規模，位置等）を設定し，経験的な方法等を用い

て各地震の地震動レベルの相対関係を評価し，敷地に大きな影響を及ぼすおそれがある

地震を検討用地震とする。 

 

【解 説】 

検討用地震の選定には，「1.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査」にて述べた各

種の調査をもとに震源の位置と規模を特定することが必要であるが，選定の段階におい

ては，規模，位置等の震源要素は最も確実度が高いと考えられる値を設定する。 

また，検討用地震の選定は，敷地周辺で発生すると想定される地震の中から，敷地に

大きな影響を及ぼすおそれがある地震を選ぶことが主眼であるため，距離減衰式に代表

される「1.2.3.2 経験的な方法」等を用いる。施設の構造に免震構造を採用する等，長

周期の地震応答が卓越する施設等がある場合は，必要に応じて，敷地からの距離が離れ

ていても長周期の地震動が卓越する地震を含めて，検討用地震を選定する。 

なお，「1.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査」にて述べた各種の調査は，それ

ぞれ独立したものではなく，相互に関連があり，調査結果は互いに整合がとれているこ

とが重要である。検討用地震の選定に当たっては，これらの調査結果を総合的に検討し

なければならない。 
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1.2.2.1 内陸地殻内地震 

内陸地殻内地震は，「1.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査」で調査した結果に

基づき，敷地周辺の活断層による地震及び過去の地震活動について，微小地震分布など

との対応について検討を行った上で活断層又は過去の地震の震源位置に震源を設定しな

ければならない。 

活断層による地震は，「1.2.1.2 活断層」で調査した活断層の評価に基づき，必要に応

じて，微小地震の活動等地球物理学的知見を参考に，適切に震源断層の性状について検

討しなければならない。ただし，活断層が過去の地震の発生源となったことが明らかな

場合（対象とする活断層が，「1.2.1.1 過去の地震」において選定された地震が発生した時

に出現した地表地震断層であることが明らかな場合等）には，活断層の規模や活動性と

過去の地震規模等について十分に検討を行った上で，その活断層により想定される地震

の規模及び震源位置を対応する過去の地震の規模及び震源位置で代表させてもよい。 

 

【解 説】 

活断層の性状は地域ごとに異なることから，それぞれの地域の状況に応じて，適切に

評価する必要がある。 

活断層が不明瞭な場合であっても，微小地震の発生状況に応じて，ある程度の規模の

震源断層が地下に存在する可能性を検討しなければならない。 

この場合，微小地震観測の精度，観測期間の長さに留意するとともに，微小地震の発

生状況と当該地域の地質構造との関連等について詳細な検討を行う必要がある。 

活断層による地震の規模等を過去の地震で代表させる場合は，代表させる過去の地震

が発生した時点が近代的な地震調査がなされるようになった時期より古い場合は，過去

の地震に関する資料の信頼性や内容を十分に吟味するとともに，対象とする活断層の性

状等を考慮の上，過去の地震で代表することの妥当性について詳細に検討する必要があ

る。 

孤立した長さの短い活断層は，地震発生層の厚さ，地震発生機構，断層傾斜角等の調

査結果に基づいて震源断層を設定するなど地域性を考慮する必要がある。 

なお，地震発生層の上限及び下限深さは，地下構造調査等による速度構造データ，敷

地周辺で発生した地震の震源分布，キュリー点深度等の知見を参考に設定することがで

きる。特に地震発生層の上限深さについては，速度構造データを重視し，地震の震源分

布を用いる際には稠密地震観測網によるもの等精度の良い震源分布を参考にすることが

望ましい。地震発生層設定の検討事例を参考資料 1-8 に示す。 
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1.2.2.1(1) 活断層による地震規模の想定方法 

原子力発電所の耐震設計において活断層の長さ又は単位変位量から地震規模を想定す

る場合には，従来から用いられてきた以下の式を用いることができる。その際，以下の

式の適用範囲に留意する必要がある。 
9260ogl .M.L    ･･････････････････････････････････････････････ (1.2.2.1-1) 

0460ogl .M.D   ･･････････････････････････････････････････････ (1.2.2.1-2) 

M  : 地震の規模（マグニチュード） 

L  : 活断層の長さ（km） 

D  : 単位変位量（活動における１回あたりの平均的な変位量）（m） 

活断層の長さＬ及び単位変位量Ｄの評価法については，「2.2.3.2 震源として考慮する活

断層」に示す。 

 

【解 説】 

ある程度以上の規模の大きい地殻内の浅い地震が発生した場合について，大規模な地

震ほど地震時に現れた断層の長さや変位量が大きくなることが知られている。地震のマ

グニチュード M と活断層の長さ L あるいは単位変位量 D との間には，

  bMaDL orogl という形の経験式が一般に使われ， a 及びb については世界各地

で異なる値が求められている。松田（1975）(1.2.2.1-1)によれば，日本国内の地殻内の浅い

地震については， a は 0.6，b は，式(1.2.2.2-1)の場合 2.9，式(1.2.2.2-2)の場合 4.0 が用

いられている。ただし，活断層の規模，当該地域の地質・地質構造，地表地震断層の有

無，歴史地震の規模等を慎重に検討した上で，この式によらないことが適切と考えられ

る場合は，当該活断層や地域に関する知見等に基づき地震規模を想定することができる。 

なお，上記以外の手法として，武村（1998）(1.2.2.1-2)等により，地殻内地震のスケーリ

ング則から活断層の長さ L 又は単位変位量 D と，地震モーメント Mo及び地震の規模 M

との関係を求めた式も提案されており，これらを用いることもできる。 
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1.2.2.2 プレート間地震 

プレート間地震は，「1.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査」で調査した結果に

基づきプレートの境界の位置に震源を設定しなければならない。 

プレート間地震の設定は，敷地周辺で過去に発生したプレート間地震に係る知見を参

照した上で，国内外で発生した大規模なプレート間地震に係る知見を活用して行うこと

とする。 

 

【解 説】 

プレート間（境界）に発生した大地震は，過去に同じ場所に繰り返し発生しているこ

とが多いことから，過去の地震の起こり方や既往の研究成果の知見を参照して設定する

ことができる。 

歴史地震の震央位置は地震のエネルギー放出中心を表し，近年の計器観測による震央

位置は震源の破壊開始点を表している。そのため，検討用地震の震源位置は過去の地震

の震央位置だけではなくプレート境界の位置を考慮して設定することがより合理的であ

る。プレート境界の位置は，「1.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査」で述べた中・

小・微小地震の分布や既往の研究成果（過去の大地震の震源を評価した研究例等）等に

よる知見を参照して定めることができる。 

プレート間地震の設定に際して，敷地周辺で過去に発生したプレート間地震に係る知

見を参照することとし，2011 年東北地方太平洋沖地震等の国内外で発生した大規模なプ

レート間地震に係る研究成果等についても，地震の発生機構やテクトニクス的背景の類

似性を考慮した上で活用することが重要である。 
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1.2.2.3 海洋プレート内地震 

海洋プレート内地震は，「1.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査」で調査した結

果に基づき，海洋プレート内の適切な位置に震源を設定しなければならない。 

海洋プレート内地震の設定は，メカニズムや規模及び発生位置に関する地域的な特徴

を踏まえた上で，国内外で発生した大規模な海洋プレート内地震に係る知見を活用して

行うこととする。 

 

【解 説】 

海洋プレート内の地震の特徴としては，地震波が減衰せずに遠くまで伝わり震度分布

が異常震域を示すことが多く，また，震源のやや深い沈み込んだ海洋プレート内地震（ス

ラブ内地震）は，原子力施設の設計において影響が大きい短周期地震動（短周期の成分

が卓越する地震動）を励起すること等が挙げられる。 

計器観測開始以前に発生した過去の海洋プレート内地震は，震源深さの特定が困難で

あることから，プレート間地震に比べて地震記録が少ない。しかしながら，近年の高密

度高精度の地震観測網によるデータの蓄積により，特に，東日本の沈み込んだ海洋プレ

ート内地震（スラブ内地震）については，海野，他（2001）(1.2.2.3-1)及び Kosuga et al.（1996）

(1.2.2.3-2)によりメカニズムや規模及び発生位置に関して地域的な特徴を示す知見が示され

ている。また，芸予地震のように同じ場所で繰り返し発生している例もある。 

海洋プレート内地震は，これらを総合的に判断して震源を設定することができる。そ

の際には，敷地周辺で過去に発生した海洋プレート内地震に係る知見を参照することと

し，国内外で発生した大規模な海洋プレート内地震に係る知見についても，地震の発生

機構やテクトニクス的背景の類似性を考慮した上で活用することが重要である。 
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1.2.2.4 その他の地震 

内陸地殻内地震，プレート間地震及び海洋プレート内地震に分類できない地震につい

ては，別途考慮しなければならない。 

 

【解 説】 

日本列島周辺では，内陸地殻内地震，プレート間地震及び海洋プレート内地震の他，

火山性の地震等がある。 

火山の山体の周辺では岩盤の浅い部分に局所的に力が働いており，火山活動に伴って

中小規模の地震が発生することがある。桜島の大噴火に伴った 1914 年の桜島の地震

（M7.1）のように，稀にＭ７程度の大地震が起こることがある。火山の周辺などでは，

微小地震の集中域や群発地震活動が見られることがあり，中・小・微小地震の分布を検

討する際には，火山との関連性に留意することが重要である。 

なお，東北日本の日本海側沖合において，1983 年日本海中部地震（M7.7），1993 年北

海道南西沖地震（M7.8）などの大きな地震が南北に連なるように発生した。この地域の

地震を日本海東縁部の地震として分類することができる。 
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1.2.3 地震動評価 

本項は，前項で選定した検討用地震に対して地震動を評価する方法について示す。 

地震動の評価にあたっては，検討用地震の選定段階で考慮した地震の発生様式，地震

波伝播経路等に応じた諸特性（その地域における特性を含む。）を十分に考慮するととも

に，敷地における地震観測記録等から得られる敷地周辺の地震動特性を十分に考慮しな

ければならない。 

地震動評価は，原則として，距離減衰式に基づいた「経験的な方法」及び「断層モデ

ルを用いた方法」により評価しなければならない。考慮する検討用地震の震源が敷地に

近く，その破壊過程が，敷地の地震動評価に大きな影響があると考えられる場合には，

断層モデルを用いた地震動評価を重視する。 

 

【解 説】 

「設置許可基準規則解釈」「別記２ ５」で記述されている「応答スペクトルに基づく

地震動評価」は，ここでは距離減衰式に基づいた「経験的な方法」と呼ぶこととする。

したがって，「応答スペクトルに基づく地震動評価」手法のうち，震源の広がりを考慮し

た手法は，距離減衰式に基づいた「経験的な方法」に分類する。震源の広がりを考慮し

た等価震源距離を距離のパラメータに用いる距離減衰式や，小林・翠川の手法がこれに

該当する。 

断層モデルとは，地震の原因である断層運動を表現したモデルであり，断層モデルに

よる地震動評価とは，このモデルをもとに，地震動を評価することである。震源が敷地

に近い場合には，その破壊過程が地震動評価に大きな影響を与える可能性があることを

重視し，地震動評価について，より詳細な検討を実施することが重要となる。 
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1.2.3.1 敷地における地震動特性 

検討用地震の地震動特性の評価に際しては，震源特性，伝播経路特性及び地盤の増幅

特性を適切に考慮しなければならない。その際には，敷地において得られた地震観測記

録の諸特性や地下構造調査結果等を参考にすることができる。 

 

【解 説】 

敷地において得られた地震観測記録（鉛直アレイ地震観測記録，水平アレイ地震観測

記録）には，周辺で発生する地震の震源特性や伝播経路特性，評価地点の地盤増幅特性

が反映されているため，観測記録を用いて，これらの諸特性を検討することができる。

地盤増幅特性の検討に際して，地震活動が低調な地域では，速度計等の高感度地震計を

用いた連続地震観測を行い低振幅の観測記録を収集することができる。常時微動記録を

用いたその他の調査として，微動アレイ探査や地震波干渉法等がある。 

地下構造調査には，「第 2 章 地質・地盤調査」で述べるように，ボーリング調査（PS

検層，ボーリングコア観察，室内試験），屈折法・反射法地震探査，オフセット VSP 探

査等がある。これらの調査の結果により，地層の傾斜・褶曲構造，地震基盤の位置・形

状，岩相・岩質の不均一性，及びこれらの地震波速度構造や地盤の減衰特性等を把握す

ることができる。調査に当たっては，目的や地質特性に応じて，結果の信頼性や精度を

確保できるよう，調査手法・仕様を選定しなければならない。 

これらの多角的な地震観測及び地下構造調査を高密度で実施することにより，三次元

的な地下構造による地盤増幅特性への影響を検討することができる（1.2.3.1）。 

以上に示す地震観測記録の諸特性や地下構造調査結果等に基づく総合的な分析を行う

ことにより，敷地における地震動特性を把握し，地下構造モデル等を設定して地震動評

価へ適切に反映しなければならない。 
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1.2.3.2 経験的な方法 

距離減衰式に基づいた経験的な方法により地震動を評価する場合は，用いる距離減衰

式の特徴や適用性を考慮しなければならない。特に，敷地において地震観測記録が多数

得られている場合には，その平均的な諸特性を考慮することとする。 

以下に示す手法は，原子力発電所の立地に適している解放基盤相当における地盤特性

が明らかな観測点のデータを回帰分析した距離減衰式に基づいており，地盤の特性に応

じた地震動の応答スペクトルをより精度良く算定することができる。 

 

(1) 解放基盤表面における周期 0.02 秒から 5 秒の地震動の応答スペクトル 

水平・鉛直地震動の応答スペクトルは，マグニチュード M と等価震源距離 Xeq，解放

基盤表面の弾性波速度，地震基盤から表層の卓越周期を用いて以下のように得られる。

水平地震動応答スペクトルの考え方を図 1.2.3.2-1 に示す。 

なお，等価震源距離 Xeq (km)は次式で与えられる。 
 


 


se

sXe
X 2-

d

d

m

2
mm

eq
    ･･･････････････････････････････････････  (1.2.3.2-1) 

 

      ただし，Xm：観測点から断層面の各微小領域 m への距離(km) 

em：断層面上の各微小領域 m からの地震波エネルギーの相対的放

出分布（emが不明の場合には一様分布として与える。） 

ds ：断層面の微小領域 m の面積(km2) 
 

ａ．地震基盤における応答スペクトル 

地震基盤における水平地震動の応答スペクトル Sb (T )（減衰定数５％の加速度応答

スペクトル(cm/s2)）は，表 1.2.3.2-1 で表される周期 T (s ) における擬似速度応答スペ

クトル pSv (T )（cm/s）に基づいて得られる（以下，表 1.2.3.2-1 で表される周期 T (s)

における応答スペクトルの座標点を「コントロールポイント」という。）。任意のマグ

ニチュードＭと等価震源距離 Xeq (km)に対してコントロールポイントの値を求めるに

は，まず vpogl S  を M によって補正し，ついでこれを eqogl X  によって補正して求め

る。図 1.2.3.2-2 に表 1.2.3.2-1 の各コントロールポイントの擬似速度応答スペクトルを

示す。 

ｂ．解放基盤表面における応答スペクトル 

解放基盤表面における水平あるいは鉛直地震動の応答スペクトル S (T ) は，地震基

盤における水平地震動 Sb (T ) を共通として，これに水平地震動あるいは鉛直地震動の

地盤増幅率α(T ) • β(T ) を乗じて次式により求められる。 
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       TTTSTS   2
b  ･････････････････････････････････ (1.2.3.2-2)  

α(T ) ,β(T ) は水平地震動の場合は式（1.2.3.2-3），鉛直地震動の場合は式（1.2.3.2-4）

で与えられる。 
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 ･･･････ (1.2.3.2-4) 

 

ここで，Vs,Vp は解放基盤表面の S 波速度及び P 波速度(km/s)で，Vsb=2.2 km/s，

Vpb=4.2 km/s とする。Ts1,Tp1は水平地震動及び鉛直地震動に対する地盤の卓越周期(s)，

δh(T ),δv(T )，αbv(T )は表 1.2.3.2-2 で与えられる係数である。図 1.2.3.2-3 は水平地

震動及び鉛直地震動の地盤増幅率の算定例である。 

本手法を用いるにあたっての適用性等の留意事項を，「附属書 1.1 経験的な方法に

用いる手法の留意事項」に示す。 

 

(2) 地震動の経時特性 

水平・鉛直地震動の振幅包絡線は式(1.2.3.2-5)で与える図 1.2.3.2-4 の形状とし，各区

間の継続時間(s)をマグニチュード M 及び等価震源距離 Xeq(km)を変数として式

(1.2.3.2-6)で与える。 

 

   2
bT/TTE       b0 TT ≦  

  1TE          cb TTT ≦      ････････････････ (1.2.3.2-5) 

 
  c

cd

10nl
TT

TT

.

eTE


             dc TTT ≦  

  60ogl540170
cd

0130
c

93250
b

eq101010 .X.M..M.
b

.M. TT,TT,T   ･････ (1.2.3.2-6) 

表 1.2.3.2-1 のコントロールポイントのマグニチュード M と等価震源距離 Xeq (km)の

地震動に対する振幅包絡線を図 1.2.3.2-5 に示す。 
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表 1.2.3.2-1 地震基盤における水平地震動のコントロールポイント 

 

 

解放基盤表面における

平均応答スペクトル

地震基盤における

平均応答スペクトル

地盤増幅の補正項

地盤増幅率の補正　　地盤の卓越周期の補正＝ ×

βh(T)

1

0.02 Tsl 5.00 10Tsl5.000.02

1

αh(T)

0.02 5.00

S(T)

0.02 Tsl 5.00

Sb(T)

αh(T)

βh(T)S(T)
Sh(T)

周期 T(s)

Sb(T)

＝ × ×

Sh(T) αh(T) βh(T)Sb(T)
×

周期 T(s)周期 T(s)周期 T(s)

M：マグニチュード

Xeq：等価震源距離

 Vs：解放基盤表面での S波速度 (km/s)

Tsl：水平動に対する地盤の卓越周期 (s)

Xeq（地震波エネルギーが等価な震源距離までの距離）
Xm

評価地点

ds
em

断層面 パラメータ

（仮想）点震源

 

 

図 1.2.3.2-1 水平地震動応答スペクトルの考え方 

 

 

A B C D E F G H

M Xeq TA(s) TB(s) TC(s) TD(s) TE(s) TF(s) TG(s) TH(s)

(km) 0.02 0.09 0.13 0.30 0.60 1.00 2.00 5.00
8.5 40 1.62 18.44 27.32 47.87 68.05 64.66 53.52 40.06
8 25 1.69 20.05 28.96 48.22 67.80 65.25 52.51 38.35
7 12 1.40 17.20 24.84 33.86 43.42 36.42 25.15 17.85
6 6 1.04 12.82 18.51 21.84 23.17 17.41 9.64 3.88

8.5 80 0.73 7.36 11.43 22.92 34.79 32.58 27.60 21.96
8 50 0.67 7.45 11.17 20.05 28.65 27.06 22.70 17.19
7 20 0.78 9.44 13.64 19.10 24.83 20.69 14.46 10.37
6 8 0.77 9.45 13.65 16.23 17.18 12.73 7.16 2.89

8.5 160 0.26 2.22 3.67 9.45 15.17 14.83 13.64 12.26
8 100 0.32 3.08 4.86 10.27 16.04 14.96 12.73 10.37
7 50 0.23 2.65 4.01 6.02 7.64 6.68 4.87 3.64
6 25 0.21 2.49 3.60 4.54 4.84 3.98 2.07 0.86

8.5 200 0.18 1.44 2.43 6.87 11.17 11.17 10.67 10.04
8 200 0.10 0.80 1.35 3.82 6.21 6.21 5.93 5.58
7 125 0.046 0.43 0.70 1.34 1.81 1.59 1.26 1.05
6 78 0.041 0.45 0.65 0.95 1.03 0.80 0.49 0.22

　pSvの値は，減衰定数5％の擬似速度応答スペクトルの絶対値

遠距離

コントロールポイントの座標  pSv(cm/s)

極近距離

近距離

中距離
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表 1.2.3.2-2 コントロールポイントの補正係数 h,v,bv 

図 1.2.3.2-2 表 1.2.3.2-1 のコントロールポイントに基づく 

地震基盤の水平地震動の応答スペクトル 
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 全てのコントロールポイント（マグニチュード M及び等価震源距離 Xeqの組合せ）に対して共通

とする。 

 本表は Vsb=2.2 km/s，Vpb=4.2 km/s として使うことを前提としている。したがって，Vs＞2.2 km/s

あるいは Vp＞4.2 km/s の解放基盤表面においては，Vs=2.2 km/s あるいは Vp=4.2 km/s に対する

値をそのまま用いるものとする。 

A B C D E F G H
TA(s) TB(s) TC(s) TD(s) TE(s) TF(s) TG(s) TH(s)

0.02 0.09 0.13 0.30 0.60 1.00 2.00 5.00
0 0.03 0.05 0.35 0.48 0.61 0.80 0.83

0.12 0.26 0.42 0.67 0.90 1.03 1.10 1.09
0.58 0.55 0.52 0.59 0.56 0.60 0.70 0.75

コントロールポイントの補正係数

δh(T)

δv(T)

αbv(T)
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図 1.2.3.2-4 振幅包絡線の経時的変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.3.2-5 表 1.2.3.2-1 のマグニチュードＭ と等価震源距離Ｘeqの 

地震動に対する振幅包絡線の経時的変化 

図 1.2.3.2-3 水平・鉛直地震動の地盤増幅率の例 

2 次曲線 
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【解 説】 

距離減衰式に基づいた経験的な方法とは，距離減衰式に代表される，地盤特性に応じ

て地震のマグニチュードと震源からの距離の関係で地震動特性を評価する方法である。

距離減衰式は，少ないパラメータ（説明変数）を用いて平均的な地震動の強さを示す指

標として非常に有効なものである。 

最も理想的な経験的方法とは，敷地で得られた観測記録を統計分析し距離減衰式を作

成することであるが，統計分析が可能な十分な観測データを単一地点で得ることは困難

である。通常，距離減衰式は震源特性や伝播特性の異なる多くの地震により，サイト特

性の異なる多くの観測点で得られた記録を統計処理している。したがって，実際の地震

動の評価に当たっては，予測の精度を十分に念頭に置く必要がある。近年では，地震観

測網の充実に伴い，様々な距離減衰式が提案されているため，その特徴を踏まえ，評価

地点における適用性を確認した上で用いることが可能である。 

基準地震動 Ss を定める解放基盤表面は，せん断波速度が概ね 0.7 km/s 以上の値を有す

る硬質地盤で定義される。したがって，解放基盤表面における地震動をより正確に評価

するには，震源からの地震波が評価地点近傍の地盤の影響を受けにくいと考えられる基

盤，すなわち地震基盤における地震動を評価した上で，地震基盤から解放基盤表面への

地盤増幅特性を把握する必要がある。 

Nishimura et al.（2001） (1.2.3.2-1)及び Noda et al.（2002） (1.2.3.2-2)による本手法は，解

放基盤表面相当の地盤に加え，地震基盤の条件に近い地盤における近接５地点の同一地

震の観測記録や，地震基盤及び上部の地盤における鉛直アレー観測記録を収集し，以下

に示す考え方に基づいて策定された水平及び鉛直動の平均応答スペクトルの評価手法で

ある。対象とする地盤は，地震基盤からせん断波速度 0.7 km/s 程度までの解放基盤表面

である。 

その基本的な考え方は，せん断波速度 2.0～2.8 km/s の地層は地震動を考える場合の基

準となる地盤と考えられること，観測記録の解析結果から，表層地盤内の地震波伝播特

性は，水平地震動成分についてはせん断波の重複反射でモデル化され，鉛直地震動成分

についてはＰ波の重複反射でモデル化されることである。この考え方に基づく検討のフ

ローを水平動を例に解図 1.2.3.2-1 に示す。鉛直動も同様の考え方に基づいている。 

また，地震基盤から解放基盤表面までの詳細な地盤構造が得られている場合には，そ

の地盤構造に基づいて地震基盤の地震動から解放基盤表面の地震動を評価することがで

きる。ただし，本文(1)，(2)に示す地震動評価手法は経験則に基づいており，地震基盤の

地震動と地盤増幅特性を一体として評価したものであるため，敷地における観測記録を

用いて経験的に補正することは良いが，地震基盤の地震動のみを抜き出し，別途地盤構

造から理論的に求めた増幅特性を用いて解放基盤表面の地震動を評価する場合には，十

分な検討が必要である。敷地固有のこのような考え方は，「1.3 震源を特定せず策定する

地震動」の場合にも当てはまる。 
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本文に示す手法以外の従来の手法として，大崎の手法，小林・翠川の手法等が挙げら

れる。これらに加えて，敷地における観測記録を直接用いる方法や既往の地震によって

激震地に生じた震害状況や物体の挙動から地震動の強さを推測する方法もある。 

本文に示す手法以外の主な経験的な手法の概要を参考資料 1-10 に示す。 

 

解図 1.2.3.2-1 水平地震動の平均応答スペクトルの求め方の概要 

実地盤 仮想地盤

地表観測点

代表観測点 解放基盤相当

解析的に
表層を除去

地震基盤

データベース（214成分）

1.　代表観測点以浅の表層部分の影響を
 　 解析的に除去した波形（152成分）

2.　地表観測記録（62成分）

■解析に用いるデータベースの作成

■スペクトルの回帰分析

スペクトル特性の回帰分析

スペクトルのモデル化

■地盤増幅特性におけるVs依存性

■解放基盤表面における平均応答スペクトルの求め方

log S(T) = a(T)M - {b(T)Xeq + log Xeq} + ci(T), ci(T) = c(T) + di(T)
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1.2.3.3 断層モデルを用いた方法 

断層モデルを用いた地震動評価においては，以下に示す手順に従って巨視的断層パラ

メータや微視的断層パラメータ等の断層パラメータを適切に評価し，震源のモデル化を

行った上で，適切な評価手法を用いて地震動評価を行わなければならない。 

 
(1) 震源のモデル化 

a. 震源断層の設定 

既知の活断層に関する情報，地震活動，地殻変動等の情報をもとに，震源断層を設

定しなければならない。 

b. 巨視的断層パラメータの設定 

巨視的断層パラメータとは，対象となる震源断層の長さや幅をもとに算定される断

層面積や地震モーメントなどである。 

内陸地殻内地震では，既往の経験式をもとに設定することができる。 

一方，プレート間地震や海洋プレート内の地震では，過去に発生した地震の状況を

示す情報が多く残されており，それらを活用することができる。 

c. 微視的断層パラメータの設定 

微視的断層パラメータとは，アスペリティの面積，実効応力，すべり量などである。

具体的な設定の手順は，既往の研究成果をもとに設定することができる。 

d. その他のパラメータの設定 

その他のパラメータとは，断層の破壊開始点，破壊伝播速度等である。断層の破壊

開始点やアスペリティの位置との関係は，地震動の評価結果に大きく影響を及ぼすこ

とから，必要に応じて複数のモデルを設定しなければならない。 

 
(2) 地震動評価手法 

地震動評価には，以下の評価手法を用いることができる。 

a. 理論的手法 

b. 半経験的手法 

a) 経験的グリーン関数法 

b) 統計的グリーン関数法 

c. ハイブリッド法 

a) ハイブリッド合成法 

b) ハイブリッドグリーン関数法 
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【解 説】 

(1) 断層パラメータ 

断層モデルによる地震動評価は，震源近傍における地震動特性をより詳細に表せる反

面，モデル化には多くの情報を必要とし，具体的には以下のパラメータが必要である。 

a. 巨視的断層パラメータ 

巨視的断層パラメータとは，対象となる震源断層の長さ，幅，断層面積及び地震モ

ーメント等のパラメータである。内陸地殻内地震では，例えば Somerville et al.（1999）

(1.2.3.3-1)や入倉・三宅（2001）(1.2.3.3-2) や Murotani et al.（2015）(1.2.3.3-3)などによる経

験式をもとに設定することができる。一方，プレート間地震や海洋プレート内の地震

では，三宅，他(2006)(1.2.3.3-4) などによる経験式等過去に発生した地震の状況を示す情

報が多く残されており，それらを活用して設定することができる。 

b. 微視的断層パラメータ 

微視的断層パラメータとは，アスペリティ（プレート境界や断層面において固着の

強さが特に大きい領域のことで，この領域が地震時にすべると，すべり量がまわりよ

りも大きくなり，大振幅の地震波を放出する。）の面積や，実効応力，すべり量などの

パラメータである。 

c. その他のパラメータ 

その他のパラメータとは，断層の破壊開始点や，破壊伝播速度等である。断層破壊

の複雑さを地震動評価に取り入れるための方法として，過去の地震の非一様なすべり

破壊をもとにして抽出された統計的特質を特性化する方法がいくつか示されており，

例えば，入倉・三宅（2002）(1.2.3.3-5)や壇，他（2002）(1.2.3.3-6)の研究成果や，地震調査

研究推進本部（2005）(1.2.3.3-7)による適用例がある。 

このような特性化された震源モデルを作成する際に用いられる基本的な関係式の概要

を参考資料 1-11 に示す。 

 

(2) 地震動評価手法 

断層モデルを用いた地震動評価手法の概要を参考資料 1-12 に示す。 

敷地において要素地震として適切な観測記録が有る場合には経験的グリーン関数法

を採用することとし，無い場合は統計的グリーン関数法を採用することを原則とする。

また，経験的グリーン関数法や統計的グリーン関数法の結果の妥当性を検討することを

目的として，ハイブリッド法による地震動評価もあわせて実施する。 

断層モデルによる地震動評価においては，震源のモデル化のみならず地震動を評価す

る敷地近傍の地下構造の詳細なモデル化も重要である。評価手法や敷地の状況に応じて，

既存の文献調査や，深層ボーリング，屈折法・反射法探査，微動探査，重力探査などの

データから得られる深い地盤構造や，表層地質データやボーリングデータ等から得られ

る浅い地盤構造に関して検討が必要である。 
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1.3 震源を特定せず策定する地震動 

「震源を特定せず策定する地震動」は，前節までに述べた方法により敷地ごとに震源

を特定して地震動を策定した上で，更に別途考慮する地震動である。すなわち，敷地周

辺の状況を十分考慮した詳細な調査を実施しても，なお敷地近傍において発生する可能

性のある内陸地殻内の地震の全てを事前に評価しうるとは言い切れないことから考慮す

るものであり，その地震動は，震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻

内の地震について得られた震源近傍の観測記録を収集し，これらを基に敷地の地盤物性

を考慮して設定する。 

 

【解 説】 

震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内の地震として，地震規模の

スケーリングの観点から，地表地震断層が出現しない可能性がある Mw 6.5 未満の地震を

検討対象とし，震源近傍の観測記録を抽出して，「震源を特定せず策定する地震動」を評

価する。その際には，必要に応じて，地盤情報等を踏まえ，解放基盤表面の地震動の推

定等を行う。 

上記評価の参考として，震源と活断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内地

震による震源近傍の地震動レベルの検討事例を「参考資料 1-13 震源を特定せず策定する

地震動として用いる応答スペクトルのレベル」に，地表の観測記録と地盤情報を用いた

解放基盤表面の地震動の推定に関する検討事例を「参考資料 1-14 2004 年留萌支庁南部

の地震における K-NET 港町観測点の基盤地震動」に示す(1.3-1) (1.3-2) (1.3-3) (1.3-4) (1.3-5)。 

また，敷地周辺の地質・地質構造等について，「第 2 章 地質・地盤調査」で述べると

おり，地表に痕跡が生じにくい Mw 6.5 以上の地震が発生した地域性として，活断層の成

熟度が低い，上部に軟岩，火山岩，堆積層が厚く分布する等の特徴との関連について個

別に検討する。 

「震源を特定せず策定する地震動」の評価に際しては，最新の知見，特に震源近傍で

得られた観測記録と照らし合わせて地震動レベルの妥当性を個別に確認することが望ま

しい。その際には，地点を特定しない評価として，地表に明瞭な痕跡を示さない震源断

層に起因する震源近傍の地震動についての Motohashi et al.（2005）(1.3-6)による確率論的

な評価や，地域性を考慮した個別地点ごとの評価として，内陸地殻内地震の地域ごとの

最大マグニチュードに関する研究成果を踏まえた地震ハザード評価等を必要に応じて参

考とすることが望ましい。 
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1.4 基準地震動 Ss の策定 

基準地震動 Ss は「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず

策定する地震動」を考慮し，敷地の解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震

動を適切な方法により策定しなければならない。その際には，工学的判断により地震動

評価の過程における不確かさを考慮しなければならない。 

策定した基準地震動について，基準地震動の応答スペクトルがどの程度の超過確率に

相当するかを把握しなければならない。 

 

【解 説】 

基準地震動 Ss は，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」と「震源を特定せず

策定する地震動」から，敷地における解放基盤表面における地震動としてそれぞれ策定

することを原則とする。 

 

(1) 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

経験的な方法に基づき策定した「設計用応答スペクトル」及び断層モデルを用いた方

法の双方により，基準地震動 Ss を策定することを原則とする。 

基準地震動 Ss の策定における「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の取り

扱いにあたっては，「震源要素（規模，位置等）」，「震源から敷地までの伝播特性」，「地

盤（サイト）特性」の各特性及び地震動の「評価手法」に不確かさが含まれるため，工

学的判断により，これら不確かさの影響をそれぞれの状況に応じて適切に考慮しなけれ

ばならない。 

a. 経験的な方法 

経験的な方法により震源の不確かさを考慮するにあたっては，まず特定した震源に

対して，最も確実度が高いと考えられる基本的な震源要素を基に，地震学的知見に整

合が取れる範囲で規模と位置を設定する。そのうえで，例えば，地震カタログ間で相

違がある場合や，最新の知見として認められた見解が示されている場合には，その妥

当性を吟味して考慮する。「設計用応答スペクトル」は，「1.2.3.2 経験的な方法」によ

り地震動を評価し，対応する減衰定数５％の応答スペクトルを計算して，それらを包

絡して設定することを原則とし，上記不確かさをその包絡に含めて地震動を策定しな

ければならない。ここで，敷地において適切な地震観測記録が得られている場合は，

「1.2.3.2 経験的な方法」の方法に対する残差を求め，付加することにより地震動評価

の精度が向上する（具体的な方法は，「附属書 1-1 経験的な方法に用いる手法の留意

事項」を参照）。 
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上記のようにして求めた，「設計用応答スペクトル」に適合するように模擬地震波を

作成し基準地震動 Ss とする。模擬地震波の具体的な作成方法の例を参考資料 1-15 に

示す。 

なお，敷地における観測記録等の位相特性についても必要に応じて留意する。 

b. 断層モデルを用いた方法 

断層モデルを用いた方法により震源の不確かさを考慮するにあたっては，敷地に大

きな影響を与えると考えられる支配的な断層パラメータについて要因分析を行い，パ

ラメータスタディを行った上で地震動評価を実施する。その際には，最も確実度が高

いと考えられる震源要素を基に，地震学的知見に整合が取れる範囲でパラメータにつ

いて組み合わせの必要性に留意して考慮する。その上で，例えば，最新の知見として

認められた見解が示されている場合にはその妥当性を吟味し，各パラメータ間の関係

式を満たすように留意して考慮する。  

また，破壊開始点やアスペリティの位置については，「1.2.3.3 断層モデルを用いた

方法」に示すように，必要に応じて複数のモデルを設定する。 

内陸地殻内地震の震源特性の検討事例として，参考資料 1-16 に 2007 年新潟県中越

沖地震の震源特性を示す。 

なお，震源が敷地に近い場合を除き，断層モデルを用いた方法により評価した地震

動の応答スペクトルは経験的な方法による評価結果と比較・検討する必要がある。 

断層モデルを用いた方法による基準地震動 Ss は，施設に与える影響の観点から地震

動の諸特性（周波数特性，位相特性，継続時間等）を考慮して，「設計用応答スペクト

ル」との比較等により，複数の検討用地震の評価結果から適切に選定し，計算により

求まる地震波形をそのまま用いて策定する。ただし，断層モデルを用いた方法による

計算結果が明らかに小さい場合や，断層モデルを用いた方法による計算結果に対して，

「設計用応答スペクトル」が全周期帯にわたって上回ることにより十分に余裕をもっ

て包絡した場合には，「設計用応答スペクトル」による結果で代表させることもできる。 

 

(2) 震源を特定せず策定する地震動 

「震源を特定せず策定する地震動」は減衰定数５％の応答スペクトルで評価する。具

体的な評価例は「1.3 震源を特定せず策定する地震動」に示すとおりであり，このよう

に評価した「震源を特定せず策定する地震動」から基準地震動 Ss を策定することを原

則とする。ただし，「震源を特定せず策定する地震動」から基準地震動 Ss を策定する際

には，「設計用応答スペクトル」との関係から，以下のように策定することができる。 

a. 評価した応答スペクトルが，「設計用応答スペクトル」を 0.02 秒から 5 秒（「震源を

特定せず策定する地震動」の応答スペクトル及び「設計用応答スペクトル」の設定範

囲）で下回る場合には「設計用応答スペクトル」で代表 

b. 「設計用応答スペクトル」を一部の周期帯で上回る場合には双方を個別に評価 
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c. 「設計用応答スペクトル」を 0.02 秒から 5 秒で上回る場合には「震源を特定せず策

定する地震動」の応答スペクトルで代表 

 

(3) 基準地震動 Ss の策定の流れ 

基準地震動 Ss の策定フローを解図 1.4-1 に示す。水平方向・鉛直方向とも同様の方法

で評価することを原則とする。 

 

(4) 震源が敷地に極めて近い場合の評価 

震源断層から地表地震断層まで含めた断層全体を考慮し，地表地震断層の極近傍にお

いて断層のすべりに起因する大きな変位波形であるフリングステップ等，震源極近傍に

おける地震動の特徴に関する知見を踏まえて震源モデルを構築する必要がある。これら

の特徴を再現可能な解析手法として波数積分法等があり，統計的グリーン関数法あるい

は経験的グリーン関数法と適切に組み合わせて地震動評価を行うことができる。 

震源が敷地に極めて近いことに鑑み，破壊進行パターン等の設定において不確かさを

考慮し，浅部及び深部の破壊シナリオを適切に設定するとともに十分な安全余裕を考慮

して地震動評価を行う必要がある。 

震源極近傍における地震動の特徴に関する検討事例を参考資料 1-17 に示す。 

 

(5) 地震動の超過確率の参照 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」

について，それぞれ策定した基準地震動 Ss の応答スペクトルがどの程度の超過確率に

相当するかを把握する。超過確率を参照する際には，日本原子力学会（2015）(1.4-1)等に

示される地震ハザード解析手法を適宜参考にして一様ハザードスペクトルを算定し，基

準地震動 Ss の応答スペクトルと比較する。地震ハザード解析にあたっては，対象サイ

トに将来影響を及ぼす可能性のある地震の震源モデル及び対象サイト周辺地域の震源

特性や地震動伝播特性を考慮した地震動評価モデルを適切に設定するとともに，地震ハ

ザード評価に大きな影響を及ぼす地震と検討用地震との対応を確認する。 

 

(6) その他 

基準地震動 Ss の策定過程における調査，評価等に当たっては，最新の科学的・技術

的知見を踏まえることとする。また，既往の資料を用いる場合は，既往の資料の調査目

的，調査精度，評価方法について吟味するとともに，既往の資料の調査及び評価結果と

異なる結果が得られた場合などには，その根拠を明確にしておくこととする。 
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震

 

敷
地
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辺
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小
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最
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確
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高
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ら

れ
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基
本

的
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震
源

要
素

（
規

模
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置

等
）
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設
定

 

経
験

的
な

方
法

等
に

よ
り

，
敷

地
に

与
え
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響
度
を
検
討

 

敷
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に
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き
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影
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を
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え
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想
さ

れ
る

地
震

を
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地
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等
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討
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定
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果

 
等
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切
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ー
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。
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せ
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ッ
ド
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妥
当
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討

 


 工
学
的
判
断
に
よ
り
不
確
か
さ
を
適

切
に
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慮
（
基
本
的
な
震
源
要
素
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基
に
，
地
震
学
的
知
見
に
整
合
が
取

れ
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範
囲
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タ
を
設
定
）

 


 「
設
計
用
応
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」
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に
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１
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計
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ル
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し
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設
計
用
応
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ス
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て
嵩
上
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し
て
包
絡
さ
せ
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合
は
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設
計
用

応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
」
で
代
表
で
き
る

 
（
例
２
）

 

 
 本

文
1.

2.
3.

2
項
の
手
法
に
よ
り
応

答
ス
ペ
ク
ト
ル
を
評
価

 


 工
学
的
判
断
に
よ
り
不
確
か
さ
を
適

切
に
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慮
（
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的
な
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定
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絡
さ
せ
て
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計
用
応

答
ス
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ク
ト
ル
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設
定

 

①
-1
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験
的
な
方
法

 

①
-2

 断
層
モ
デ
ル
を
用
い
た
方
法

 

敷
地
に
お
け
る
地
震
動
特
性

 

各
種
調
査

 
検
討
用
地
震
の
選
定

 
地
震
動
評
価
及
び
基
準
地
震
動

S
s
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル

 

 
 敷

地
か

ら
の

距
離

に
応

じ
，

既
存

文
献

の
調

査
，

地
形

調
査

，

地
表

地
質
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査

，
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理
探

査
等
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切
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十
分

な
調

査
を
実

施
 


 特

に
敷

地
近

傍
で
は
，
不

明
瞭
な

活
断
層
を

見
逃
さ
な
い
よ
う
，

よ
り

詳
細
な

調
査
を
実

施
 

地
質

調
査
等

 

 
 本

文
1.

3
項
の
手
法
に
よ
り
評
価

 


 最
新
の
知
見
に
照
ら
し
合
せ
て
地
震

動
レ
ベ
ル
の
妥
当
性
を
個
別
に
確
認

 


 「
設
計
用
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
」
を
上

回
る
場
合
は
個
別
に
設
定
（
例
３
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ク
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。
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s 
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い
た
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附属書 1.1 経験的な方法に用いる手法の留意事項 

 

本文「1.2.3.2 経験的な方法」に示した手法についての適用性等の留意事項を以下に示

す。 

 

(1) 本手法の適用性 

本手法を策定する際に用いた強震観測データは２種類ある。１つは地盤調査が十分な

された岩盤における観測記録であり，これらを用いて主に回帰分析により，地震動評価

式の係数並びに地盤増幅率を評価している。これらのデータの範囲はマグニチュード M 

=5.5～7.0，Xeq =28～202 km，震源深さは 60 km 以浅である。もう１つのデータセッ

トとして，国内外の大地震に対する震源近傍の記録を用いて上記評価式が実現象の平均

像を再現することを確認した。これらのデータの範囲は M =5.4～8.1，Xeq =14～218 km

で，全ての地震の震源深さは 60 km 以浅の範囲に入っている。これらのデータは，地盤

に関する情報について不確定な面は否定できないが，大地震の震源近傍までの本評価法

の適用性を高める事に役立っている。Nishimura et al.（2001）(附 1.1-1)により回帰分析

に用いた観測記録及び適用性確認結果を附図 1.1-1 に示す。また M >8.0 については，

理論的検討によって外挿し，M =8.5 までの地震の地震動評価に供するようにしている。

一方，本手法が適用できる地盤は用いたデータの範囲より，第三紀以前の岩盤であり，

弾性波速度の範囲は(2)に示すとおりである。 

また，敷地に多数の観測記録がある場合には，本評価法による地震動評価結果と比較

の上，敷地固有の評価を行うこととする。 

 

(2) 本手法における地盤増幅 

本手法では，硬さの異なる第三紀以前の地層で構成された岩盤での観測記録を用いて

解放基盤表面における地盤の弾性波速度と地震動の地盤増幅率の関係を求めている。そ

の際の弾性波速度の範囲は S 波速度 Vs＝0.5～2.7 km/s，P 波速度 Vp＝1.7～5.5 km/s

である。 

 

(3) 本手法における地震基盤の考え方 

本手法においては，地震基盤として通常定義されるせん断波速度 Vs=3 km/s よりも遅

い Vs=2.2 km/s(Vp=4.2 km/s)の地層を基準に地盤増幅率を求め，解放基盤表面での地震

動を評価している。 

地震基盤での地震動を，本手法と別の手法によって求め，本手法の地盤増幅率を用い

る場合は，この点について留意する必要がある。 

【解説】 

地震基盤の考え方の経緯について，参考資料 1-9 に示す。 
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(4) 震源近傍における破壊伝播効果（NFRD 効果） 

震源近傍では，断層破壊の伝播と震源メカニズムの影響により，破壊の進行方向で断

層走向と直交する水平地震動成分が長周期で大きくなる効果（以下「NFRD（Near Fault 

Rupture Directivity）効果」という。）が指摘されている。この効果については，次式

を乗ずることでスペクトルの補正が可能である。 

 

 ････････  (附 1.1-1) 

 

ここで T は周期(s)，TD，THは表 1.2.3.2-1 のコントロールポイント D と H の周期，

すなわち 0.3(s)及び 5(s)である。 

 

【解説】 

大野，他(1998) （附 1.1-2）は，震源近傍における観測記録に基づき，NFRD 効果の卓越範囲を検討

している。NFRD 効果の卓越範囲を地震のメカニズムごとに分析した結果を下表に示す。 

卓越範囲にある地点においては，NFRD 効果によるスペクトルの補正をすることが望ましい。 

 

横ずれ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

縦ずれ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
       




  TT

TT
T TT/TT. ≦

≦

D
oglogl52ogl

D

DHD10

1


断層面上端を 
地上面に投影 

地表面 

0.25L(10km 以内) 

0.25L(10km 以内) 

断層長さ L 0.5L(25km 以内) 

断層面 

すべり方向 

0.25L(5km 以内) 

0.25L(5km 以内) 

断層長さ L 2km 2km 

断層面上端を 
地上面に投影 

地表面 

断層面 

すべり方向 

メカニズム 
断層上端から±0.25L の幅の範囲（10km 以内）で，かつ破壊伝播方向に断層端

から 0.5L の範囲（25km 以内）。 

断層上端から±0.25L の幅の範囲（5km 以内）で、断層端から両側 2km 以内。 

NFRD 効果の卓越範囲 
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(5) 内陸地殻内地震に対する補正 

内陸地殻内地震に適用する際には，地震基盤における水平地震動 Sb(T )に対して附表

1.1-1 に示す補正係数を乗じると，地震動の平均的な特性をより正確に表すことができ

る。ただし，震源メカニズムによっては補正を加えない状態でそのまま当てはまる例も

認められることから，補正を施す際には，対象とする地震の震源メカニズム等を過去の

地震の事例と照らし合わせ，妥当性を確認することとする。 

 

(6) 観測記録に基づいた評価 

敷地に多数の観測記録がある場合には，本評価法による地震動評価結果と比較の上，

敷地固有の評価を行うこととする。特に，震源深さが 60 km 以上の地震（沈み込んだプ

レート内の深い地震・やや深発地震）は，(1)で述べた本手法を策定する際のデータの範

囲外にあり，更に短周期領域の地震動が大きく，地域性を示すことが指摘されている。

したがって，やや深発地震に対しては敷地ごとに観測記録をもとにした評価を別途行う

必要がある。観測記録に基づいた地震動評価フローを附図 1.1-2 に示す。 

 

(7) 減衰定数５％以外の応答スペクトル 

減衰定数５％以外の場合は，減衰定数５％の応答スペクトルに次式を乗じて応答スペ

クトル値を修正することを提案している。 

 

 

 ････ (附 1.1-2) 
 
 
 

 

ここで，h は減衰定数，Teqは地震動の等価継続時間(s)であり，定数 a,b とともに次式

で与えられる。M はマグニチュード，Xeqは等価震源距離(km)，T は表 1.2.3.2-1 のコン

トロールポイントの周期(s)である。 

 

 ････ (附 1.1-3) 

 ････ (附 1.1-4) 
 

【解説】 

「1.2.3.2 経験的な方法」に示した手法は，減衰 5%の応答スペクトルである。ここでは，機器・

配管系の耐震設計において 5%より低減衰の減衰定数が用いられていること等を考慮し，5%以外の

応答スペクトルの作成方法を示した。 

なお，模擬地震波を作成する際には，上記のように作成した複数の減衰定数による応答スペクト

ルを目標として作成することもできる。 

      HC21
eqexp0501

1
TTT

TTb.ha
～　　 


 

      B21
eqC

T
exp0501

1



T

TTb.ha
　　  

1  ATT   

  hT ,  

60log5401700130
eq

eq102010 .X.M..M. .T  
   0500513; 0500215 .h .b ,a  .h .b ,a 公
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附表 1.1-1 内陸地震に対するコントロールポイントの補正係数 

 
A E H 

TA(s) TE(s) TH(s) 
0.02 0.6 5.0 

補正係数 0.6 0.6 1.0 

上記の周期間の補正係数は両対数軸で直線補間により与える。 

 

附図 1.1-1 回帰分析に用いた観測記録及び適用性確認結果 

 回帰分析に用いたデータ 
適用性確認に用いた国内のデータ 
適用性確認に用いた海外のデータ 

等価震源距離Ｘeq（ｋｍ） 

マ
グ

ニ
チ

ュ
ー

ド
Ｍ

 

国内のデータ 海外のデータ 

推
定

／
観

測
 

周期（ｓ） 

平均値と平均値±標準偏差 

（ａ）回帰分析に用いた観測記録の震央位置 

（ｂ）回帰分析及び適用性確認に用いた地震の規模 
と震源距離の分布（附 1.1-1） 

（ｃ）適用性確認に用いた観測記録に対する 
推定値の応答スペクトルの比率（附 1.1-1） 
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附図 1.1-2 観測記録に基づいた地震動評価フロー 

敷地周辺で発生する地震の調査 

考慮せず 敷地への影響 

敷地の観測記録の収集・整理 

検討用地震に対する経験的評価 
［例］ 
・敷地の観測記録を用いて残差を評価 
（残差：観測スペクトル／経験式によるスペクトル） 
・経験式によるスペクトルに残差を上乗せ 

検討用地震に対する評価 

検討用地震の想定（発生様式別・位置・規模） 

Yes 

No 

公
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参考資料 1-1  地震カタログ 

 

以下に各地震カタログの概要を示す。 

(1) 理科年表 

理科年表は毎年発行され，この中に「日本付近のおもな被害地震年代表」として有史

以来のおもな被害地震が記載されている。 

マグニチュード及び震央位置は，1884 年以前の地震については「 日本被害地震総覧」

と「地震活動総説」，1885 年から 1923 年 7 月までは｢地震の事典｣（第２版）（参 1.1-1），

1923 年 8 月以降は気象庁が FTP サイトで公開した値である。 

 

(2) 地震月報（カタログ編） 

地震月報（カタログ編）は，気象庁により，月ごとの地震についてとりまとめて発行

される地震カタログである。 

マグニチュード及び震央位置は，従来は 1926 年から 1960 年までの地震については手

作業により，1961 年以降の地震については電算機処理により求められていたが，その

後，1926 年から 1960 年までの地震についても電算機処理により震源要素の再決定が行

われ，「地震月報 別冊６」（参 1.1-2）として 1982 年に発行されている。 

 

(3) 宇佐美カタログ（1979） 

有史以来 1975 年８月までの被害地震 617 個が収録されている。 

マグニチュード及び震央位置は，1884 年以前の地震については，(4)に記載の「資料 

日本被害地震総覧」（参 1.1-3）に示されている改訂意見による値を，1885 年から 1925 年ま

での地震については「宇津カタログ（1979）（参 1.1-4）」による値を，1926 年以降は気象庁

による値を採用している。 

 

(4) 日本被害地震総覧 

「資料  日本被害地震総覧」以降，「新編 日本被害地震総覧」（参 1.1-5），「新編 日本

被害地震総覧［増補改訂版 416-1995］」（参 1.1-6），「最新版 日本被害地震総覧[416]-2001」
（参 1.1-8）と内容を充実させ，2013 年に出版されたものである。 

「資料  日本被害地震総覧」は有史以来 1975 年までの被害地震について，宇佐美が

各種地震資料に基づいて被害概要等を総合的にとりまとめたものである。マグニチュー

ド及び震央位置は，1925 年以前の地震については「理科年表」で用いられている値を，

1926 年以降の地震については，気象庁による値を記載しており，著者による改訂意見

があればその値を示している。 

「新編 日本被害地震総覧」は「資料  日本被害地震総覧」に「新収 日本地震史料」

等を加え，更に「資料  日本被害地震総覧」の著者の改訂意見を考慮したものである。

震央位置，マグニチュードに幅のあるものがあるが，著者によれば「１つの値を採用し
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たければ，それぞれの中央値を取れば，まず無難であろう（参 1.1-5）」とされている。 

「新編 日本被害地震総覧［増補改訂版 416-1995］」は，1995 年 12 月までの地震や，

歴史地震に関する研究成果を追加等したものであり，これに2001年12月までの地震や，

巻末に著者の私見等を追加等した「最新版  日本被害地震総覧［416］-2001」が出版さ

れた。 

「日本被害地震総覧」（参 1.1-9）は，2012 年 12 月までの地震や，歴史地震に関する最新

の研究成果を追加等したものである。また，共同著者として新たに 4 名が加わった。 

 

(5) 宇津カタログ（1982b） 

1885 年から 1980 年までの 96 年間に日本付近で起こったマグニチュード 6.0 以上の

地震及び日本に被害をもたらした地震（マグニチュード 6.0 未満のものを含む）が収録

されている。 

マグニチュード及び震央位置は，1885 年から 1925 年までの地震については著者が以

前に発表した｢宇津カタログ（1979）｣を改訂したものを，1926 年以降は気象庁による

値を原則として採用している。このうち，1926 年から 1960 年までの地震については，

気象庁が震源要素を再決定した「地震月報 別冊６：1982 年発行」の値を反映してい

る。 

なお，「宇津カタログ（1982b）」に対する訂正，追加をした「宇津カタログ（1985）」
（参 1.1-7）がある。 

 

(6) 地震活動総説 

416年から 1997年までの被害地震を 13の地域と遠地津波に分けたカタログが掲載さ

れている。1884 年以前の地震位置とマグニチュードは「新編  日本被害地震総覧［増

補改訂版 416-1995］」，1885 年から 1980 年までの震源位置とマグニチュードは「宇津

カタログ」（1979，1982b，1985），1981 年以降は気象庁資料による。 

 

(7) わが国の歴史地震の震度分布・等震度線図 

599 年から 1884 年までの地震に関して震度分布図・等震度線図が収録されている。

震度分布については，「新収 日本地震史料」等の地震史料の中から震度推定可能なも

のを選び出してとりまとめたものが収録されている。等震度線図については，震度情報

の精度に応じて作成されている。 

 

(8) 地震観測網 

独立行政法人防災科学技術研究所は，平成 7 年の阪神・淡路大震災以降，全国的な地

震観測網の整備に着手し，地震発生後，即時にインターネットにより観測データを配信

するシステムを確立させた。現在では，強震観測網（K-NET），高感度地震観測網（Hi-net），

基盤強震観測網（KiK-net）及び広帯域地震観測網（F-net）が整備されている。ただし，
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上記データを用いる場合には，地震観測地点の地盤状況に留意する必要がある。 
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参考資料 1-2  マグニチュードの説明 

   

地震規模を表すマグニチュードについては多くのものが発表されているが，我が国で

広く使われているのは気象庁（2003）（参 1.2-1）のマグニチュードＭ である。その他，物理

的意味の明確なマ グニチュードとして宇津（2001）（参 1.2-2）によるモーメントマグニチュ

ードＭＷがある。地震計による記録のない地震については，河角のマグニチュード（参 1.2-2）

Ｍkから換算したマグニチュードを用いていることが多いが，震度分布図の面積からマグ

ニチュードを推定している場合もある。 

なお，気象庁マグニチュードについては，2003 年 9 月に算出方法が変更され，1926

年までさかのぼって地震リストの値が改訂された。改訂には別途行われている震源位置

の決め直しの結果も反映されている。 

(1) 気象庁のマグニチュード  Ｍ 

a. 変更前 

変更以前の算出方法は，震源深さｈに応じ下記の式を用いていた。できるだけ多く

の観測点につきＭ を求め，平均をとるのは変更後も同じである。 

a) h≦60 km の場合 

830log731log .Δ.AM  （坪井の式）････････････････（参 1.2-1） 

αΔ.AM  log641log z  （ただしＭ≦5.5）････････････（参 1.2-2） 

b) h＞60 km の場合 

)(log h,  ΔKAM  （勝又の式）･･･････････････････････（参 1.2-3） 

Ａは最大地動変位振幅（水平地震動 2 成分合成，単位は  m），ＡＺは最大地動速度

振幅（上下地震動，単位は 10-3 cm/s），Δは震央距離（単位は km）で， は地震計

の特性補正項である。h＞60 km の勝又の式における ),  ( hΔK は震央距離と震源深さ

の関数である。 

b. 変更後 

変更後の算出方法にも，変位振幅を用いる方法と速度振幅を用いる二つの方法があ

る。 

a) 変位振幅を用いる場合 

マグニチュードは下式で与えられる。 

DD )(log Ch  ,ΔAM   ･･････････････････････････････（参 1.2-4） 

ここで，Ａは最大地動変位振幅（水平地震動 2 成分合成，単位は  m），βＤは震央

距離及び震源深さの関数であり，ｈが小さい場合に坪井の式に概ね整合するようにし

ている。ＣＤは気象庁の旧観測網と新観測網における地盤特性を補正する係数である。

新観測網とは1994年から1995年以後新しく津波地震早期検知網として整備されたも

ので，この際旧観測網である多くの気象官署には震度計のみが配置されるようになっ

た。 
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一応，旧地震観測網によるデータに対してはＣＤ＝0，新地震観測網によるデータに

対してはＣＤ＝0.2 という定数調整を行うことになっているが，ＣＤによる補正には，

大きい地震に対する実績が無い。このため旧観測網の気象官署に設置された震度計の

波形が十分使えるような大きな地震に対しては，震度計の波形データを用いて，従来

の坪井の式により暫定措置としてマグニチュードを求めることとし，これを気象官署

マグニチュードと呼んでいる。 

b) 速度振幅を用いる場合 

マグニチュードは下式で与えられる。 

       VVZ )(log1731 Ch  ,ΔA.M   ･･･････････････････（参 1.2-5） 

ここで，ＡＺは最大地動速度振幅（鉛直地震動，単位は 10-3 cm/s），βＶは震央距離

及び震源深さの関数であり，変位振幅を用いたマグニチュードとの接続性に留意して

いる。ＣＶは地震計の種類や設置状況に応じた補正係数である。 

なお，複数のマグニチュードが求められた場合は，気象官署マグニチュード，変位

振幅によるマグニチュード，速度振幅によるマグニチュードの順位で上位 2 つのマグ

ニチュードを併記することとしている。 

(2) モーメントマグニチュードＭＷ 

大きい地震では，地震が大きくてもマグニチュードの値はその割りに大きくならない

現象，いわゆるマグニチュードの飽和が起こる。そこで，断層の面積と断層のすべり量

の積に比例し，物理的意味の明確な地震モーメントＭ0（単位は N・m）を用いることで

飽和を防ぐモーメントマグニチュードがある。 

51)19(log 0W ./.MM   ･････････････････････････････（参 1.2-6） 

Ｍ0は，下式で与えられる。 

DSM 0  ･･････････････････････････････････････････（参 1.2-7） 

ここで，μは地盤の剛性率（単位は N/m２），D は断層面上の平均すべり量（単位は m），

S は断層面積（単位は m２）である。 

 

 

 

 

〔参考文献〕 

(参 1.2-1) 気象庁：気象庁マグニチュードの改訂について，地震学会ニュースレター，

Vol.15，2003，No.3. 

(参 1.2-2) 宇津徳治編：地震の事典，第２版，朝倉書店，2001. 
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参考資料 1-3  気象庁震度階級及び気象庁震度階級関連解説表 

 
気象庁震度階級は，観測点における揺れの強さの程度を数値化した計測震度から換算

され，両者の対応は参表 1.3-1 のとおりである。 

気象庁震度階級関連解説表は，ある震度が観測されたときに，その周辺で，どのよう

な現象や被害が発生するかの目安を示すものとされており，このうち木造建物（住宅）

の状況等の抜粋を参表 1.3-2 に示す。 

 

参表 1.3-1  気象庁震度階級 

震度階級 計測震度 震度階級 計測震度 
0 0.5 未満 5 弱 4.5 以上 5.0 未満 
1 0.5 以上 1.5 未満 5 強 5.0 以上 5.5 未満 
2 1.5 以上 2.5 未満 6 弱 5.5 以上 6.0 未満 
3 2.5 以上 3.5 未満 6 強 6.0 以上 6.5 未満 
4 3.5 以上 4.5 未満 7 6.5 以上 
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参表 1.3-2  気象庁震度階級関連解説表（抜粋） 
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参考資料 1-4  海洋プレート内地震 

 

(1) 海洋プレート内地震とその分類 

プレート境界付近では，海洋プレートの内部で断層運動による地震が発生することが

あり，このような地震を海洋プレート内地震といい，そのうち沈み込んだ海洋プレート

（スラブ）の内部で発生する地震をスラブ内地震という。海洋プレート内地震の発生様

式を，断層の位置（震源の深さ）と方向によって分類し，参図 1.4-1 に模式的に示す。 

 

a. 沈み込むプレート内の地震（海溝－アウターライズ地震） 

島弧－海溝系の海溝軸付近から海溝外側斜面，更に斜面の外側の外縁隆起帯（アウ

ターライズ）にかけて発生する正断層又は逆断層の地震。震源は浅くせいぜい 50 km

までであり，1933 年三陸沖地震はその典型である。 

b. 沈み込んだプレート内の地震（浅いスラブ内地震） 

a. と次に示す c. のタイプの地震が発生する中間のスラブ浅部（深さ約 20～60 km）

で発生する。a. の地震がプレートの曲げで，c. の地震がプレートの曲げ戻しにより発

生するとすれば，この中間ではこのようなプレートの変形による応力は小さい。また，

プレートは未だアセノスフェアの中に突入していないため，熱応力も小さい。このた

め，一般的に M8 級の地震は発生せず，1994 年北海道東方沖地震（M8.2）は，浅いス

ラブ内地震としては例外的な規模である。 

c. 沈み込んだプレート内の深い地震（やや深発地震） 

スラブの 60 km から 300 km までの深さで発生する地震で，やや深発地震と呼ばれ

る。Hasegawa et al.（1978）（参 1.4-1）によれば，このやや深発地震は，ある場所では二

重深発地震面をなし，東北日本が顕著な例である。このタイプの地震としては，1993

年釧路沖地震及び 2003 年宮城県沖の地震がある。 

d. 弧－弧会合部における地震 

Isacs et al.（1971）（参 1.4-2）によれば，弧－弧会合部では，スラブ内地震が起きるこ

とが多く，深さは浅部から深部までにわたる。会合部では，弧に平行な方向の P-軸を

持つ逆断層地震や，弧に直交方向の断裂に沿って一方のスラブが深部へ落ちる正断層

型の地震が発生する。安藤（1971）（参 1.4-3）によれば，このタイプの地震として 1953

年房総沖地震がある。 

 

なお，以上の分類は，主に形状が比較的単純な太平洋プレート内の地震に着目した検

討の結果得られたものである。特に，太平洋プレートに比べ形状が複雑で厚さや潜り込

みの状況が異なるフィリピン海プレート内の地震には，この記述があてはまらない場合

がある。 
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(2) 沈み込んだスラブの形状 

a. スラブの概要 

日本列島には，東から千島海溝・日本海溝・伊豆小笠原海溝沿いに太平洋プレート

が沈み込み，南から南海トラフ・琉球海溝沿いにフィリピン海プレートが沈み込んで

いる。宇津（1987）（参 1.4-4）による深発地震面の等深度線を参図 1.4-2 に示す。この図

から，太平洋プレートは千島弧と東北日本弧及び東北日本弧と伊豆小笠原弧の会合部

で大きく屈曲していること，また，日本海を越えてユーラシア大陸の下 500 km 以深に

まで達していることがわかる。これに対し，フィリピン海プレートは，本州の下では

70 km以深では地震が発生しないため，深発地震面としてプレートを追跡出来ないが，

九州から琉球では再びプレートが見え始め 200 km 以深にまで達している。 

このような太平洋プレートとフィリピン海プレートの違いは，それぞれのプレート

が海嶺で生産されてからの時間が関係している。太平洋プレートの方がフィリピン海

プレートよりも年齢が古いため，より冷やされて厚く曲がり難くなっている。フィリ

ピン海プレートに比べ，太平洋プレートの方が単純な形状で，かつ，より深い場所で

地震が発生しているのは，上記の理由からである。 

 

b. 太平洋プレートの形状 

萩原（1986）（参 1.4-5）による太平洋プレートのスラブ上面の等深度線を参図 1.4-3 に

示す。北海道，東北及び伊豆小笠原の下で走向と傾斜が異なっている様子が分かる。

走向はそれぞれ海溝に対してほぼ並行であるが，傾斜は東北日本の下で非常に緩やか

な角度になっている。東北日本弧から伊豆小笠原弧を南下するに従いプレートの沈み

込む角度は急になる。 

 

c. フィリピン海プレートの形状 

Ishida（1992）（参 1.4-6）及び山崎（1985）（参 1.4-7）によるフィリピン海プレートの形状

を参図 1.4-4 及び参図 1.4-5 に等深度線で示す。太平洋プレートが比較的単純な形状を

しているのに対し，フィリピン海プレートはかなり複雑な形状を示す。Sato et al.

（2005）によれば，フィリピン海プレートにのっている伊豆半島が本州に衝突してい

るため，関東と東海の下のフィリピン海プレートは下に凸の形状をしている（参 1.4-8）。

伊豆半島の北北西ではフィリピン海プレートの地震活動は確認されない。東海地方の

伊勢湾付近では東側と西側のスラブの等深線に不連続がある。紀伊半島の下では下に

凸に大きく湾曲しているのに対し，四国では浅い角度で沈み込んでいる。このように，

本州の下のフィリピン海プレートは大変複雑な形状をしている。また，スラブ内で地

震が発生しているのは，深さ 70 km 程度までである。しかし，九州の下では様子が異

なり，西に向かって急角度で沈み込み，地震活動は深さ 120 km にまで達している。こ

のように，フィリピン海プレートの場合，場所ごとにスラブの形状に明瞭な違いがあ

るのが特徴である。 
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参図 1.4-1 各種海洋プレート内地震の模式図 

a. 沈み込むプレート内の地震（海溝－アウターライズ地震）：1933 年三陸沖地震 

b. 沈み込んだプレート内の地震（浅いスラブ内地震）：1994 年北海道東方沖地震 

c. 沈み込んだプレート内の深い地震（やや深発地震）：1993 年釧路沖地震 

d. 弧－弧会合部における地震：1953 年房総沖地震 

参図 1.4-2 日本周辺における深発地震面の等深度線（参 1.4-4） 
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参図 1.4-3 沈み込む太平洋プレートのスラブ上面の等深度線分布（参 1.4-5） 

参図 1.4-4 沈み込むフィリピン海プレートのスラブ上面の等深度線分布（参 1.4-6） 
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参図 1.4-5  西南日本全体のフィリピン海プレート等深度線（参 1.4-7） 

 
〔参考文献〕 

（参 1.4-1） Hasegawa,  A. et al.：Double-planed structure of the deep seismic zone in 

the northeastern Japan arc，Tectonophysics， 1978， 47，pp43-58. 

（参 1.4-2） Isacs, B. , P. Molnar：  Distribution of stresses in the descending 

lithosphere from a global survey of focal mechanism solutions of mantle 

earthquakes, Rev. Geophys. Space Phys.， 1971， 9， pp103-174. 

（参 1.4-3） 安藤雅孝：房総沖地震(1953)の断層モデル, 地震学会講演予稿集, 1971, 2, 

p49. 

（参 1.4-4） 宇津徳治：地震の事典，1987，朝倉書店. 

（参 1.4-5） 萩原幸男：太平洋プレートとフィリピン海プレートの中部重力場への影響，

測地学会誌，1986，32，pp12-22. 

（参 1.4-6） Ishida, M.： Geometry and relative motion of the Philippine sea plate and 

Pacific Plate beneath the Kanto-Tokai District, Japan, J. Geophys. Res. ，

1992, 97，pp489-513. 

（参 1.4-7） 山崎文人，大井田徹：中部地方におけるフィリピン海プレート沈み込みの

形状，地震，第２輯，1985，38，pp193-201. 

（参 1.4-8） Sato, H. et al：Earthquake Source Fault Beneath Tokyo，Science ，2005 ，

309 ，pp462-464.  
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参考資料 1-5  2011 年東北地方太平洋沖地震の地震動特性及び震源特性 

 

2011 年東北地方太平洋沖地震は，岩手県沖から茨城県沖にかけて，日本海溝の複数の

震源域が連動して発生した巨大地震であり，Mwは 9.0 であった。この地震は強震波形デ

ータを始め，数多くのデータが得られており，これまでに国内外で発生した Mw 9 クラス

の巨大地震のなかで，強震動の詳細な検討が行われた地震である。 

以下には，東北地方太平洋沖地震の地震動特性及び震源特性の概要を示す。 

 

(1) 地震動特性 

東日本大震災合同調査報告書編集委員会(2014) (参 1.5-1)によれば，東北地方太平洋沖地

震は極めて大きな断層で発生したため，参図 1.5-1（最大加速度分布・最大速度分布）

に示すように，地震動の大きい領域が広域にわたっている。また，気象庁（2012）(参 1.5-2)

によれば，参図 1.5-2（ペーストアップ波形）に示すように，東北地方の多くの観測点

で明瞭な波群が見られており，継続時間が長いことも地震動の特徴として挙げられてい

る。 

距離減衰特性に関して，Koketsu（2012）(参 1.5-3)による各観測点の最大加速度，最大

速度と震源距離との関係を参図 1.5-3 に示す。内閣府（2012）(参 1.5-4)によれば，距離減

衰式から求められる Mwは 8.2～8.3 程度であり，断層運動から求められる地震の規模

Mw 9.0 に比べて小さいとされている。 

 

(2) 震源特性 

東北地方太平洋沖地震の震源過程は，強震波形・遠地地震波形データ，地殻変動デー

タ，津波波形データ等を用いた震源インバージョン解析により検討されており，周期数

～10 秒以上の周期帯の震源過程を表す解析結果を参図 1.5-4(参 1.5-1)に示す。破壊開始点

付近から海溝軸にかけての浅い領域に大すべり領域が見られるとされている。 

一方，周期 10 秒より短周期側の強震動生成に係る震源過程として，経験的グリーン

関数法による特性化震源モデルを参図 1.5-5(参 1.5-1)に示す。強震動生成域の位置は大すべ

り領域の位置と異なり，破壊開始点より陸側の深い領域に見られるとされている。 

このように，強震動生成域と大すべり領域が異なる傾向は，Lay et al.（2012）(参 1.5-5)

によれば，2004 年スマトラ島沖地震（Mw 9.1），2010 年チリ地震（Mw 8.8）でも同様

に指摘されている。 

また，内閣府（2012）(参 1.5-4)によれば，参図 1.5-6 に示す東北地方太平洋沖地震の強

震動生成域の位置と過去の地震の震源過程解析結果との比較によると，推定された強震

動生成域は，過去に発生した地震の強震動生成域と概ね類似した場所に位置する傾向が

見られるとされている。 

強震動生成域の応力降下量については，内閣府（2012）(参 1.5-6)によれば，平均で 24MPa

程度とされており，短周期レベルについては，大崎総合研究所（2012）(参 1.5-7)によれば，
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参図 1.5-7 に示す地震モーメントと短周期レベルの関係により，太平洋プレートのプレ

ート間地震に基づく佐藤(2010) (参 1.5-8)による経験式の平均±標準偏差を外挿した範囲内

にあり，太平洋プレートのプレート間地震としては平均的な地震であったとされている。 

   

参図 1.5-1 2011 年東北地方太平洋沖地震の最大加速度分布（左図） 

及び最大速度分布（右図）(参 1.5-1) 

 

 

 

参図 1.5-2 2011 年東北地方太平洋沖地震の 3 成分合成最大加速度分布（左図） 

及び加速度波形のペーストアップ（右図）(参 1.5-2) 
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(a) 最大加速度                (b) 最大速度 

 

参図 1.5-3 2011 年東北地方太平洋沖地震等における各観測点の 

最大加速度，最大速度と震源距離との関係(参 1.5-3) 

 

 

   
 

 

参図 1.5-4 2011 年東北地方太平洋沖地震の震源過程解析による最終すべり量分布(参 1.5-1) 

 

 

 

Yoshida Y. et al.(2011)：強震波形   Yoshida Y. et al.(2011)：遠地波形  Yokota et al.(2011)：ｼﾞｮｲﾝﾄｲﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ 公
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参図 1.5-5 2011 年東北地方太平洋沖地震の経験的グリーン関数法 

による特性化震源モデル(参 1.5-1) 

 

 

参図 1.5-6 2011 年東北地方太平洋沖地震の強震動生成域の位置と 

過去の地震の震源過程解析結果との比較(参 1.5-4) 
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参図 1.5-7 2011 年東北地方太平洋沖地震等のプレート間地震の 

地震モーメントと短周期レベルの関係(参 1.5-7) 

 

〔参考文献〕 

(参 1.5-1) 東日本大震災合同調査報告書編集委員会：東日本大震災合同調査報告 共

通編１ 地震・地震動，公益社団法人 日本地震工学会，2014. 

(参 1.5-2) 気象庁：平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震調査報告 第Ⅰ編, 気

象庁技術報告, 第 133 号，2012. 

(参 1.5-3) Kazuki KOKETSU："SEISMOLOGICAL AND GEODETIC ASPECTS 

OF THE 2011 TOHOKU EARTHQUAKE AND GREAT EAST JAPAN 

EARTHQUAKE DISASTER", Proceedings of the International 

Symposium on Engineering Lessons Learned from the 2011 Great East 

Japan Earthquake, March 1-4，2012. 

(参 1.5-4) 内閣府：南海トラフの巨大地震による震度分布・津波高について（第一次

報告），南海トラフの巨大地震モデル検討会,2012. 

(参 1.5-5) Thorne Lay, Hiroo Kanamori, Charles J. Ammon, Keith D. Koper, 

Alexander R. Hutko, Lingling Ye, Han Yue, Teresa M. Rushing： 

"Depth-varying rupture properties of subduction zone megathrust 

faults", JOURNAL OF GEOPHYSICAL RESERCH, Vol.117，B04311 ，

2012. 

2011 年東北地方太平洋沖地震の 

経験的グリーン関数法による 

特性化震源モデル 
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(参 1.5-6) 内閣府：南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）強震断層モデ

ル編－強震断層モデルと震度分布について－，南海トラフの巨大地震モデ

ル検討会，2012. 

(参 1.5-7) 大崎総合研究所：2011 年東北地方太平洋沖地震を踏まえた短周期レベル

の整理・分析業務，旧原子力安全委員会による請負業務成果等の報告書，

2012. 

(参 1.5-8) 佐藤智美：逆断層と横ずれ断層の違いを考慮した日本の地殻内地震の短周

期レベルのスケーリング則,日本建築学会構造系論文集，2010. 
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参考資料 1-6  関連する地震の調査・研究 

 

(1) 地震調査研究推進本部 

地震調査研究推進本部（以下，「推進本部」とする。）は平成 7 年 6 月に制定された

地震防災対策特別措置法に基づき総理府（現・文部科学省）に設置された。 

推進本部は「地震防災対策の強化，特に地震による被害の軽減に資する地震調査研

究の推進」を基本的な目標として，「総合的かつ基本的な施策の立案，関係行政機関，

大学等の調査結果等の収集，整理，分析及び総合的な評価」等の役割を担っている。 

推進本部の下に政策委員会と地震調査委員会が設置され，更に地震調査委員会の下

に長期評価部会，強震動評価部会及び津波評価部会が設置され，各部会では以下の活

動が行われている。 

a．長期評価部会 

長期的な観点から，地域ごとの地震活動に関する地殻変動，活断層，過去の地震等

の資料に基づく地震活動の特徴を把握し明らかにするとともに，長期的な観点からの

地震発生可能性の評価手法の検討と評価を実施し，地震発生の可能性の評価を行い，

評価結果を海溝型地震の長期評価，主要活断層帯の長期評価等として公表している。 

b．強震動評価部会 

強震動予測手法の検討を行うとともに，その手法を用いた強震動の評価を行い，評

価結果を強震動評価の報告書として公表している。 

c．津波評価部会 

地震により発生する津波の予測手法を検討するとともに，それを用いた津波の評価

を行い，評価結果を津波評価の報告書として公表している。 

 

(2) 中央防災会議・内閣府 

災害対策基本法（1962 年 7 月施行）に基づき，内閣府に，内閣総理大臣を会長とし，

防災担当大臣や防災担当大臣以外の国務大臣，指定公共機関の代表者，学識経験者から

なる委員により組織される中央防災会議が設置されており，「防災基本計画の作成及び

その実施の推進」等の役割を担っている。 

 

（南海トラフ） 

a. 東海地震に関する専門調査会 

平成 13 年 1 月に中央防災会議の下に設置され，昭和 53 年 12 月に施行された「大

規模地震対策特別措置法(参 1.6-1) (参 1.6-2) (参 1.6-3) (参 1.6-4) (参 1.6-5) (参 1.6-6)」以後 20 数年に蓄積

された様々な観測データや新たな学術的知見を踏まえ，想定東海地震の震源域の見直

しを行って強震動及び津波波高を計算し，同年 12 月に，地震防災対策強化地域検討

の基となる想定震度分布等を公表した（中央防災会議（2001）（参 1.6-7））。 
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b. 東南海，南海地震等に関する専門調査会 

平成 13 年 6 月に中央防災会議の下に設置され，平成 15 年 12 月に，東南海・南海

地震の震源域を設定して強震動等を計算し，想定震度分布等を示した（中央防災会議

（2003）(参 1.6-8)）。また，中央防災会議（2008）(参 1.6-9)により，「中部圏・近畿圏にお

ける大都市直下で発生する地震への防災対策を検討し，想定震度分布及び被害想定結

果を公表した。 

c. 南海トラフの巨大地震モデル検討会 

中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調

査会」による今後の地震・津波対策の想定に係る「あらゆる可能性を考慮した最大ク

ラスの巨大な地震・津波を検討していくべきである」や「最大クラスの津波に対して

は，避難を軸に総合的な津波対策をする必要がある」との提言を受け，平成 23 年 8

月に内閣府の下に設置され，平成 24 年 8 月に，南海トラフ沿いで発生する最大クラ

スの巨大地震モデルによる想定震度分布，液状化可能性と地盤の沈下量などを公表し

た（内閣府（2012）（参 1.6-10））。また，長周期地震動について，「首都直下地震モデル検

討会」と共同で検討し，平成 27 年 12 月に，長周期地震震源モデル，長周期地震動等

を公表した（内閣府（2015）（参 1.6-11））。 

 

（首都圏） 

d. 首都直下地震対策専門調査会 

平成 15 年 5 月に中央防災会議の下に設置され，平成 17 年 7 月に，関東平野の地殻

内地震及びフィリピン海プレートと北米プレートとの境界の地震を対象とした想定

震度分布等を公表した（中央防災会議（2005）(参 1.6-12)）。 

e. 首都直下地震モデル検討会 

中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調

査会」における「あらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨大地震・津波を防災対策

で検討」すべきとの提言を受け，平成 24 年 5 月に内閣府の下に設置され，平成 25 年

12 月に，相模トラフ沿いで発生する最大クラスの巨大地震モデルによる想定震度分布

等を公表した（内閣府（2013）(参 1.6-13)）。 

 

（日本海溝・千島海溝） 

f. 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会 

平成 15 年 10 月に中央防災会議の下に設置され，平成 18 年 1 月に，日本海溝・千

島海溝周辺のプレート境界で発生する地震及び海洋プレートの内部で発生する地震

を対象とした想定震度分布等を公表した（中央防災会議（2006）(参 1.6-14)）。 

g. 東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会 

平成 23 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震の発生を受け，平成 23 年 4 月に設置

された。東北地方太平洋沖地震による地震・津波の発生，被害の状況等の分析，今後
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の対策についての検討がなされ，同年 9 月に，Ｍ9.0 の巨大地震を想定できなかった

反省を踏まえ，今後の地震・津波対策の想定について，「あらゆる可能性を考慮した

最大クラスの巨大な地震・津波を検討していくべきである」や「最大クラスの津波に

対しては，避難を軸に総合的な津波対策をする必要がある」との提言をとりまとめた

（中央防災会議（2011）（参 1.6-15））。 

f. 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会 

中央防災会議「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調

査会」による今後の地震・津波対策の想定に係る「あらゆる可能性を考慮した最大クラ

スの巨大な地震・津波を検討していくべきである」や「最大クラスの津波に対しては，

避難を軸に総合的な津波対策をする必要がある」との提言を受け，平成 27 年 2 月に内

閣府の下に設置され，令和 2 年 4 月に，日本海溝沿いで発生する最大クラスの巨大地震

モデル及び千島海溝沿いで発生する最大クラスの巨大地震モデルによる想定震度分布

等を公表した（内閣府（2020）(参 1.6-16)）。 

 

 

〔参考文献〕 

(参 1.6-1) 地震予知連絡会：東海地震について，地震予知連絡会会報 17 巻連絡会         

記事，1977. 

(参 1.6-2)  国土庁長官官房震災対策課 監修：詳解 大規模地震対策特別措置法，1979. 

(参 1.6-3)  地震予知連絡会 編集：地震予知連絡会 30 年のあゆみ，建設省 国土地理院， 

2000. 

(参 1.6-4)  測地学審議会：地震予知計画の実施状況等のレビューについて，1997. 

(参 1.6-5)  地震調査研究推進本部：地震調査研究の推進について— 地震に関する観測， 

測量，調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－，1999. 

(参 1.6-6） 内閣府：南海トラフの大規模地震の予測可能性について，南海トラフの大規 

模地震の予測可能性に関する調査部会，2017. 

(参 1.6-7)  中央防災会議：東海地震に関する専門調査会報告，東海地震に関する専門調

査会，2001. 

(参 1.6-8)  中央防災会議：東南海，南海地震に関する報告，東南海，南海地震等に関す  

る専門調査会，2003. 

(参 1.6-9)  中央防災会議：中部圏・近畿圏の内陸地震に関する報告，東南海，南海地震  

等に関する専門調査会，2008. 

(参 1.6-10) 内閣府：南海トラフの巨大地震による震度分布・津波高について（第一次報   

告），南海トラフの巨大地震モデル検討会，2012. 

(参 1.6-11) 内閣府：南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動に関する報告，南海 

トラフの巨大地震モデル検討会，首都直下地震モデル検討会，2015. 
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 (参 1.6-12)  中央防災会議：首都直下地震対策専門調査会報告，首都直下地震対策専門   

調査会，2005. 

(参 1.6-13)  内閣府：首都直下の M7 クラスの地震及び相模トラフ沿いの M8 クラスの 

地震等の震源断層モデルと震度分布・津波高等に関する報告書，首都直下

地震モデル検討会，2013. 

(参 1.6-14)  中央防災会議：日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会報

告，日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会，2006. 

(参 1.6-15)  中央防災会議：東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関す

る専門調査会報告，東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に

関する専門調査会，2011. 

(参 1.6-16)  内閣府：日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要

報告），日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル検討会，2020.  
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参考資料 1-7  地震地体構造マップ 

 

地震地体構造とは，地震規模，震源深さ，発震機構，地震発生頻度に着目するとき，

地震の発生の仕方に共通の性質をもっているある拡がりをもった一定の地域の地質構造

をいう。 

ここでは，日本における過去の地震の発生状況からそれぞれの地域で起こり得る地震

の最大規模を示したものを「地震地体構造マップ」という。 

既往の地震地体構造マップとして，Omote et al.（1980）（参 1.7-1）（参図 1.7-1），松田（1990）
（参 1.7-2），萩原（1991）（参 1.7-3），垣見，他（1994）（参 1.7-4），垣見，他（2003）（参 1.7-5）（参

図 1.7-2）がある。垣見，他（2003）は，上記の各種地震地体構造マップを比較した上で，

垣見，他（1994）を，最新のデータと知見に基づいて改定したものである。Omote et al.

（1980）によるマップにおける最大地震規模は，上記の他のマップと比較して，概ね大

きめの値となっている。 

参図 1.7-1 及び参図 1.7-2 に示された最大規模となる地震の位置は，各構造区内の大規

模な地震や起震断層の位置を参照して決めることが想定されており，最大規模の地震が

区内のどこにでも起こり得ることを示しているものではないことに注意を要する。 

沈み込んだ海洋プレートの内部で発生する地震（スラブ内地震）は，近年，地震の観

測精度が向上し，震源のメカニズムが詳細に解析されるようになった以降に注目された

地震であり，これらの地震規模上限マップの作成の際には，考慮されていない。しかし

ながら，地震規模上限マップを作成する際に参照された歴史地震資料の中には，スラブ

内地震が含まれている可能性がある。 
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参図 1.7-1  日本において起こり得る地震の最大規模（参 1.7-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参図 1.7-2  日本において起こり得る地震の最大規模（参 1.7-5） 
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〔参考文献〕 

(参 1.7-1) Omote, S. et al. ： Japanese Practice for Estimating the Expected 

Maximum Earthquake Force at Nuclear Power Plant Site, Bulletin of the 

New Zealand Nat. Soc. for Earthquake Eng., ，1980，Vol.13，pp.37-48. 

(参 1.7-2) 松田時彦：最大地震規模による日本列島の地震分帯図，地震研究所彙報，

65，1990，pp.289-319. 

(参 1.7-3) 萩原尊禮編：日本列島の地震，地震工学と地震地体構造，鹿島出版会，1991. 

(参 1.7-4) 垣見俊弘，岡田篤正，衣笠善博，松田時彦，米倉伸之：日本列島の地震地

体構造区分と最大地震規模，地球惑星科学関連学会 1994 年合同大会予稿集， 

1994，F21-01. 

(参 1.7-5) 垣見俊弘，松田時彦，相田勇，衣笠善博：日本列島と周辺海域の地震地体

構造区分，地震，第 2 輯，第 55 巻，第 4 号， 2003，pp. 389-406. 
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参考資料 1-8   地震発生層の設定について 

 

地震発生層の上限深さ及び下限深さについては，地下構造調査等による速度構造デー

タ，敷地周辺で発生した地震の震源分布及びキュリー点深度に加え，コンラッド面深度，

地殻熱流量等の各種地球物理学的知見を参考に設定することができる。 

特に地震発生層上限深さについては，速度構造データを重視し，地震の震源分布を用

いる際には，稠密地震観測網によるもの等精度の良い震源分布を参考にすることが望ま

しい。 

なお，浅いところで発生した地震の気象庁一元化震源分布は稠密地震観測網によるも

のに対して一般に深くなる傾向がある。 

各種地球物理学的知見を用いた検討により設定した地震発生層に対して，調査の不確

かさを踏まえて総合的に判断し，地震動評価に用いる地震発生層を設定する。 

代表的な検討項目である，速度構造データを用いた検討，震源分布を用いた検討及び

キュリー点深度を用いた検討について，以下に示す。 

 

(1) 速度構造データを用いた検討 

地震発生層と P 波速度層とは対応するとされており，代表的な知見として以下に示す

ものがあり，それらによると，地震発生層は P 波速度 5.8～6.4km/s，特に地震発生層上

限深さは P 波速度 5.8～6.0km/s に対応するとされている。 

 

入倉・三宅（2001）（参 1.8-1） ：微小地震の浅さ限界 Hs は P 波速度 5.8～5.9km/s

の層の上限と良い相関がある。 

吉井，他（2001）（参 1.8-2） ：地震発生層の上限は速度構造が 6km/s となるとこ

ろにおおむね一致している。 

廣瀬，他（2006）（参 1.8-3） ：浅い地殻内で発生する微小地震は，P 波速度が 5.8

～6.4km/s の層に集中しており，その上下には地震

波速度境界が存在する。 

 

(2) 敷地周辺で発生した地震の震源分布を用いた検討 

伊藤，他（1998）（参 1.8-4）や（独）原子力安全基盤機構（2004）（参 1.8-5）によれば，あ

る地震域における D 10%（その値より震源深さが浅い地震数が全体の 10%になるときの

震源深さ）がその地震域の地震発生層の上限深さに，D 90%（その値より震源深さが浅

い地震数が全体の 90%になるときの震源深さ）が，地震発生層の下限深さに対応すると

している。ただし，伊藤，他（1998）によれば，D 90%は地震発生層の下限深さに対し

て 2～3km 浅いとしている。 

一方，原子力安全技術センター(2009) （参 1.8-6）では，近年発生した地殻内地震の比較

的大きな規模の地震を対象にその余震分布を用いて地震発生層の下限深さの妥当性を

（３／３） 

公
衆
審
査
用



 

ガイド参 1-32 
 

検証しており，D 95%（その値より震源深さが浅い地震数が全体の 95%になるときの震

源深さ）が妥当であるとしている。また，観測データの精度の信頼性の問題から，上端

深さについては速度構造に基づく検討も必要であるとしている。 

 

(3) キュリー点深度を用いた検討 

地下の広域的な熱構造を示す指標の一つとしてキュリー点深度がある。キュリー点深

度は岩石が磁性を失う温度（キュリー点温度）に達する深度のことである。 

萩原(1991) （参 1.8-7）は，600℃を地震を伴う断層すべりの限界温度，つまり，地震発生

層の下限深さとしており，キュリー点深度を 1.5 倍した深度が岩石の温度が 600℃とな

る深度，地震発生層の下限深さとしている。また，Tanaka et al.(2005) （参 1.8-8）による

と，地震の震源分布から求まる D 90%深度とキュリー点深度の間には相関があるとして

いる。 
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参考資料 1-9   地震基盤の考え方 

 

「1.2.3.2 経験的な方法」に示した手法において用いる解放基盤表面における地盤増

幅率は，「附属書 1-1 経験的な方法に用いる手法の留意事項」において示したように，

地震基盤として通常定義されるせん断波速度 Vs=3 km/s よりも遅い Vs=2.2 km/s(Vp=4.2 

km/s)の地層を基準としている。その経緯を以下に示す。 

 

本手法では，風化があまり進んでいない花崗岩層が露頭する小玉川観測点での観測地

震動から，地形の影響を解析的に取り除いたものを地震基盤相当の地層上の地震動とみ

なし，地盤増幅率の評価の基準としている。小玉川での花崗岩層のせん断波速度は Vs=2.2 

km/s と測定されており，Vs=3 km/s よりやや遅い。 

そこで，より厳密性を確保するために，加藤（1998）（参 1.9-1）では同様の地質であるが

小玉川の岩盤より更にせん断波速度が速い Vs=2.8 km/s の地層までボアホールが達して

いるいわきと富岡の観測記録を用い，小玉川へ入射する地震動振幅を 1.0 と仮定した場合

のいわき及び富岡の地盤増幅率を，観測記録のスペクトルインバージョンにより求めた。

その結果を，参図 1.9-1 に示す。図中には，いわき及び富岡の最深点に入射波振幅を 1.0

とした場合の理論的な地盤増幅率を，SH 波の重複反射理論で計算した結果と比較して示

してあるが，いずれの深さにおいても，観測記録と理論の増幅率は良い対応を示してい

る。このことは，小玉川の岩盤といわきや富岡の最深点の岩盤に対し，ほぼ同じ特性を

持つ地震波が入射していることを意味している。 

加えて，小玉川で観測された地震動振幅を半分にした波形をいわき及び富岡での最深

点の入射地震波とみなし，同一地震に対するボアホール各点での観測記録を，重複反射

理論を用いてシミュレーションしている。小玉川に近いいわきの結果を参図 1.9-2 に示す。

いわきの観測記録が，小玉川の記録を用いてよくシミュレーションされていることが分

かる。 

以上の結果は，小玉川への入射地震波と，いわきや富岡の最深点への入射地震波の特

性がほぼ同じであることを示し，更に，Vsが 2.2 km/s 以上の岩盤では，入射地震波の特

性がそれほど変わらないことを意味している。 

なお，以上の検討は，あくまで地震基盤の定義から，Vsの異なる地盤への増幅率を経

験的に求めようとしたものであり，地震基盤の条件として，Vs =2.2 km/s 等を与えようと

したものではない。 公
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参図 1.9-1 富岡(TMK)，いわき(IWK)におけるスペクトルインバージョンによる

地盤増幅率の結果と 1 次元波動論による計算値との比較（参 1.9-1） 
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(参 1.9-1) 加藤研一，武村 雅之，八代 和彦: 強震記録から評価した短周期震源スペクトル

の地域性, 地震２，1998， 51, pp.123-138. 

 

 

参図 1.9-2 小玉川(KDG)の観測記録をいわき(IWK)の GL-305 m に入力した応答

結果と観測値との比較 
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参考資料 1-10  既往の経験的な方法 

 

参表 1.10-1 に主な経験的な方法の特徴の比較を示す。 

(1) 大崎の手法 

 Ohsaki et al.（1979）（参 1.10-1），Hisada et al.（1978）(参 1. 10-2)は，国内外の加速度

記録 84 成分と転倒墓石のデータから，マグニチュード M と震央距離Δを用いて，参表

1.10-2 及び参図 1.10-1 に示すような擬似速度応答スペクトルを求める方法を提案して

いる。また，地震動の経時特性はマグニチュード M を変数とした式を提案している。 

なお，硬質地盤で得られた地震観測データの統計解析結果から，地盤のせん断波速度

の違いによって，応答スペクトルに明らかな差が見られる場合，擬似応答スペクトルに

解放基盤表面でのせん断波速度 Vsの値に応じて，相応の補正係数 R を乗ずることがで

きる。 

a. 補正係数 R 

Vs＝0.7 km/s のときＲ＝1.0 とし，Vs＝1.5 km/s のとき R＝0.8 とする。 

0.7 km/s＜Vs＜1.5 km/s の場合は，両対数軸上で直線補間するものとする。すなわ

ち，補正係数を下式で表すものとする。 
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地盤のせん断波速度 Vsは，解放基盤表面でのせん断波速度をもって代表とするもの

とする。 

 

(2) 小林・翠川の手法 

小林，他（1976）（参 1.10-3），翠川，他（1978）(参 1.10-4)，Kobayashi et al（1982）(参 1.10-5）

は，地震動の包絡関数が断層面の微小要素から発生するパルスの重ね合わせによって構

成されるものと仮定し，強震記録から得られたパルスの特性に関する半経験式を用いて

各パルスの形状を定めて，各パルスの重ね合わせで地震動の包絡関数を計算する手法を

提案している。 

この手法で計算された包絡関数は，地震基盤に到達する地震波に対するものであるた

め，これに地盤の増幅率を加味して地表のスペクトルや最大加速度が計算されている。 

 

(3) 福島・田中の式 

Fukushima et al.（1990）(参 1.10-6)，福島，他（1992）(参 1.10-7)は日本及び米国・他で

観測された地震記録に基づき，日本の地震に対して，最大加速度を求める式を提案して

いる。 

これらの式は，日本の 32 地震 555 データ（7.9≧M ≧5.0，深さ≦30 km）及び米国・
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他の地震で断層から 50 km 以内の 20 地震 278 データに基づいている。また，日本の地

盤条件が分かっている地点の記録において，観測値と推定値の比を求め，岩盤での値は

これらの式の平均 0.6 倍であるとしている。 

 

(4) 司・翠川の式 

司・翠川（1999）（参 1.10-8）は日本で観測された地震記録に基づき，最大加速度及び最

大速度を求める式を提案している。 

これらの式は，日本で起きたモーメントマグニチュード Mw 5.8～8.3 の規模で，震源

深さは 120 km 以下，震源距離はマグニチュード Mw 7.0 以上では 300 km 以内，6.6 以

上 7.0 以下では 200 km 以内，6.3 以上 6.5 以下では 150 km 以内，6.2 以下では 100 km

以内のデータに基づいている。最大加速度は 856 データ，最大速度 394 データで，水平

２成分のうち大きい方の値を用いている。また，最大加速度の式は地盤に対するもので

あり，岩盤での値を推定するためには 1.4 で割る必要がある。一方，最大速度の式は，

地表から地盤の深さ 30 m までの平均せん断波速度（以下，「AVS30」という。）が 600 m/s

の硬質地盤に対するものである。 

 

(5) 大野，他の式 

大野，他（2001）（参 1.10-9）は，米国カリフオルニアで観測された地震記録に基づき，

第三紀以前の地盤に対して，最大加速度, 最大速度及び加速度応答スペクトル（減衰定

数 5％）を求める式を提案している。 

これらの式は，米国カリフオルニアで起きたモーメントマグニチュード Mw 4.9～7.5

の規模で，震源深さ概ね 20 km 以下，等価震源距離 Xeq約 200 km 以下の 58 地震 662

記録に基づいている。また，第三紀以前に分類した地盤はせん断波速度が 600 m/s 以上

の露頭地盤に概ね相当し，日本の対応する地盤条件の内陸地震へも適用可能としている。 

 

(6) 安中，他の式 

安中，他（1997）（参 1.10-10）は日本で観測された地震記録に基づき，最大加速度，最大

速度，最大変位及び加速度応答スペクトル（減衰定数５％）を求める式を提案している。 

これらの式は，日本の気象庁 87 型強震計で観測されたマグニチュード M 5.0～8.1 の

規模で，震源深さ 200 km 以下，距離 500 km 以下の記録に基づいている。用いたデー

タ数は，最短距離の式では 388 地震 77 地点 2085 記録，等価震源距離の場合は 387 地

震 77 地点 2075 記録である。また，これらの式は気象庁 87 型地震計設置地点の平均的

な地盤に対するものであり，せん断波速度300～600 m/sの地盤に対応するとしている。 

 

(7) Abrahamson and Silva の式 

Abrahamson and Silva（1997）（参 1.10-11）は，1940 年 Imperial Valley 地震以後に世

界中で発生した，Mw =4.4～7.4 の 58 の内陸地殻内地震に対する 655 記録の水平及び鉛
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直成分の応答スペクトルを基に回帰分析を行い，周期 0.01～5.0 秒の加速度応答スペク

トルの距離減衰式を提案している。観測点から震源への距離は，断層最短距離を用い，

その適用範囲は 0.1～200 km である。断層の形状（横／縦ずれ），観測点と断層面の位

置（縦ずれ断層の上盤／下盤効果）もパラメータとしている。 

なお，水平動は 2 成分の幾何平均である。 

 

(8) Kanno et al.の式 

Kanno et al.（2006）（参 1.10-12）は，国内の 4967 地震 91731 記録（2002 年以前及び 2003

十勝沖地震による K-NET・KiK-net 記録）に，大規模地震の震源近傍データを補うた

めの海外 12 地震 788 記録を追加したデータベースをもとに，震源深さ 30km を境界と

して異なる距離減衰関数を採用した距離減衰式を提案している。地盤条件の違いは

AVS30 をパラメータとした補正係数により表される。また，東北日本における深発地震

の異常震域現象への対応が提案されている。 

なお，近年提案されている距離減衰式では，地殻内地震，プレート境界地震，プレー

ト内地震の分類がパラメータとして導入されている場合が多いが，この距離減衰式では

地震のタイプは考慮されていない。 

 

(9) Zhao et al.の式 

Zhao et al.（2006）（参 1.10-13）は 2003 年十勝沖地震本震・余震以前の強震記録（国内：

Mw 5.0 ~ 8.3, 4518 記録，海外：イラン・米国西海岸の近距離記録, Mw 4.4~7.4, 196 記

録）をもとに水平２成分の幾何平均の地震動振幅を与える距離減衰式を提案している。

既往の研究成果から地震タイプ(地殻内，プレート境界，プレート内)によって観測され

る地震動強さに大きな違いがあること，地殻内地震のうち逆断層の地震は横ずれ断層，

正断層の地震に比べて大きな地震動強さになることから，これらの影響を考慮するため

のパラメータ（逆断層パラメータ FR, プレート間地震パラメータ SI, スラブ内地震パラ

メータ SSL等）が導入されている。また，補正項として Mwの 2 次式が提案されており，

これを適用すると事実上 Mwの 2 次式のスケーリングを仮定した評価式となる。 

 

(10) 内山・翠川の式 

内山・翠川（2006）（参 1.10-14）は 1968 年十勝沖地震~2003 年十勝沖地震の期間におい

て日本とその周辺で発生した Mw≧5.5 の 52 地震の記録をもとに，距離減衰式を策定し

た．回帰モデルには震源深さ D がパラメータとして導入されており，震源深さに応じて

距離減衰勾配が変化する距離減衰関数が採用されている。近年提案されている距離減衰

式では地震タイプ(内陸地殻内，プレート境界，スラブ内地震)や震源深さがパラメータ

として考慮されているものが多い。しかし，これらを同時に距離減衰式に導入した場合

には，震源深さと地震タイプの係数にトレードオフの関係がみられたことから，地震タ

イプによる区別は行われていない。 
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なお，この式で評価される地震動強さは AVS30 が 460～760m/s の工学的基盤相当（デ

ータベースにおける中央値は 500m/s である。）に対応している。また，回帰係数の数値

については 4 次関数で平滑化された結果が与えられている。 

 

(11) 片岡，他の式 

片岡，他（2006）（参 1.10-15）は，1978 年 6 月~2003 年 9 月の期間に，日本とその周辺

で発生した地震（内陸 Mw≧5.0, 海溝 Mw≧5.5, 震源深さ≦120km）のうち波動伝播経

路が火山フロントをまたぐ記録を排除したデータベースをもとに，モーメントマグニチ

ュード, 断層最短距離, 短周期レベルあるいは震源深さ, 地盤種別をパラメータとして，

最大加速度振幅（以下「PGA」という。），最大速度振幅（以下「 PGV」という。）， 応

答スペクトルの距離減衰式を提案している．ここで，PGA, PGV は水平２成分の最大値，

応答スペクトルは１質点系応答の水平２成分ベクトル合成の最大値として定義されて

いる。また，この研究では，スペクトルインバージョン解析により各地震の短周期レベ

ル A の評価を行い，その結果をもとに，地震モーメント M0に対する短周期レベル A の

関係式を地震の地域・タイプごとに示している。 

なお，サイト特性については基本固有周期で 3 階級の分類で表現されており，うち一

番固いⅠ種地盤の一部として工学的基盤が設定されている。工学的基盤に該当する 31

地点の AVS30 の平均値は 720m/s とされる。 

 

(12) NGA の式 

近年の審査実績として用いられた手法として，上記以外に，アメリカ西海岸で発生し

た内陸地殻内地震を対象とした NGA(Next Generation Attenuation of Ground 

Motions)プロジェクトによる，Abrahamson and Silva（2008）（参 1.10-16），Boore and 

Atkinson（2008）（参 1.10-17），Campbell and Bozorgnia（2008）（参 1.10-18），Chiou and Youngs

（2008）（参 1.10-19），Idriss（2008）（参 1.10-20）が挙げられる。 

 

(13) 墓石の転倒，木造建物の被害による地震動強さの推定 

近年の強震観測網の整備により，震源近傍においても強震記録が観測されるようにな

ってきているが，大地震でかつ震源近傍の観測記録の数は世界的にもまだ限られている。 

このため，震源域内における地震動の強さを推定する方法の一つとして，既往の地震

によって激震地に生じた震害状況から推測する方法がある。有力な手法としては，墓石

など単体（柱状体）の転倒による加速度の推定（参 1.10-21），木造建物の倒壊率による加速

度の推定方法がある。 
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参表 1.10-2 大崎による設計用応答スペクトル（減衰定数 5％）（参 1.10-1） 
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参図 1.10-1 大崎による設計用応答スペクトル（参 1.10-1） 
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参考資料 1-11 震源のモデル化のための基礎的関係式 

  

震源断層を特定した地震を想定した場合の地震動評価に用いるための特性化された震

源モデルを作成するための手順の概要や，その際に用いられる基本的な関係式は以下の

とおりである。 

 

(1) 震源のモデル化のための基礎的関係式 

震源のモデル化における巨視的断層パラメータや，微視的断層パラメータを設定する

ためにはいくつかの関係式が用いられる。 

 

a. 地震の規模（スケーリング則）に関する関係式 

a) Somerville et al.の研究 

Somerville et al. （1999）（参 1.11-1）は，15 の内陸地殻内地震について同一の手法で

インバージョン解析を行い，得られた断層すべり分布から一定基準で断層破壊域やア

スペリティの抽出をして，断層面積 S （km2）と地震モーメント 0M （dyne･cm）の

スケーリング則を求めた。 

Somerville et al. （1999）による地震モーメントと断層面積の関係は， 
32

0
151023.2 MS  

 ･････････････････････････････････ （参 1.11-1） 

とされている。 

次に Somerville et al.（1999）は，平均すべり量より 1.5 倍以上大きなすべりを有

する領域をアスペリティと定義し，このような定義に従って抽出されたアスペリティ

の総面積 aS （km2）や最大アスペリティの面積 lS（km2）と地震モーメント 0M （dyne･

cm）の関係式が以下のように示されている。 
32

0
16

a 10005 M.S  
 ････････････････････････････････ （参 1.11-2） 

32
0
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l 10643 M.S  

 ････････････････････････････････ （参 1.11-3） 

式（参 1.11-1），式（参 1.11-2）より，断層面全体に対するアスペリティの面積の

割合は 22％となる。 

また，断層面全体の平均すべり量に対するアスペリティ部の平均すべり量の比は 2

となっている。 

 

b) 入倉・三宅の研究 

入倉・三宅（2001）（参 1. 11-2）は，Somerville et al. （1999）（参 1. 11-1）で採用された

15 の内陸地殻内地震のデータに加えて，余震域や地殻変動データを基に解析されたマ

グニチュード 8 クラスの巨大地震のデータ（Wells et al.（1994）（参 1. 11-3））もあわせ

て検討している。 

その結果，内陸の活断層地震の断層幅W が，ある規模以上の地震に対して飽和して

一定値となることがわかり，以下のような関係式が示されている。 
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kLW    for   maxWL   ･･････････････････････････････ （参 1.11-4） 

maxWW   for   maxWL≧  ･･････････････････････････････ （参 1.11-5） 

上式に関して，Wells et al.（1994）（参 1. 11-3）のデータも含んだ全てのデータによる

統計解析の結果から 995.0k ， maxW 16.6 km と求められている。 

maxW については，震源インバージョン結果によるデータのみで低角逆断層を除いた

場合も統計解析されており，その場合は maxW 17.1 km となることが示されている。 

次に，断層幅W が maxW に達したときの断層長さ L が 20 kmであると仮定した上で，

地震モーメント 0M が 7.5×1025 dyne･cm 以上の地震規模に対しては，次のような経

験的関係式が提案されている。 
21

0
111024.4 MS  

 ･････････････････････････････････ （参 1.11-6） 

 

c) 壇，他の研究 

壇，他（2001）（参 1. 11-4）は，過去に同定された 12 の内陸地殻内地震の非一様すべり

破壊モデルから短周期領域における加速度震源スペクトルのレベル A（以下，「短周

期レベル」という。）を算定した。 

その結果，短周期レベル A （dyne･cm/s2）と，地震モーメント 0M （dyne･cm）と

の間に以下の関係式を導いている。 
31

0
171046.2 MA   ･･････････････････････････････････ （参 1.11-7） 

 

b. アスペリティモデルの応力降下量に関する関係式 

アスペリティモデルと背景領域から構成される震源モデルの応力降下量を規定する

方法に関しては，入倉・三宅（2002）（参 1. 11-5）や壇，他（2002）（参 1. 11-6），地震調査研

究推進本部（2005）（参 1. 11-7）にまとめられている。アスペリティの応力降下量を設定す

る方法としては大きく分類して，断層の全面積 S とアスペリティの面積 aspS の比から設

定する方法（参図 1.11-1）と，短周期レベル Aから設定する方法（参図 1.11-2）があ

る。 

 

a) 面積比からアスペリティの応力降下量を与える方法 

断層面積 S とアスペリティの面積 aspS の比から設定する方法とは，以下のように断

層面全体の平均的な応力降下量 Δ と，断層面積とアスペリティの面積比を用いて設

定する方法である。（例えば，入倉・三宅（2002）（参 1. 11-5）） 

断層面全体の平均的な応力降下量 Δ は，断層面を等価な円形クラックと仮定した

ときの以下の式より算定される。（Eshelby（1957）（参 1. 11-8）） 

    51
0 π167 .SMΔ   ･･･････････････････････････････ （参 1.11-8） 

 

アスペリティにおける応力降下量 aspΔ は，断層面積とアスペリティの面積比を用

いて以下のように算定される。 
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   ΔSSΔ aspasp   ･･･････････････････････････････････ （参 1.11-9） 

SSasp は，内陸地殻内地震に対しては，Somerville et al.（1999）（参 1. 11-1）による

と，0.22 となる。 

更に，アスペリティにおける応力降下量は，実効応力にほぼ等しいものとしている。

（Dalguer et al.（2002）（参 1. 11-9）） 

また，背景領域について入倉，他（2002）（参 1. 11-5）では，実効応力としてアスペリ

ティ部の応力降下量の 20％程度を考えると良いとされている。 

 

b) 短周期レベル Aからアスペリティの応力降下量を与える方法 

アスペリティの応力降下量を，壇，他（2001）（参 1. 11-4）による短周期レベル Aをも

とにして設定する方法では，以下のようにして求められる。 

壇，他（2002）（参 1. 11-6）で示されているアスペリティモデルでは，便宜的に半径 R の

円形領域に，半径 r のアスペリティ領域が仮定されており，断層面積 S ，地震モーメ

ント 0M ，短周期レベル Aが与えられたときのアスペリティの半径 r を求めることに

より，応力降下量が以下の式により算出される。 

     2
04π7  RAMr  ･･･････････････････････････ （参 1.11-10） 

   RrMΔ  2
0asp 167  ････････････････････････････ （参 1.11-11） 

ここで， ：震源域のＳ波速度 
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    参図 1.11-1 震源断層のモデル化の流れ（アスペリティの面積を与える場合） 

ステップ１
震源断層の推定

変位量
（バックスリップ量）

（単位変位量）

過去の
地震の
破壊域
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巨視的パラメータの設定

傾斜角：δ

断層長さ：L 断層幅：W

平均すべり量：D

断層面積：S

地震モーメント：M 0

短周期レベル：A

ステップ３
微視的パラメータの設定
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     参図 1.11-2 震源断層のモデル化の流れ（短周期レベルを与える場合） 

 

ステップ１
震源断層の推定

変位量
（バックスリップ量）

（単位変位量）

過去の
地震の
破壊域

地震
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地下
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起震断層 固着域 地震発生層

ステップ２
巨視的パラメータの設定

傾斜角：δ

断層長さ：L 断層幅：W

平均すべり量：D

断層面積：S

地震モーメント：M 0

短周期レベル：A

ステップ３
微視的パラメータの設定

アスペリティ

面積比：γ s  (=S asp /S )

すべり量比：γ D  (=D asp /D )
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応力降下量：Δσ n
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背景領域の面積：S back

背景領域のすべり量：D back

すべり速度時間関数
　アスペリティ：V n (t )

　背景領域：V back (t )

ステップ４
その他のパラメータの設定

破壊開始点
破壊伝播様式
破壊伝播速度
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参考資料 1-12 断層モデルを用いた地震動評価手法 

 

(1) 理論的手法 

理論的手法とは，震源特性・伝播特性・サイト特性に基づき理論的に計算する手法で

ある。 

理論的手法では，震源の与え方として与えられた断層の破壊規準や応力条件をもとに

亀裂の仮定を解く「動力学モデル」と，弾性体中に存在する切れ目に相対変位（ずれ）

を付与したときの波動場を算定する「運動学的モデル」に分類されるが，強震動評価に

おいては後者がよく用いられている。 

この手法では，波動伝播の理論的なモデル化は地盤構造を設定し，その地盤内に単位

の力源を作用させたときの任意点での応答を解く事，すなわちグリーン関数を求めるこ

とが基本となっている。 

グリーン関数を求めるための計算手法としては，水平成層媒質を対象とした波数積分

法や不整形媒質まで適用可能な有限差分法や有限要素法，境界積分法などがあり，これ

らの手法は主として長周期地震動評価のために用いられている。 

 

(2) 半経験的手法 

理論的な手法による地震動評価で必要となるグリーン関数を観測記録で代用して，震

源のくい違い理論にしたがって合成する手法で，「半経験的波形合成法」とも呼ばれて

いる。半経験的手法は，観測記録をそのまま用いる「経験的グリーン関数法」と，他地

点の多くの観測記録を統計処理して得られるグリーン関数を用いる「統計的グリーン関

数法」がある。 

 

a. 経験的グリーン関数法 

経験的グリーン関数法とは，震源のメカニズムや伝播経路が大地震と共通する中小

地震の観測記録をグリーン関数として考え，それを大地震の破壊過程に合わせて重ね

合わせることにより大地震の地震動を評価するものである。この手法は，その地点に

固有の伝播経路特性やサイト特性が反映されているので適切な観測記録があれば，実

用上非常に有効である。 

経験的グリーン関数法の代表的なものとして，Irikura（1986）（参 1.12-1），武村，他

（1987）（参 1.12-2），Dan et al.（1998）（参 1.12-3）があげられる。これらの手法は，いずれ

も基本的な考え方は断層パラメータの相似則に基づいている。 

経験的グリーン関数法は予測にも有用な手法であるが，いくつかの留意点も指摘さ

れており，応力降下量や放射特性の補正が必要になる場合もある。 
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b. 統計的グリーン関数法 

統計的グリーン関数法とは，敷地で適切な観測記録がない場合に経験的グリーン関

数法を適用するために，他地点の多くの観測記録を統計処理した平均的な特性を有す

るグリーン関数を求め，それを重ね合わせる手法である。 

統計的グリーン関数法では，まず対象とする要素地震の規模と距離の関数として表

現された周波数特性と経時特性の統計モデルを用いて，時刻歴波形（統計的グリーン

関数）を作成する。次に，経験的グリーン関数法と同様の手法で波形を合成し，大地

震の基盤地震動を求めた後，評価位置までのサイト特性を考慮することにより，評価

位置での地震動を求めることができる。サイト特性は，評価地点周辺の観測記録から

経験的に求める場合や，地盤モデルを設定して理論的に求める場合がある。 

統計モデルとしては，主としてカリフォルニアの地震を使って求めた Boore（1983）
（参1.12-4）のモデルや，東日本の太平洋プレートの地震を使って求めた佐藤（1994）（参1.12-5）

のモデル等がある。 

統計的グリーン関数法による強震動評価の例として，釜江，他（1991）（参 1.12-6）等が

ある。 

統計的グリーン関数法による強震動評価では，高周波遮断周波数 maxf とQ値の設定

が結果に影響を及ぼすパラメータである。実際の評価においては，評価地点周辺での

観測記録を用いた検討結果等を参考として適切な値を設定する必要がある。 

なお，最近は敷地で多くの観測記録が得られている場合，観測記録を統計処理して

特性を抽出した上で，その特性を有する模擬地震動を作成し，これを統計的グリーン

関数として用いる場合もある［佐藤，他（1994）（参 1.12-7）］。 

 

c. ハイブリッド法 

ハイブリッド法とは，短周期領域には半経験的手法を，長周期領域には理論的手法

を用いて別々に地震動を評価し，それらを組み合わせることによって広い周期帯域の

地震動評価を行う手法である。 

ハイブリッド法は大きく分けて，強震動をそれぞれの周波数帯域で評価し，それら

を合成するハイブリッド合成法と，グリーン関数として長周期領域と短周期領域の二

つの波形を合成し，半経験的手法により強震動を評価するハイブリッドグリーン関数

法に分類される。地震調査推進本部等では，主にハイブリッド合成法が用いられてい

る。 

ハイブリッド法による強震動評価としては，Kamae et al.（1998）（参 1.12-8），入倉，

他（1999）（参 1.12-9），壇，他（1998）（参 1.12-10）等がある。 
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参考資料 1-13 震源を特定せず策定する地震動として用いる応答スペクトル

のレベル 

 

震源を特定せず策定する地震動として用いる応答スペクトルのレベルの検討事例を以

下に示す。 

 

(1) 加藤，他(2004)(参 1.13-1) 

a.  概要 

日本及び米国カリフォルニア州において震源近傍で得られた観測記録を収集し，地震

動レベルの検討を行った。応答スペクトルのレベルを定めるに当たっては，第２章で示

す地質調査を前提とし，これらの詳細な調査によっても震源（地震規模と震源位置）を

事前に特定できないと判断した地震により観測された硬質岩盤上の記録を選択した。 

地震動レベルは，震源近傍の岩盤で得られた強震記録の応答スペクトルを包絡するよ

うに設定した。ただし，レベル設定に用いた観測記録に限りがあること，用いた地震の

規模がやや小さいことから，経験的な評価式を用いて震源の近くで得られた観測記録か

ら震源のごく近傍での地震動を評価し，設定した地震動レベルと比較した。その結果，

周期約 1 秒以下では設定レベルの妥当性を確認できたが，長周期側では設定レベルが過

小であると判断した。このため，周期約 1 秒より長周期側の擬似速度応答スペクトル振

幅については，観測記録の包絡レベルと経験的な評価によるレベルを十分に上回る 100 

cm/s(Vs=700 m/s 相当)に修正した。 

なお，「1.2.3.2 経験的な方法」にて示す手法と同様に，地震基盤における地震動レ

ベルから，解放基盤表面における S 波（P 波）速度に応じた水平（鉛直）地震動レベル

を設定するようにした。 

b.  震源近傍の強震記録の収集 

対象とする震源近傍の強震観測記録は，入手可能な米国カリフォルニア州並びに日本

国内における断層最短距離 20km 以内で観測された強震記録である。これらは，武村，

他（1999）(参 1.13-2)のデータセットに対し，近年の観測データを加えたものであり，表層

の影響を受けていない硬質地盤に位置する観測点で得られた記録である。 

これらの記録を，地表地震断層が出現した地震とそうでない地震に分類して参表

1.13-1 及び参表 1.13-2 に示す。収集した地震は計 25 地震になり，モーメントマグニチ

ュード Mwの範囲は 5.6～7.5［武村（1998）(参 1.13-3)で M jに換算すると M j=5.7～8.0 相

当］にある。検討対象として断層最短距離 20km 以内を選んだ理由は，Fukushima et al.

（1990）(参 1.13-4)によれば，この距離より遠い観測点においては地震動振幅が距離に対し

て急激に減衰し，振幅レベルが小さくなると考えられるためである。 

可能な限り軟弱地盤の影響を受けていない地震動を評価するために，硬質地盤上の強

震記録を対象とする。ここで硬質地盤とは，Ohno et al.（1996）(参 1.13-5)による

Pre-Quaternary に対応させてあり，未固結層の厚さが 10m 未満で，その下に“Rock”
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が存在すると指摘されている観測点である。観測記録のスペクトル特性から，明らかに

未固結層の共振によって特定の短周期成分が卓越する観測点は除いた。参表 1.13-1 及び

参表 1.13-2 において，地震諸元のみが記載されている地震は，上述の条件を満たす震源

近傍における硬質地盤上の強震記録が得られなかった地震である。 

c. 検討対象地震の選定 

b.  で収集した地震に対し，２章で示す詳細な地質調査によっても震源を事前に特定で

きない地震を選定し，地震動レベルを決める検討対象地震とする。ここでは強震観測開

始以後の地震のみを対象とし，分類した結果を参図 1.13-1 に示す。 

鳥取県西部地震を除く地表地震断層が出現した 11 地震(参図 1.13-1 の A)は活断層と

関連づけることが可能であり，これらの地震は震源が事前に特定できる地震と判断した。

鳥取県西部地震(参図 1.13-1 の B)は，井上，他（2002）(参 1.13-6)により，空中写真判読，

地形・地質調査，物理探査などの詳細な調査を行うことにより，震源が事前に特定可能

と判断した。 

なお，11 地震(参図 1.13-1 の A)のうち 9 地震は Mwが 6.5(M jが 6.8)を超えている。

このことは，武村（1998）(参 1.13-3)及び Shimazaki（1986）(参 1.13-7)による断層パラメー

タの模式的解釈とも整合する。すなわち，小地震では断層破壊領域が地震発生層（厚さ

15～20 km の上部地殻に対応）の内部に留まっているが，大地震では破壊領域が地震発

生層の厚さ全体に達し，破壊領域の厚さ（断層幅）に頭打ちが生じるため，地震規模と

震源断層長さとの経験的な関係（スケーリング）が変化する。このスケーリングの変化

する規模を境として，これより大きい内陸地殻内地震は，地表に何らかの痕跡を残す，

という解釈である。 

次に，地表地震断層が出現しなかった 13 地震(参図 1.13-1 の C, D, E)について，既存

の活断層図や文献による調査を行い，事前に震源が特定可能か否かを判断した。更に，

判断が難しい場合は，新たに空中写真判読，地表踏査を行った。その結果，1961 年北

美濃，1969 年岐阜県中部及び 1989 年 Loma Prieta 地震は，既存の活断層との関連づけ

られる。1983 年 Coalinga，1994 年 Northridge 地震は，地震前に震源断層に対応する

活断層が文献に記載されていなかったが，活褶曲構造等との関連により事前に詳細な調

査を行えば震源が特定可能，と判断した。 

なお，カリフォルニア州で発生した 5 つの中規模地震(Mw≦6.2)については，地震発

生後の文献により既存断層の活動等によって発生したことが報告されており，事前に震

源の位置と規模を評価できた可能性がある。 

以上をまとめると，1984 年長野県西部，1997 年山口県北部及び 1997 年鹿児島県北

西部(参図 1.13-1 の E)の 3 地震は，震源を事前に特定できない地震であると判断し，地

震動レベルを決める検討対象となる。 

d. 地震動レベルの検討に用いる地震 

検討対象の 1 地震のうち，b. で示した条件の硬質岩盤上で，かつ，断層最短距離 Xsh

が 20 km 以内の観測点は，参表 1.13-2 に示した 1997 年鹿児島県北西部地震の鶴田ダム
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(TRD)であり，長野県西部地震と山口県北部地震では条件を満たす記録が得られていな

い。したがって，地震動レベルの検討対象になるのは， TRD の 1 記録(2 水平成分) のみ

である。 

c. で記したように，断層パラメータのスケーリングが変化する地震規模を境として，

これより大きい内陸地殻内の地震は，地表に何らかの痕跡を残すものと考えられる。一

方，武村（1998）(参 1.13-3)及び香川，他（2001）(参 1.13-8)によれば，スケーリングが変化

する地震規模より小さい地震は，地表地震断層を生じる可能性が急激に低くなる。また，

一回の地震によるすべり量が小さいために，風化作用によって地形等に痕跡を残す可能

性も低くなる。詳細な地質調査により，地震規模が Mw6.2 以下のカリフォルニアの 6

地震(1966年Park field，1978年 Santa Barbara，1979年 Coyote Lake，1984年 Morgan 

Hill，1987 年 Whittier Narrows，1991 年 Sierra Madre)は，事前に震源の位置と規模

を評価できた可能性がある。しかしながら，仮にこれらの 6 地震について，地質学的調

査を用いて震源が事前に特定できた可能性があるとしても，スケーリングの観点から同

じ程度の規模の断層が確実に事前に震源を特定できるとは言い切れない。以上の点を鑑

みて，上記 6 地震も地震動レベルの検討に採用し，記録の少なさを補うこととした。以

上の検討対象地震の選定過程をまとめて参図 1.13-2 に示す。 

上記 6 地震のうち，b. で示した条件の硬質岩盤上で，かつ，断層最短距離 Xshが 20 km

以内の観測点が存在するのは 10地点の計 12記録(24水平成分)である。これらの記録に，

1997 年鹿児島県北西部地震の鶴田ダム(TRD)の記録を加えた 7 地震 11 地点の計 13 記

録(26 水平成分)に基づいて，地震動レベルを検討する。参表 1.13-3 に最大加速度(PGA)

等の諸元を示す。 

e.  強震観測点の地盤構造 

d. で選択した 11 の強震観測点に対して地盤データを収集し，地盤の S 波速度につい

て整理する。Fumal et al.（1986）(参 1.13-9)により，速度構造の地盤データが収集できた

のは，11 地点中，5 地点である。各サイトの S 波速度(Vs)を参表 1.13-4 に示す。 

ここでは，S 波速度(Vs)が 500 m/s 以上の地層を解放基盤相当層とし，それより上の

層を表層とする。この条件で求めた表層の 1 次周期，解放基盤相当層の岩盤（以下，「岩

盤」という。）の S 波速度を，表層の層厚と合わせて参表 1.13-4 に示す。5 地点の「岩

盤」の Vsの範囲は 500～781 m/s である。 

f.  水平地震動の地震動レベル 

d.で選定した 7 地震 11 地点の計 13 記録(26 水平成分)に対し，擬似速度応答スペクト

ルの重ね書きを参図 1.13-3 に示す。これらの強震記録は，1997 年鹿児島県北西部地震

(Mj=6.6)及びカリフォルニアで発生した Mw=5.6～6.2 の 6 地震において，断層最短距離

Xsh=3～17 km で観測されたものである。 

地震動レベルを設定するにあたっては，異なる地震の異なるサイトの観測記録を包絡

することにより，現在利用できる強震記録の上限値として，地震動レベルを設定した。

このことにより，「平均的特性」に比べて，大きめなレベル設定となっている。 
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参図 1.13-3 に示した太実線は，最大加速度値：450 cm/s2，加速度応答値：1200 cm/s2，

速度応答値：100 cm/s，変位応答：20cm のレベルである。このレベルにより全てのス

ペクトルがほぼ包絡され，震源近傍の観測スペクトルの上限にほぼ相当している。した

がって参図 1.13-3 の太実線が，地震動レベルの目安になる。 

また，参図 1.13-3 に示した観測スペクトルは，震源近傍に位置する 11 地点の硬質岩

盤上で得られた記録である。e.で示したように，5 地点の地盤データは明らかになって

おり，岩盤表面の Vsは 500～781 m/s である。残り 6 地点は地質分類により

Pre-Quaternary に属することが判明しているが，岩盤表面の Vsは不明である。岩盤表

面の Vsが既知の 5 地点 14 成分の観測スペクトルを参図 1.13-4(a)に，岩盤表面の Vsが

不明な 6 地点 12 成分の観測スペクトルを参図 1.13-4(b)に示す。両図の比較より，全周

期帯においてスペクトル振幅の大きさに有意な違いは見られない。したがって，地盤デ

ータのない観測点の地盤特性は，Vsが既知の地点の地盤特性と大きく変わらないと推定

される。以上の結果より，レベル設定に用いた強震記録は S 波速度が 500～781 m/s 相

当の地盤での記録と見なすことができる。 

g.  地震動レベルに関する考察 

1984 年長野県西部地震(Mj6.8) は，c. において，震源を事前に特定できないと判断し

た地震の中で，最も規模の大きな地震であるが，震源近傍でかつ良好な地盤の観測点と

いう条件を満たす記録が無く，f. においてレベルの設定に用いたデータには含まれてい

ない。 

この地震に関しては，本震の震源域で得られた強震動記録は存在しないが，震源から

24 km ほど離れた高根第一ダム(TKN)及び 38 km ほど離れた奈川渡ダム(NGD)におい

て加速度記録が得られている。そこで，両地点の観測記録から震源近傍の地震動レベル

の目安を推定し，f. で設定した地震動レベルと比較した。断層面と観測点位置を参図

1.13-5 に示す。加藤，他（2004）(参 1.13-1)によれば，地震計はダム提体から離れた岩盤の

横抗内に設置されており，観測点位置における詳細な速度構造は不明であるが，観測点

近傍での地盤調査によると，TKN は Vs=1.5 km/s 程度，NGD は Vs=1.0～2.0 km/s の

範囲にあると見られる。 

震源近傍の地震動は NGD 及び TKN の観測スペクトルを距離補正することにより推

定した。距離補正は，データベースに震源近傍の記録が含まれている Abrahamson and 

Silva（1997）(参 1.13-10) による加速度応答スペクトルの距離減衰式を用いた。横ずれ断層

に対する岩盤サイトの評価式は以下のとおりである。 

 

RcMaaM.acMaaX,MSa )]ln([)58()()(ln 1w133
n

w121w21shw 

 

2
4

2
sh cXR   ････････････････････････････････････････ (参 1.13-1) 
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ここで，Sa は加速度応答スペクトル(単位：g)を表し，Xsh (原論文では rrupと表記)は

断層最短距離を表す。a1～a13，c1，c4，n などの係数は周期ごと(0.01～5.0 秒)に定めら

れている(参 1.13-10)。岩盤サイトは，Vs>600 m/s の rock 又は rock の上に 5 m 以下の薄い

層を有する，という定義である(参 1.13-10)。 

NGD 及び TKN の Xshは，Yoshida et al（1990）(参 1.13-11)による断層面から求める。

断層面の諸元を参表 1.13-5 に，断層面の地表投影面を参図 1.13-5 に示してある。この

断層面に対する NGD の Xshは 33.6 km，TKN の Xshは 22.7 km となり，M0から Mw

を評価すると Mw =6.2 と求められる。両地点で観測された加速度応答スペクトルを，

Abrahamson et al.（1997）(参 1.13-10)による距離減衰式を用いて推定したスペクトル振幅

と比較して参図 1.13-6 の(a)及び(b)に示す。原論文に従い，応答スペクトルは水平 2 成

分の幾何平均を用いている。距離減衰式によるスペクトル振幅は観測スペクトルよりや

や大きいが，観測スペクトルの形状はほぼ表現されている。 

両地点で観測された加速度応答スペクトルを，Abrahamson and Silva（1997）(参 1.13-10)

による距離減衰式を用いて震源直上相当の Xsh=0.3 km に補正した。すなわち，式(参

1.13-1)を基にして以下の式(参 1.13-2)から距離補正係数を計算し，TKN と NGD におけ

る観測記録の応答スペクトルに距離補正係数を乗じることによって断層直上相当のス

ペクトルレベルを推定した。 

距離補正係数 = 
)26(

)3026(

shX,.Sa

.,.Sa
 ･･･････････････････････････  (参 1.13-2) 

その際，TKN と NGD の Xshは，各々22.7 km，33.6 km を用いており，式(参 1.13-2)

を用いて評価した距離補正係数を，両地点について参図 1.13-7 に示す。上記の距離補正

係数を用い，TKN と NGD の観測記録の応答スペクトルから，震源直上相当のスペクト

ルレベルを推定した結果を参図 1.13-8 に示す。実線は TKN の記録に基づく結果を，破

線は NGD の記録に基づく結果を表す。図中の直線（実線）は f.  において震源近傍の観

測記録から設定したレベルを示し，距離補正した応答スペクトルのレベルと比較して，

周期約 1 秒より長周期側を除いてほぼ同じレベルを示している。したがって，周期 1 秒

以下の帯域においては，観測記録より設定した地震動レベルは長野県西部地震に相当す

る規模の地震による地震動を概ね包絡しているといえる。 

h. 長周期側の地震動レベルの修正 

g.で検討した参図 1.13-8 の結果では，1984 年長野県西部地震(Mj6.8)の観測記録を震

源域に距離補正した応答スペクトルは，震源近傍の強震観測記録より定めた長周期側で

変位 20 cm となるレベルを超えている。これは，レベルの設定に用いた観測記録の最大

規模は Mj6.6 相当である一方で，長野県西部地震の規模は Mj6.8 であり，レベルの設定

に用いた震源近傍の観測記録の地震よりも規模が大きいことが理由と考えられる。した

がって，長野県西部地震に相当する規模の地震までを考えると，周期 1 秒以上の周期帯

域のレベルは過小であると判断できる。 
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以上のことから，震源を事前に特定できない地震の Vs=500～781 m/s 相当の地盤にお

ける水平地震動のレベルとして，周期 1 秒以下は強震観測記録の上限レベルを，周期 1

秒以上は g. での検討結果を参照に，参図 1.13-8 の破線で示すように周期 1 秒より長周

期側の速度応答スペクトルのレベルを 100 cm/s 一定とする。 

i. 解放基盤表面の S 波ないし P 波速度に応じた地震動レベルの設定 

地震動を評価するにあたっては，地震基盤における地震動を考えることにより，評価

地点の地盤特性を個別に考慮することが可能である。 

h. までに検討した地震動レベルは，「表層地盤の影響を受けていない良好な地盤」に

おいて観測された強震記録から得られたもので，S 波速度が 500～781 m/s 相当の地盤

におけるレベルといえる。 

ここでは，本文「1.2.3.2 経験的な方法」の式 (1.2.3.2-2)から式 (1.2.3.2-3)に示す水

平地震動の地盤増幅率を用いて，h. で修正した S 波速度が 500～781 m/s 相当の地盤に

おける地震動レベルを地震基盤相当のレベルで評価する。すなわち，本文「1.2.3.2 経

験的な方法」に示す手法は，地震基盤におけるスペクトルに対し，地震動を定義する地

盤における S 波ないし P 波速度に応じて，式 (1.2.3.2-2)から式 (1.2.3.2-4)に示す地盤増

幅係数を乗ずることによって水平及び鉛直地震動スペクトルを評価している。したがっ

て，h. で検討した地震動は，S 波速度が Vs=700 m/s 相当の地盤におけるレベルと考え

ることにより，式 (1.2.3.2-2)から求められる Vs=700 m/s 相当の地盤増幅率を除した値

を，水平地震動の地震基盤相当のレベルとする。 

この手法で評価した解放基盤表面のS波ないしP波速度に応じた水平地震動及び鉛直

地震動の地震動レベルを参図 1.13-9 に示す。 
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(2) 原子力規制委員会「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」 (参 1.13-12)，            

(参 1.13-13) 

a. 概要 

原子力規制委員会「震源を特定せず策定する地震動に関する検討チーム」では，全国

共通に適用できる地震動の策定方法を明示することを目的に，過去の内陸地殻内地震の

多数の地震動観測記録の収集・分析を行い，これらの地震動記録について統計的な手法

を用いた処理を行うことで，震源近傍での地震基盤相当面における標準応答スペクトル

を策定した(参 1.13-12)，(参 1.13-13)。 

この標準応答スペクトルは，地震基盤相当面（Vs=2200m/s 以上）の応答スペクトル

であるため，解放基盤表面までの地震波の伝播特性を必要に応じて応答スペクトルの設

定に反映するとともに，設定された応答スペクトルに対して時刻歴波形を作成する際に

は，地震動の継続時間及び振幅包絡線の経時的変化等の地震動特性を適切に考慮する必

要がある。 

全国共通に考慮すべき震源を特定せず策定する地震動の策定フローを参図 1.13-10 に

示す。 

b. 対象地震の観測記録の収集・整理 

全国共通に考慮すべき「震源を特定せず策定する地震動」の対象となる「地表地震断

層が出現しない可能性がある地震」（Mw6.5 程度未満）は，断層破壊領域が地震発生層

の内部に留まり，国内においてどこでも発生すると考えられる震源の位置も規模も推定

できない内陸地殻内の地震であり，震源近傍において強震動が観測された地震である。

そのことを踏まえ，国立研究開発法人防災科学技術研究所の KiK-net 観測点が整備され

た 2000年以降に起きたMw5.0～6.6の内陸地殻内地震を対象に，硬質地盤（Vs＝700m/s

程度以上）に設置された地中地震計における震央距離 30km 以内の観測記録を網羅的に

収集し整理した。 

c. はぎとり解析及び応答スペクトルの補正 

収集・整理した 89 地震の地中観測記録（水平動 614 記録，上下動 304 記録）につい

て，地中地震計よりも上の地盤の影響を除去するための「はぎとり解析」を実施し，硬

質地盤の解放面における地震動を算出した。さらに，それらを震源近傍（半径 10km 程

度以内の領域）での地震基盤相当面（Vs=2200m/s 以上）における地震動として扱うた

めに，地震動の応答スペクトルに「震源距離補正」及び「地盤物性補正」を施した。 

d. 統計処理に用いるデータセットの確認 

統計処理に用いる補正後の応答スペクトルについて，断層のタイプ（横ずれ断層，逆

断層，正断層），地中地震計位置の地盤の Vs，統計処理に用いる地震の数等の地震特性，

観測条件に係る情報を整理（ラベル付け）してグループ分けを行った。データセット（デ

ータ数）に極端又は非現実的な偏り等が生じていないことを確認し，全国共通に考慮す

る地震動であることから，統計処理においてはグループ毎ではなくすべての地震動記録

を 1 つのデータセットとして扱うこととした。 
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e. 標準応答スペクトルの設定及び妥当性確認 

標準応答スペクトルは，主に以下の方針で，地震規模 Mw5.0～6.5 程度の地震動記録

を対象として，対数正規分布を仮定した統計処理により算出した複数条件での応答スペ

クトルを参考に設定した（参図 1.13-11，1.13-12 参照）。  

標準応答スペクトルのレベルが，地震動の年超過確率の 10-4と 10-5の間程度に対応し

ていること，かつ，他の手法（特に距離減衰式）により求めた対象地震規模の上限に近

い Mw6.5 相当の地震の震源近傍における地震動の平均に対して保守性を考慮したレベ

ルであり，さらには「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の評価との連続性が

あることを確認することにより，妥当性を判断した。

公
衆
審
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参表 1.13-1 震源近傍の硬質地盤上の記録：地表地震断層が出現した地震 

［武村，他（1999）(参 1.13-2)に加筆］ 

Earthquake Name
Mj *1

(Mw)

Mech.
*2

Site Name
(Station Code)

Soil
Data

Xsh *3

[km]
Geology

1940 Imperial Valley (7.0) S － － － －

1952 Kern County (7.5) D － － － －

1966 Parkfield (6.2) S
Cholame Shandon Temblor
(TBL)

No 13
Thin Sand and Silt  /
Siltstone

Griffith Park Observatory
(GPO)

Yes 15
Granidiorite (0-5m
weathered)

Pacoima Dam-Upper Left
Abutment (PD) *4

Yes 4
Highly Jointed Diorite
Gneiss

1974伊豆半島沖 6.9 S － － － －

1978伊豆大島近海 7.0 S － － － －

1979 Imperial Valley (6.5) S － － － －

1987 Superstition Hills (6.6) S Superstit ion Mt. (SM) *5 Yes 5 Granite

1992 Landers (7.3) S － － － －

1995兵庫県南部 7.3 S 神戸大学 (KBU) No 1.2 Granite

1999 Hector Mine (7.1) S Hector (HEC) No 9 unknown

2000 鳥取県西部 7.3 S 賀祥ダム (KSD) No 0.2 Granite

*1 ( )内はモーメントマグニチュードの値

*2 メカニズムの表記： SはStrike-slip、DはDip-slip

*3 断層面への最短距離

*5 本震の記録は山頂にあり、麓と山上の余震に対する観測記録のスペクトル比を用いて、麓相当の記録に補正

1971 San Fernand (6.6) D

注) "－"は震源近傍の硬質岩盤上の記録が存在しないことを表す

*4 1994年Northridge地震の際に得られたダムのAbutmentとDownstreamの同時記録があり、スペクトル比を用いて
Downstream相当の記録に補正公

衆
審
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参表 1.13-2 震源近傍の硬質地盤上の記録：地表地震断層が現れなかった地震 

［武村，他（1999）(参 1.13-2)に加筆］ 

Earthquake Name Mj *1

(Mw)

Mech.
*2

Site Name
(Station Code)

Soil
Data

Xsh *3

[km]
Geology

1961 北美濃 7.0 D － － － －

1969 岐阜県中部 6.6 S － － － －

Santa Barbara Court House
(SBC)

Yes 11 Dense Sand

UCSB Goleta Free Field
(UCSB)

No 13
Shallow Alluv. over
Rock(Shale)

Girloy #1(G1) Yes 13 Sandstone

Girloy #6 (G6) Yes 5 Sandstone

1983 Coalinga (6.4) D － － － －

Anderson Dam Downstream
(ADD)

Yes 3
Gravelly Sandy Loam
 (Vs 400-500 m/s)

Girloy #1(G1) Yes 12 Sandstone

Girloy #6 (G6) Yes 6 Sandstone

1984 長野県西部 6.8 S － － － －

Caltech Athenaeum (CA) Yes 17 Sand / Gravelly Sand

Los Angeles,4407 Jasper St.
(JASP)

No 15
Pliocene sedimentary
Rock

Corralitos (COR) Yes 2
Landslide deposite /
Sandstone

Coyote Lake Dam SW
Downstream (CLD)

Yes 20 Clay / Mudstone

Girloy #1(G1) Yes 9 Sandstone

Girloy #6 (G6) Yes 18 Sandstone

Lexington Dam Left Abutment
(LXD)

Yes 5 Slate and Sandstone

Santa Cruz Lick Observatory
(SCO)

Yes 18 Thin Soil / Limestone

Cogswell Dam Right
Abutment (CDRA)

No 10 Weathered Granitic Rock

Mt. Wilson-Caltec Seismic
Station (CSS)

No 10 Quartz Diorite

Pacoima Dam-Downstream
(PDD)

Yes 7
Highly Jointed Diorite
Gneiss

Pacoima-Kagel Canyon (PKC) Yes 8 Sandstone

Sepulveda Canyon Spilway
Building (SCSB)

No 20 Hard Rock

Sylmar Converter Station,East
(SCSE)

Yes 5 Silty Clay(10m)/ Rock

USC Station No.13  (UC13) No 17 Upper Miocene Marine

USC Station No.14  (UC14) No 18 Middle Miocene Marine

USC Station No.15  (UC15) No 20 Upper Jurassic Marine

USC Station No.56  (UC56) No 5
Upper Pliocene
Nonmarine Deposits

USC Station No.61  (UC61) No 19 Mesozoic Granitic Rocks

1997 鹿児島県北西部 6.6 S 鶴田ダム (TRD) No 9 Sandstone

1997 山口県北部 6.6 S － － － －

*1 ( )内はモーメントマグニチュードの値

*2 メカニズムの表記： SはStrike-slip、DはDip-slip、ＯはOblique-slip

*3 断層面への最短距離

1979 Coyote Lake (5.8) S

1978 Santa Barbara (5.8) D

(6.2) S

1987 Whittier Narrows (6.0) D

1984 Morgan Hill

1991 Sierra Madre (5.6) D

1989 Loma Prieta (7.0) O

注) "－"は震源近傍の硬質岩盤上の記録が存在しないことを表す

1994 Northridge (6.7) D

公
衆
審
査
用
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 参表 1.13-3 地震動レベルの検討に用いた震源近傍の強震記録の諸元 

参図 1.13-2 地震動レベルの検討に用いる地震 

1984  長野県西部 (Mj 6.8)

1997  山口県北部  (Mj6.6)

1966  Parkfield (Mw6.2) 
[San Andreas Fault]

1978  Santa Barbara (Mw5.8) 

[Pitas Point Fault or

 Mission Ridge Fault]

1979  Coyote Lake (Mw5.8)

[Calaveras Fault]

1984  Morgan Hill (Mw6.2)

[Calaveras Fault]

1987  Whittier Narrows (Mw6.0)

[Elysian Park Thrust Falult]

1991  Sierra Madre (Mw5.6)

[Clamshell-Sawpit Canyon Fault]

1997 鹿児島県北西部 (Mj6.6)

詳細な地質学的調査
によっても特定不可

スケーリングの観点から確実
に震源を特定できるとは断定

しにくい地震

地震動レベルの検討

震源近傍の
記録あり

震源近傍の記録あり

震源近傍の記録なし

(a)

(b)

Earthquake Name Mj *1

(Mw)

Mech.*

2

Soil
Data

Xsh *3

[km]
Geology PGA (FP,FN,UD)4)

[cm/s/s]

1966 Parkfield (6.2) S No 13
Thin Sand and Silt /
Siltstone

244, 377, 154

No 13
Shallow Alluv. over
Rock(Shale)

29, 30, 14

Yes 11 Dense Sand 186, 230, 77

Yes 13 Sandstone 119, 100, 63

Yes 5 Sandstone 301, 446, 149

Yes 12 Sandstone 94, 65, 91

Yes 6 Sandstone 321, 239, 413

Yes 3
Gravelly Sandy Loam
(Vs 400-500 m/s)

269, 446, 181

Yes 17 Sand / Gravelly Sand 110, 177,139

No 15
Pliocene sedimentary
Rock

326, 194, 109

No 10
Weathered Granitic
Rock

322, 298, 314

No 10 Quartz Diorite 240, 265, 240

1997 鹿児島県北西部 6.6 S No 9 Sandstone 149, 139, 71

*1) 括弧( )内はモーメントマグニチュードの値、*2) メカニズムの表記： SはStrike-slip、DはDip-slip

*3) 断層面への最短距離

*4)  FP：断層走向平行方向，FN：断層走向直交方向，UD：上下方向

1991 Sierra Madre (5.6) D

1984 Morgan Hill (6.2) S

1987 Whittier Narrows (6.0) D

1978 Santa Barbara (5.8) D

1979 Coyote Lake (5.8) S

Station
Code

UCSB

SBC

G1

TBL

G6

G1

G6

ADD

TRD

CA

JASP

CDRA

CSS公
衆
審
査
用
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サイト名 
(Station Code) 

表層層厚 
(m)＊１ 

岩盤表面 
Ｓ波速度 
(m/s)＊２ 

表層周期 
(s)＊１ 

ADD＊３ 2.5 543 0.33 
CA 8.0 500 0.11 
CDRA － － － 
CSS － － － 
G1 0.0 781 － 
G6 2.5 625 0.03 
JASP － － － 
SBC 5.0 630 0.08 
Tsuruda Dam － － － 
UCSB － － － 
Average － 616 － 
＊１ 表層とは，Vs≦500 m/s の層を示す。 
＊２ 岩盤表面とは，表層のすぐ下の層を示す。 
＊３ Vs=543 m/s の下に Vs=386 m/s がある。 

参図 1.13-3 7 地震 11 地点の地震動記録の重ね書き（水平地震動） 
太実線：設定した地震動レベル（Vs=700 m/s 相当） 
実 線：参図 1.13-2 (a)及び(b)の地震 

参表 1.13-4 表層地盤の層厚，岩盤表面の S 波速度及び卓越周期(参 1.13-9) 
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参表 1.13-5 1984 年長野県西部地震の 

断層面の諸元(参 1.13-11) 

Strike [°] N250E 

Dip [°] 74 

Length 15 km 

Width 10 km 

Depth 
(upper margin) 

0.3 km 

Seismic Moment 
[Nm] 

2.7＊1018 

 

参図 1.13-4 観測点の岩盤における S 波速度(Vs)によって分類した応答スペクトル重ね書き 
(a) 岩盤表面の速度構造が既知の地点 Vs=500～781 m/s 
(b) 地盤データのない観測点 

図中の太実線は参図 1.13-3 の設定レベルを示す。 
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参図 1.13-5 1984 年長野県西部地震の断層面(参 1.13-11)

と観測点位置 

走向 N250°E 

傾斜角 74° 

長野県 

岐阜県 

断層面の投影線 

(a) (b) 
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参図 1.13-8 1984 年長野県西部地震の震源域に

おける地震動推定レベル 

参図 1.13-6 1984 年長野県西部地震の近地ダムサイトにおける観測スペクトルと 

距離減衰式(参 1.13-10)からの推定値との比較 

 TKN
 NGD

周期(s)

距
離
補
正
係
数

0.01 0.1 1 101

10

参図 1.13-7 距離減衰式(参 1.13-10)の距離減衰式

を用いた近地のダムサイトに対す

る断層直上相当の距離補正係数 

周期（s）

擬
似
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
(
c
m
/
s
) 50

0(
Gal)

10
00

20
00h=0.05

 観測記録から設定したレベル

         長周期側を修正した地震動レベル

 TKN
 NGD

10(cm)

20

40

0.01 0.1 1 10

1

10

100

(a) (b) 

周期（s）

擬
似
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
(
c
m
/
s
)

奈川渡ダム（Xsh=33.6km)水平動

h=0.05 Abrahamson & Silva(1997)
 NGD: 観測スペクトル(幾何平均)

0.01 0.1 1 10
0.1

1

10

100

周期（s）

擬
似
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
(
c
m
/
s
)

高根第一ダム（Xsh=22.7km) 水平動

h=0.05 Abrahamson & Silva(1997)
 TKN: 観測スペクトル(幾何平均)

0.01 0.1 1 10
0.1

1

10

100
高根第一ダム(Xsh=22.7 km) 水平動 奈川渡ダム(Xsh=33.6 km) 水平動 

公
衆
審
査
用



 

ガイド参 1-72 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周期(s)

擬
似

速
度

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
(c
m/
s)

10
00

50
0

Vs=0.7km/s

Vs=1.0km/s

Vs=1.5km/s

地震基盤

20
00

(G
al)

h=0.05水平地震動

0.01 0.1 1 10

1

10

100

疑
似

速
度

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
(
c
m
/
s
)

 

周期(s) 

Vs=0.7 km/s 

Vs=1.0 km/s 

Vs=1.5 km/s 

地 震 基 盤 

水平地震動 
 

周期(s)

擬
似

速
度

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
(c
m/
s)

80
0(

Gal)

40
0

Vp=2.0km/s

Vp=2.5km/s

Vp=3.0km/s

地震基盤20
0

h=0.05鉛直地震動

0.01 0.1 1 10

1

10

100

疑
似

速
度

応
答

ス
ペ

ク
ト

ル
(
c
m
/
s
)

 

周期(s) 

Vp=2.0 km/s 

Vp=2.5 km/s 

Vp=3.0 km/s 

地 震 基 盤 

鉛直地震動 

参図 1.13-9 震源を特定せず策定する地震動として用いる地震動の応答

スペクトル（左：水平地震動 右：鉛直地震動） 
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全国共通に考慮すべき「震源を特定せず策定する地震動」
の対象地震動観測記録の収集・整理 

地震基盤相当面での震源近傍の地震動（応答スペクトル）
の算出 

地震基盤相当面での「標準応答スペクトル」の策定 

解放基盤面での地震動の作成（基準地震動の策定） 

「
震
源
を
特
定
せ
ず
策
定
す
る
地
震
動
に

関
す
る
検
討
チ
ー
ム
」
の
検
討
対
象 

事
業
者
の
検
討
対
象 

敷地ごとの地盤特性（地震基盤相当面から解放基盤表面
までの地震波の伝播特性）の適切な考慮 

参図 1.13-10 震源を特定せず策定する地震動（全国共通）の策定フロー 
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周期 
（s） 

水平動 上下動 

擬似速度 
(cm/s) 

擬似速度 
(cm/s) 

0.02 1.910 1.273 
0.03 3.500 2.500 
0.04 6.300 4.400 
0.06 12.000 7.800 
0.09 20.000 13.000 
0.15 31.000 19.000 
0.30 43.000 26.000 
0.60 60.000 35.000 
5.00 60.000 35.000 

コントロールポイント 擬似速度応答スペクトル(h=5%) 

水平動 上下動 
(h=5%) (h=5%) 

標準応答スペクトル 
   地震基盤相当面（Vs=2,200m/s 以上） 
 

2004 年北海道留萌支庁南部地震（Mw5.7） 
 K-NET 港町観測点の解放基盤波 
 ※Vs=938m/s（Vp＝2,215m/s）の解放基盤面（直接比較はできないことに留意） 

 
加藤，他(2004)のスペクトル 

   Vs=2,200m/s，Vp=4,200m/s 
加藤，他(2004)のスペクトル 
Vs=700m/s，Vp=2,000m/s 

 
大崎の手法によるスペクトル 

   ※Mj6.5，震源距離 10km，解放基盤面（直接比較はできないことに留意） 

参図 1.13-11 地震基盤相当面（Vs=2200m/s 以上）における標準応答スペクトルの 

コントロールポイント 

参図 1.13-12 標準応答スペクトルと既往知見との比較 
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考資料 標準応答スペクトルに係る検討について，2019. 

 

 

 

 

 

 

 

 

公
衆
審
査
用



 

ガイド参 1-77 
 

参考資料 1-14  2004 年留萌支庁南部の地震における K-NET 港町観測点の基盤

地震動 

 

2004 年に発生した北海道留萌支庁南部の地震（2004 年留萌地震；M6.1）では，震源

近傍の K-NET 港町地点（HKD020）の地表で，最大加速度 1127 cm/s2が観測された。

M6 クラスの内陸地殻内地震によって，1G（G：重力加速度）を超える強震動が生成され

た要因の一つに，地盤の非線形性に起因する強震時特有のサイト特性による地震動の増

幅が考えられた。こうした高加速度記録が観測された要因については，震源特性のほか

に本震時のサイト特性の影響が考えられるが，実際に，どの程度寄与したのかといった

点については，地表の観測記録しか得られていないこと，また，地盤構造や地盤の非線

形性に関する情報が十分ではないことから不明な点が多い。そのため，詳細な地盤調査

を実施することによって，その影響を定量的に把握できる可能性が期待できる。 

そこで，その影響を見積もるため，K-NET 港町地点（HKD020）において，物理探査

と原位置にて採取した地盤試料の室内試験が行われた。これらの情報を用いて，2004 年

留萌地震の基盤地震動を推計するとともに本震時のサイト特性を評価した結果を以下に

示す。 

 

(1) HKD020 における基盤層の設定と地震動評価のための地盤モデルの構築 

佐藤，他（2013）(参 1.14-1)によれば，HKD020 で実施した PS 検層（ダウンホール法及

びサスペンション法）から， S 波速度 700m/s 以上となる基準地震動を設定する解放基

盤相当の明瞭な速度境界（基盤層）の深さが，従来の調査結果よりも深いことが分かっ

た（参図 1.14-1）。また，既往研究による地震学的データ（レイリー波位相速度）を説

明できるように PS 検層結果を調整し，地震動評価のための地盤モデルを構築した。こ

の地盤モデルの妥当性については，SH 波の理論伝達特性と微動 H/V スペクトルの卓越

周期の整合性からも確認された。 

 

(2) 2004 年留萌地震による HKD020 での基盤地震動の推計とサイト特性 

佐藤，他（2013）(参 1.14-2)によれば，表層 6m までの軟弱地盤の部分に非線形性を考慮

した等価線形解析を用いて，地表の観測記録から HKD020 における 2004 年留萌地震時

の基盤地震動を推計した。その結果，最大加速度は地表記録の約 1/2 の 585 cm/s2，最

大速度は地表記録の約 4/5 の 62cm/s となった（参図 1.14-2）。これは，本震時のサイト

特性が特に地表での高加速度の生成に寄与したことを示唆する。 

推計した基盤地震動と地表記録のフーリエスペクトルの比較から，周期約 0.08 秒から

0.3 秒では地表での増幅が大きく，約 0.08 秒以下(約 13 Hz 以上)では増幅が小さいこと

が分かった(参図 1.14-3)。この結果は，2004 年留萌地震時の S 波部の H/V スペクトル

が，弱震時の H/V スペクトルに対して低下する周期と整合し，観測事実とも矛盾しない

ことを示す(参図 1.14-4)。 
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参図 1.14-2 2004 年留萌地震における HKD020 の地表記録と推計された基盤地震動の比較 
（左：加速度波形，右：疑似速度応答スペクトル） 

参図 1.14-1 HKD020 のボーリングコア（左）と S 波速度構造（右） 
 
 岩盤は K-NET の地盤情報と同様に 5m 以深（茶褐色から暗灰色の境界以深）でみられたが，
速度は Vs500m/s 前後であった。また Vsが 700m/s 以上となる基盤層の深さは従来評価よりも深
い 41m（GL-41m）となった。 
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参図 1.14-3 2004 年留萌地震時の地表記録
と推計基盤地震動のフーリエ
スペクトルの比較 

 
 周期約 0.08 秒から 0.3 秒では地表での増
幅が大きく，約 0.08 秒以下(約 13Hz 以上)
では地表での増幅が小さい．これは本震時
のサイト増幅の特徴と考えられる。 

参図 1.14-4 HKD020 での弱震と 2004 年留
萌地震時の地表記録の S 波部の
H/V スペクトルの比較 

 
 弱震時は 4 つの地震でほぼ同様であるが，
2004 年留萌地震では約 13Hz から低減し，
本震時のサイト増幅の低下を示唆する．これ
は本研究で得られたサイト増幅の特徴と調
和的である。 
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参考資料 1-15  模擬地震波の作成例 

 

模擬地震波の具体的な作成方法を以下に示す。 

(1) 正弦波の重ね合わせによる作成方法 

時刻歴加速度波形Ｘ(t )は，下式のように表される。 

)sin()()()( ii
1i

i  


tωωAtEtX
N

 ････････････････････  (参 1.15-1) 

ただし，Ｅ(t)：振幅包絡線 

Ｎ：Ａ(ωi)の重ね合せ個数 

ωi：角振動数 

Ａ(ωi)：各振動数成分の振幅 

 φi：位相角 

ここで，位相角の取り方により，以下のように分けられる。 

a. 位相角を一様乱数として与え参図 1.15-1 のような振幅包絡線を使用する方法 

b. 位相角を実地震動の位相角を用いて作成する方法 

c. 位相角を位相差分により与える方法［大崎（1994）(参 1.15-1)及び理論地震動研究会

（1994）(参 1.15-2)による］ 

なお，振幅包絡線については，特定された地震のうち地震動の継続時間が最も長くな

るものを選択することができる。 
 

(2) 模擬地震波の目標とする応答スペクトルへの適合度 

作成された模擬地震波の目標とする応答スペクトルへの適合度は，下記により判定す

る。ただし，応答スペクトルの減衰定数は 5％とする。 

)(

)(
)(

2V

1V

TS

TS
TR  ≧ 0.85  (0.02≦Ｔ)  ･･･････････････････  (参 1.15-2) 

       ただし，Ｔ ：周期(s) 

         ＳＶ1(T )：模擬地震波の応答スペクトル値 

         ＳＶ2(T )：目標とする応答スペクトル値 

この判定条件を満足しない場合は，適切な補正を行って，満足するまで繰り返すもの

とする。 
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また，応答スペクトル強さの比（SI 比）が 1.0 以上であることを確認する。ただし，

応答スペクトルの減衰定数は 5％とする。 

SI 比：
 

 


52

10 v

52

10 v

.

.

.

.

dtTS

dtTS
 ････････････････････････････････ (参 1.15-3) 

       ただし，ＳＩ：応答スペクトル強さ 

         ＳＶ(T )：模擬地震波の応答スペクトル(cm/s) 

         S Ｖ(T )：目標とする応答スペクトル(cm/s) 

           Ｔ：固有周期（秒） 

 

前記(1)a. の方法のフロー図を参図 1.15-2 に，その作成例を参図 1.15-3 に示す。 

日本原子力学会（2015）(参 1.15-3)によれば，複数の減衰定数による応答スペクトルを

目標として模擬地震波を作成する場合，減衰定数 5％以外の目標とする応答スペクトル

への適合度についても，上記の減衰定数 5％の適合度を満たすことが望ましい。 

 

(3) 震源を特定せず策定する地震動の模擬地震波 

震源を特定せず策定する地震動の模擬地震波を作成する際には，「1.3 震源を特定せず

策定する地震動」の応答スペクトルを評価する際に用いた地震観測波形を包絡するよう

定めることを原則とする。観測地震波形の重ね書き及び振幅包絡線の例を参図 1.15-4 に

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参図 1.15-1 振幅包絡線の経時的変化

2 次曲線 

指数曲線 
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参図 1.15-2 模擬地震波作成フロー 

目標とする応答スぺクトル 

の設定 

重合する正弦波の個数 

（Ｎ ） 

位 相 特 性 

（φｉ） 

振 幅 の 包 絡 線 

｛Ｅ(t)｝ 

初 期 振 幅 

（ＡO） 

数学モデルの設定 

)sin(Σ)()( iii
1i




tωAtEtX
N

 

応答スペクトルの 

計算 

振 幅 の 修 正 

適合度の判定 

 加速度，速度波形の計算 
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参図 1.15-3 模擬地震波作成例 
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参図 1.15-4 観測地震波形の重ね書き及び振幅包絡線の例 

 

 

〔参考文献〕 
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(参 1.15-2) 理論地震動研究会：地震動 ―その合成と波形処理―，鹿島出版会，1994. 

(参 1.15-3)  日本原子力学会：原子力発電所に対する地震を起因とした確率論的リスク

評価実施基準，2015. 
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参考資料 1-16 2007 年新潟県中越沖地震の震源特性について 

 

東京電力（2008）(参 1.16-1)及び原子力安全・保安院（2008）(参 1.16-2)によれば，東京電力

(株)柏崎刈羽原子力発電所では，2007 年新潟県中越沖地震（以下，「新潟県中越沖地震」

という。）の観測記録を分析しその検討結果を基準地震動 Ss の策定に反映している。そ

の内震源特性に関して，以下の様な検討を行っている。 

 

新潟県中越沖地震の本震で得られた発電所敷地周辺の広域で得られた観測記録につい

て，「1.2.3.2 経験的な方法」に示す手法により評価したところ，「附属書 1-1 経験的な

方法に用いる手法の留意事項」の「(5) 内陸地震に対する補正」を考慮しないケースの

方が観測記録と良く対応していることが確認された。 

続いて，発電所敷地内及び震源域周辺の強震観測記録に対して震源インバージョン手

法を適用し，新潟県中越沖地震の震源過程を推定した。その上で，推定された震源過程

に基づき，観測された広帯域地震動を再現するための特性化震源モデルを構築した。そ

の結果，芝（2008）(参 1.16-3)による震源モデルから算定される短周期レベルは，壇，他

(2001)(参 1.16-4)に示されるデータのばらつきの範囲内であるものの，平均値に対して 1.5

倍程度であった (参図 1.16-1) 。 

 

以上のように，新潟県中越沖地震では震源による影響が確認されたことから，「1.2.3.2 

経験的な方法」により内陸地殻内地震の地震動評価を行う際には，「附属書 1-1 経験的

な方法に用いる手法の留意事項」の「(5) 内陸地震に対する補正」を考慮しないものと

している。また，「1.2.3.3 断層モデルを用いた方法」により地震動評価を行う際は，平

均値に対して 1.5 倍の短周期レベルを地震動評価上の不確かさとして考慮している。 

 

参図 1.16-1 断層モデルに推定される加速度震源スペクトル短周期レベル 

［壇，他（2001）(参 1.16-4)に加筆］ 
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参考資料 1-17 震源極近傍における地震動の特徴について 

 

震源極近傍における地震動の特徴は，例えば久田（2009）（参 1.17-1）によれば，地表地震

断層の極近傍において断層のすべりに起因する大きな変位波形であるフリングステップ

が観測されることであり，一般に浅部での加速度（短周期成分）は大きくないとされる。

Hisada et al.(2004)（参 1.17-2）では，波数積分法を用いることにより，横ずれ断層である

1992 年のランダース地震における地表地震断層近傍の地震観測記録に現れたフリングス

テップを再現している。また，東電設計（2009）（参 1.17-3）では，同じく波数積分法を用い

ることにより，逆断層である 1999 年集集地震における上盤側の地表地震断層近傍の地震

観測記録に現れたフリングステップを再現している。例として，ランダース地震のシミ

ュレーション結果を参図 1.17-1～参図 1.17-2 に示す。 

震源が敷地に極めて近く，フリングステップが顕著に現れると予想される場合は，震

源断層から地表地震断層まで含めて断層モデルを設定し，フリングステップを評価でき

る手法（例えば波数積分法）を適用して地震動評価を行うことが重要であると考えられ

る。断層深部（震源断層）と断層浅部とでは，地震動評価の際に必要となるすべり量や

立ち上がり時間が異なると考えられることから，断層深部に対するこれら値と断層浅部

に対するこれら値を区別して与えるのが合理的である。その際，断層浅部の立ち上がり

時間やすべり量については，フリングステップが現れている震源極近傍の地震観測記録

等を参考に設定することが考えられる。震源が極めて近い場合の震源モデルの概念図を

参図 1.17-3 に示す。 

 

 

参図 1.17-1 ランダース地震とシミュレーションに用いた震源モデル（参 1.17-2） 
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参図 1.17-2 Lucerne Valley 観測点のシミュレーション結果。実線がシミュレーション

結果，破線が観測記録（参 1.17-2） 
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参図 1.17-3 震源が極めて近い場合の震源モデルの概念図 公
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2.1 基本事項 

2.1.1 適用範囲 

本章は，原子力発電所の耐震設計における基準地震動 Ss 及び耐津波設計における基

準津波 Ts の策定並びに地盤の安定性評価等に必要な地質・地盤調査の方法に適用する。

このなかには，将来活動する可能性のある断層等の評価のための地質・地質構造に関す

る調査，基礎地盤及び周辺斜面に関する調査，地震動評価に関する地下構造調査並びに

津波に関する調査が含まれる。 

 

【解 説】 

原子力発電所の耐震・耐津波安全性を確保するためには，敷地周辺，敷地近傍及び敷地

内の地質と地盤について綿密な調査，試験及び解析を行い，それらの結果に基づき十分に

信頼できる設計・施工を行う必要がある。実際の地質と地盤は，原子力発電所地点ごとに

多種多様であるため，それぞれの地質や地盤に対する適切な調査，試験，解析，評価，設

計等の目的，手法，その適用範囲等について吟味し実施しなければならない。また，各種

調査・試験結果が十分信頼性を有していることを確認できなければならない。 

本章においては，原子力発電所の設計に必要な地質資料を得ることを目的として実施す

る地質・地盤調査について，主に以下の基準やガイド類を参考にとりまとめた。 

・ 「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイド」（2013年6月19日，

原子力規制委員会）（以下，「審査ガイド」という。）(2.1.1-1) 

・ 「原子力発電所の耐震設計における最近の検討事例にみる活断層調査・評価技術」

（2012 年，土木学会）(2.1.1-2) 

・ 「原子力発電所地質・地盤の調査・試験法及び地盤の耐震安定性の評価手法」（1985

年，土木学会）(2.1.1-3) 

・ 「原子力発電所の立地多様化技術」（1996 年，土木学会）(2.1.1-4) 

・ 「原子力発電所の活断層系評価技術－長大活断層系のセグメンテーション－」

（2004 年，土木学会）(2.1.1-5) 

・ 「原子力発電所の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価技術＜技術資料＞」（2009 年，

土木学会）(2.1.1-6) 

・ 「活断層の位置・形状評価及び活動性評価に関する手法の整備」（2014 年，原子力

安全基盤機構）(2.1.1-7) 

 

なお，火山影響評価に関わる地質・地盤調査は，本 JEAG の適用範囲外である。火山影

響評価については，別途「原子力発電所火山影響評価技術指針（JEAG4625-2015）｣(2015 年，

日本電気協会）(2.1.1-8)によるものとする。 

本章は，基準地震動 Ss の策定（地下構造調査含む）及び基準津波 Ts の策定並びに地盤

の安定性評価等（将来活動する可能性のある断層等の露頭の有無の確認を含む）に必要な

地質・地盤調査の方法に適用するものであり，各章の関係を解図 2.1.1-1 に示す。 

その他，調査手法に関する一般的な書籍として，陸域の地質調査の詳細については，「地
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質学ハンドブック」（2001 年，地質調査総合センター）(2.1.1-9)，海域の地質調査の詳細につ

いては，「海洋調査技術マニュアル－海洋地質調査編－」（2004 年，海洋調査協会）(2.1.1-10)

等が参考になる。 
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解図 2.1.1-1 本章（２章 地質・地盤調査）の他章に対する役割・位置づけ 

第４章 基準津波策定 

4.3 基準津波Ｔｓの策定及び入力津波の評価 

4.3.1 基準津波Ｔｓの策定に関わる調査 

4.3.2 津波発生要因の選定 

4.3.3 想定する津波波源の設定 

4.3.4 津波評価手法 

第２章 地質・地盤調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 基準地震動策定 

1.2 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

1.2.1 敷地周辺で発生する地震に関する調査 

1.2.1.2 活断層 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

1.2.3 地震動評価 

1.2.3.1 敷地における地震動特性 

第３章 基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価 

3.2 地震力に対する基礎地盤及び周辺斜面の安定

性評価 

3.3 地殻変動に対する基礎地盤の安定性評価 

２．２ 地質・地質構造に関する調査 

2.2.3 調査結果に基づく評価 

(1) 地質・地質構造 

(2) 震源として考慮する活断層 

(3) 地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び地すべり面 

２．３ 基礎地盤及び周辺斜面に関する調査 

2.3.3 調査結果に基づく評価 

(1) 地質・地質構造 

(2) 地盤の分類 

(3) 地盤の物性 

２．４ 地震動評価に関する地下構造調査 

2.4.4 調査結果に基づく評価 

(1) 地震基盤・解放基盤表面の位置（深さ）や形状 

(2) 地震波伝播特性に影響を与える地下構造の三次元不均質性の有無の把握 

(3) 地盤の減衰特性等 

２．５ 津波に関する地質調査 

(1) 津波の発生要因・波源モデルの設定に関わる地質調査 

(2) 敷地周辺に到達した可能性のある津波の調査（津波堆積物調査） 

(3) 津波伝播経路に関する調査 

(4) 砂移動の評価に関する調査 

（断層等による変位） 

耐震重要施設等の直下に，将

来活動する可能性のある断層

等の露頭がないことを確認する 

（砂移動の影響評価） 

原子力発電所耐津波設計技術規程

（JEAC4629-2020） 
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2.1.2 用語の定義 

(1) リニアメント 

地形図や空中写真等において判読される，直線あるいはゆるやかな弧状に配列する地

形的な特徴のことをいう。その成因から，地殻変動に起因するものの他，古い地質時代

に形成された地質構造・堆積構造等を反映した地形に分けられる。 

なお，原子力発電所の調査においては，個別に定義した上で，狭義のリニアメントと

して，後述する変動地形の概念を含む活断層の可能性のあるリニアメントの意味で用い

ることが多い。 

 

(2) 変動地形 

地殻変動に起因する特徴的な地形のことをいう。地形の切断・屈曲，撓み，傾動・逆

傾斜等として認識され，組織地形（地質構造を反映した侵食等による地形）の対義語で

ある。 

なお，隆起や沈降等の地殻変動によって形成された，山脈，高原，盆地，平野，海溝，

海嶺等の大きな起伏も変動地形と呼ぶこともある。 

 

(3) 内陸地殻内地震 

陸側プレートの上部地殻の地震発生層に生じる地震で，海岸及びやや沖合で起こる地

震を含む。 

 

(4) 将来活動する可能性のある断層等 

将来活動する可能性のある断層等には，①震源として考慮する活断層のほか，②地震

活動に伴って永久変位が生じる断層に加え，③基礎地盤まで変位及び変形が及ぶ地すべ

り面が含まれる。 

耐震重要施設等は変位が生じるおそれのない地盤に設ける必要があり，当該施設等の

設置地盤にこれら断層等の露頭がないことを確認する。また，基礎地盤の安定性の観点

から構造物への影響を検討する必要がある。 

 

① 震源として考慮する活断層 

最近の地質時代に繰り返し活動し，将来も活動することが推定され，また，地下深

部の地震発生層から地表付近まで破壊し，地震動による施設への影響を検討する必要

がある断層のことをいう。第 2 章においては，震源として考慮する活断層を単に活断

層という。 

なお，断層活動に伴う津波や地殻変動の影響についても検討する必要がある。 

②及び③ 地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び地すべり面 

自ら活動し地震動を励起することは無いが，地震に伴い基礎地盤にずれ（変位）を

生じる断層あるいは地すべり面のことをいう。 
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(5) 地質構造 

堆積，侵食及び地殻変動による変位・変形等によって生じた地層・岩体の形態や構造

をいう。地層・岩体の相互関係を表すものとして，整合・不整合，断層，褶曲，貫入等

がある。 

 

(6) 地下構造 

地下の地質構造と物性を総合的に捉えたものである。原子力発電所の耐震設計におい

ては，地質構造に加えて，地震波の伝播に影響を与える地震波速度構造，減衰構造，密

度構造等をさす場合が多い。 

 

(7) 基礎地盤及び周辺斜面 

基礎地盤とは，耐震重要施設等が設置される地盤のことをいう。 

周辺斜面とは，地震力により崩壊した場合に，耐震重要施設等の安全機能が重大な影

響を受ける可能性のある斜面のことをいう。 

 

【解 説】 

(1)及び(2)に関して，変動地形の可能性のある高度不連続，急斜面，河川の屈曲等の地形

の異常についても，従来から，地形的特徴という観点からリニアメントとして抽出し，活

断層・活褶曲・活撓曲との関係を検討してきている。 

(4)に関して，新規制基準では，「重要な安全機能を有する施設の地盤には，将来活動す

る可能性のある断層等の露頭がないことを確認する。」としている。将来活動する可能性の

ある断層等のうち地震活動に伴って永久変位が生じる断層や基礎地盤まで変位及び変形が

及ぶ地すべり面については，それ自体が震源となる断層ではないが，変位を生じることか

ら，それらの存否や性状等を明らかにし，耐震重要施設等の設置地盤にこれら断層等の露

頭がないことを確認する。また，必要に応じて基礎地盤の安定性の観点から施設等への影

響を検討する。 

(7)に関して，耐震重要施設等とは，新規制基準において，耐震重要施設（設計基準対象

施設のうち地震の発生によって生じるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線

による公衆への影響の程度が特に大きいもの）及び，重大事故等対処施設を含む。 
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2.2 地質・地質構造に関する調査 

本節は，地質・地質構造に関する調査方法，調査結果に基づく評価，及び表示の様式

について示す。 

敷地からの距離に応じて変動地形学・地質学・地球物理学的手法等を総合して調査を

行わなければならない。 

 

【解 説】 

調査の目的は，原子力発電所の敷地周辺，敷地近傍及び敷地内の地質・地質構造を把握

するための基礎資料を得るとともに，基準地震動 Ss を検討するために必要な震源として

考慮する活断層の位置，形状，活動性等を明らかにすることである。また，敷地内の耐震

重要施設等の地盤において，震源として考慮する活断層に加えて，地震活動に伴って永久

変位が生じる断層，基礎地盤まで変位及び変形が及ぶ地すべり面の存否や性状等を明らか

にすることである。 

地震が敷地に及ぼす影響は，震源が近いほど，また，地震の規模が大きいほど大きくな

る。したがって，地質調査にあたっては，歴史地震及び震源を特定せず策定する地震動が

敷地に及ぼす影響を考慮しつつ，敷地からの距離や活断層の規模に応じ，既存文献の調査，

変動地形学的調査，地質調査，地球物理学的調査等を適切に組み合わせて十分な調査を実

施する。 

地質・地質構造に関する調査の流れ（フロー図）を解図 2.2-1 に示す。 
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解図 2.2-1 地質・地質構造に関する調査の流れ（フロー図） 

2.2.2 調査の方法 

2.2.2.2 陸域の調査 

 敷地周辺～敷地の陸域の地形，地質層序，地層分布，地質構造等を解

明するとともに，活断層・活撓曲の存否，位置，長さ（端部），性状及び活動

性を明らかにする。 

2.2 地質・地質構造に関する調査 

敷地からの距離や活断層の規模に応じ，既存文献の調査，変動地形学的調査，地質調査，地球物理学的調査等を適切

に組み合わせて十分な調査を実施する。 

2.2.1 調査範囲の設定 

・ 敷地周辺（敷地から少なくとも半径 30km の範囲，影響の大きい活断層があればそれ以遠） 

・ 敷地近傍（敷地から少なくとも半径 5km の範囲） 

・ 敷地内（原子炉建屋位置から少なくとも半径 1km） 

2.2.2.2.1 変動地形学的調査 

地形発達の観点から地形の成因を考察することによって，活断層の疑

いのある地形を抽出し，活断層の可能性について検討する。 

【空中写真判読，航空レーザー測量等】 

2.2.2.2.2 地質調査 

 調査範囲内の地質・地質構造を把握し，文献調査や変動地形学的調

査による活断層の疑いのある地形・地質構造について，活断層・活撓曲

の存否，位置，長さ（端部），性状及び活動性を明らかにする 

【地質調査，ボーリング調査，トレンチ調査等】 

2.2.2.2.3 地球物理学的調査 

断層の地下への連続や褶曲等の広域的な地質構造を明らかにする。 

【反射法地震探査，屈折法地震探査，重力探査，磁気探査，電磁探査

等】 

2.2.2.3 海域の調査 

 敷地周辺～敷地近傍の海域の海

底地形，地質層序，地層分布，地質

構造等を解明するとともに，活断層・

活撓曲の存否，位置，長さ（端部），

性状及び活動性を明らかにする。 

①海底地形調査 

②海上音波探査 

③海底試料採取 

④その他地球物理学的調査 

１章 基準地震動策定 ３章 基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価 ４章 基準津波策定 

2.2.2.1 文献調査 

 敷地周辺及び敷地近傍の地形，地質・地質構造，地震活動の状況，テクトニクス的背景等を明らかにするとともに，引

き続き実施される陸域及び海域の変動地形学的調査，地質学的調査，地球物理学的調査において，検討対象とする

活断層の存在，活動履歴，地震発生様式等に関連する情報を抽出する。 

＜陸域の調査＞ ＜海域の調査＞ 

2.3 基礎地盤及び周辺斜面

に関する調査 

2.5 津波に関する 

地質調査 

2.4 地震動評価に関する

地下構造調査 

2.2.3 調査結果に基づく評価 

 
＜敷地周辺～敷地＞ 

＜敷地－耐震重要施設等の設置地盤＞ 

2.2.3.1 地質・地質構造 

 調査範囲内に分布する地層を区分し，各層の水平方向及び鉛直方向の分布・連続性について検討するととも

に，それらの地層の構成岩種，岩相，層序及び地質時代並びに地層の走向・傾斜，褶曲構造及び断層の有無，

位置，性状等を明らかにする。 

2.2.3.2 震源として考慮する活断層 

 活断層の評価にあたっては，活動性，位置，長さあるいは単位変位量を把握し，必要に応じて，弾性波探査等

の地球物理学的知見を参考に，分布形状等について検討しなければならない。 

2.2.3.3 地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び地すべり面 

 耐震重要施設等の設置地盤においては，震源として考慮する活断層に加

えて，地震活動に伴って永久変位が生じる断層，基礎地盤まで変位及び変

形が及ぶ地すべり面の存否や性状等を明らかにしなければならない。 
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2.2.1 調査範囲の設定 

敷地周辺調査の範囲は，敷地から少なくとも半径 30km の範囲としなければならない。

半径 30km 以遠であっても文献等によって敷地への影響が大きいと考えられる活断層の

存在が想定される場合は，当該活断層を含む範囲を調査範囲としなければならない。 

また，敷地から少なくとも半径 5km の範囲を敷地近傍とし，より詳細な調査を実施す

る。なお，この範囲に分布することが想定される活断層が 5km の範囲を超えて連続する

場合は，その範囲を敷地近傍調査の範囲としなければならない。 

敷地内調査の範囲は，原子炉建屋予定位置から少なくとも半径 1km の範囲とするが，

発電所ごとに敷地の広さに応じて地質構造の特徴を把握するために必要な範囲とすると

ともに，敷地近傍の地質構造等を考慮して適切に設定しなければならない。 

 

【解 説】 

一般に，震源が近い場合には，小規模の地震でも地震動が大きくなる。したがって，敷

地近傍については，リニアメント・変動地形が不明瞭であることあるいは活断層の規模が

小さいこと等から文献では示されていないような活断層をも見逃さないように，より詳細

な調査を実施する。 

地質・地質構造の調査範囲等の概要図を解図 2.2.1-1 に示す。 
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（敷地周辺～敷地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（敷地～耐震重要施設等設置地盤） 

 

解図 2.2.1-1 地質・地質構造に関する調査の範囲及び調査項目の概要 

  

原子力発電所 

海底の活断層 

陸域の活断層 

陸域の活断層 

敷地周辺（半径 30km の範囲） 

敷地近傍（半径 5km の範囲） 

【敷地周辺～敷地の地質調査】 

＜調査項目＞ 

・ 地質・地質構造の把握 

・ 震源として考慮する活断層の把握 

（津波波源及び地殻変動の考慮含む） 

＜調査範囲及び調査手法＞ 

・ 敷地周辺（半径 30km 以遠）： 

主に文献調査により主要な活断層を抽

出，必要に応じて，各種調査を実施。 

・ 敷地周辺（半径 30km の範囲）： 

文献調査に加え，各種調査を実施。 

・ 敷地近傍～敷地内（半径 5km の範囲）： 

敷地周辺よりも詳細な調査を行う。 

陸域 

海域 

海岸線 

陸域の活断層 

原子力発電所敷地 

耐震重要施設等 

断層等 

断層等 

断層等 

陸域の活断層 

陸域 

海域 

海岸線 

【敷地～耐震重要施設等設置地盤の地質調査】 

＜調査項目＞ 

・ 震源として考慮する活断層に加え，地震活

動に伴って永久変位が生じる断層，基礎地

盤まで変位及び変形が及ぶ地すべり面の調

査を行う。 

（主に活動性の有無） 

＜調査範囲及び調査手法＞ 

・ 耐震重要施設等の設置地盤及びその周辺

において，特に詳細な地質調査等を行う。 

注）本図の活断層は，文献に示される活断層等や，活断層の可能性のある地形を指す。 

注）本図の活断層は，文献に示される活断層等や，活断層の可能性のある地形を指す。 
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2.2.2 調査の方法 

調査の方法は以下に大別される。 

(1) 文献調査 

(2) 陸域の調査 

-1 変動地形学的調査 

-2 地質調査 

-3 地球物理学的調査 

(3) 海域の調査 

 

【解 説】 

地質調査の方法は，文献調査，変動地形学的調査，地質学的調査及び地球物理学的調査

がある。文献調査以外は，陸域の調査と海域の調査に分けられ，それぞれの状況に応じて，

各種調査を適切に組み合わせて行う。 

なお，海域の調査には，① 海底地形調査，② 海上音波探査，③ 海底試料採取，④ そ

の他地球物理学的調査があり，以下に陸域の調査との対応関係や，海域の調査の留意事項

を示す。 

 

 

調査手法 (2) 陸域の調査 (3) 海域の調査 

変動地形学的調査 (2)-1 変動地形学的調査 ① 海底地形調査（注 1） 

地質学的調査 (2)-2 地質調査 ③ 海底試料採取（注 2） 

地球物理学的調査 (2)-3 地球物理学的調査 
② 海上音波探査（注 3） 

④ その他地球物理学的調査（注 4） 

（注）1．海域では，陸域のような詳細な地形データを得ることは困難であるが，調査船による海底地

形調査データにより，大局的な地形判読（変動地形学的調査）は可能である。 
2．海域では，陸域のような露頭データを得ることは困難であるが，海底試料採取（海上ボーリ

ング調査含む）により，地質学的なデータを得ることができる。 
3．海上音波探査とは一般に，地球物理学的調査のうち陸域における反射法地震探査に該当す

る。 
4．その他地球物理学的調査には，海上音波探査（反射法地震探査）以外の手法（屈折法地震探

査，重力探査，磁気探査等）がある。 

 

解表 2.2.2-1 調査手法と調査領域（陸域，海域）の関係 
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2.2.2.1 文献調査 

文献調査は，敷地周辺及び敷地近傍の地形，地質・地質構造，地震活動の状況，テク

トニクス的背景等を明らかにするとともに，引き続き実施される陸域及び海域の変動地

形学的調査，地質学的調査，地球物理学的調査において，検討対象とする活断層の存在，

活動履歴，地震発生様式等に関連する情報を抽出することを目的とする。 

 

【解 説】 

対象とする文献・資料は，学術雑誌に掲載の文献，公刊の地形図・地質図類を基本とし，

具体的には，以下のものなどがある。 

 地質調査総合センターが提供する地質図関連のサービス，出版物 

（地質図カタログ(2.2.2-1)，地質図 Navi(2,2,2-2)から参照できる地質図幅類（5 万分の 1，

20 万分の 1 等），海底地質図類，20 万分の 1 日本シームレス地質図(2.2.2-3)），活断層

データベース（～2019 年，地質調査総合センター）(2.2.2-4)） 

 「［新編］ 日本の活断層」（1991 年，活断層研究会）(2.2.2-5) 

 「活断層詳細デジタルマップ ［新編］」（2018 年，今泉ほか）(2.2.2-6) 

 「活断層の長期評価（主要活断層帯の長期評価，活断層の地域評価）」（～2019 年，

地震調査委員会）(2.2.2-7) 

 

また，他機関が保有する海上音波探査，重力探査，磁気探査等の記録・データも対象と

することが望ましい。（詳細は「2.2.2.2.3 地球物理学的調査」及び「2.2.2.3 海域の調査」

を参照） 

これらの文献調査において対象とする文献の範囲及び精度については，敷地からの距離

に応じて適切に設定され，基本的には半径 30km 範囲内については，詳細な文献調査を実

施する必要がある。特に，他機関が保有する記録・データについては，その目的・仕様等

に十分留意して解析等を行うことが重要である。 

なお，収集に当たっては，その対象を幅広く設定しておくことが望ましく，必要に応じ

て道路，トンネル，鉄道等の公共構築物建設に関わる調査及び工事記録あるいはその他未

公開資料等も収集の対象として検討する。また，常に最新の文献・知見の収集に努め，必

要に応じて，それらに基づいた調査結果の再評価の必要性を検討する。 
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2.2.2.2 陸域の調査 

陸域の調査は，敷地周辺～敷地の陸域の地形，地質層序，地層分布，地質構造等を解

明するとともに，活断層・活撓曲の存否，位置，長さ（端部），性状及び活動性を明らか

にすることを目的とする。 

陸域の調査は，既往の文献や調査データを検討し，調査対象地域の地形，地質・地質

構造等を踏まえ，変動地形学的調査，地質調査，地球物理学的調査を適切に組み合わせ

て調査を行う。 

 

2.2.2.2.1 変動地形学的調査 

変動地形学的調査は，地形発達の観点から地形の成因を考察することによって，活断

層の疑いのある地形を抽出し，活断層の可能性について検討することを主な目的とする。 

調査手法については，段丘面等の地形面を抽出し分類するとともに，活断層の疑いの

ある地形を抽出するために，空中写真や地形図等を用いて空中写真判読等を行うのが一

般的である。また，空中写真判読等だけでは認定の難しい微地形については，必要に応

じて，現地測量や航空レーザー測量等の最新技術を用いるのがよい。 

 

【解 説】 

地形発達過程及び地形の成因の考察に基づき，広範囲にわたる段丘面等の地形面の変

位・変形，並行する河川の系統的な屈曲といった，変動地形に関する多くの指標を手掛か

りとして，活断層等の存在の可能性を検討する。また，地形面の特徴や活断層の疑いのあ

る地形の性状等の一定の指標に基づいて，活断層の疑いのある地形を全て抽出することが

重要である。 

なお，広域的に参照することのできる陸上地形データとして，「基盤地図情報（数値標高

モデル：5m，10m メッシュ）」（国土地理院）(2.2.2-8) 等がある。 

活断層の疑いのある地形の認定に当たっては，次に示すような基準を作成し，検討するこ

とが望ましい。 

① 段丘面等の地形面上と山地・丘陵地内とに分けて，崖・撓み・その他の高度不連続等

の断層の縦ずれ変位に起因する地形と，崖や尾根・谷の屈曲等の断層の横ずれ変位

に起因する地形とについてそれぞれ基準を示していること。 

② 断層変位に伴う地形の切断・屈曲だけでなく，撓み，傾動，逆傾斜等のように地表に

断層変位を示さないものも抽出対象としていること。 

③ 活断層の疑いのある地形は，明瞭さだけでなく，連続性，地形要素の構成等に着目し

ていること。 

④ 地殻変動に起因するものであることの可能性の低いものまで含むこと。 

 

リニアメント・変動地形の分類の例を解表 2.2.2.2.1-1 に示す。また，リニアメント・変

動地形の分布図の例を解図 2.2.2.2.1-1 に示す。 
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なお，山地内部では，形成時期の異なる河成段丘の比高からその期間における隆起量の

分布を求め，その隆起量の変化及び分布から活断層等の存在の可能性を調査する手法もあ

る。（参考資料 2.1） 

調査が進行した段階で必要に応じて現地調査を含む精度の高い詳細な変動地形学的調

査を実施する。 

公
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解図 2.2.2.2.1-1 リニアメント・変動地形の分布図の例(2.1.1-2) 

 

  

＜リニアメント・変動地形の解釈＞ 

右に曲がる谷や尾根の連続に対して，判読基準に従い高いランクの活断層の疑いのある地

形を抽出している。また，この周辺に認められる急斜面や傾斜変換線等の連続に対しては，判

読基準に従い低いランクの活断層の疑いのある地形を抽出している。 
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調査は，活断層の疑いのある地形の周辺だけでなく，段丘面等に現れている広域的な変

形も検討対象として実施する。 

広域的な変形とは，沖積面や段丘面，斜面等の地形面の変形（撓み，傾動及び波状変形），

段丘面から復元される過去の河床縦断面の変形，海成段丘面・旧汀線の高度変化及び堆積

物に現れている撓曲構造等の幅数十 m～数十 km にわたる変位・変形をいい，これらに着

目して検討する必要がある。また，地域によっては，海岸付近の離水ベンチ，ノッチ等の

分布及び潮間帯の付着生物（カキ，ヤッコカンザシ等）の分布高度に着目したり，広域的

な応力場の把握，隆起・沈降傾向の把握も必要である。特に段丘面が示す旧汀線高度分布

の把握は，広域的な変形の認定に重要であり，同一編年の段丘面上における明瞭な旧汀線

等，同じような条件のポイントで高度を算定して比較することが重要である。 

変動地形学的調査から抽出された，活断層の疑いのある地形については，同地形周辺に

おいて特に詳細な地質調査の実施を検討する。さらに地形面あるいは地形要素の成因が特

定できない場合にも，必要に応じ，地質調査の実施について検討する。 

 

2.2.2.2.2 地質調査 

地質調査は，調査範囲内の地質・地質構造を把握し，文献調査や変動地形学的調査に

よる活断層の疑いのある地形・地質構造について，活断層・活撓曲の存否，位置，長さ

（端部），性状及び活動性を明らかにすることを目的とする。 

地質調査には，地表地質調査，ボーリング調査，トレンチ調査等があり，これらを適

切に組み合わせて，精度の高い調査を行う。 

 

【解 説】 

地表地質調査においては，特に断層露頭や地層が変形している露頭の発見と，その露頭

観察による断層活動時期の特定が重要であり，露頭と活断層の疑いのある地形・地質構造

との位置関係，断層破砕帯の性状，地層の変位・変形構造を詳細に把握する。 

地表地質調査により活断層の存在が推定され，敷地への影響が大きいと判断される場合

は，その存在及び形状を確認し，活動区間や変位量を適切に評価するために，断層主部，

断層末端部等の重要な箇所においては，ボーリング調査，トレンチ調査等や必要に応じて

後述する地球物理学的調査を実施し，調査密度・精度を上げることが重要である。これら

の調査が必要な要件としては，以下の場合が挙げられる。 

① 厚い沖積層や風化岩が分布すること等によって，地表において活断層の一部しか確

認できない場合 

② リニアメント・変動地形が個々には短いか又は不明瞭であっても，断続や雁行による

連続が想定され，規模や活動性に関する資料が得られない場合 

 

具体的な調査の手法，仕様，位置等については，目的に応じて適切に定める。 
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ボーリング調査，トレンチ調査等は，断層あるいは活断層の疑いのある地形・地質構造

の走向・傾斜，位置関係，調査地点の代表性等を考慮し，位置，規模及び数量を適切に定

める。断層露頭スケッチの例を解図 2.2.2.2.2-1 に示す。 

  

また，断層等の詳細性状の調査には，CT 撮影技術を利用した内部構造の解析や，研磨

片，薄片観察による微細構造観察，X 線を用いた鉱物や元素分析（XRD，XRF），電子プロ

ーブマイクロアナライザー（EPMA）による元素分析，走査電子顕微鏡（SEM），透過型

電子顕微鏡（TEM）等によるミクロレベルでの表面及び内部構造観察など，マクロな手法

からミクロな手法まで，様々な調査技術が開発されている。（参考資料 2.2） 

なお，結果の評価については，後述の「2.2.3.2 震源として考慮する活断層 (1) 断層

の活動性の評価」を参照する。 

 

後述する断層活動時期の評価においては，断層による変位・変形を受けた地層・地形面

と断層による変位・変形を受けていない地層・地形面との年代関係から活動時期を推定す

るため，信頼性の高い地層の層序対比・編年に関する調査を行うことが重要である。対比・

編年に用いる層序としては，火山灰層序，海洋酸素同位体層序，化石層序，古地磁気層序

等がある。特に火山国である我が国においては，火山灰層の鉱物組成，火山ガラスの屈折

率測定・成分分析等による火山灰層序は，層位関係の検討に有効な手法となっている。 

なお、広域火山灰と第四紀海成層の層序・編年の例については，後述の「2.2.3 調査結果

に基づく評価－2.2.3-1 地質・地質構造」を参照する。 

 

地質層序決定のための年代測定手法には様々な種類があり，測定年代や試料の種類によ

り適用可能な測定手法が限られることから，目的や条件に即した手法を適切に選定するこ

とが重要であり，測定結果を使用する際にも十分に考慮する必要がある。 

年代測定手法は，放射性同位体比を用いた 14C 法等が主体であるが，近年では，地中に

おいて天然放射線に被爆した石英や長石から得られる光ルミネッセンスを用いた OSL 法

（参考資料 2.3）や，宇宙線生成放射性核種を用いた 10Be 法の開発や研究が注目されてい

る。主な年代測定手法を解表 2.2.2.2.2-1 に示す。 

その他，地層・断層の性状や段丘堆積物の堆積環境の調査においては，固さを定量的に

把握する針貫入試験，帯磁率調査，粒度分析及び礫種の形状の分析（円磨度，球形度）等

の調査手法が活用できる。前述の化石層序も含めた地層・断層性状の調査手法の概要を解

表 2.2.2.2.2-2 に示す。  
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解図 2.2.2.2.2-1 断層露頭スケッチの例(2.1.1-2) 
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解表 2.2.2.2.2-1 年代測定手法の例（2.2.2-9,10,11,12 を参考） 

  年代測定法 測定手法の概要 対象物 測定年代（注） 

1 放 射 性

同 位 体

を 用 い

た方法 

炭素14（14C）年

代測定法 

一般に地球自然の生物圏内では，14C
の存在比率がほぼ一定であるが，生物の

死後は新しい炭素の補給が止まり，14N
に壊変することで存在比率が低下してい

く。この性質を利用し，放射性炭素同位

体 14C の比率から生物が活動していた年

代を測定する手法 

有機物 

（ 生 物 遺

骸 ， 化 石 ，

地下水） 

数百～ 

5-6 万年前程

度 

2 カリウム－アル

ゴン法 

（K-Ar）法 

岩体がゆっくり冷却する過程で，鉱物

中の放射起源核種の 40K が 40Ar に壊変

する現象を利用し，40Ar が気体であるこ

とから，系が閉鎖系となった後の年代を，

その比率から岩体の年代を測定する手

法 

火 山 岩 ( 全

岩 ） ， 角 閃

石 ， 雲 母 ，

長石，粘土

鉱物等 

数万～ 

数十億年程度 

3 238U 系列法 238U が放射性壊変により，206Pb に変

化する現象を利用し，両者の比率から岩

体の年代を測定する手法 

ジ ル コ ン ，

ア パ タ イ ト

等 

数万～ 

数十万年程度 

4 10Be／26Al 法 

 

宇 宙 線 生 成 核 種 （ TCN ： in situ 
Terrestrial Cosmogenic Nuclides）を

用いた年代測定法 

地表に降り注ぐ宇宙線によって露出し

た岩石の表層に 10Be や 26Al 等の宇宙

線生成核種が，ある一定の率で生成・蓄

積することを利用し，岩石が地表に露出

していた期間を算定する手法 

石英等 数千～ 

数百万年程度 

5 放 射 線

に よ る

損 傷 を

計 測 す

る方法 

熱ルミネッセン

ス法 

（TL 法： 
thermo 
luminescence） 

地層中の石英等の鉱物が自然界で受

けた放射線量を,加熱することで蛍光を発

生する現象（熱ルミネッセンス）を利用し，

熱発光測定で求め,試料採取地点が 1 年

間に受けている放射線量等から，火山活

動等による熱リセット後の経過年数を求

める手法 

石英，長石 数千～ 

数十万年程度 

6 光ルミネッセン

ス法 

（OSL 法： 
optically 
stimulated 
luminescence） 

侵食・堆積過程で鉱物粒子が太陽光

に暴露されることで鉱物中の放射線損傷

が解消され，堆積して太陽光から遮断さ

れてから放射線損傷が始まることから，堆

積後の経過年数を測定する手法 

石英，長石 数千～ 

数十万年程度 

7 電子スピン共鳴

年代測定法 

（ESR: 
Electron Spin 
Resonance） 

自然放射線による放射線損傷（格子欠

陥）にとらえられた電子を ESR 信号として

測定する手法。放射線損傷の蓄積量は

ESR 信号に比例し，ESR 信号強度から，

地層の年代を測定する手法 

石英，炭酸

塩鉱物等 

数千～ 

数百万年程度 

8 フィッショントラッ

ク年代測定法 

（FT 法： 
fission track） 

固体に高エネルギーの重い荷電粒子が

照射されるか，固体内部で核分裂（フィッ

ション）して通過すると，大きなエネルギ

ーの吸収が起こり，粒子が制止するまで

その飛跡（トラック）を形成する。 

フィッショントラック法はウラン－２３８が

自発核分裂して鉱物，ガラス等の記録媒

体に飛跡を残す性質を利用し，この飛跡

を計数する事によってその固体の年代を

測定する手法 

ジ ル コ ン ，

ア パ タ イ ト

等 

数万～ 

数十億年程度 

（注）測定年代の範囲は大よその値であり，その精度については慎重に検討する必要がある。 
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解表 2.2.2.2.2-2 地層・断層の性状等の調査手法の例 

 調査手法 調査手法の概要 備考 

1 針貫入試験 地層や断層の硬さ・固結度を定

量的に測定する手法 

針貫入試験には「地盤工学会基

準」(2.2.2-13)があり，測定値は，針

貫入勾配（N/mm）として得るこ

とができる。 

原位置で簡易に測

定できる装置として，

針貫入試験器，土壌硬

度計等がある。 

2 帯磁率測定 地層の帯磁率（磁化率ともい

う。磁性鉱物の含有量によって変

化する）を定量的に測定する手法 

帯磁率は一般に，火成岩の方が

堆積岩よりも高く，また風化の進

行により帯磁率は低下する傾向

にあるため，母岩の種類や風化の

程度を推定することができる。 

原位置で簡易に測

定できるハンディタ

イプの装置がある。 

岩石・鉱物の帯磁率

の値については，「物

理探査ハンドブック，

磁気探査編」(2.2.2-14)が

参照できる。 

3 化石層序 

（微化石分析） 

地層中に含まれる微化石（花粉

や胞子，珪藻，有孔虫，貝形虫等）

の分析から，それらの生育環境や

時代を特定し，地層の堆積年代や

堆積当時の古気候や古環境を推

定する手法 

「地質学ハンドブ

ック，1.7.4 微化石に

よる年代層序」(2.1.1-9)

等が参考となる。 

4 粒度分析 対象とする試料の粒度を計測

し，粒径と重量（%）との関係か

ら粒度分布を把握する手法 

断層内物質の細粒化の程度を

把握することなどに用いられる。 

「地質学ハンドブ

ック，11.3.2 粒度組

成」(2.1.1-9)等が参考と

なる。 

5 礫の形状調査 礫の形状を調査し，その堆積環

境（河川礫か海岸礫）を推定する

手法 

主に円磨度（円形度ともいう），

球形度をパラメータとする。 

一般に，海成礫は河成礫に比較

して円磨度が高く，扁平である。 

円磨度については，

「砕屑性堆積物研究

会編（1983）」(2.2.2-15)

による区部例，球形度

については，  

 「Krumbein(1941)」
(2.2.2-16)による計算式

等が参考となる。 

最近では，レーザー

による 3 次元形状の

自動計測，パラメータ

の定量的な計算技術

が開発されている。 
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2.2.2.2.3 地球物理学的調査 

地球物理学的調査は，深部の地下構造を把握するとともに，断層の地下への連続や褶

曲等の広域的な地質構造を明らかにすることを目的とする。 

調査対象とする地域の地質・地質構造，調査目的，現地状況等を踏まえて，適切な手

法を選択して実施する。 

 

【解 説】 

調査方法には，反射法地震探査，屈折法地震探査，重力探査，磁気探査，電気探査，電

磁探査等の手法があり，「物理探査ハンドブック（増補改訂版）」（2016 年，物理探査学会）

(2.2.2-14)が参考となる。本項で述べる地球物理学的調査は主に地質構造の把握のためのもの

であり，地震動評価に関する地下構造調査については，「2.4 地震動評価に関する地下構造

調査」に記す。 

平野等の新しい堆積物の変形を明らかにし，活断層の存否を確認する必要がある場合に

は主に浅部構造を対象とした探査を行い，深部の断層形状や褶曲構造，基盤の構造等を解

明する必要がある場合には主に深部構造を対象とした探査を行う。 

なお，他機関のデータが利用可能な場合は，必要に応じてデータの入手，再解析を行い，

事業者独自の調査の必要性を検討することも有用であり，広域的に参照できるデータとし

て，「日本重力データベース」（2013 年，地質調査総合センター）(2.2.2-17) や「日本空中磁気

データベース」（2005 年，地質調査総合センター）(2.2.2-18) 等がある。 

地球物理学的調査の結果は，変動地形学的調査，地質調査等によって想定される地表の

活断層や地表付近の地質構造の特徴と，相互に矛盾のない合理的な説明ができることを確

認する等，総合的な検討に用いる。 
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2.2.2.3 海域の調査 

海域の調査は，敷地周辺～敷地近傍の海域の海底地形，地質層序，地層分布，地質構

造等を解明するとともに，活断層・活撓曲の存否，位置，長さ（端部），性状及び活動性

を明らかにすることを目的とする。 

海域の調査は，既往の文献や音波探査記録等を検討し，調査対象海域の地形，地質・

地質構造等を踏まえ，音源及び探査方法の仕様，測線の配置等を適切に策定し，海底地

形調査，海上音波探査等を実施する。また，必要に応じて，海上ボーリング等によって

試料採取を行い，海底の地層を直接確認するとともに，堆積年代を把握する。 

 

【解 説】 

① 海底地形調査 

海底地形調査では，調査地域の特性に応じ十分な精度を有する測深調査等により詳細な

海底地形図を作成する。 

なお，海域では，陸域のような詳細な地形データを得ることは困難であるが，調査船に

よる海底地形調査データにより，大局的な地形判読（変動地形学的調査）は可能である。

地形判読については，必要に応じて，陸域の調査における「2.2.2.2.1 変動地形学的調査」

を参照することができる。 

測深調査には，船が航行しながら直下に向けて音波を発振し，海底からの反射波を連続

的に受振するシングルビーム音響測深，船の左右に指向角が広く前後方向に指向角の狭い

音波を発振して，船の真下の水深だけでなく船の左右方向の水深までを一度に測量するマ

ルチビーム音響測深等がある。船が入れないような極浅海域においては，海象条件の影響

を受けない，航空レーザー測深による海底地形調査が実用化されている。また，サイドス

キャンソナーによる調査では，底質の種類や，露岩域において地質構造が把握できる場合

がある。 

なお，広域的に参照することのできる海底地形データとして，「日本周辺の 500m メッ

シュ海底地形データ（J-EGG500）」（海上保安庁）(2.2.2-19) や「海底地形デジタルデータ

（M7000，M5000 シリーズ）」（一般財団法人日本水路協会）(2.2.2-20) 等がある。 

また，沿岸域においては，「1 万分の 1 及び 5 万分の 1 沿岸の海の基本図」（海上保安庁）

が利用できる。 

 

② 海上音波探査 

音波探査記録には，後期更新世以降の断層の活動の有無を評価するために後期更新世以

降の地層の分布・構造が明瞭であることが求められる。このため，海上音波探査において

は，浅部から深部への変位・変形の累積性の確認ができるよう分解能及び S/N 比の高いデ

ータを得ることが重要である。 

海上音波探査の実施に当たっては，その可探深度や音波探査記録の分解能が，装置の仕

様（音源，測定方法等）や調査地点の地質等に影響されることから，必要に応じて複数の

方法を併用することが望ましい。 
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なお，他機関のデータが利用可能な場合は，必要に応じてデータの入手，再解析を行い，

事業者独自の調査の必要性を検討することも有用であり，広域的に参照できる海上音波探

査のデータ等として，「海域地質構造データベース」（2019 年，地質調査総合センター）

(2.2.2-21) 等がある。 

音波探査記録の反射パターンからの地質の解釈については，海洋調査協会（1988）(2.2.2-

22) 等が参考にできる。 

海上音波探査の仕様の例を解表 2.2.2.3-1 に，海上音波探査の測線配置の例を解図

2.2.2.3-1 に，音波探査記録の反射パターンによる地層の解釈の例を解表 2.2.2.3-2 に，海

上音波探査の解釈例を解図 2.2.2.3-2 に示す。 

 

③ 海底試料採取 

地層の構成物については，音波探査記録の反射パターンからある程度は推定されるが，

堆積年代については，直接確認することはできない。音波探査により区分した音響層序に

対応する地層の年代を確認するためには，海上ボーリング等による試料採取を行い，採取

した試料について年代測定等を行うことにより，地層の対比・編年を行うことが望ましい。 

なお，海域では，陸域のような露頭データを得ることは困難であるが，海底試料採取（海

上ボーリング調査含む）により，地質学的なデータを得ることができる。採取した試料の

調査，分析や解釈については，陸域の調査の「2.2.2.2.2 地質調査」を参照することがで

きる。 

試料採取方法としては海上ボーリング，ピストンコアボーリング，ドレッジ等があり，

対象とする地層及び調査実施箇所の状況に応じて適切な方法を選択しなければならない。 

 

④ その他地球物理学的調査 

海上音波探査（反射法地震探査）以外の地球物理学的調査として，屈折法地震探査，重

力探査，磁気探査，電磁探査等がある。これらの調査は，調査船や空中からの調査も可能

であり，詳細は陸域の調査の「2.2.2.2.3 地球物理学的調査」に準ずる。 
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解表 2.2.2.3-1  海上音波探査の仕様の例(2.1.1-2) 

 

【解説】敷地周辺海域の海上音波探査の上記例では，主に大局的な地質･地質構造の把握を目的とした
比較的高出力の音源を用いたマルチチャンネル音波探査，断層の活動性評価を目的とした浅部
における鮮明なデータの取得が可能な高分解能な高周波の音源を用いたシングルチャンネル音
波探査を実施し，調査地点の地質等を考慮し，音源等の仕様を決定している。 

 

 

【解説】敷地周辺海域の海上音波探査の上記例では，既存文献等で示されている地質･地質構造を参考
に測線の方向，間隔等を設定し，断層の端部等においては測線を密に配置している。また，30km
以遠においても，必要に応じて，断層の活動性･連続性の評価及び海上ボーリングからの地層の
追跡･対比を行うための測線を配置している。 

解図 2.2.2.3-1  海上音波探査の測線配置の例(2.1.1-2) 
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解表 2.2.2.3-2  海上音波探査の反射パターンと地質構造の解釈の例(2.2.2-22 を一部編集) 

パターン 解 釈 

連続性の良い反射面 連続した境界面 不整合面，地層面 

連続性の良い線の集合 成層状態 粘性土主体の成層互層 

断続的な反射波 境界層の側方変化 
側方層相変化， 

指交堆積構造 

断続的な反射波で乱れた 

線模様の集合 

内部構造の乱れた 

堆積状態 

クロスラミナ，砂州状堆積物， 

乱堆積，タービダイト 

線模様は形成せず点の集

合 

面的構造が無く， 

均質物性 

ある程度厚い均質粘土層， 

均質砂層 

双曲線模様 硬い反射体 断層，貫入岩，埋没谷 

双曲線の集合 非常に硬い境界 
礫層の上面，古期岩類との境

界，不整合面 

線の分岐 境界面の分岐 
不整合面，地層の薄化， 

層相変化，指交堆積構造 

白っぽく無反射 均質物性 
ある程度厚い均質粘土層， 

均質砂層，音響基盤 

垂直変位を伴う線の切断 層の垂直的ズレ 断層による垂直的ズレ 

垂直変位を伴う線の切断 断層による 断層による境界 
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2.2.3 調査結果に基づく評価 

地質・地質構造に関する調査結果に基づく評価項目は，以下のとおり。 

(1) 地質・地質構造 

(2) 震源として考慮する活断層 

(3) 地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び地すべり面 

 

2.2.3.1 地質・地質構造 

調査範囲内に分布する地層を区分し，各層の水平方向及び鉛直方向の分布・連続性に

ついて検討するとともに，それらの地層の構成岩種，岩相，層序及び地質時代並びに地

層の走向・傾斜，褶曲構造及び断層の有無，位置，性状等を明らかにする。 

 

【解 説】 

地層や地形面の形成時代は，断層等の活動性の評価にあたり重要な指標となる。新規制

基準では，後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動が否定できないものを「将来

活動する可能性のある断層等」としているため，特に，約 12～13 万年前の地層や地形面

の判定が重要である。 

約 12～13 万年前は，最終間氷期の最高海面期である，海洋酸素同位体ステージ（MIS）

5e に該当する。最終間氷期とは，底生有孔虫の殻に含まれる酸素同位体 18Ｏと 16Ｏの割合

（δ18Ｏ値）を用いた編年である海洋酸素同位体ステージ（MIS） 5a～5e に相当する高海

水準期の時代をいう (2.2.3-1) 。 

 

地層や地形面の形成年代特定の手段として，火山灰や段丘面の対比による手法が有効で

ある。例えば，洞爺（Toya），三瓶木次（SK），阿多（Ata），御岳第１（On-Pm1），鬼界

葛原（K-Tz），阿蘇４（Aso-4）等の最終間氷期に降下した広域火山灰や，南関東に分布す

る下末吉，小原台，三崎等の中位段丘面に対比される段丘面やその構成層は，活断層の認

定に当たって，最終間氷期を示す基準面や地層として利用することができる。 

後期更新世より古い時代に形成された段丘面や地層の形成年代については，海洋酸素同

位体ステージ 7，9，11 の温暖期（高海水準期）に対応づけられることが望まれる。阿多鳥

浜テフラ（23 万年前～25 万年前）や加久藤テフラ（約 30 万年前）といった火山灰を利

用する方法や，微化石分析（花粉，珪藻，有孔虫，貝形虫等）や化学分析から古環境変遷

を明らかにし，上記の温暖期（高海水準期）と対応づける方法等がある。 

広域火山灰と第四紀海成層の層序・編年については，町田洋，新井房夫（2011）(2.2.3-1) 

が，海成段丘の編年については，小池一之，町田洋（2001）(2.2.3-2) が参照できる。 

広域火山灰と第四紀海成層の層序・編年図の例を解図 2.2.3.1-1 に示す。また，段丘面の

区分及び形成時代，段丘堆積物の堆積時代の検討に当たっては，段丘面の開析の程度，海

面や現河床からの比高差や赤色土分布等も参考とすることができる。 
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海域における地質層序区分・地層の編年に際しては，以下の各事項に留意することが望

ましい。 

① 地層境界を示す海上音波探査の反射面を連続的に追跡していること。 

② 反射面の有無や形状の特徴を考慮した層序区分を行っていること。 

③ 区分された地層の編年については，ボーリングデータやシーケンス層序学的な地層

区分に基づき，既存資料との対比を踏まえ，検討を行っていること。 

④ ボーリングデータ等に基づく層序対比の検討では，ボーリングデータによる地層区

分と反射パターンとの対比を行っていること。 

⑤ 火山灰や微化石の分析等により，地層の堆積時代を検討していること。この際，再堆

積の可能性等について十分検討していること。 

⑥ 地質層序区分の検討に際しては，陸域と海域との整合性を確認していること。 
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解図 2.2.3.1-1 広域火山灰と第四紀海成層の層序・編年図の例(2.2.3-1) 
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2.2.3.2 震源として考慮する活断層 

「1.2.2.1 内陸地殻内地震」にて考慮すべき活断層の評価にあたっては，活動性，位置，

長さあるいは単位変位量を把握し，必要に応じて，弾性波探査等の地球物理学的知見を

参考に，分布形状等について検討しなければならない。 

 

【解 説】 

活断層の地表への出現や活断層が活動した痕跡の残存に関わる要因には地域差がある。

例えば，活断層の累積変位量が小さい場合，成熟度が低い場合，上部に火山岩，堆積層が

厚く分布する場合には，詳細な地表調査によっても活断層の全容を把握することが困難な

可能性がある。よって，活断層の累積変位量，成熟度や変位センス，火山岩・堆積層の分

布状況等に基づき，地震学・変動地形学・地質学上の地域性について検討した上で，震源

として考慮する活断層の評価を行う必要がある。 

なお，火山地域において，測地学的・地質学的・地震学的にひずみの集中が推定され，

かつ長大な活断層の延長部や脊梁山地周辺の山地－平野・盆地境界であるなど，活断層が

推定される地域特性を有するにも関わらず，火山噴出物や大規模な地すべりの影響により，

断層変位地形の判読が困難な場合がある。このような場合には，活断層の見落としを防ぐ

ために，河成段丘の比高に基づく隆起量の急変部やブロードな変形，急傾斜を伴う撓曲帯

の有無等に着目して，慎重な評価を行うことが重要である。（付属書 2.1 参照） 

 

(1) 断層の活動性の評価 

活断層としては，後期更新世以降（約 12～13 万年前以降）の活動の可能性のある断

層を取り扱う。断層の活動性については，上載地層の変位・変形の有無により評価する

ことを基本とするが，断層近傍の地形・地質の状況，断層の性状等により総合的に判断

することとなる。 

変動地形学的調査により，後期更新世以降の活動の可能性が推定される場合は，他の

手法の調査結果も考慮し，慎重に判断を行う必要がある。 

 

【解 説】 

断層により変位又は変形を受けていない地層又は変位基準の形成時代のうち，少なくと

も最も古い時代以降，当該断層はその地点においては活動していないとして評価する。評

価においては，複数の地形面又は連続的な地層で判断するのが望ましい。 

新規制基準では，将来活動する可能性のある断層等として，「後期更新世以降（約 12～

13 万年前以降）の活動が否定できないもの」と規定された。これに伴い，本技術基準

（JEAG4601-2020）でも，後期更新世以降，すなわち約 12～13 万年前（注）以降を活動性

評価の基準としている。この基準は，Inoue et al.(2001)(2.2.3-3) による，国内のトレンチ調

査等からは日本の活断層で 5 万年より活動間隔の長い断層は認められないとの知見に照ら

し安全側の設定となっている。 
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（注）最終間氷期のうち，高海水準のピークである MIS5e に該当 

 

約 12～13 万年前の地形面又は地層が存在しない等，後期更新世以降の活動性が判断で

きない場合には，後期更新世より古い時代の地層・地形面が変位基準となる可能性がある。

また，TT 法（河川段丘の比高に基づく隆起量の推定法，参考資料 2.1）による隆起量の急

変部やブロードな変形帯・撓曲帯の有無，下記のような断層破砕部の性状等について詳細

に検討した上で，活動性を慎重に判断する必要がある。 

 

ブロック試料，研磨片・薄片試料等を用いた条線や断層ガウジの複合面構造の観察から

推定される最新の断層の変位方向と，現在の広域応力場から想定される断層運動との整合

性から活動時期を検討できる場合がある。また，断層面と鉱物脈又は貫入岩等との接触関

係を解析することにより最新活動時期を検討できる場合がある。このほか，断層破砕物質

を用いた（粘土）鉱物分析，電子顕微鏡観察等を実施し，粘土鉱物の晶出環境等を勘案し

て，断層の活動性を検討できる場合がある。 

なお，これらの手法を用いる場合には，分析試料の選定プロセスや断層破砕帯の最新活

動面の認定には十分な留意が必要である。断層破砕帯から採取した試料による詳細調査の

例を解図 2.2.3.2-1 に示す。 

 

また，小規模な断層群の，断層の走向・傾斜，条線の方向や変位センス（断層スリップ

データと呼ぶ）から，応力をインバージョンで求めることで，断層が活動した時代の応力

場を推定する手法として，小断層解析がある。小断層解析から得られた応力場と現在の応

力場との関係から，断層の活動性の解釈に資するデータを得ることができる。さらに，複

数の応力場が推定されるようなケースでは，多重逆解法(2.2.3-4) が開発されており，過去の

複数の応力場を推定することが可能である。さらに，小断層群の切り切られの関係から，

各小断層群の形成順序が分かれば，過去の応力場の変遷も把握することができる。（参考資

料 2.4） 
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トレンチ観察結果等では，活断層に特徴的な破砕形態や性状は認められない断層について，トレン

チ調査により露出した断層破砕部の薄片観察を行っている。 

 

解図 2.2.3.2-1 断層破砕帯から採取した試料による詳細調査の例(2.1.1-2) 
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(2) 活断層の長さの評価 

地震規模を想定する場合に用いる活断層の長さは，地表あるいは地下浅部に存在する

活断層の分布等を基に適切に評価しなければならない。 

沖積層や火山噴出物が厚く分布したり，大規模な地すべりが密集すること等により，

活断層の存否や性状が明瞭でない場合には，近傍の地形・地質の状況を考慮し，必要に

応じて，弾性波探査等の地球物理学的知見を参考に慎重に評価しなければならない。 

長大な活断層あるいは複数の活断層が近距離に断続して分布する場合には，対象とす

る活断層の活動性，地質構造との関連，セグメント区分及びグルーピングの適切な判断

に基づき，評価すべき長さを決定しなければならない。 

 

【解 説】 

耐震設計において地震規模を想定する場合に用いる活断層の長さは，後期更新世以降の

活動がないとする根拠のある地点を端点とし適切に評価するものとする。活断層から震源

断層の規模を想定する際には，端部を短く見積もってしまうことのないよう，十分に留意

する必要がある。 

 

複数の連続して分布する活断層や近接して分岐，並走する複数の活断層が連動又は同時

活動して，より規模の大きな地震を引き起こすことがあるため，これを起震断層と称し，

適切に設定する必要がある。また，長大な活断層については，一括放出型地震（起震断層

全体の活動による地震）と分割放出型地震（起震断層を構成する一部の活断層の活動によ

る地震）の両方の地震タイプがあるため，敷地への影響の観点から，セグメント（起震断

層を構成する個々の活断層）として適切に区分する必要がある。 

 

セグメント区分，起震断層の設定に当たっては，既存文献調査，変動地形学的調査，地

質調査，地球物理学的調査等の結果に基づき，地形発達過程，地質構造，活断層の三次元

的な相互の位置関係，活動履歴や変位量分布，過去及び現在の地震活動の特徴等を総合し

て設定する。 

具体的には， 

① 断層の分布状況 

・断層の走向・変位センスの差異 

・当該断層を横切る別の断層の有無 

② 地形発達過程 

・活動履歴，平均変位速度，単位変位量等，活動性の差異 

③ 地下深部での幾何学的位置関係 

・断層傾斜角の差異（地下で「ハ」の字の分布となり離れていく等） 

・重力異常等による地下構造の差異 

④ 断層末端部を示唆する現象 

・断層が分岐する。 
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・累積変位量が小さくなる。 

⑤ 断層間相互作用 

・動力学や⊿CFF による観点から連動しにくい幾何学的位置関係にある（例えば，

King et al.(1994) (2.2.3-5)，橋本，他 (2002) (2.2.3-6)，Freed (2005) (2.2.3-7)，Toda et 

al.(2011) (2.2.3-8)）等）。 

セグメント区分，起震断層の設定に関する文献としては，松田 (1990)(2.2.3-9)，中田，他

(1998)(2.2.3-10)，社団法人 土木学会 原子力土木委員会 断層活動性分科会 (2004) (2.1.1-5) ，

Wesnousky (2008)(2.2.3-11)，地震調査研究推進本部地震調査委員会 (2010)(2.2.3-12)，活断層デ

ータベース（地質調査総合センター）(2.2.2-4) 等があり，参考にすることができる。 

 

(3) 活断層の単位変位量の評価 

活断層の単位変位量は，トレンチ調査結果等を用いて適切に評価する。 

なお，トレンチ調査等に当たっては，活断層の変位様式や調査位置について留意する必

要がある。 

 

【解 説】 

活断層の単位変位量が，当該活断層全体の過去の活動を代表している箇所で求められて

いるか否か，あるいは断層変位以外の要因を含んでいる可能性がないか否か等について慎

重に検討する必要がある。また，地表で求められる単位変位量と地震規模に関わる震源断

層の単位変位量との関係についても留意が必要である。 

地震規模を単位変位量から経験式により想定する場合には，経験式により，縦ずれ又は

横ずれ，あるいは斜めずれを用いることがあるので，経験式に応じた単位変位量を用いる

ことに留意する必要がある。 

 

2.2.3.3 地震活動に伴って永久変位が生じる断層及び地すべり面 

耐震重要施設等の設置地盤においては，震源として考慮する活断層に加えて，地震活

動に伴って永久変位が生じる断層，基礎地盤まで変位及び変形が及ぶ地すべり面の存否

や性状等を明らかにしなければならない。 

 

【解 説】 

地震活動に伴って永久変位が生じる断層や地すべり面については，耐震重要施設等の設

置地盤にこれらの露頭がないことを確認する。また，必要に応じて基礎地盤の安定性の観

点から施設等への影響を検討するとし，その安定性評価については，「第 3 章 基礎地盤

及び周辺斜面の安定性評価」で述べる。 

なお，活動性の評価については，前述の震源として考慮する活断層と同様である。 
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2.2.4 表示の様式 

敷地周辺の調査の結果は，次の図に表示する。 

① 敷地から少なくとも半径 30km の範囲の原縮尺 1/20 万以上の地質図 

② 敷地から少なくとも半径 30km の範囲の原縮尺 1/20 万以上のリニアメント・変動

地形の分布図 

③ その他，地質・地質構造に関する評価に必要な図面 

なお，敷地から半径 30km の範囲を超えて敷地に影響を与えることが予想される活断

層が存在する場合には，当該活断層に関する資料を含む。 

敷地近傍の調査結果は，次の図に表示する。 

① 敷地から少なくとも半径 5km の範囲の原縮尺 1/25,000 以上の地質図 

② 敷地から少なくとも半径 5km の範囲の原縮尺 1/25,000 以上のリニアメント・変動

地形の分布図 

③ その他，地質・地質構造等に関する評価に必要な図面 

なお，敷地近傍の地質・地質構造は敷地周辺調査で得られたそれらと整合したもので

なければならない。また，それぞれの陸域の調査結果と海域の調査結果は，整合したも

のでなければならない。 

敷地内の調査結果は，次の図に表示する。 

① 敷地内の原子炉建屋予定位置から少なくとも半径 1km の範囲の原縮尺 1/5,000 以

上の地質平面図及び直交 2 方向又はこれに準じる方向の鉛直地質断面図 

② その他，地質・地質構造等に関する評価に必要な図面 

なお，地質断面の方向は，敷地近傍の地質構造及び原子炉建屋の配置計画を考慮し，

適切に選択しなければならない。また，敷地内の地質・地質構造は，敷地近傍の地質・

地質構造と整合したものでなければならない。 

 

【解 説】 

敷地周辺の地質図の例を解図 2.2.4-1 に示す。 

敷地内の地質平面図の例を解図 2.2.4-2，敷地内の鉛直地質断面図の例を解図 2.2.4-3 に

示す。 
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解図 2.2.4-1 敷地周辺の地質図の例 
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解図 2.2.4-2 敷地内の地質平面図の例 
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解図 2.2.4-3 敷地内の鉛直地質断面図の例 
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2.3 基礎地盤及び周辺斜面に関する調査 

本節は，基礎地盤及び周辺斜面に関する調査として，調査範囲の設定，調査の方法，

調査結果に基づく評価及び表示の様式について示す。 

 

【解 説】 

基礎地盤及び周辺斜面に関する調査の目的は，基礎地盤及び周辺斜面の詳細な地質分

布，地質構造及び岩盤等級区分を把握し，さらに安定性評価上必要な地盤の物性に関する

基礎資料を得ることである。 

 

2.3.1 調査範囲の設定 

基礎地盤及び周辺斜面に関する調査の範囲は地質構造及び安定性評価に必要な範囲を

考慮して，適切に設定する。 

 

2.3.2 調査の方法 

基礎地盤及び周辺斜面の地盤の物性に関する基礎資料を得るため，地表地質調査，ボ

ーリング調査，地下水に関する調査，原位置試験，室内試験等を実施する。また，原子

炉建屋予定地については，さらに試掘坑調査を実施する。 

 

【解 説】 

基礎地盤及び周辺斜面の調査の例を解図 2.3.2-1 に示す。 
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解図 2.3.2-1 基礎地盤及び周辺斜面の調査の例 
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2.3.2.1 地表地質調査 

地表地質調査では，次のような項目について調査する。 

(1) 岩石等の種類，地質時代及び分布 

(2) 岩石等の風化・変質の状況 

(3) 弱層の分布，規模，性状 

(4) 節理等の分布，規模，性状 

 

【解 説】 

地表地質調査の目的は，基礎地盤及び周辺斜面の詳細な地表地質データを収集し，基

礎地盤及び周辺斜面に関する調査全体の方針を検討するための基礎データを得ることであ

る。 

(3)，(4) 地層や岩盤中に確認される不連続面には，弱層（断層，シーム等）及び節理等

（節理，片理，層理面や貫入面等の地層境界）がある。 

なお，シームとは，厚い地層中に挟まれる薄い層をいい，層理や節理，断層に沿う粘

土層を指すことが多い。 

 

 

2.3.2.2 ボーリング調査 

基礎地盤及び周辺斜面のボーリング調査の範囲は，当該箇所の地質・地質構造を合理

的に解明できるように，適切に設定する。 

ボーリング調査では，複数地点の調査結果から，岩石等の種類，風化や変質の状況，

弱層・節理等の分布・性状，地層や弱層の連続性，岩質，岩盤等級区分，コアの採取状

況，地下水の状況，削孔状況等を明らかにする。 

ボーリング調査の結果は，適切な縮尺のボーリング柱状図にまとめ，また，コア写真

を撮影する。 

 

【解 説】 

ボーリング調査の目的は，基礎地盤及び周辺斜面の地質・地質構造の把握及び地盤の

分類に資することである。 

基礎地盤及び周辺斜面のボーリング調査によって明らかにする範囲は，安定性評価上

必要とされる調査範囲を考慮して定める。 

地質構造が複雑な場合には，必要に応じて，カメラや超音波を用いた孔壁画像撮影を

実施することにより，断層やシーム等の弱面，節理，片理，層理面や貫入面等の地層境界

の走向・傾斜を直接計測することができる。 

ボーリング柱状図の例を解図 2.3.2.2-1 に示す。 
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解図 2.3.2.2-1 ボーリング柱状図の例 
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(1) 原子炉建屋予定地ボーリング 

原子炉建屋予定地においては，少なくとも 5 本のオールコアボーリングを実施する。

これらの深度及び配置は，原子炉建屋予定地直下の地質・地質構造，弾性波速度構造等

を合理的に解明できるように定める。 

なお，原子炉建屋予定地のオールコアボーリングのうち，少なくとも 1 本では，原子

炉建屋予定地直下における解放基盤表面相当の深度から基礎底面までの弾性波速度構造

を明らかにする。 

 

【解 説】 

原子炉建屋予定地のボーリング調査によって解明すべき深さは，安定性評価上必要と

される調査範囲を考慮し，基礎予定面より下方に建屋底面幅の 1.5～2 倍に相当する深さ

を下回らないことを目安とする。 

 

(2) 原子炉建屋予定地周辺グリッドボーリング 

原子炉建屋予定地周辺の場合，ボーリングは，原則として調査範囲内に設定したグリ

ッド上で実施するものとする。 

グリッド間隔は建物・構築物基礎周辺における地質構造，岩石分布，岩質等を把握す

るために一般的に 40～50m が適当であるが，地質・地質構造が比較的単純である場合

は広めにとることができる。 

 

【解 説】 

原子炉建屋予定地周辺グリッドボーリング調査の幅は安定性評価上必要とされる調査

範囲を考慮し，建屋基礎中心から建屋底面幅の 2.5 倍程度に相当する幅を下回らないこと

を目安とする。 

地質・地質構造，岩質等が複雑な場合，あるいは岩石の種類が多様の場合，より多く

の掘削本数を要することがある。 

 

(3) 原子炉建屋以外の耐震重要施設等予定地のボーリング 

原子炉建屋以外の耐震重要施設等においても，施設等の規模や形態に応じて，設置地

盤の地質・地質構造が十分解明できるよう，適切な調査範囲，調査密度及び調査深度を

確保する。 

 

【解 説】 

原子炉建屋以外の耐震重要施設等には，建屋のような構造物以外にも，長尺の施設

（防波堤，防潮堤や取水路等）も含まれるため，施設の規模や形態に応じて，断層等の分
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布を含む精度の高い地質・地質構造を把握するために，ボーリング調査の範囲，調査密度

及び調査深度を適切に設定し，十分な調査を行う。 

 

2.3.2.3 試掘坑調査 

試掘坑は，原則として原子炉建屋基礎底面上部で互いに直交する横坑とし，基礎幅を

含む適切な長さとする。 

なお，地盤状況等により試掘坑掘削が不可能な場合には，群列ボーリング調査，高分

解能物理探査，立坑・ピット等による調査により，試掘坑調査と同程度の精度で原子炉

建屋予定地付近の地質構造及び地盤の性状を把握する。 

試掘坑による地質調査に当たっては，坑内の岩石等の種類，風化や変質の状況，岩盤

等級区分，地質境界，断層，その周辺の破砕状況等を調査し，原縮尺 1/100 程度の試掘

坑展開図にまとめる。 

 

【解 説】 

試掘坑調査の主な目的は，原子炉建屋予定地付近の地質構造，岩石分布，岩質等を詳

細に把握し，安定性評価に資することである。また，必要に応じて周辺斜面の地質構造等

を詳細に把握するための調査あるいは断層を追跡するための調査として実施される場合が

あり，調査範囲，形状，長さ等は目的に応じて定める。試掘坑展開図の例を解図 2.3.2.3-

1 に示す。 
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解図 2.3.2.3-1 試掘坑展開図の例 
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2.3.2.4 弾性波探査 

基礎地盤及び周辺斜面の速度構造や動的特性等を把握するため，地表面，ボーリング

孔，試掘坑等において適切に弾性波探査を実施する。 

 

【解 説】 

弾性波探査には，地表面から敷地全体の地下の弾性波速度構造を調査する屈折法地震

探査から，ボーリング孔を用いた物理検層（ダウンホール法，サスペンション法による

PS 検層），試掘坑の坑壁を用いた坑道沿い・坑道間弾性波探査や微小区間弾性波探査が

あり，地下の速度構造，低速度帯の有無，岩盤の動的変形物性や異方性等を把握すること

ができる。 

 

2.3.2.5 地下水に関する調査 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価等のための地下水位の把握及び地下水の水質の構

造物に与える影響を検討するため，地下水調査を行う。 

地下水調査の範囲は，基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価及び地下構造物の配置を考

慮し，適切に設定する。 

地下水位調査は，ボーリング孔内の水位を測定することにより行うが，地下水位の年

周変化，潮位変化等の影響を考慮するため，原則として 1 年以上の期間に適切な頻度で

測定する。また，地下水の水質分析では，地下水が鉄筋の腐食やコンクリートの化学的

劣化に及ぼす影響を確認するために，必要に応じて塩化物イオン，硫酸イオンの濃度等

を測定する。 

 

【解 説】 

地下水調査の目的は，敷地内の地下水位データを収集し，基礎地盤及び周辺斜面の安

定性評価や，構造物の設計における地下水位の設定のためのデータを得ることと，地下水

の水質を調査・分析し，構造物に与える化学的な影響を検討するためのデータを得ること

である。 

なお，基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価において地下水位を地表面と同等の標高に

設定する場合等地下水位の評価が安全側であることが明らかな場合には，地下水位調査を

簡略化あるいは省略することができる。 

なお，構造物の設置や地盤改良等による地下水位への影響を解析的に求める手法とし

て，浸透流解析を用いることがある。この場合，敷地の水文環境，地形，地質・地質構造

や地質パラメータ（透水係数，間隙率）等，浸透流解析用モデルの作成及び境界条件等の

設定のためのデータを得るための調査を行う。 
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2.3.2.6 原位置試験及び室内試験 

原位置試験及び室内試験には，次のものがあり，地盤に応じて適切に選択して実施す

る。 

(1) 原位置試験 

a. 支持力試験 

b. 岩盤せん断試験 

c. 平板載荷試験 

d. 原位置岩盤三軸試験 

e. 弾性波速度測定 

 

(2) 室内試験 

a. 岩石試験（物理試験，一軸・三軸圧縮試験，圧裂・一軸引張り試験， 

繰返し非排水三軸試験等） 

b. 土質試験（物理試験，三軸圧縮試験，繰返し非排水三軸試験等） 

なお，必要に応じて，透水試験，初期地圧測定，ボーリング孔を用いた調査・

力学試験を行う。 

 

【解 説】 

基礎地盤及び周辺斜面における原位置試験及び室内試験の一般的な流れを解図 2.3.2.6-

1 に示す。 

 
 

解図 2.3.2.6-1 基礎地盤及び周辺斜面における原位置試験及び室内試験の一般的な流れ 

開 始

透水 試験(2) 
初期地圧測定 
ボーリング孔を用いた調査 ・ 力学 試験

(2) 

地盤分類

敷地内地質調査

地盤物性の設定

安定性評価

地盤調査・試験

支持力試験(1) 
岩盤せん断試験
平板載荷試験
岩盤三軸試験
弾性波速度測定

岩石試験
土質試験

(3) 

(2)

注(1) 基礎地盤にて実施

必要に応じて実施

必要に応じて再検討注(3) 

注(2)

原

位

置

室
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2.3.3 調査結果に基づく評価 

基礎地盤及び周辺斜面に関する調査結果に基づく評価項目は，以下のとおり。 

(1) 地質・地質構造 

(2) 地盤の分類 

(3) 地盤の物性 

 

2.3.3.1 地質・地質構造 

調査範囲内に分布する各種地層を区分し，各層の水平方向及び鉛直方向の分布の連続

性について検討するとともに，それらの地層の構成岩種，岩相，層序及び地質時代につ

いて検討する。 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に影響を与える可能性のある風化・変質の状況等

を明らかにし，弱層が顕著に認められる場合は，必要に応じて試掘坑調査，ボーリング

調査，トレンチ調査等を行い，それらの分布，性状，方向性等について検討する。 

 

2.3.3.2 地盤の分類 

基礎地盤及び周辺斜面について，その後の詳細な地盤調査・試験に役立つ基本的分類

を与えるために，原則として地質要素に工学的な判断を加えた地盤の分類（硬岩，軟

岩，土及び弱層）を行う。 

なお，地盤の分類の基準は，基礎地盤及び周辺斜面の地質状況を考慮して適切に設定

する。 

 

【解 説】 

① 硬岩 

硬岩では，岩盤の工学的性質は，その風化・変質の程度，節理等の発達状況により

大きく支配される。岩盤の分類にあたっては，電研式 6 階級岩盤等級区分等(2.1.1-3)(2.3.3-

1)を参考にして基礎地盤及び周辺斜面の地質状況に応じた適切な分類基準を設定する。 

② 軟岩 

軟岩では，岩盤の性質を規定する要素が，風化，節理等よりも，岩盤を構成する岩

体本来の組成，年代，岩種，岩相，固結の程度等に依存する傾向が大きい。このため

堆積性の軟岩は，硬岩と同様の基準で岩盤等級区分をそのまま適用できない場合があ

ることから，軟岩の地盤の分類にあたっては，必要に応じて適切な分類基準を設定す

る。 

③ 土（礫，砂，シルト，粘土等） 

段丘堆積層等のように固結が十分ではない地層を基礎地盤及び周辺斜面とする場合

には，地層の生成環境と土質分類とを組み合わせた分類が適切と考えられる。地層の

生成環境による分類としては，段丘堆積物，扇状地堆積物，湖成堆積物等による基
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準，土質分類は，粒度組成やコンシステンシー等の概略分類による基準がある。土

（礫，砂，シルト，粘土等）の分類にあたっては，両者を組み合わせた適切な分類に

より地盤の区分表示を行うことができる。 

④ 弱層 

弱層とは，断層，シーム等の比較的規模の大きな不連続面であり，力学的に弱面と

なる部分を指す。弱層の成因，規模，弱層内に存在する材料（断層粘土や断層角礫

等）に応じた分類が適切と考えられる。 

 

2.3.3.3 地盤の物性 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に適用される地盤の物性には主に次のようなもの

があり，対象とする地盤の構成材料（硬岩，軟岩，土，弱層）を考慮して，各地盤の分

類に応じて，適切な試験を実施することにより求める。 

・ 物理特性 

・ 静的強度特性（せん断強さ，引張り強さ） 

・ 静的変形特性（静弾性係数，静ポアソン比） 

・ 動的強度特性（せん断強さ，引張り強さ） 

・ 動的変形特性（動弾性係数，動ポアソン比，減衰定数） 

なお，地質・地質構造が類似と判断される場合については，他で実施した試験結果を

互いに代用することができる。 

 

【解 説】 

・ 物理特性 

物理特性には，密度，粒度，含水比，飽和度，塑性指数等がある。そのうち密度

は，解析手法に係わらず地盤の安定性評価の全般に必要となる物理特性である。原

則，想定される含水状態に応じた密度を使用する。 

・ 静的強度特性 

静的強度特性は，静的解析により地盤のすべりに対する安定性を検討する際に必要

となる力学特性であり，一方向に単調に荷重が載荷された時に発揮しうるせん断強さ

及び引張り強さとして定義する。 

・ 静的変形特性 

静的変形特性は，静的解析により地盤の変形を検討する際に必要となる力学特性で

あり，一方向に単調に荷重が載荷された時に呈する変形特性として定義する。 

・ 動的強度特性 

動的強度特性は，動的解析により地盤のすべりに対する安定性を検討する際に必要

となる力学特性であり，ある大きさの荷重がある速度で繰返し載荷された時に発揮し

うるせん断強さ及び引張り強さとして定義する。 

・ 動的変形特性 
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動的変形特性は，動的解析による地盤の変形を検討する際に必要となる力学特性で

ある。 

動弾性係数及び動ポアソン比は，ある大きさの荷重がある速度で繰返し載荷された

時に呈する変形特性として，また，減衰特性は，材料の粘性や塑性的性質に起因し，

振動エネルギーが減衰する特性として定義する。 

  

評価上の留意点 

地盤の各構成材料における評価上の留意点を，以下に示す。 

① 硬岩 

硬岩は，節理が発達している場合が多いので，原位置試験を主体とした評価を行

い，その補足として岩石試験の結果を用いて評価することが望ましい。 

② 軟岩 

軟岩は，生成上，硬岩と明確に分類しうるものではなく，節理等の亀裂がみられる

こともある。しかし，力学的性質に及ぼす節理等の影響は硬岩の場合ほどは大きくな

く，一般に岩石試験の結果と岩盤試験の結果との一致度が高いため，軟岩の試験は主

として室内試験によるものとする。 

なお，クリープ特性を求めることが必要となる場合もある。 

③ 土（礫，砂，シルト，粘土等） 

土は，粒子間の結合力が弱い材料で，その特徴として一般に変形が大きく，かつ，

水の影響を非常に受けやすい材料であるため，排水条件に留意して評価することが必

要である。また，攪乱により構造が乱されると，その力学的性質が著しく異なったも

のになる場合がある。 

なお，飽和した砂や礫地盤では液状化特性の評価が必要となることが多い。 

④ 弱層 

弱層には断層やシーム等があり，幅を有する断層の場合，主に粘土を主体とする部

分と角礫を主体とする部分から構成される。粘土を主体とする部分は，一般に角礫を

主体とする部分と比較して強度，剛性が小さい。したがって，粘土部が角礫部より明

らかに強度が小さい場合には，粘土部のみを対象とした室内試験を実施するが，両者

の強度差が小さい場合には，粘土部も角礫部も対象とした室内試験を実施する。ま

た，両者を大型のコアバレルで一度に採取して実験を行う方法も提案されている (2.3.3-

2) 。 

物理試験については攪乱試料を用いて，力学試験については不攪乱試料を用いて行

われるが，サンプリングが困難な場合には原位置試験が必要である。またサンプリン

グの乱れの影響による留意が必要である。弱層の力学的特性は含水状態で変化するた

め，試料採取の際には含水比や飽和度の変化を防ぐように注意する必要がある。 

解表 2.3.3.3-1 に，弱層材料の室内試験及び原位置試験の種類を示す。 

  

  

公
衆
審
査
用



54 
 

解表 2.3.3.3-1 地盤安定性評価のための弱層材料の室内試験及び原位置試験の種類 

 物理特性 静的強度特性 静的変形 

特性 

動的強度特性 動的変形 

特性 

室内 

試験 

密度試験 

粒度試験 

含水比測定 

飽和度測定 

塑性指数測定

等 

三軸試験 

単純せん断試験 

一軸引張り試験 

繰返し三軸試験 

繰返し単純せん断試験 

 

一面せん断試験 

圧裂試験 

－ 繰返し一面 

せん断試験 

超音波速度

計測 

原位置 

試験 

－ せん断試験 － － 小区間弾性

波速度計測 

 

(1) 静的強度特性 

静的強度特性を表す地盤の物性として，静的せん断強さ，静的引張り強さがある。硬

岩の静的せん断強さは，岩盤せん断試験あるいは原位置岩盤三軸試験から求めることを

原則とする。ただし，上記の試験が実施できない場合には，三軸圧縮試験等の室内試験

から推定することができる。 

一方，軟岩や土，弱層の静的せん断強さは，三軸圧縮試験から求めることを原則とす

る。ただし，弱層の層厚が薄く三軸圧縮試験の実施が困難な場合には，室内の一面せん

断試験，単純せん断試験から求めることができる。 

硬岩の静的引張り強さは，室内引張り試験の結果をもとに節理等の影響を考慮して評

価することを原則とする。ただし，原位置で岩盤の引張り試験を実施して求めることも

可能とする。一方，軟岩の静的引張り強さは室内の引張り試験から求めることを原則と

する。ただし，節理等の影響が大きい場合には，硬岩と同様に節理等の影響を考慮して

評価することとする。 

静的せん断強さ，静的引張り強さともに，異方性，不均質性，不連続性，不確かさ

（ばらつき）の影響を適切に考慮して設定する必要がある。 

 

【解 説】 

三軸圧縮試験の排水条件は，地震時の安定性評価に用いるせん断強さを求める場合，

原則，非排水条件とする。 

軟岩を対象とした三軸圧縮試験としては，応力解放におけるマイクロクラックの影響

やサンプリングの乱れをできるだけ排除することを目的とした試験法をとることもある

(2.3.3-3)。 

従来，岩盤の静的強度特性は岩盤せん断試験により，静的変形特性は平板載荷試験に

より評価されてきたが，近年これらの力学特性を一つの試験法で合理的に評価することを

目的に原位置岩盤三軸試験法が開発され，試験基準化されている(2.3.3-4)。 
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原位置での岩盤の引張り試験についても，岩盤の原位置一軸引張り試験が開発され，

試験基準化されている(2.3.3-5)。 

岩盤の静的強度特性の評価において，節理等の方向が特定の方向に卓越することによ

り異方性が問題となる場合には，これらの発達方向と直交及び平行方向等で静的強度特性

を求めるための試験を行い，異方性を検討する必要がある。また，礫岩の力学特性の評価

に当たっては，必要に応じて，最大礫径に対する供試体直径の比，礫率，供試体寸法が静

的せん断強さに与える影響を把握するための試験を行う。岩盤の異方性及び礫岩の測定例

を参考資料 2.5，参考資料 2.6 に示す。 

地盤の静的せん断強さには，最大せん断強さと残留強さがあり，それぞれ，クーロ

ン，モール・クーロンの破壊規準，あるいは放物線，べき関数表示等による破壊規準より

適切に選択して表示する。 

 

(2) 静的変形特性 

静的変形特性を表す地盤の物性として，静弾性係数，静ポアソン比，クリープ係数が

ある。 

硬岩の静弾性係数は，平板載荷試験あるいは原位置岩盤三軸試験から求めることを原

則とする。ただし，静弾性係数の空間的なひろがり及びばらつきを定量的に把握する場

合，あるいは上記の試験が実施できない場合には，三軸圧縮試験等の室内試験から推定

することができる。また，硬岩の静ポアソン比は，一軸圧縮試験，三軸圧縮試験あるい

は原位置岩盤三軸試験から求める。 

一方，軟岩や土，弱層の静弾性係数及び静ポアソン比は，三軸圧縮試験から求めるこ

とを原則とする。ただし，弱層の層厚が薄く三軸圧縮試験の実施が困難な場合には，室

内の単純せん断試験により静弾性係数を求めることができる。 

軟岩のクリープ係数は，室内のクリープ試験から求めることを原則とする。ただし，

不均質性が著しい場合には，原位置でのクリープ試験から求める。 

なお，軟岩や土，弱層の静弾性係数が，拘束圧とひずみに依存し，非線形性が無視で

きない場合には，応力あるいはひずみの関数として表示する。 

 

【解 説】 

節理等の方向が特定の方向に卓越することにより異方性が問題となる場合には，これ

らの発達方向と直交及び平行方向等 2～3 方向で静的変形特性を求めるための試験を行

い，異方性を検討する必要がある。また，礫岩の力学特性の評価に当たっては，必要に応

じて，最大礫径に対する供試体直径の比，礫率，供試体寸法が静的変形特性に与える影響

を把握するための試験を行う。岩盤の異方性及び礫岩の測定例を参考資料 2.5，参考資料

2.6 に示す。 
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硬岩の静弾性係数は，主に平板載荷試験によるＥs（割線弾性係数）を用い，静ポアソ

ン比は，一軸圧縮試験による軸ひずみと側方ひずみの比 ν 50（応力－ひずみ曲線において

最大軸応力の 1/2 の点の側方ひずみ/軸ひずみ）で表示する。 

一方，軟岩の静弾性係数は，主に三軸圧縮試験によるＥi（応力－ひずみ曲線の立ち上

がりの勾配），あるいはＥ50（応力－ひずみ曲線において最大軸応力の 1/2 の点と原点を

結ぶ直線の勾配）を用い，静ポアソン比は，その時の軸ひずみと側方ひずみの比 ν 50で表

示する。 

なお，硬岩あるいは軟岩の静的変形特性を原位置岩盤三軸試験により求める場合は，

静弾性係数については上記のＥiあるいはＥ50を用い，静ポアソン比は，その時の軸ひず

みと側方ひずみの比で表示する。また，土や弱層の静弾性係数は，三軸圧縮試験における

ＥiあるいはＥ50を用いるが，非線形性を考慮して解析を行う場合には，三軸圧縮試験の

応力－ひずみ曲線をもとに，応力あるいはひずみの関数として非線形表示を行った静弾性

係数や静ポアソン比を用いる。 

軟岩で長期的な変形が問題となる場合には，クリープ特性を把握する必要があり，原

則として 3 要素若しくは 5 要素のレオロジカルモデルを用いて表示されることが多い。 

 

(3) 動的強度特性 

動的強度特性を表す地盤の物性として，動的せん断強さ，動的引張り強さがある。 

動的せん断強さ及び動的引張り強さは，荷重の載荷速度や，繰り返し回数等を考慮で

きる試験法から求める。一般に，岩石の動的せん断強さ及び動的引張り強さは，強度の

低下をもたらす主因である荷重の繰返し回数の影響が，小さいと考えられることから，

静的強度特性を参考に設定してもよい。 

動的せん断強さは，せん断面に垂直に作用する応力又は平均主応力の関数として表示

する。ただし，動的せん断強さは，載荷速度，繰返し回数，載荷荷重の不規則性，拘束

圧の大きさ，飽和度等に依存することもあるため，必要に応じてそれらを考慮して表示

する。 

 

【解 説】 

一般に初期応力が同一のもとでは，動的な強度は静的な強度を下回らないことから，

保守的に動的な強度を静的な強度で代用している。一方，動的せん断強さについては，繰

返し荷重を載荷するせん断試験によって求めることも可能である。 

岩石の動的せん断強さを評価するための 2 つの繰返し三軸圧縮試験法が地盤工学会で

基準化されている(2.3.3-6),(2.3.3-7)。岩石の動的強度を評価するための試験方法を参考資料 2.7

に示す。室内試験では不連続面の影響が考慮されないため，硬岩の場合には不連続面の影

響を適切に考慮することが必要である。また，原位置岩盤三軸試験を用いて，室内繰返し

三軸試験と同様の方法を適用することは可能である。 

動的引張り強さについては，基準化された試験法はないため，静的引張り強さを求め

る試験法を用いて，せん断強さの評価と同様の考え方に基づき，繰返し荷重を加えること
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により検討することが可能であると考えられる。また，砂や砂礫の場合は，静的せん断強

さと動的せん断強さの大きさの相対的関係が密度や繰返し回数により変化し，動的せん断

強さが静的せん断強さを下回る場合があるため，必要に応じて繰返し非排水三軸試験等に

より動的せん断強さが求められている。この場合，サンプリング時における試料の乱れが

動的せん断強さに大きな影響を与え，撹乱により実際の動的せん断強さを極端に過小評価

する可能性があるため，凍結サンプリング等の高品質なサンプリング試料を用いた試験に

よって適切な動的せん断強さを求めることが望ましい。 

 

動的せん断強さに影響を及ぼす因子としては次のものがある。 

① 載荷速度 

一般に，土は細粒分を多く含むほど速度効果が大きくなる。 

砂や砂礫も，密度が非常に大きく高拘束圧（例えば 1.5MPa）になるとせん断強さに

載荷速度依存性が現れるという報告があるが，通常の拘束圧では砂や砂礫といった粒

状体のせん断強さは速度効果を示さないとみなしてよい(2.3.3-8)。 

粘土の非排水せん断強さは，急速載荷になるほど大きくなる傾向があり，破壊まで

の載荷時間が 0.25 秒の時のせん断強さは，破壊までの載荷時間が 100 秒の時のせん断

強さより約 4 割増加することを示した試験結果もある(2.3.3-9)。また，硬岩や軟岩につい

ては，せん断強さに対しては明らかに速度効果が認められ，載荷速度が速いほど大き

なせん断強さが発揮される(2.3.3-10)。 

② 繰返し効果 

飽和した砂や砂礫等は，地震等の繰返し載荷によって軟化が生じ，繰返しとともに

変形が増大する。また，静的せん断強さと動的せん断強さの大きさの相対関係が，密

度や繰返し回数により変化することから，非排水繰返し三軸試験等により動的せん断

強さを求めることが基本となる。 

粘土を対象とした繰返し載荷試験を行う時，供試体に種々の大きさの初期せん断応

力を与えた後，繰返し荷重を加える方式がとられる。これは，動的せん断強さが初期

せん断応力の大きさに依存することによる。粘土の場合も繰返し載荷により軟化が生

じ，繰返し回数が多いほど動的せん断強さは低下するが，一般に初期せん断応力が同

一のもとでは，動的せん断強さは静的せん断強さを上回り，両者の強度の差は粘着力

の増加によることが示されている(2.3.3-9)。 

硬岩や軟岩の場合は，実際の地震の繰り返し数ではほとんど強度低下はないことが

知られている(2.3.3-11)。 

③ 不規則載荷荷重の影響 

一般に，規則載荷荷重下で得られる動的せん断強さは，繰り返し回数の増大に伴い

減少する。このような，応力振幅一定下での動的強度特性と不規則荷重を載荷した時

の動的強度特性の相違を検討する目的で，インペリアルバレー地震のタフト波等を荷

重に変換して供試体に与えた場合の強度－変形特性が調べられている(2.3.3-11)。 

その結果，不規則荷重を受けた時の土の動的せん断強さは最大荷重の大きさのみな

らず継続時間や波形により大きく影響されることが指摘されているが，岩石を対象と
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した試験結果によればその動的せん断強さは，通常の試験で得られる静的せん断強さ

を下まわることはないものと結論づけられている。 

④ 飽和度の影響 

一般に，砂や砂礫においては，飽和度が低いほど動的せん断強さ（液状化抵抗）が

大きくなることが知られている。これまでに豊浦砂を対象とした種々の相対密度の供

試体において，異なる間隙圧係数Ｂ値のもとに数多くの繰返し載荷試験が行われてお

り，飽和度が 70%の場合には飽和状態に比べ液状化抵抗が約 3 倍になることを示した

試験結果もある(2.3.3-12)。 

粘性土においては，飽和度の影響に言及した試験結果はあるが(2.3.3-8)，動的せん断強

さに及ぼす飽和度の影響について体系的に取り纏められた事例はない。 

一方，硬岩や軟岩においては，動的せん断強さに及ぼす飽和度の影響を調べた事例

はなく，これらについては自然状態で試験を行うのが一般的である。 

 

(4) 動的変形特性 

動的変形特性を表す地盤の物性として，動弾性係数，動ポアソン比，減衰定数があ

る。 

硬岩や軟岩の動弾性係数，動ポアソン比及び減衰定数は，弾性波速度測定，あるいは

室内の超音波速度計測等により求める。 

一方，土や弱層，あるいは軟岩においても地震時のひずみが大きくなる可能性が予測

される場合には，繰返し非排水三軸試験等により，動的変形特性を求める。 

なお，動的変形特性が，拘束圧とひずみに依存し，非線形性が無視できない場合に

は，応力あるいはひずみの関数として表示する。 

 

【解 説】 

地盤の動的変形特性は，地震によって発生するひずみの大きさに依存する。 

硬岩や軟岩の場合には，地震時の発生ひずみが微小である場合が多いため，弾性波速

度と密度から式（解 2.3.3.3-1），式（解 2.3.3.3-2）により求められるせん断弾性係数と動

ポアソン比が一般に用いられている。また，減衰定数については，弾性波速度測定のデー

タを念頭に経験的な値も考慮して定める場合が多い。すなわち，硬岩では減衰定数として

2～3％，軟岩では 3～5％の範囲の値が用いられている。また，岩石コアの超音波速度か

ら減衰定数を評価する方法も提案されている(2.3.3-13)。 

 

 

 

 

 

 

 

(解 2.3.3.3-2) 

(解 2.3.3.3-1) 
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土，弱層，あるいは軟岩においても地震による発生ひずみが比較的大きく非線形性が

顕著になると考えられる場合には，ひずみの大きさに依存した動的変形特性を考慮する必

要がある。等価線形解析では，繰返し非排水三軸試験によって得られる履歴曲線から求め

られる割線せん断弾性係数と減衰定数をひずみ振幅との関係として与えることが多い。ま

た，逐次積分法による非線形解析の場合は，時々刻々の応力-ひずみ曲線と履歴法則が必

要になる。 

 

2.3.4 表示の様式 

基礎地盤及び周辺斜面に関する調査の結果は，次の地質図及び地盤の分類図に表示

する。 

(1) 基礎地盤及び周辺斜面の詳細地質図 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価の範囲について，原縮尺 1/1,000 以上で作成さ

れた地質断面図とする。原子炉建屋予定位置については，少なくとも 1 つの水平地質

断面図及び原則として基礎中心位置を通り互いに直交する同縮尺の 2 つ以上の鉛直地

質断面図とする。 

(2) その他 

必要に応じて，弱層，節理等の分布，方向性，地下水位，地下水の水質に関する表

示，地質分布，岩級等に関する表示を行う。 

(3) 地盤の分類図 

基礎地盤及び周辺斜面の地盤の分類の結果は，詳細地質図にならい，安定性評価に

必要な範囲について，原縮尺 1/1,000 以上で作成された地盤の分類図に示すことを原

則とする。 

 

【解 説】 

地盤の分類図の例を解図 2.3.4-1 に示す。 
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解図 2.3.4-1(1) 地盤の分類図の例(硬岩) 
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解図 2.3.4-1(2) 地盤の分類図の例(硬岩) 
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解図 2.3.4-1(3) 地盤の分類図の例(軟岩) 
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2.4 地震動評価に関する地下構造調査 

本節は，地震動評価のための地下構造モデルの作成に必要な地下構造調査の調査範

囲，調査方法及び調査結果に基づく評価について示す。 

 

【解 説】 

地下構造調査の目的は，地震動評価のための地下構造モデルの作成に必要なデータ取

得であり，地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造を把握するとともに，地震基盤・

解放基盤表面の位置や形状，地下構造の三次元不均質性，岩相・岩質の不均一性，地震波

速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性等を適切に把握する。地下構造調査の調査範囲

及び調査事項・手法の概要を，解図 2.4-1 に示す。 

また，地下構造モデル設定の要件については，「基準地震動及び耐震設計方針に係る審

査ガイド」（2013 年 6 月，原子力規制委員会）(2.4-1)，地下構造評価手法の詳細や具体的な

モデル化の事例については，「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査に係る審査ガイ

ド」（2013 年 6 月，原子力規制員会）(2.1.1-1)，「原子力発電所の基準地震動策定における地

下構造モデル化の現状と今後の展望」（佐藤・鳥居，2019）(2.4-2)が参考となる。本節は，

これらの資料を参考にとりまとめた。 

 

2.4.1 調査範囲の設定 

地震動評価に関する地下構造調査の範囲は，サイトごとの地下構造特性を踏まえ，敷

地からの距離に応じて，広域調査から近傍調査まで，それぞれ適切な調査・観測を組み

合せて行う。 

 

【解 説】 

地下構造特性はサイトごとに異なるため，地下構造調査の範囲は，それぞれのサイト

の特性を踏まえて，適切に設定する。 

地下構造調査の範囲は，敷地からの距離に応じて，概ね「①震源から対象サイトの地

震基盤まで」，「②地震基盤から解放基盤表面まで（以下，広域地下構造調査（概査）とい

う」，「③地震基盤から地表面まで（以下，敷地近傍地下構造調査（精査）という」の３つ

に分けられる。 

 

2.4.2 調査の方法 

地下構造調査の方法は，既往文献の調査，既存データの収集・分析，地震観測記録の

分析，地質調査，ボーリング調査及び二次元又は三次元の地球物理学的調査等があり，

サイトの地下構造特性や敷地からの距離を踏まえ，適切な手順と組合せで実施する。 
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【解 説】 

サイトごとの地下構造の特性及びサイトからの距離に応じた適切な調査・手法を適用

し，それらを適切に組み合わせて行うことで，結果の信頼性や精度を確保する。 

調査手法は，既往文献や既往データの調査・収集・分析を含め，大きく以下に分けら

れる。 

① 地質・地質構造に関する調査（ボーリング調査含む） 

② 地球物理学的調査（物理探査に基づく調査） 

③ 地震観測記録を用いた調査 

 

2.4.2.1 地質・地質構造に関する調査 

敷地及び敷地周辺の地質・地質構造を把握し，地下構造モデルの作成に資するデータ

を得る。 

 

【解 説】 

敷地及び敷地周辺の地質・地質構造はサイトごとに異なるため，文献調査や地質調査

を組み合せ，これらを適切に把握し，地下構造モデルの作成に資するデータを得る。 

特に，複数の地質から構成される場合にはその分布や形態を，また地質構造として地

層の傾斜，断層及び褶曲構造が認められる場合には，地下構造特性に影響を与える可能性

があるため，これらの構造を適切に把握する。なお，地質・地質構造と地下構造特性と

は，必ずしも対応するとは限らず，例えば地層が褶曲していても，速度構造としては水平

成層と見なせる場合がある。 

各調査手法の詳細は，「2.2 地質・地質構造に関する調査」を参照する。 

 

2.4.2.2 地球物理学的調査（物理探査に基づく調査） 

地球物理学的調査（物理探査に基づく調査）には，ボーリング孔を用いた各種物理検

層，弾性波探査（反射法地震探査，屈折法地震探査），ボーリング孔と弾性波探査を組

み合わせた VSP 探査等がある。 

 

【解 説】 

① ボーリング孔を用いた各種物理検層 

ボーリング孔を用いた各種物理検層（密度検層，速度検層（ダウンホール法，サス

ペンション法）により，地下構造モデルの作成において必要となる，密度や弾性波速

度（P 波，S 波）を直接得ることができる。また，複数のボーリング孔による物理検層

により，地下の速度構造分布を把握することができる。 

なお，大深度ボーリング孔を用いた物理検層により，地下深部の解放基盤表面や地

震基盤までの密度や速度のデータを直接得ることが可能な場合もある。 
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② 弾性波探査（地震探査） 

弾性波探査（地震探査）は，人工振源により地表面で発生させた弾性波を地下に伝

播させ，地下から地表に返ってくる振動を地上に展開した受震器で観測，解析するこ

とにより地下構造を推定する手法で，反射法地震探査と屈折法地震探査がある。 

反射法地震探査は，地表面で発生させた弾性波が，地下の物性境界（地層境界や断

層等）で反射し，再び地表に戻ってくる反射波を観測することにより，地下構造（地

層の傾斜や断層，褶曲構造等の地質構造）を推定する手法である。 

屈折法地震探査は，地表面で発生させた弾性波が，地下の物性境界で屈折し，再び

地表に戻ってくる屈折波を観測することにより，主として P 波速度構造を推定する手

法である。 

 

③ VSP 探査 

VSP 探査は，地表の人工振源で発生させた弾性波をボーリング孔内で観測すること

により，地下の速度構造を推定する手法である。探査の方法には，振源をボーリング

孔近傍に置くゼロオフセット VSP（しばしば PS 検層（ダウンホール法）に含まれ

る），振源をボーリング孔から離して行うオフセット VSP，振源を水平方向に移動させ

ながら観測するウォークアウェイ VSP がある。 

オフセット・ウォークアウェイ VSP は，2 次元速度構造が得られるため，弾性波探

査と物理検層データの利点を併せ持つという特徴がある。 

 

④ 微動探査 

交通振動や波浪等により地面は常に振動しており，この微小な揺れを微動と呼ぶ。

微動の主成分は表面波であり，その特徴は地下構造を反映したものとなる。微動アレ

イ探査は，複数地点で同時に得られた微動記録から，アレイ範囲内を伝播する表面波

の位相速度を推定し，位相速度の逆解析から一次元速度構造を推定する手法である。 

 

2.4.2.3 地震観測記録を用いた調査 

地震観測記録を用いた調査には，地表１点の地震記録を用いた分析，鉛直アレイ地震

観測記録を用いた分析，水平アレイ地震観測記録を用いた分析，地震波干渉法がある。 

 

【解 説】 

①地表１点の地震記録を用いた手法 

 地表１点の地震観測記録を用いた手法には，レシーバー関数による手法，P 波部及び

コーダ部 H/V スペクトルによる手法，H/V スペクトルの拡散波動場理論による手法が

ある。これらの手法はすべて，地震記録から地下構造に関係したそれぞれの量を抽出

し，逆解析により 1 次元速度構造を推定するものである。 
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② 鉛直アレイ地震観測記録を用いた手法 

鉛直アレイ地震観測記録を用いた手法は，アレイ観測記録から観測点間の伝達関数

を求め，それを 1 次元波動理論に基づく理論伝達関数でフィッティングすることによ

り，速度構造や減衰構造を推定する手法である。 

 

③ 水平アレイ地震観測記録を用いた手法 

 水平アレイ地震観測記録を用いた手法には，主にアレイ地震記録の長周期成分に着

目してアレイ内を伝播する波の特性を調査することにより，地下構造を把握するもの

である。 

 

④ 地震波干渉法 

 地震波干渉法とは，2 観測点間で取得された地震記録の相互相関関数からグリーン関

数を合成する手法であり，相互相関関数から一方の観測点（参照点）を震源，もう一

方の観測点を受振点とした擬似的な地震記録を作成する手法である。 

 

2.4.3 調査範囲と調査手法の組み合わせ 

地下構造調査は，調査範囲（対象）に応じて，適切な手法を組み合せて行い，精度の

高い地下構造モデルの作成のためのデータを得る。 

 

【解 説】 

地下構造調査においては，「①震源から対象サイトの地震基盤まで」，「②広域地下構造

調査（概査）」，「③敷地近傍地下構造調査（精査）」のそれぞれの調査範囲（対象）におい

て，地質・地質構造の調査，地球物理学的調査（物理探査）及び地震観測記録を用いた調

査を適切に組み合せ，精度の高い地下構造モデルの作成に必要なデータを得る。 

 

2.4.3.1 震源から対象サイトの地震基盤までの調査 

震源から対象サイトの地震基盤までの地震波の伝播経路に影響を与える地殻構造を調

査する。 

 

【解 説】 

震源から対象サイトの地震基盤までの地震波の伝播経路については，広域の弾性波探

査や地震観測記録等に基づき，地震波の伝播経路に影響を与える地殻構造について，適切

に把握する。 

 

 

公
衆
審
査
用



67 
 

2.4.3.2 広域地下構造調査（概査） 

広域地下構造調査（概査）では，比較的長周期領域における地震波の伝播特性に影響

を与える，地震発生層を含む地震基盤から解放基盤表面までの地下構造を調査する。 

 

【解 説】 

広域地下構造調査（概査）においては，比較的長周期領域における地震波の伝播特性

への影響の把握を目的とし，敷地周辺を対象に，地震発生層を含む地震基盤から解放基盤

表面までの深部地下構造（不整形性）を把握する。 

調査手法は，敷地周辺の地質・地質構造の調査に加え，地球物理学的調査（物理探

査）等と水平アレイ地震観測等を組み合わせた調査を行う。 

地球物理学的調査（物理探査）としては，ボーリング調査（物理検層），広域の弾性波

探査（反射法地震探査，屈折法地震探査），重力探査，電磁気探査，微動アレイ探査等が

あり，地震観測記録を用いた調査として，水平アレイ地震観測等がある。 

 

2.4.3.3 敷地近傍地下構造調査（精査） 

敷地近傍地下構造調査（精査）では，比較的短周期領域における地震波の伝播特性に

影響を与える，地震基盤から地表面までの地下構造を調査する。 

 

【解 説】 

敷地近傍地下構造調査（精査）においては，比較的短周期領域における地震波の伝播

特性への影響の把握を目的とし，敷地近傍を対象に，地震基盤から地表面までの地下構造

を把握する。 

とくに，敷地近傍～敷地における，地下構造の不均質性の有無及び地震波伝播特性に

与える影響を把握することが重要である。 

調査手法は，敷地近傍～敷地の地質・地質構造の調査に加え，高密度な物理探査，鉛

直アレイ地震観測，水平アレイ地震観測等を組み合せた調査を行う。 

高密度な物理探査としては，複数のボーリング調査（物理検層），地震基盤相当に達す

る大深度ボーリング調査（物理検層），高密度な弾性波探査，重力探査，微動アレイ探査

等があり，地震観測記録を用いた調査として，鉛直アレイ地震観測及び水平アレイ地震観

測等がある。 
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2.4.4 調査結果に基づく評価 

敷地及び敷地周辺における，地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の地質構造を把握す

るとともに，地震基盤・解放基盤表面の位置や形状，地下構造の三次元不均質性，岩

相・岩質の不均一性，地震波速度構造等の地下構造及び地盤の減衰特性等を評価す

る。 

 

【解 説】 

調査範囲ごとに実施した，地球物理学的調査（物理探査）や地震観測記録を用いた調

査結果を適切に組み合わせ，地下構造モデルの作成に必要となる以下のデータ等を評価す

る。 

① 地震基盤・解放基盤表面の位置（深さ）や形状 

② 地震波伝播特性に影響を与える地下構造の三次元不均質性の有無の把握 

③ 地盤の減衰特性等 

 

解放基盤表面の検討にあたっては，地質構造あるいは地下構造から，設定した解放基

盤表面以深のＳ波の速度が概ね Vs =0.7km/s 以上の値を有する地盤であり，著しい高低

差がなく，ほぼ水平であって相当な拡がりをもっていること及び著しい風化を受けていな

いことを確認する。 

地震基盤の検討にあたっては，設定した地震基盤以深のＳ波の速度が概ね 

Vs＝3.0km/s 程度の値を有することを確認する。 

また，地下構造の評価にあたっては，地下構造が水平成層に近似できるかどうか，す

なわち地震波の特異な増幅の有無が重要であり，地質・地質構造の不整形性や岩相・岩質

等の不均質性が認められ，地震波の到来方向や複数号機における号機間での地震観測記録

の特異な差異が確認される場合には，地下構造の三次元的な不均質性の把握が求められ

る。 

地質調査によって評価した地震波速度構造等を踏まえた地震動特性等の総合的な分析

については，「第 1 章 基準地震動策定」に示す。 
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2.5 津波に関する地質調査 

本節は，津波に関する地質調査について，調査の目的や調査内容，調査結果に基づく

評価等を示す。 

 

【解 説】 

津波に関する地質調査には，①津波の発生要因・波源モデルの設定に関する調査，②

敷地周辺に到達した可能性のある津波の調査，③津波伝播経路に関する調査，④砂移動の

評価に関する調査がある。 

 

① 津波の発生要因・波源モデルの設定に関する地質調査 

津波の発生要因となりうる海域活断層，地すべり，火山現象等に関する地質調査を

実施し，波源モデルの設定に関するデータを得る。 

津波の発生要因となる地すべり等としては，海域に面した陸上，海底の地すべり及

び斜面崩壊を対象とする。 

津波の発生要因となる火山現象としては，沿岸及び海域における噴火，山体崩壊並

びにカルデラ陥没等（火砕流，火山泥流及び溶岩の海域への突入を含む）を対象とす

る。 

② 敷地周辺に到達した可能性のある津波の調査（津波堆積物調査） 

古記録や文献以外の既往津波資料を得るために，津波堆積物に関する調査を実施す

る。 

③ 津波伝播経路に関する調査 

津波伝播範囲に関する陸域及び海域の地形に関する調査を行う。 

④ 砂移動の評価に関する調査 

敷地前面海域における砂の堆積状況や粒径，密度の調査を行い，取水設備への砂の

堆積による影響等の把握のための基礎データを得る。 

 

津波に関する地質調査の全体概要を，解図 2.5-1 に示す。 

なお，津波に関する地質調査については，「敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査

に係る審査ガイド」（2013 年 6 月，原子力規制委員会）(2.1.1-1)に加え，「基準津波及び耐津

波設計方針に係る審査ガイド」（2013 年 6 月，原子力規制委員会）(2.5-1)，土木学会原子力

土木委員会による「原子力発電所の津波評価技術」（2016 年，土木学会）(2.5-2)が参考とな

る。本節は，これらの資料を参考にとりまとめた。 

  

公
衆
審
査
用



71 
 

2.5.1 津波の発生要因・波源モデルの設定に関する地質調査 

津波の発生要因としては，プレート間地震，海洋プレート内地震，海域の活断層によ

る地殻内地震，陸域及び海底での地すべり並びに斜面崩壊，火山現象がある。波源モデ

ルの設定に必要なパラメータを取得するため，その発生要因に応じた範囲，手法で調査

を行う。 

 

【解 説】 

津波の発生要因として，地震動評価と共通するプレート間地震（及び同時に活動する

分岐断層），海洋プレート内地震及び海域の活断層による地殻内地震と，それに加え，強

い揺れを伴わない，海溝付近のプレート境界での津波地震，海洋プレート内地震のうちア

ウターライズ地震や遠地地震についても考慮する必要がある。 

さらに，津波独自の発生要因として，陸域及び海底での地すべり並びに斜面崩壊，火

山現象についても考慮する必要がある。 

プレート間地震，海洋プレート内地震，遠地津波に関する調査は「第 4 章 基準津波策

定」に示すとおりとする。また，海域の活断層に関する調査は，「2.2.2.3 海域の調査」

のとおりとする。なお，過去に敷地周辺に津波を来襲させた可能性のある海域の活断層に

ついては，断層のずれにより海底面に生じた１回当たりの変形や変位量に関する検討を行

う。また，津波の伝播距離は地震動よりも大きいため，調査範囲については十分に広く設

定する必要がある。 

津波波源となりうる火山現象の調査及び評価については，「原子力発電所火山影響評価

技術指針（JEAG4625-2015）｣（2015 年，日本電気協会）(2.1.1-8)が参考となる。 

本節では，津波発生要因のうち，主に陸域及び海底での地すべり並びに斜面崩壊，火山現

象を対象とした地質調査手法について示す。 

 

2.5.1.1 調査範囲の設定 

津波の発生要因となる海域の活断層，陸域，海域での地すべり及び斜面崩壊，火山現

象の調査範囲は，過去の津波来襲実績や陸上及び海底地形，火山の分布等を踏まえ，施

設に影響を与えるおそれがある津波を把握するために必要な調査範囲を適切に設定す

る。 

 

【解 説】 

津波による影響は広範囲に及ぶことから，文献調査や他機関の調査結果を踏まえて，

調査範囲を十分広く設定する必要がある。 

なお，海域の活断層の調査範囲は「2.2.1 調査範囲の設定」に準ずるが，津波は地震動

よりも影響範囲が広くなる可能性があるため，必要に応じてより広く設定する。 
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2.5.1.2 津波発生要因及び波源モデル設定の地質調査手法 

詳細な陸上の地形図，海底地形図，空中写真等を適切に組み合わせ，地形解析により

沿岸及び海域の地すべり等や火山現象を把握する。 

地形解析において，地すべり等については地すべり地形等の分布や規模を，火山現象

については山体崩壊の範囲等を明らかにしなければならない。 

 

【解 説】 

将来発生する地すべり等や火山現象を想定するためには，過去に敷地周辺に津波を来

襲させた可能性のある沿岸及び海底の地すべりや火山現象の痕跡を把握することが有効で

ある。 

沿岸及び海域における地すべり等の分布や火山の分布については，既存の研究成果が

利用できるため，文献調査が有効である。 

陸上地すべり及び斜面崩壊については，防災科学技術研究所が公開している「地すべ

り地形分布図及び地震ハザードステーション」（地すべり地形分布図のデータベースを含

む）(2.5.1-1)が参考となる。また，海底地すべりの分布に関しては，地質調査総合センター

発行の海底地質図(2.2.2-1,2)に，海底地すべりの痕跡と考えられる地形が示されており，参

考となる。 

火山現象に関しては，地質調査総合センターによるデータベース「日本の火山」(2.5.1-2)

や，気象庁による日本の活火山の分布等の情報が公開されており，これらが参考となる。 

なお，地すべり等や火山現象の痕跡調査に当たっては，必要に応じて，地表地質調査

や海底地質調査等の複数の調査手法を用いて，広域的概査から局所的精査まで段階的に実

施し，その分布や規模及び確実度を検討する。 

 

2.5.1.3 調査結果に基づく評価 

過去に発生した地すべりや斜面崩壊，火山現象の位置，規模等を明らかにする。 

 

【解 説】 

地すべりについては，沿岸の地すべりや斜面崩壊の海域への流入，海底の地すべりに

ついて，過去に発生した位置，規模等を評価する。 

火山現象については，噴火あるいは山体崩壊に伴う土石流等の海域への流入，又は海

底での噴火やカルデラ陥没等の津波波源となる現象について，過去に活動した位置，規模

等を評価する。 

これら評価結果は，津波評価における波源モデルの設定に必要なパラメータとなる。 
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2.5.2 敷地周辺に到達した可能性のある津波の調査（津波堆積物の調査） 

敷地周辺に到達した可能性のある津波の調査として，文献や観測記録による津波痕跡

調査以外の情報を得るために，津波堆積物の調査を行う。 

 

【解 説】 

既往津波の痕跡高については，古文書等に記された歴史記録等の文献や観測記録の調

査が主体となるが，そのような文献が存在しない古い時代の津波に関する情報を得るため

に，津波堆積物の調査が有効な場合がある。 

津波堆積物に関する調査・評価手法等については，「津波堆積物調査・評価に関する手

引き」（2014 年，原子力安全基盤機構）(2.5.2-1)，「津波堆積物調査ハンドブック」（2014

年，原子力安全基盤機構）(2.5.2-2) ，「津波堆積物データベース」（地質調査総合センタ

ー）(2.5.2-3)が参考となる。 

 

2.5.2.1 津波堆積物の調査範囲の設定 

敷地近傍の適地に加え，地域特性（津波波源・海岸付近における地すべりや山体崩壊

等）を考慮して調査範囲を適切に設定する。 

 

【解 説】 

津波堆積物の調査範囲については，敷地近傍のみならず，敷地に来襲した可能性のあ

る津波の波源を考慮して，適切に設定する。 

現地調査位置の選定においては，文献調査及び地形調査により敷地に影響を及ぼすと

想定される古津波及び古地震の記録，津波堆積物が残りやすそうな地形，堆積物の供給源

に関する情報並びに古環境の変遷等を調査する。 

文献調査及び地形調査結果を踏まえて，踏査により津波堆積物の残存の可能性，堆積

環境場の確認等を行い，現地調査の実施が可能であるかを検討する。 

 

2.5.2.2 津波堆積物の調査手法 

津波堆積物の調査では，掘削調査等によって試料を採取し，堆積学的分析，年代分

析，古生物学的分析等を適切に組み合わせて津波堆積物の認定を行う。 

 

【解 説】 

現地調査では，津波堆積物の有無や津波の発生頻度，規模等の情報を得るため，ボー

リング等により試料採取を行う。掘削地点は，堆積物の分布を把握できる程度で複数地点

において実施し，縄文海進以降の堆積物を対象として，可能な限り古い年代まで含む試料

採取を行う。 
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得られたイベント堆積物の試料に対して，調査地点の特性や堆積物の状況に応じて，

堆積構造，堆積厚さ，粒度分布，堆積物の標高及び平面的な分布，海起源の含有物の有

無，堆積環境変化や地殻変動との同時性等の分析・検討を行うとともに，歴史記録との対

比，他機関調査結果との広域的な対比等を行い，津波堆積物の認定を行う。 

 

2.5.2.3 津波堆積物の評価 

津波堆積物の有無，広域的な分布，供給源，形成年代，標高及び規模（津波高，浸水

域）等を評価する。 

 

【解 説】 

津波堆積物と認定された堆積物については，その広域的な分布，供給源，形成年代，

標高を評価し，過去に敷地周辺に到達した可能性のある津波の規模（津波高，浸水域）の

推定に活用する。 

 

2.5.3 津波伝播経路に関する調査 

津波評価に関する波源から敷地（陸域遡上を考慮）までの津波伝播経路及び地形的特

徴の把握のため，陸域及び海域の地形調査を行う。 

 

【解 説】 

陸域及び海域の地形に関する資料等の調査によって得られる，詳細な地形図，海底地

形図，空中写真等を適切に組み合わせ，津波波源から敷地周辺（陸域遡上を考慮する）ま

での津波伝播経路及び地形的特徴を把握する。敷地及び敷地近傍については，特に詳細な

地形（人工構造物を含む）まで把握する。 

地形解析に用いる既存資料として，陸域の場合は，基盤地図情報（数値標高モデル：

5m，10m メッシュ）（国土地理院）(2.2.2-8) 等がある。海域の場合は，日本周辺の 500m 

メッシュ海底地形データ（J-EGG500）（海上保安庁）(2.2.2-19) や海底地形デジタルデータ

（M7000，M5000 シリーズ）（一般財団法人日本水路協会）(2.2.2-20) 等がある。 

また，敷地近傍の詳細な地形調査の手法として，陸域においては航空レーザー測量，

海域においては，浅海部は航空レーザー測深，深海部は音響測深等がある。 

なお，既往津波の再現計算や津波堆積物調査の評価にあたり，当時には存在しなかっ

た人工改変や断層運動の影響等により，発生当時と地形が異なる場合には，古地図等によ

る当時の地形情報から過去の地形データを復元して用いる。 
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2.5.4 砂移動に関する調査 

敷地前面海域において，既存文献，現地調査等によって，底質の分布及びその特徴を

把握する。底質が砂質であると判断された場合には，試料を採取し，粒度分布，比重等

のデータを取得する。 

調査の結果から，底質を構成する砂の分布及びその粒径や比重等を評価し，砂移動の

評価に活用する。 

 

【解 説】 

砂移動に関する調査の目的は，敷地前面海域に砂が分布する場合，津波の影響で砂が

巻き上げられ，取水口や取水路，沈砂池に堆積することで，それらの通水性や海水取水ポ

ンプの取水性に与える影響を評価することである。 

したがって，まずは敷地前面海域における底質の分布及びその特徴を把握し，津波に

より巻き上げられる可能性のある砂等の堆積物で構成されていると判断される場合には，

試料を採取し，粒度分布，比重等のデータを得る。 

底質に関する既存文献には，例えば，底質（表層堆積物）分布図，海の基本図（海上

保安庁），採泥による堆積物の記載データ等がある。 

底質に関する現地調査の手法には，例えば，ボーリング，ドレッジ，グラブ採泥器，

柱状試料採取調査，サイドスキャンソナー等がある。 

これらの調査から，底質の分布，砂層の有無，層厚及び粒径や比重に関するデータを

取得し，砂移動の評価「原子力発電所耐津波設計技術規程（JEAC4629-2020）」（2020 年，

日本電気協会）に用いる。 
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付属書 2.1 火山地域において震源を特定しにくい要因が想定されるケースにおける活断

層調査・評価フロー 
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参考資料 2.1 活断層等の存在の可能性に関する調査手法例 

 

震源域が内陸に位置する場合には，形成時期の異なる河成段丘の比高に基づいてその

期間の隆起量を推定する（本文に合せて修文）TT 法(参 2.1-1)が，河成段丘の形成時期間に

おける隆起量の変化及び分布から活断層等の存在の可能性を検討する上で有力な手法にな

り得る(参 2.1-2),(参 2.1-3),(参 2.1-4)。 

河床縦断形は，各段丘形成当時の気候条件に対応した河川流量と土砂量によって形成

される。河川の中～上流部では，氷期には堆積が進んで河床が上昇し，後氷期には下刻が

進む。一方，下流部では海面変動に連動して河床高度が変化する。この結果，氷期の河川

は急勾配で直線的な河床縦断形をとり，間氷期の河川は下に凸で曲率が大きい河床縦断形

をとると推定される(参 2.1-2)。TT 法は，それぞれの氷期には同じ形状の河床縦断形が形成

されることを仮定して，最終間氷期に先立つ氷期（MIS6）と最終氷期後半（MIS2）と

の段丘の比高（TT 値）から，２つの氷期の間の隆起量を推定する手法である(参 2.1-1)。そ

の推定された隆起量の急変している地点が直線状に並ぶ場合，上下変動を伴う活断層等の

存在を検討する手法として有力と考えられる(参 2.1-5),(参 2.1-6)。TT 法概念図を参図 2.1-1 に

示す。 

TT 法の信頼性について，最終氷期とその前の氷期の河川縦断形が相似であること，海

水準変動の影響が及んでいる範囲，火山活動や地すべり等によって突発的な段丘形成がな

いこと等の吟味が必要である。 

さらに，TT 値の精度を左右する要因は，段丘の対比，段丘構成層の地質情報（崖錐等

の被覆層の評価），河床縦断形が本来もつゆらぎ，段丘高度の読み取り手法等が考えられ

る。そのため，地点・地域の選定にあたっては，信頼性の高い河成段丘の編年（形成時

代）に関する資料，具体的には，当該地域の中～後期更新世の火山灰や 14C 年代値等に関

する資料が必要となる。 
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参図 2.1-1 TT 法概念図(参 2.1-1) 
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参考資料 2.2 断層の詳細性状の主な調査手法について 

 

断層等の詳細性状の調査には，マクロな手法からミクロな手法まで，様々な調査技術

が開発されている。以下に主な手法の概要及び結果の事例を整理する。 

 調査手法 調査手法の概要 結果事例 

1 ヘリカル X 線
CT スキャナー 
(CT: 
Computed 
Tomography, 
コンピュータ断
層撮影) 

電磁波の一種である X 線を使用
し，物体内部の構造を非破壊で可
視化する装置．X 線透視画像をあ
らゆる方向から取得し，再構成計算
を行うことにより，3 次元での観察が
可能となる。 

CT 画像は主に密度の違いとし
て認識され，画像が明るいほど高
密度，暗いほど低密度と解釈され
る。 

ヘリカル X 線 CT スキャナー
は，X 線源が試料の周りを螺旋状
に回転することで CT 撮影を行う．
このことにより，1 回当たりの撮影時
間を短く抑えることができ，多くの試
料を効率よく CT 撮影することがで
きる。 
（補足：試料サイズは径 15 ㎝～長さ

1m 程度。ボーリングコア等の長尺物も

撮影が可能。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

断層破砕帯の CT 画像（参 2.2-2）を一部改変） 
P 面：複合面構造を構成する粒子配列 

2 マイクロフォー
カス X 線 CT
スキャナー 

電子ビームの径を絞る機能を備
えたマイクロフォーカス X 線源が用
いられており，金属ターゲット上の
X 線発生領域（焦点寸法）を
100μm 未満に抑えた X 線 CT 装
置。このことにより，高拡大率であっ
ても鮮明な CT 画像を取得すること
ができる（分解能は数十 μm 程
度）。 

ヘリカル X 線 CT スキャナーが
X 線源及び検出器が試料の周りを
回転して CT 撮影するのに対し，マ
イクロフォーカス X 線 CT スキャナ
ーは X 線源と検出器は固定され，
試料が回転することによって CT 撮
影を行う。 
（補足：試料サイズは径～15 ㎝程度。） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

断層破砕帯のマイクロフォーカス X 線 
CT 画像（参 2.2-5 より抜粋） 

ブロックサイズ：120×110×90mm，画素サ
イズ：80μm/pixel 

3 ブロック試料，
研磨片，薄片
試料等の観察 

地質サンプル（断層破砕帯等）
について，露頭から採取したブロッ
ク試料やボーリングコアを用い，表
面を研磨してサンプルの内部構造
を観察，さらに薄片を作成して観察
することで，微細構造や鉱物組成
を把握する。 
（補足：断層の姿勢の把握のために，

定方位でサンプリングすることが望まし

い。） 断層ガウジ中の R1 面（参 2.2-2 を一部改変） 
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 調査手法 調査手法の概要 結果事例 

R1 面（複合面構造を構成する剪断面）の
剪断運動により，R1 面に沿って周辺粒子が
引きずられている（破線部）。 

4 X 線回折分析 
(XRD： 
X‐ray 
diffraction) 

試料に X 線を照射した際，X 線
が原子の周りにある電子によって
散乱，干渉した結果起こる回折を
解析する。 

この回折情報を用いることによ
り，粉末試料では，構成成分（鉱
物）の同定や定量，結晶サイズや
結晶化度等を把握することができ
る。 
（補足：粉末試料で測定が可能。） 

断層ガウジの XRD 分析結果（参 2.2-2 を一部抜粋） 

Sm:スメクタイト，Mc:雲母，Kln:カオリン鉱
物，Qtz:石英，Kfs:カリ長石，Pl:斜長石 

5 蛍光 X 線分析 
(XRF： 
X-ray 
fluorescence 
analysis) 

試料に X 線（１次 X 線）を照射
して含有元素の原子の内殻電子を
励起し，励起された不安定な状態
から安定状態に戻る時に発生する
それぞれの元素に固有の波長（エ
ネルギー）を持った X 線（蛍光 X
線）を観測することによって，分析
対象試料の含有元素を定性又は
定量分析する。 

波長分散型（Wavelength 
dispersive type）とエネルギー分
散型（Energy dispersive type）と
に大別され，それぞれ「WDXRF」
又は「WDX」，「EDXRF」又は
「EDX」と略称される。 
（補足：EDXRF は，火山灰の主成分

分析にも用いられる。） 

－ 

6 走査電子顕微
鏡 
(SEM 
:Scanning 
Electron 
Microscope) 

電子線を試料に照射し，表面を
観察する。SEM は光学顕微鏡を
はるかに凌ぐ分解能を有し，ミクロ
ン～ナノメートル単位の分解能で，
粘土鉱物等の表面構造を把握する
ことができる。 
 

断層面上の SEM 画像（参 2.2-4 を一部抜粋） 
Slickenkine:条線，赤矢印は断層の運動方
向。 

7 SEM-EDX
（EDS） 

SEM に X 線検出器（エネルギ
ー分散型：EDX）を取り付けること
により，SEM で観察された試料表
面に分布する粒子の元素分析を行
うことができる。 
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 調査手法 調査手法の概要 結果事例 

8 透過型電子顕
微鏡 
(TEM： 
Transmission 
Electron 
Microscope) 

電子線を試料に照射し，電子線
の透過率の違いを利用して観察す
る。 

TEM は光学顕微鏡をはるかに
凌ぐ分解能を有し，ミクロン～ナノメ
ートル単位の分解能で，試料の内
部構造を把握することができる。 
 
（補足：照射した電子線が試料を透過

することが前提となるため，観察する試

料は 100nm 以下まで薄く切る必要が

ある。） 

断層ガウジ中のイライト粒子の定向配列（参

2.2-3 を一部改変） 
イライト粒子が石英粒子の周囲を流動的

に定向配列している。 
9 TEM-EDX

（EDS） 
TEM に X 線検出器（エネルギ

ー分散型：EDX）を取り付けること
により，試料内部に分布する粒子
の元素分析を行うことができる。 

－ 

10 電子プローブ
マイクロアナラ
イザー 
 (EPMA： 
Electron 
Probe Micro 
Analyzer) 

真空中で細く絞られた電子線を
固体試料表面に照射し，発生した
特性 X 線を検出し，ミクロン単位で
試料を構成する元素の種類・量を
明らかにする。 

X 線検出方法は，波長分散型
（Wavelength Dispersive X-ray 
Spectrometer：WDX 又は WDS）
とエネルギー分散型（Energy 
Dispersive X-ray 
Spectrometer：EDX 又は EDS）
とに大別される。 

一般に，EPMA といえば，WDX
タイプを指す。 
 
（補足：WDX はエネルギー分解能，分

析限界濃度が EDX より高いが，分析

感度は低い。 
EDX は装置が小規模なため，SEM
や TEM の X 線検出器としても用いら

れる。） 

断層ガウジに含まれる Si の EPMA マッ
ピング像（参 2.2-1 を一部改変） 

色が明るいほど Si が多く含まれる。 
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X-ray CT scanner, The 5th ISRM Young Scholars' Symposium on Rock 

Mechanics and International Symposium on Rock Engineering for 

Innovative Future (YSRM2019 & REIF2019), 2019. 

  

公
衆
審
査
用



88 
 

参考資料 2.3  光ルミネッセンス(OSL)年代測定法の例 

 

光ルミネッセンス年代測定法（Optically Stimulated Luminescence dating）は，地層

の堆積年代を求める手法である。 

鉱物は自然放射線を浴びることで OSL 信号を蓄積する。また OSL 信号は太陽光を浴

びることで，数秒～数日で消滅（リセット）する特徴を持つ。堆積年代は放射線量に応じ

て蓄積した OSL 信号の量から求められる（参 2.3-1）。 

OSL 年代測定法に用いられる試料は，石英とカリ長石である。OSL 信号は，試料を加

熱した状態で光を照射することで発生する。測定は試料の加熱，光の照射，放射線照射を

数回繰り返しながら行われる（参 2.3-2）。 

OSL 法による年代値の測定限界は，石英で 10 万年前程度，カリ長石で数十万年前程度

である（参 2.3-3）。 

ただし，日本列島から産する石英を対象とした OSL 年代は過小評価の傾向があること

が知られている。これに対し，カリ長石は時間とともに OSL 信号が減少するフェーディ

ング現象の特徴がある（参 2.3-4,5）が，近年 postIRIR 法によりフェーディングが補正可能と

なっている。 

日本では，OSL 年代測定法は主に海成砂層や火山灰層の年代測定において実績があ

り，地形・地質調査から見積もられる堆積年代と調和する年代測定結果が得られている

（参 2.3-6,7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参図 2.3-1 OSL 年代測定の原理（参 2.3-8） 
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参考文献 
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regeneration dating protocols. Radiation Measurements, 41 369-391, 2006. 
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2003. 

(参 2.3-7)  Thiel, C., Tsukamoto, S., Tokuyasu, K., Buylaert, J.-P., Murray, A. S., 

Tanaka, K., and Shirai, M.：Testing the application of quartz and feldspar 

luminescence dating to MIS 5 Japanese marine deposits. Quaternary 

Geochronology 29, pp.16–29, 2015. 
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参考資料 2.4 小断層解析（多重逆解法）による応力状態の評価の例 

 

小断層解析とは，小規模な断層群（以下小断層（注）と呼ぶ）の断層パラメータを用い

て，断層活動時の応力場を逆解析（インバージョン）により推定する方法である。得られ

た断層活動時の応力場と，地殻変動データや地震観測から推定される現在の応力場との比

較によって，小断層の活動性評価に資するデータを得ることができる。 

断層パラメータとしては，断層の走向，傾斜，条線の方向，変位センスがあり，これ

らを断層スリップデータと呼ぶ。断層の走向，傾斜は主に露頭調査により，条線の方向，

変位センスについては，断層面の詳細観察で把握することができる。断層面からの条線，

変位センスの観察事例を参図 2.4-1 に示す。なお，変位センスは，断層を挟んだ鍵層のず

れや断層近傍の引きずり構造等からも得ることができる。 

断層スリップデータから，逆解析によって，その断層が活動したときの理論的な応力

場（最大主応力 σ１，最小主応力 σ３，中間主応力 σ２）と，断層面にかかる最大せん断応

力の方向（断層面と条線・ずれセンス）が得られる。これを複数の小断層に適用し，各断

層で観測されたすべり方向との差異（ミスフィット角）が小さくなるケースを逆解析によ

り求めることで，それらを代表する最適な解（応力場）を得ることができる。応力逆解法

のステレオネットに投影した解析例を参図 2.4-2 に示す。 

また，小断層解析のうち多重逆解法は，当該地域の多数の断層スリップデータから，

時間的あるいは空間的に変化する複数の応力場を識別する手法である(2.2.3-4)，(参 2-4-1)，(参 2-4-

2)。得られる複数の応力場と，当該地域の地史や各応力場に対応する小断層群のグループ

の切り切られの関係等から，応力場の変遷を推定することができる。 

（注）小断層について厳密な定義はないが，断層幅が狭く（数 mm 程度），概ね一つの

露頭で変位量が確認できる規模（～数 m 程度）の断層を指すことが多い。小断

層を用いる理由として，小断層は長く複数の活動履歴を持つ大断層とは異な

り，1 回限りの変位と解釈される，変位が微小なため各小断層の活動の順番を無

視できる，数が多く空間分解能が高いことが挙げられる（参 2-4-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参図 2.4-1 断層面からの条線とせん断センスの観察例（参 2.4-3） 
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参図 2.4-2 小断層解析（応力逆解法）の解析例(参 2.4-4) 
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参考資料 2.5 岩盤の異方性の測定例 

 

(1) 静的せん断強さの異方性の測定例 

参図 2.5-1 は，層状岩盤の岩盤せん断試験結果の例である。層理面の傾斜状況によりせ

ん断強さが大きく異なることがわかる。つまり，層理面となす角度が小さい方向にせん断

した場合（図中×印）の方が，層理面となす角度が大きい方向にせん断した場合（図中○

印）よりもせん断強さが小さい。 

 

参図 2.5-1 層理面による岩盤のせん断強さの異方性(参 2.5-1) 

 

(2) 静的変形特性の異方性の測定例 

参図 2.5-2 は，層状岩盤の原位置三軸圧縮試験結果の例である。同図は，側圧 σ 3が

0.5，1.0MPa の結果であるが，いずれも載荷方向と層理面の法線とのなす角度にして変

形係数が変化しており，静的変形特性の異方性が認められる。 

 

 
参図 2.5-2 層理面による岩盤の変形係数の異方性(参 2.5-2) 

 

参考文献 

(参 2.5-1) 日比野敏，本島睦，林正夫：異方性岩盤における大空洞掘削時の周辺岩盤の挙

動解析及び実測値に関する考察，電力中央研究所報告 376022，1977. 

(参 2.5-2) 土木学会：岩盤上の大型構造物基礎，1998. 
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参考資料 2.6 礫岩の測定例 

 

人工の供試体を用いた礫岩の力学特性に関する研究は，これまでにいくつか行われて

おり(参 2.6-1),(参 2.6-2)，最大礫径に対する供試体直径の比，礫率等が力学特性に影響を与える

ことが報告されている。 

一方，天然の礫岩ではそれらが力学特性にあまり影響を与えないことが報告されてい

る。天燃の礫岩の試験例を以下に示す。 

 

(1) 供試体寸法と力学特性との関係 

供試体寸法と三軸圧縮試験により求めた軸差強度（静的せん断強さの 2 倍）との関係

を検討した例を参図 2.6-1 に示す。これによれば，供試体寸法は静的せん断強さに大きな

影響を与えないことが分かる。 

なお，文献によると，礫の D 50の最大値は 49mm とされている。 

供試体寸法（平板載荷試験の載荷板直径）と平板載荷試験により求めた弾性係数との

関係を検討した例を参図 2.6-2 に示す。これによれば，載荷板直径は弾性係数に若干影響

を与えている（図中の点線）ことが分かる。なお，文献によると，礫径は 5mm～60cm

とされている。 

 
 

 

 

 

(2) 最大礫径に対する供試体直径の比と力学特性との関係 

無次元化した供試体寸法，すなわち，最大礫径に対する供試体直径の比と三軸圧縮試

験により求めた静的せん断強さ（図では破壊時の平均有効応力で正規化）との関係を検討

した例を参図 2.6-3 に示す。これによれば，最大礫径に対する供試体直径の比（参図 2.6-

3 では D 0/Dmax）が 1～3 と小さくても静的せん断強さに大きな影響を与えないことが分

かる。 

 

参図 2.6-1 供試体径と 

      軸差強度との関係(参 2.6-3) 

参図 2.6-2 載荷板直径と 

      弾性係数との関係(参 2.6-4) 公
衆
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参図 2.6-3 最大礫径に対する供試体直径の比（D 0/Dmax）とせん断強さ（q/q0：正規化表

示）との関係(参 2.6-5) 

 

 

(3) 礫率と力学特性との関係 

礫率と一軸圧縮試験により求めた弾性係数との関係を検討した例を参図 2.6-4 に示す。

これによれば，礫率は弾性係数に大きな影響を与えないことが分かる。 

 

 

参図 2.6-4 礫率と弾性係数との関係(参 2.6-6) 
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の変位挙動とその数値解析，第 31 回岩盤力学に関するシンポジウム講演会論
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火山角礫岩の強度及び変形特性，土木学会論文集 No.673／Ⅲ-54，pp.85-100，

2001. 
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参考資料 2.7 岩石の動的強度を評価するための試験方法 

 

地盤工学会において，岩石の動的強度を評価するための 2 つの三軸試験方法が基準化

された。1 つは多段階（応力増分：静的強度の 1/5，繰返し回数：10 波，周波数：0.1～

1Hz）で載荷する試験法で，もう 1 つは一定振幅（周波数：0.1～1Hz）で破壊するまで

載荷する疲労特性を求めるための試験法である。この 2 つの試験を組み合わせること

で，不規則波における動的強度の計算方法が基準の解説に紹介されている(参 2.7-1)，(参 2.7-

2)。 

それは，①繰返し回数（疲労）の効果，②載荷速度（載荷周波数）の効果，の二つを

考慮し，これに線形累積損傷則を適用して，規則波や不規則波載荷の効果を評価するもの

である。提案した数理モデルを用いることにより，以下の手順で「動的強度」を求めるこ

とができる（参図 2.7-1）。 

① 代表する周波数で，数種類の軸差応力振幅の繰返し載荷による三軸圧縮試験を行

う。軸差応力振幅は破壊するまで一定とする。これは基準化された JGS 2562(参 2.7-

3)と同様である。 

② 上記の①の結果を元に，横軸に繰返し回数（対数），縦軸に正規化した応力比をと

り，疲労関数 f 1を求める（論文中ではある関数が示されているが，「動的強度」の

算定において，関数の形は限定されない）。 

③ オーダーの異なる数種類の載荷速度で，単調載荷の試験を行う。載荷速度の範囲

は，①の載荷周波数を網羅するように設定する。 

④ 上記の③の結果を元に，横軸にひずみ速度（対数），縦軸に圧縮強さをとり，速度

関数 f 2を求める（論文中ではある関数が示されているが，「動的強度」の算定にお

いて，関数の形は限定されない）。 

⑤ 上記の②，④で求めた関数 f 1と f 2，破壊に至るまでの損傷の影響をモデル化した損

傷関数 f 3を用いて様々な規則波及び不規則波（地震波）で「動的強度」を求め

る。また必要があれば，「静的強度」と比較する。 

 

上記の方法の検証として，人工砂岩を用いた多段階繰返し非排水三軸圧縮試験（参図

2.7-2），凝灰岩を用いた多段階繰返し一面せん断試験を行い，試験と上記の計算から得ら

れた「動的強度」を比較している。その結果（参図 2.7-3），数理モデルを用いて計算し

た「動的強度」は，実験から得られた「動的強度」と比較してやや小さな値となったが，

規則波や不規則波による「動的強度」を概ね評価できたことが示されている。 
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参図 2.7-1 任意波形に対する「動的強度」の評価法(参 2.6-2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参図 2.7-2 人工砂岩の多段階繰返し非排水三軸圧縮試験の一例(参 2.6-2) 
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参図 2.7-3 「動的強度」の実験結果と計算結果の比較(参 2.6-2) 

 

 

参考文献 
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（JGS2562-2012）,2013. 
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第 3 章 基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価 
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ガイド 3.1-1 

3.1 基本事項 

3.1.1 適用範囲 

本章は，耐震重要施設等が設置される基礎地盤（以下，「基礎地盤」という。）及び耐

震重要施設等の周辺斜面（以下，「周辺斜面」という。）の安定性評価に適用する。 

 

【解 説】 

「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係る審査ガイド」（2013 年 6 月 19 日，原子力

規制委員会）では，以下のとおり記載されている。 

・原子炉建屋等が設置される基礎地盤は，将来も活動する可能性のある断層等の露頭

が無いことが確認された地盤であり，想定される地震動の地震力に対して，当該地

盤に設置する耐震設計上の重要度分類Ｓクラスの機器及び系統を支持する建物及び

構築物の安全機能が重大な影響を受けないことを確認する。 

・地震発生に伴う地殻変動による基礎地盤の傾斜及び撓みにより，重要な安全機能を

有する施設が重大な影響を受けないこと。 

・地震発生に伴う周辺地盤の変状による建物及び構築物間の不等沈下，液状化，揺す

り込み沈下等により，当該建物及び構築物の安全機能が重大な影響を受けないこと。 

・Ｓクラスの施設の周辺斜面が，想定される地震動の地震力により崩壊し，当該施設

の安全機能が重大な影響を受けないことを確認する。 

 

また，地盤安定性評価に係る最新の知見として，「原子力発電所の基礎地盤及び周辺斜

面の安定性評価技術＜技術資料＞」（2009 年，土木学会）(3.1.1-1)，「基礎地盤及び斜面の

安定性に係る設計・リスク評価手引き」（2014 年，原子力安全基盤機構）(3.1.1-2)，「原子

力発電所敷地内断層の変位に対する評価手法に関する調査・検討報告書」（2013 年，原

子力安全推進協会）(3.1.1-3) ，「断層の活動性と工学的リスク評価 調査専門委員会報告書」 

（2017 年，日本原子力学会）(3.1.1-4) などがある。 

なお，杭基礎等で支持される基礎地盤の評価については，「乾式キャスク貯蔵建屋基礎

構造の設計に関する技術指針（JEAG4616-2003）」（2003 年，日本電気協会）を参照する。

また，周辺地盤の変状の評価については，「原子力発電所耐震設計技術規程

（JEAC4601-202X）」（202X 年，日本電気協会）の「第 5 章 屋外重要土木構造物他の耐

震設計」を参照する。 
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ガイド 3.1-2 

3.1.2 用語の定義 

(1)基礎地盤 

 本章で対象とする基礎地盤とは，耐震重要施設等が設置される地盤のことをいう。 

 

(2)周辺斜面 

 本章で対象とする周辺斜面とは，地震力により崩壊した場合に，耐震重要施設等の

安全機能が重大な影響を受ける可能性のある斜面のことをいう。  

 

(3) 地殻変動 

本章で対象とする地殻変動とは，地震に伴い発生する地盤の変位・変形のことをい

う。 

 

【解 説】 

(1) 基礎地盤 

耐震重要施設等とは，新規制基準において耐震重要施設(1)及び重大事故等対処施設を含

む。また，基礎地盤はクリープ等により常時で沈下しない地盤であり，平板載荷試験な

どにより得られる変形係数(2)又はクリープ試験から得られるクリープ係数(3)を用いて，弾

性論に基づいて簡便的に評価できることが望ましい。 

 

(2) 周辺斜面 

周辺斜面は，斜面法尻から耐震重要施設等との離隔距離が，約 50m 以内あるいは斜面

高さの約 1.4 倍以内の斜面を基本とするのがよい（参考資料 3.9 参照）。 

 

注(1) 設計基準対象施設のうち地震の発生によって生ずるおそれがある安全機能の喪失

に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大きいもの 

注(2) 応力-ひずみ関係の勾配。地盤を弾性と仮定した場合にはヤング率に相当する。 

注(3) 弾性変位に対するクリープ変位（一定の荷重下で進行する変位）の比率 公
衆
審
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ガイド 3.2-1 

3.2 地震力に対する基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価 

3.2.1 評価の手順 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価においては，動的解析（周波数応答解析）を主体

に検討を行う。 

なお，必要に応じて，動的解析（周波数応答解析）による安定性評価を行う前に，適

切なすべり面を選定するためのすべり面法(1)等の慣用法による検討を行うこともでき

る。 

動的解析（周波数応答解析）における評価項目として，基礎地盤は「基礎地盤のすべ

り」，「基礎の支持力」及び「基礎底面の傾斜」の 3 項目であり，周辺斜面は「周辺斜面

のすべり」の 1 項目である。 

これら評価項目において，評価基準値を満足するものの，岩盤又は弱層の破壊が周辺

へ拡がる可能性がある場合においては，静的非線形解析等により検討を行う。一方，評

価基準値を満足しない場合，動的解析（時刻歴応答解析）等により変位量を算定し，耐

震重要施設等の安全機能に重大な影響を与えないことを確認する。 

なお，耐震重要施設等の安全機能に重大な影響を与える可能性がある場合において

は，対策工の検討を行い，再度安定性評価を行う。 

 

【解 説】 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価の流れを「附属書 3.1 基礎地盤及び周辺斜面の安

定性評価の流れ」に示す。 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価の手順については，原子力安全基盤機構によって

参考資料 3.1，3.2 のように整理されている。 

基礎地盤及び周辺斜面の主たる構成材料は岩盤であり，全応力解析(2)を基本とするのが

よい。ただし，液状化の可能性があり，安定性評価へ影響が考えられる場合においては，

有効応力解析(3)による検討も必要に応じて実施することができる。また，すべり面法等の

慣用法による検討にはすべりに対する検討並びに支持力及び変形に対する検討がある。 

動的地震力によるすべり安定性検討に先立ち，すべり面法等の慣用法による検討を用

いる場合は，基礎底面より上にある地盤あるいは構造物に作用する地震力（慣性力）を

静的に作用させたときの基礎底面のすべり安定性を検討することが望ましい。基礎底面

よりも地下水面が高く，揚圧力(4)が作用すると考えられる場合には，揚圧力も考慮して基

礎底面のすべり安定性を評価するのがよい。 

支持力に対する安定性の評価については，簡便的に原位置の支持力試験による値を常

時・地震時の基礎底面の接地圧と比較することにより行うことができる。 
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ガイド 3.2-2 
 

変形に対する安定性の評価は，平板載荷試験などにより得られる変形係数などを用い

て行う。 

なお，評価対象が硬岩であり，あらかじめ支持力及び変形に対して十分な安定性を有

することが想定できる場合には，検討を省略することができる。 

 

注(1) 地震力（慣性力）を静的に作用させたときに，すべり面上で作用するせん断応力と

抵抗力の比を用いて安定性を評価する手法である。 

注(2) 地盤は間隙を有する固体（土粒子）と，その間隙を満たす水および空気から構成さ

れるが，土粒子と水に作用する応力に基づいて評価を行う解析 

注(3) 土粒子に作用する応力のみに基づいて評価を行う解析 

注(4) 構造物に対して上方向にかかる圧力 

 

3.2.2 基礎地盤及び周辺斜面のモデル化 

動的解析（周波数応答解析）による基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に用いるため，

地質・地盤調査の結果に基づき，モデル化を行う。 

解析モデルは地盤分類，物性値の分布に基づいて適切に定める。 

 

【解 説】 

(1) 解析範囲及び境界条件 

解析範囲及び境界条件については，これらが評価結果に影響を及ぼすことがないよう，

適切に設定することが望ましい。具体的には，動的解析用モデル下端の深さは，地形に

よる影響及び建屋から生じる逸散波動が，入射波動に比して十分に無視しうる深さであ

ればよい。逸散エネルギーを吸収するように考慮された境界条件を用いる場合にはモデ

ル下端をより浅くしてもよく，一般に基礎底面幅の 1.5～2 倍とすることが多い（3.2.2-1）。 

動的解析用モデルの側方境界はそれぞれ基礎底面幅の 2.5 倍以上離れた点に設ければ

よいことが多い。また，側方にエネルギー伝達境界を設けることにより解析範囲を縮小

することができる。 

 

(2) 弱層のモデル化 

弱層のモデル化については，ジョイント要素又はソリッド要素があり，これらのモデ

ル化の違いによる解析結果の差は小さいことが報告されているため，いずれのモデルを

用いてもよい（参考資料 3.3 参照）。 

なお，ソリッド要素を用いる場合は，解析が不安定にならないようにモデルのアスペ

クト比に留意することが望ましい。 
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ガイド 3.2-3 
 

(3) 初期応力 

地震時の安定性を検討する場合には，自然地山若しくは切土，盛土により形成された

状態の応力を初期状態とするが，その評価は，一般に地形，地質状態，地下水位，建物・

構築物を考慮した自重解析により行われる。自重解析に用いる解析用物性値については，

基礎地盤及び周辺斜面が等方応力状態であると仮定し適切に設定することが望ましい。

ただし，地質・地盤調査結果から判断して等方応力状態ではないおそれがある場合には，

初期地圧測定結果に基づき適切に設定するのがよい。 

 

(4) 地下水位 

通常，斜面の安定解析においては，地下水位より下の地盤は飽和状態にあると考える

ことが多い。盛土斜面又は土質材料からなる地盤が飽和状態の場合には地震時のせん断

応力の作用により過剰間隙水圧(1)が発生し，すべりに対する安定性が低下することが考え

られる。また，地下水位の設定については，地下水調査，降雨の計測の結果等に基づい

て，周辺の地下水流動場，発生する可能性が高い降雨強度等を考慮して設定することが

望ましい。 

  

(5) 対策工 

対策工として，アンカー工(2)，抑止杭工(3)などがあるが，これらを有する基礎地盤及び

周辺斜面については，必要に応じて適切にモデル化に反映することが望ましい（参考資

料 3.4，3.5 参照）。 

 

注(1) 地盤（土粒子）の体積が減少することで増加する間隙水圧 

注(2) 斜面等において鋼材等の引張材を設置することで地すべりを防止する工法 

注(3) 斜面等において鋼管杭等の杭を設置することで地すべりを防止する工法 
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ガイド 3.2-4 

3.2.2.1 物性値の設定 

解析に使用する物性値は，解析手法及び解析条件に応じて定める。 

なお，各物性値の評価は「2.3 基礎地盤及び周辺斜面に関する調査」に従って行う。 

地盤物性値のばらつきが設計，評価の結果に影響を及ぼすと考えられる場合には，適

切な手法によってばらつきの影響を評価する。 

 

【解 説】 

解表 3.2.2.1-1 に解析手法と物性値との組合せの例を示す。 

 

解表 3.2.2.1-1 解析手法と物性値との組合せの例 

物性値 

 

解析手法 

単位体

積重量 

静的 

せん断強さ 

引張り強さ 

静弾性 

係 数 

静ポア 

ソン比 

動的 

せん断強さ 

引張り強さ 

動弾性 

係数(2) 

動ポア 

ソン比 

減衰 

定数(2) 

3.2.4 

動的解析 

（周波数応答解析） 

による安定性評価 

動的解析 

(周波数応答

解析) 

○ ○ ○(4) ○(4) ○(1) ○ ○ ○(3) 

3.2.5 

静的非線形解析等 

による安定性評価 

静的解析 

（非線形

解析） 

○   ○ ○ ○ ― ― ― ― 

3.2.6 

動的解析 

(時刻歴応答解析）

等 

による安定性評価 

動的解析 

(ニューマー

ク法) 

○ ○ ○(4) ○(4) ○(1) ○ ○ ○(3) 

動的解析 

(時刻歴応答

解析) 

○ ○ ○(5) ○(5) ○(1) ○(5) ○(5) ○(3) 

 

注(1)  動的解析に用いるせん断強さについては，動的せん断強さを適用することが望まし

いが，一般に硬岩及び軟岩の動的せん断強さは，強度の低下をもたらす主因である荷

重の繰返し回数の影響が，土のそれに比べて小さいと考えられ，動的せん断強さは静

的せん断強さを下回らないとされていることから，静的なせん断強さを参考に設定し

てもよい（2.3.3.3 地盤の物性 (3)動的強度特性参照）。 
なお，地盤強度に達するような大きな応力が発生する場合には，残留強度を用いる。 

注(2) 動弾性係数及び減衰定数のひずみ依存特性を含む。 
注(3)  すべり安全率に対する減衰定数の影響については，その影響が小さいこと，慣用値

が安全側の評価となっていることが報告されている（参考資料 3.6 参照）。 
注(4)  自重解析に用いる。 
注(5)  自重解析に用いる物性は，解析手法によって選択する。 
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表層地盤，弱層などが，地下水位以深に存在し，間隙水の取り扱い（体積弾性係数）

が鉛直方向の応答又は地盤の安定性に大きな影響を及ぼす可能性が考えられる場合には，

適切な物性を設定することが重要である（参考資料 3.7 参照）。 

すべり安全率に対する地盤物性値のばらつきの影響については，一般に強度特性が支

配的であり，変形特性の影響は小さい。したがって，一般に強度特性のばらつきのみ考

慮しておけばよい（参考資料 3.8 参照）。 
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3.2.2.2 評価対象断面の選定 

基礎地盤の評価対象断面は，地形，地質，地盤等の状況を考慮して選定する。 

なお，原子炉建屋については，炉心を通過する断面を基本とする。 

周辺斜面の評価対象断面は，斜面法尻から耐震重要施設等との離隔距離が，約 50m

以内あるいは斜面高さの約 1.4 倍以内の斜面のうち，斜面高さ，斜面勾配，風化岩の厚

さ及びすべりの方向を考慮し，適切に選定する。 

 

【解 説】 

周辺斜面の評価対象断面については，斜面法尻から耐震重要施設等との離隔距離が，

約 50m以内あるいは斜面高さの約 1.4倍以内の斜面を基本とするのがよい（参考資料 3.9

参照）。また，必要に応じて，地盤の大変形から破壊に至る挙動を考慮できる解析法（個

別要素法(1)等）を用いた評価で耐震重要施設等へ到達する可能性がある場合においては，

安定性評価の対象とすべき斜面として選定してもよい（参考資料 3.10 参照）。 

 

注(1) 岩盤を不連続面に囲まれたブロックあるいは粒子の集合体と考え，各ブロック・

粒子の運動方程式を時間差分化して解くことでブロック・粒子の運動を解析する

手法。参図 3.10-2 のように岩塊群を粒子の集合体でモデル化して解析する。 

 

3.2.3 すべり面の設定 

動的解析（周波数応答解析）で評価するすべり面は，基礎底面を通るすべり面のほか，

基礎地盤及び周辺斜面の応力状態から想定されるすべり面，弱層などに沿った想定すべ

り面を設定する。また，必要に応じてすべり面法又は静的解析により安定性が低いすべ

り面についても設定する。 

なお，絞り込んだすべり面の妥当性を確認するため，動的解析（周波数応答解析）よ

り得られた弱層及び要素ごとの局所安全係数，潜在すべり面（モビライズド面）の向き

などを確認し，必要に応じてすべり面の追加も行う。 

 

【解 説】 

すべり面法又は静的解析により，安定性が低いすべり面を絞り込む際に用いる地震力

は，原則として以下の地震力とするのがよい。 

なお，動的解析（周波数応答解析）結果による応答値から算出した等価震度を用いて

もよい。 

・建物・構築物から基礎底面に作用する地震力は「原子力発電所耐震設計技術規程

（JEAC4601-202X）」（202X 年，日本電気協会）「3.1.4.2 地震力の算定」に基づき算

定する。 
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・基礎地盤に作用する地震力   KH = 0.2， KV = 0.1 

・周辺斜面に作用する地震力   KH = 0.3， KV = 0.15 

 

3.2.4 動的解析（周波数応答解析）による安定性評価 

3.2.4.1 解析手法 

基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価を行うに当たっては，周波数応答解析法による線

形又は等価線形解析により検討を行うことを基本とする。 

解析は 2 次元解析を基本とし，必要に応じて 3 次元解析を行う。 

 

【解 説】 

動的解析による安定性評価は，一般に次の解析手順で行う。 

① 自重によって発生する地盤内の初期応力の算定 

② 水平・鉛直地震動の作用による応答値（地盤内応力，加速度，変位など）の算定 

③ ①及び②の結果の合応力による地盤内応力の算定 

④ ③で得られた応力を用いた地盤の安定性評価 

 

線形解析においては，自重解析，水平地震動による応答解析及び鉛直地震動による応

答解析を別々に実施し，その結果を適切に重ね合わせて評価してもよい。 

地盤剛性及び減衰定数のひずみ依存性を考慮した等価線形解析においては，その収束

計算において水平地震動による応答及び鉛直地震動による応答の同時性を考慮すること

が望ましい。 

通常の場合，地質的な弱面が存在しないかぎり，側面拘束の影響，すべり面形状の凹

凸による摩擦抵抗の増加などにより，3 次元解析の結果は 2 次元解析の結果よりも一般に

安定度が高まる傾向にあるため，必要に応じて，3 次元解析又は 2 次元解析を重ね合わせ

た擬似 3 次元的な構造を考慮した解析を行うこともできる。 
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3.2.4.2 入力地震動 

動的解析に用いる地震動は，敷地内の地質構造等を考慮し，解放基盤表面で定義され

た基準地震動 Ss を一次元波動理論などに基づき解析モデルの下端まで引き戻し又は引

き上げた地震動とする。 

 

【解 説】 

基準地震動 Ss の設定については，「第 1 章 基準地震動策定」を参照する。 

引き戻しの方法については，一次元を基本として行うが，敷地内の地質構造又は弾性

波速度構造が不均質な地盤では，二次元の地盤構造モデルにより引き戻しを行うことが

合理的であるため，地質構造等に応じて選択することが望ましい。また，基準地震動 Ss

については，必要に応じて位相反転の影響についても検討することが望ましい。 

 

 

3.2.4.3 評価基準 

(1) すべりに対する検討 

基礎地盤及び周辺斜面のすべりに対する安定性は，「すべり安全率」を用いて評価す

る。 

設定したすべり面に対して，せん断力のつり合いを考えて式(3.2.4.3-1)などからす

べり安全率を求めて評価する。 

 

Fs  = R / L  ·········································································· (3.2.4.3-1) 

 

Fs ：すべり面におけるすべり安全率 

R ：すべり面上のせん断抵抗力の和 

L ：すべり面上のせん断力の和 

 

すべり安全率に対する評価基準値は，基礎地盤は 1.5，周辺斜面は 1.2 とし，すべり

安定性評価では，すべり安全率が評価基準値以上であることを確認する。 

 

【解 説】 

基礎地盤のすべり安定性評価に対する評価基準値「1.5」及び周辺斜面のすべり安定性

に対する評価基準値「1.2」との関係について，その確率論的な意味について検討した報

告がある（参考資料 3.11 参照）。 
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(2) 支持力及び傾斜に対する検討 

基礎地盤の支持力に対する評価基準値は，極限支持力(1)が地震時接地圧よりも大きい

ことを確認する。 

なお，支持力としては，根入れ(2)の効果を考慮することができる。 

基礎底面の傾斜については，許容される傾斜が建物・構築物に対する要求性能並びに

重要度に応じて設定され，動的解析の結果に基づいて求められた地震時の基礎の最大不

等沈下量による傾斜が評価基準値を超えてないことを確認する。 

なお，地殻変動による変形の影響を受ける可能性がある場合については，その変形に

ついても適切に考慮する。 

 

 

【解 説】 

基礎底面の傾斜の評価基準値については，審査ガイドでは基本設計段階の目安として

1/2,000 以下という記載があるが，耐震重要施設等ごとに評価基準値を適切に設定し，安

全機能が重大な影響を受けないことを確認するのが重要である。 

 

注(1) 地盤がせん断破壊を生じずに支持できる最大荷重 

注(2) 建物・構築物等の地盤表面より下方に掘削して埋め込まれた部分 

 

3.2.5 静的非線形解析等による安定性評価 

3.2.5.1 解析手法 

動的解析（周波数応答解析）において，評価基準値を満足するものの，局所安全係数

分布図等において，岩盤又は弱層における引張応力の発生あるいは局所安全係数 1.0 以

下の領域の発生が基礎地盤及び周辺斜面の安定性に影響を及ぼすと判断される場合，静

的非線形解析等を用いて安定性を評価する。 

 

【解 説】 

解析手法としては，せん断強さ又は引張り強さ以上の応力を負担している要素に対し

て，その過剰な負担分を周囲の要素に分配する手法が用いられる。 

静的非線形解析の解析手順の一例は下記のとおりである。 

① 自重によって発生する地盤内初期応力の算定 

② 増分地震力によって発生する地盤内増分応力などの算定 
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③ ①と②の結果の合応力による各荷重段階の地盤内応力の算定 

④ ③で得られる応力状態に基づく地盤剛性の非線形性の判定 

⑤ 最終荷重段階まで②,③,④を繰返し 

⑥ ⑤で得られる応力を用いたすべり安全率の算出 

 

 

3.2.5.2 入力地震力 

静的非線形解析に用いる地震力は，動的解析（周波数応答解析）における最小すべり

安全率発生時刻の等価震度を用いる。 

 

【解 説】 

等価震度を求める方法としては，動的解析の加速度応答値から求める方法及び最大せ

ん断応力分布から求める方法の 2 つがある。 

加速度応答値から求める等価震度は，式(解 3.2.5.2-1)で定める最小すべり安全率発生時

刻の加速度を等価震度に換算した値と定義される。 

 

g



N

1i
ii

N

1i
iH m/mαK  ························································ (解 3.2.5.2-1) 

KH ：等価震度 

αi ：すべると仮定した地盤要素 i の応答加速度 

mi ：すべると仮定した地盤要素 i の質量 

g ：重力加速度 

 

一方，最大せん断応力分布から求める等価震度は，式(解 3.2.5.2-2)で定義される。 

KHi = 2(|τi|max - |τi-1|max) / (hi･wi + hi-1･wi-1) ······························· (解 3.2.5.2-2) 

KHi ：i 層における震度 

|τi| ：i 層のせん断応力 

wi ：i 層の単位体積重量 

hi ：i 層の層厚
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3.2.5.3 評価基準 

静的非線形解析等による安定性評価は「3.2.4.3 評価基準」に基づく。 

 

【解 説】 

動的解析（周波数応答解析）より得られた局所安全係数分布において，岩盤又は弱層

における引張応力の発生あるいは局所安全係数 1.0 以下の領域が広範囲に拡がる可能性

もあるため，静的非線形解析等を実施し，得られた結果を用いて，「3.2.4.3 評価基準」

に基づき評価を実施することが望ましい。 

 

 

3.2.6 動的解析（時刻歴応答解析）等による安定性評価 

3.2.6.1 解析手法 

動的解析（周波数応答解析）において評価基準値を満足しない場合，動的解析（時刻

歴応答解析）等を用いた変位量による安定性評価を行い，耐震重要施設等の安全機能に

重大な影響を与えないことを確認する。 

 

【解 説】 

地震時の変位を考慮した安定性評価の照査は，地盤の動的解析等により得られた変位

が適切に定めた評価基準を満足することを確認する。変位の算定にあたっては，地盤の

変形又は破壊挙動を考慮できる解析法を用いることを基本とするのがよい。その解析法

として，動的応答を考慮し適切な強度を用いたニューマーク法，変形を考慮できる動的

解析（時刻歴応答解析）等を用いてもよい（参考資料 3.12，3.13 参照）。 

 

3.2.6.2 入力地震動 

動的解析（時刻歴応答解析）等による安定性評価に用いる地震動は「3.2.4.2 入力地

震動」を用いる。 

 

3.2.6.3 評価基準 

基礎地盤及び周辺斜面の変位に対する評価基準は，解析手法，物性値の設定等の不確

実さも考慮して設定する。 

なお，基礎地盤については，上記に加え，建物・構築物に対する要求性能並びに重要

度も考慮して適切に設定する。 
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【解 説】 

変位量評価の算定手法の 1 つであるニューマーク法では下記の式で算出される基準変

位を用いて安定性を評価した事例もある（参考資料 3.12 参照）。 

 

d = δ / Ｌ × 100 ··································································· (解 3.2.6.3-1) 

 

d  : 基準変位(%)  

δ : すべり変位量(mm) 

Ｌ : すべり線の長さ(mm) 

 

評価基準値については，検討モデルの破壊状況，地盤材料の強度変形特性，ばらつき

等を考慮して適切に定める必要がある。また，必要に応じて模型実験を参考にすること

もできる。 

盛土については，既往の被害事例をもとに盛土の被害程度と地震時沈下量の目安値が

まとめられており，評価基準値の設定において参考にしてもよい（参考資料 3.14 参照）。 
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3.3 地殻変動に対する基礎地盤の安定性評価 

3.3.1 評価の手順 

地震発生に伴う地殻変動による地盤の縦ずれ及び横ずれ（以下，「変位」という。）並

びに傾斜及びせん断変形（以下，「変形」という。）を算出し，基礎地盤の安定性の評価

を実施する。 

基礎地盤の変位・変形により，重要な安全機能を有する施設が重大な影響を受けない

ことを確認するため，数値解析による検討を行う。 

数値解析手法は，食い違い理論による弾性解を用いる手法（以下，「食い違い弾性論」

という。）を基本とする。 

数値解析により得られた基礎地盤の変形が，建物・構築物の要求性能に応じて設定さ

れる評価基準値を超えないことを確認する。 

 

【解 説】 

地殻変動に対する基礎地盤の安定性評価の流れを「附属書 3.2 地殻変動に対する基礎

地盤の安定性評価の流れ」に示す。 

食い違い弾性論により，震源断層の破壊によるすべり量を断層面に静的な強制変位と

して与え，半無限地盤中の変位分布の弾性理論解を得ることができる。地殻変動による

観測変位が弾性理論でもある程度説明できることから，この手法により広域的な地殻変

動の影響を評価することができる（参考資料 3.15 参照）。 

食い違い弾性論より得られた「傾斜」が敷地へ与える影響が大きい場合，敷地内の地

質・地質構造が複雑である場合，検討対象となる活断層が敷地の極近傍である場合など

においては，より詳細な検討を行うために，有限要素法による静的非線形解析等を実施

するのがよい。食い違い弾性論により基礎地盤モデル境界での変位量を算出し，それを

強制変位あるいは換算した地殻応力として境界条件として与える静的非線形解析等によ

って，基礎地盤における変位・変形を評価することができる（参考資料 3.16 参照）(3.3.1-1)。 

なお，上記以外の手法として，動力学的破壊進展モデル等を用いた断層変位に関する

研究（参考資料 3.17 参照）もなされている。 

 

3.3.2 評価基準 

食い違い弾性論より得られた「傾斜」の評価基準としては，「3.2.4.3 評価基準」を

参照する。また，詳細検討の必要性が生じた場合には，「鉛直面内で生じる傾斜及び縦

ずれ」，「水平面内で生じるせん断変形及び横ずれ」についても評価項目とし，これらの

評価基準値については，解析手法，物性値の設定等の不確実さも考慮し，建物・構築物
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に対する要求性能並びに重要度に応じて適切に設定する。 
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ガイド附 3.1-1 

附属書 3.1 基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価の流れ 

 

開始

基礎地盤及び周辺斜面
のモデル化

・物性値の設定
・検討対象断面の選定

すべり面の選定

動的解析（周波数応答解析）
を用いた安定性評価注(1)

評価基準値注(2)

静的非線形解析等を
用いた安定性評価注(3)

評価基準値注(2)

地盤調査・試験（第2章）

敷地内地質調査（第2章）

基準地震動（第1章）

終了注(6)

動的解析（時刻歴応
答解析）等を用いた

安定性評価

評価基準値注(4)

対策工
の検討

評価基準値注(5)

すべり・傾斜支持力

満足
する

対策工
の検討

満足
しない

注(1) 解析は２次元で行われるが，必要に応じて，３次元解析若しくは２次
元断面を重ね合わせて３次元的な構造を考慮した解析を行うことも
できる。

注(2) 「すべり」については，基礎地盤はすべり安全率1.5以上，周辺斜面
はすべり安全率1.2以上とする。

「傾斜」については，各建物及び構築物に対する要求性能や重要度
に応じて適切に設定する。なお，地殻変動による広域的な変形の影
響を受ける可能性がある場合については，その変形についても適切
に考慮する。

注(3) 動的解析（周波数応答解析）において，評価基準値を上回るものの，
局所安全係数分布図等において，岩盤若しくは弱層における引張
応力の発生あるいは局所安全係数1.0以下の領域の発生が基礎地
盤及び周辺斜面の安定性に影響を及ぼすと判断される場合

注(4) 基礎地盤及び周辺斜面の変位量については，解析手法，物性値の
設定等の不確実さも考慮して設定する。

なお，基礎地盤については，上記に加え，各建物及び構築物に対す
る要求性能や重要度も考慮して適切に設定する。

注(5) 基礎地盤の支持力に対する評価基準値は，極限支持力が地震時
接地圧よりも大きいことを確認する。

注(6) 基礎地盤については「すべり・支持力・傾斜」，周辺斜面については
「すべり」の評価項目が全て終われば終了する。

満足
する

満足
しない

満足
しない

満足
する

満足
しない

満足
する

 

 

附図 3.1 基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価の流れ 

注(1) 解析は 2 次元で行われるが必要に応じて 3 次元解析又は 2 次元断面 
を重ね合わせた擬似 3 次元的な構造を考慮した解析を行うことも 
できる。 
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附属書 3.2 地殻変動に対する基礎地盤の安定性評価の流れ 

 

２次元有限要素法解析による
静的非線形解析等の実施注(2)

終了

開始

検討対象となる断層の整理
・断層の幾何学形状（長さ，傾斜，幅等）
・断層のすべり（すべり角，すべり量）

地盤調査・試験（第2章）

地質調査（第2章）

地盤のモデル化
（検討対象となる断層及び敷地を含む範囲）

食い違い弾性論による
地盤変形解析の実施

詳細検討の必要性

の有無注(1)

評価基準値注(3)

対策工の
検討

地盤のモデル化（敷地）

注(1) 食い違い弾性論より得られた「傾斜」が敷地へ与える影響が大きい場合，敷
地内の地質・地質構造が複雑である場合や検討対象となる活断層が敷地の
極近傍である場合等においては，より詳細な検討を行うために，２次元有限要
素法解析による静的非線形解析を実施する。

注(2) 食い違い弾性論により地盤モデル（敷地）境界での変位量を算出し，それを
強制変位あるいは換算した地殻応力として境界条件として与える。

注(3) 評価項目は「鉛直面内で生じる傾斜や縦ずれ」，「水平面内で生じるせん断
変形や横ずれ」とし，各建物及び構築物に対する要求性能や重要度に応じて
適切に設定する。

満足
する

満足
しない

有

無

 

 

附図 3.2 地殻変動に対する基礎地盤の安定性評価の流れ 

有限要素法解析による静的

非線形解析等の実施注(2) 

注(1) 食い違い弾性論より得られた「傾斜」が敷地へ与える影響が大きい場合，敷 
地内の地質・地質構造が複雑である場合，検討対象となる活断層が敷地の極 
近傍である場合等においては，より詳細な検討を行うために，有限要素法に 
よる静的非線形解析を実施する。 
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参考資料 3.1 基礎地盤の安定性評価手順 

 

原子力安全基盤機構（2014）（参 3.1-1）より，基礎地盤の安定性評価手順は参図 3.1-1 の

とおり示されており，従来の「すべり安全率等による評価」を「安定性に関するスクリ

ーニング」，「変形量評価」を「基礎地盤の安定性の設計」と位置づけられている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

参図 3.1-1 基礎地盤の安定性評価手順 
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参考文献 

(参 3.1-1) 独立行政法人原子力安全基盤機構：基礎地盤及び斜面の安定性に係る設計・

リスク評価手引き，2014．  
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参考資料 3.2 周辺斜面の安定性評価手順 

 

原子力安全基盤機構（2014）（参 3.2-1）より，周辺斜面の安定性評価手順は参図 3.2-1 の

とおり示されており，従来の「すべり安全率による評価」を「安定性に関するスクリー

ニング」，「変形量評価」を「斜面の安定性の設計」と位置づけられている。 

 

 

 
参図 3.2-1 周辺斜面の安定性評価手順 

 

参考文献 

(参 3.2-1) 独立行政法人原子力安全基盤機構：基礎地盤及び斜面の安定性に係る設計・

リスク評価手引き，2014． 
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参考資料 3.3 弱層のモデル化 

 

弱層のモデル化については，周波数応答解析手法による等価線形解析により，弱層の

角度，岩盤部剛性及び弱層の層厚をパラメータとしたジョイント要素とソリッド要素と

の比較研究がなされている（参 3.3-1）。解析モデル及び解析条件を参図 3.3-1 に，解析ケー

スを参表 3.3-1 に示す。その他の詳細条件については，文献（参 3.3-1）を参照するとよい。 

 

参図 3.3-1 解析モデル及び解析条件（参 3.3-1） 

 

参表 3.3-1 解析ケース（参 3.3-1） 
 

ケース 弱層角度 岩盤部剛性 層厚 t（単位 m） モデル化 

1S 

高角度 

（70°） 

基本 

3 
Solid 

1J Joint 

2S 
0.3 

Solid 

2J Joint 

3S 

0.03 

Solid 

3J Joint 

4S 
基本×10 

Solid 

4J Joint 

5S 

低角度 

（30°） 

基本 

3 
Solid 

5J Joint 

6S 

0.03 

Solid 

6J Joint 

7S 
基本×10 

Solid 

7J Joint 
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ソリッド要素に発生した弱層延長方向のせん断応力（τS）とジョイント要素に発生した

せん断応力（τJ）との差を参表 3.3-2 に示す。これによると，解析結果（せん断応力）の

差は小さい。したがって，一般的にいずれの要素でモデル化しても差し支えないと判断

される。 

 

参表 3.3-2 発生せん断応力の差（参 3.3-1） 
 

角 度 岩盤部剛性 
断層幅 

（単位 m） 

比較した 

ケース 

│τS－τJ│/τS×100（単位 ％） 

深さ 50m 深さ 100m 深さ 150m 

高角度 
基 本 

3 1S と 1J 0.01 1.37 1.11 

0.3 2S と 2J 0.09 0.22 0.08 

0.03 
3S と 3J 0.01 0.02 0.13 

基本×10 4S と 4J 0.01 0.04 0.45 

低角度 
基 本 

3 5S と 5J 2.52 1.01 1.29 

0.03 
6S と 6J 0.02 0.26 0.11 

基本×10 7S と 7J 0.05 0.03 0.18 

 

参考文献 

(参 3.3-1) 五月女敦，高尾誠，金戸俊道，金谷守：弱層の試験法及びモデル化に関する

検討，電力土木 No.311，2004． 
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参考資料 3.4 アンカー工を有する斜面の地震時安定性評価 

 

西村，他（2013）（参 3.4-1）では，2 種類のアンカー工のモデル化手法（参表 3.4-1）を用

いて，モデル斜面を対象に動的解析（周波数応答解析）に基づく地震時安定性の検討を行

い，その結果を踏まえてアンカー工を有する斜面の安定性評価フロー（案）を提案してい

る（参図 3.4-1, 参表 3.4-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参表 3.4-2 検討ケース

参図 3.4-1 モデル斜面基本ケース

参表 3.4-1 モデル１とモデル２の概要 

現 
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参考文献 

(参 3.4-1) 西村昇，森聡，平川芳明，小早川博亮，原口和靖：アンカー工を有する斜面

の地震時安定性評価，日本地すべり学会研究発表会講演集，2013．

参表 3.4-3 具体的な評価・照査項目（案） 

参図 3.4-2 アンカー工による斜面安定性評価フロー（案） 
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参考資料 3.5 抑止杭工を有する斜面の地震時安定性評価 

 

抑止杭工を有する斜面の地震時安定性評価について，斜面の動的遠心力模型実験と等価

線形化法による動的解析（周波数応答解析）による検討事例が示されている(Kobayakawa 

et al., 2019) （参 3.5-1）。 

戸田，他（2013）（参 3.5-2）による安定性評価フロー（参図 3.5-1）に沿って抑止杭工の設

計を行い，遠心載荷模型実験装置を用いた振動実験を実施したところ，設計地震力に対応

する入力地震動に対して斜面の安定性は確保され，安定性評価フローの検証がなされてい

る（参図 3.5-2～4，参表 3.5-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参図 3.5-2 斜面模型の概要 

 

モデル１： 動的等価線形解析 

杭周辺地盤の進行性破壊の可能性 

地震時の応力状態の評価（常時応力の解析＋地震時増分応力の解析） 

対策後の杭周辺地盤の 

すべり安全率 Fs≧1.2 

モデル２： 静的非線形解析 

no 

yes 

・局所安全係数 
・引張発生 

END 

no 

低い 

・曲げ・せん断 
・変位量 

yes 

no 

no 

対策不要 

対策必要 

yes 

高い 

FEM 

Fs≧1.2 

FEM 

yes 

すべり線の抽出 
（簡便法など） 

杭仕様・配置の見直し 

モデル１の等時刻の 
・等価剛性 
・等価震度 

対策後の杭周辺地盤の 

すべり安全率 Fs≧1.2 

・曲げ・せん断 

FEM 
杭仕様・配置の見直し 

杭の照査 OK 杭の照査 OK 

※杭間のすり抜けが

ない杭間隔とする 

杭の仕様と配置の設定 

 

根入れ部 

 

対策後の杭周辺地盤のすべり線 

杭谷側 

参図 3.5-1 抑止杭工を設置した斜面の地震時安定性評価フロー（案） 

Uniaxial acceleration  meter  :X‐direction
Uniaxial acceleration  meter  :Z‐direction
Uniaxial acceleration  meter  :X,Z‐direction

(unit: mm)

Laser displacement  gauge
Displacement  gauge
Strain gauge

Installation  position 
of strain gauges

Installation  position
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参考文献 

(参 3.5-1)  Kobayakawa, H., Ishimaru, M., Hidaka, K., Sekiguchi, A., Okada, T., Mori, 

S., Hiraga, K. and Morozumi, H.: Seismic stability evaluation verification of 

slopes reinforced with prevention piles, Proceedings of the 2019 Rock 

Dynamics Summit (RDS 2019), 2019. 

(参 3.5-2) 戸田孝史，小早川博亮，原口和靖：抑止杭工を有する斜面の地震時安定性評

価，日本地すべり学会研究発表会講演集，2013． 

参図 3.5-3 最大入力加速度と変位の関係 

参表 3.5-1 模型実験の結果 

参図 3.5-4 入力加速度と応答加速度の関係 
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ah 

m/s2 
Observation results 

d01 0.72 d01~d08: No deformation confirmed 
visually. 
d09: rock mass above the weak layers 
vibrates back and forth after the shaking, 
then a crack will generate on the surface of 
the installation of the prevention piles. As 
the vibration continues, the crack 
propagates to the weak layer, and the rock 
mass at the front of the prevention piles is 
greatly displaced. 

d02 1.64 
d03 2.65 
d04 3.42 
d05 4.76 
d06 6.31 
d07 8.64 
d08 9.32 
d09 11.47 
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参考資料 3.6 地盤安定性評価における減衰定数 

 

文献（参 3.6-1）は，地盤安定性評価における減衰定数について，特に硬岩に着目して，次

の 3 項目の検討を実施している。 

① 既設発電所における減衰定数の設定（慣用値）の現状調査 

② 既設発電所における地震観測記録に基づく減衰定数の同定と慣用値との比較 

③ 減衰定数のすべり安全率へ及ぼす影響 

地盤安定性評価における減衰定数の設定状況については，既設発電所（硬岩地点）の

10 地点のうち 3％が 8 地点，2％と 5％がそれぞれ 1 地点であった。参図 3.6-1 は，既往

の代表的な岩盤における試験結果であり，微小ひずみ域における減衰定数が 1％から 2％

を示す結果が多く，慣用値（3％～1％）は岩盤における微小ひずみ領域の履歴減衰と考

えられる。 

次に，調査対象とした 10 地点のうち，2 地点（OBS-A，OBS-B）における中小地震の

鉛直アレイ記録を用いて減衰定数（周波数依存性と下限値を考慮（参 3.6-4））の同定を行っ

た。同定結果は参図 3.6-2 に示すとおりであり，両地点の慣用値 3％は，Ｓ波速度 2,000m/s

程度までの硬岩に対する減衰定数の同定結果の下限値に概ね対応することが分かる。 

 

 
参図 3.6-1 既往の動的圧縮三軸試験による岩盤の減衰 

(参 3.6-2) 

(参 3.6-3) 公
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参図 3.6-2 調査対象の硬岩サイト（2 地点）で同定された減衰定数（参 3.6-4） 

 

 

地盤安定性評価における，減衰定数の増分がすべり安全率へ及ぼす影響を調査するた

め，参表 3.6-1 に示す 7 ケースの減衰定数の組合せを設定し，地盤安定解析を実施した（参

図 3.6-3 参照）。解析結果を参図 3.6-4 に示す。同図によれば，基本的に，減衰定数が大

きく変化しているにもかかわらず，すべり安全率の変化は大きくないことが分かる。全

体的な傾向としては，多くのすべり線で減衰定数の増加とともに安全率は増加しており，

特に浅いすべり線においてその傾向は顕著である。したがって，現行の慣用値（3％）に

よる地盤安定性評価に相当する解析ケース（CM級 3％，CH級 2％）は，減衰定数の増分

を考慮した場合と比較してすべり安全率が小さく，安全側の評価結果となっていること

が分かる。 
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参表 3.6-1 解析に用いた地盤物性値（参 3.6-1） 
 

解 析 
ケース 

減衰定数（単位 ％） S 波速度（単位 m/s） 

表層（h～γ） 
CM
級 CH 級 表層（G/G0～γ） CM1 CM2 CH1 CH2 

1 

11.4γ0.2＋20 

3 0.5 

300〔1/(1＋4.5γ0.6)〕 1,000 1,300 1,500 2,000 

2 3 0.8 
3 3 1 
4 3 2 
5 4.5 3 
6 7.5 5 
7 15 10 

γ：せん断ひずみ 

 

 
参図 3.6-3 基礎地盤モデルとすべり線位置（参 3.6-1） 

 

 

参図 3.6-4 減衰定数と基礎地盤のすべり安全率の関係（参 3.6-1） 
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参考文献 

(参 3.6-1) 佐藤浩章，金谷守，大鳥靖樹：地震観測記録に基づく地震動の減衰特性－硬

岩地盤における減衰定数の同定と地盤安定性評価に及ぼす影響－，電力中央

研究所報告，N04041，2005． 

(参 3.6-2) 西好一，江刺靖行：泥岩の力学的特性に関する研究（その 4）振動荷重下にお

ける強度－変形特性，電力中央研究所報告 382014，1982． 

(参 3.6-3) 嶋悦三，太田外気晴，高橋克也，石田寛：鉛直アレー地震観測による地震動

特性の研究その 3：地盤の減衰性調査，日本建築学会大会学術講演梗概集，構

造 1，pp.641-642，1983． 

(参 3.6-4) 佐藤浩章，金谷守，大鳥靖樹：減衰定数の下限値を考慮したスペクトル比の

逆解析による同定手法の提案－岩盤における鉛直アレイ記録への適用と減衰

特性の評価－，日本建築学会構造系論文集，604，pp.55-62，2006． 
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参考資料 3.7 鉛直地震動入力を考慮した等価線形解析における地盤剛性，減衰定数の設

定に関する留意点 

 

(1) 地盤剛性の取り扱い 

地盤の鉛直地震動応答は，体積弾性係数の影響を受ける。特に，地下水位以深の地盤

においては，間隙水の体積弾性係数が地盤の鉛直地震動応答に影響を及ぼす場合がある。

したがって，等価線形解析を用いて水平地震動と鉛直地震動の同時入力による地盤の応

答解析を行う場合には，Ｖs，Ｖp，ポアソン比から求められる体積弾性係数を一定とし

て解析を行うのが望ましい。ただし，岩盤のような硬質な地盤では，地震時の発生ひず

みが小さいため，従来の等価線形解析（ポアソン比一定で，せん断弾性係数と体積弾性

係数がひずみの大きさに応じて変化する解析方法）を用いても，体積弾性係数一定の等

価線形解析とほぼ同等の鉛直地震動応答を得る事ができる。(参 3.7-1) 

(2) 地震観測記録に基づく鉛直地震動の減衰特性 

最近の研究成果より，Ｖsが 0.3～0.7km/s 程度，Ｖpが 1.9～2.4km/s 程度の第四紀層

が厚く堆積した成層地盤を対象とした鉛直アレイ記録によるスペクトル比の逆解析か

ら，Ｓ波の減衰よりもＰ波の減衰の方が大きいことが明らかとなっている。これは，水

平地震動と鉛直地震動を同時に入力する等価線形解析において，現状では，Ｐ波につい

てもＳ波の減衰定数が考慮されているが，これは安全側の鉛直地震動応答を与えること

を示唆している。(参 3.7-1) 

 

 

参考文献 

(参 3.7-1) 原子力土木委員会・地盤安定性評価部会：上下動を考慮した原子力発電所基

礎地盤及び周辺斜面の地震時安定性評価，土木学会論文集，Ⅲ-66, 21-31，2003． 
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参考資料 3.8 地盤物性値のばらつきの影響評価 

 

地盤物性値のばらつきが基礎地盤のすべり安定性に与える影響について検討した例（参

3.8-1）を以下に示す。 

検討に用いられた地盤モデル及び地盤物性値は，それぞれ参図 3.8-1，参表 3.8-1 に示

すとおりである。入力地震動は参図 3.8-2 に示す地震動を水平地震動成分とし，鉛直地震

動成分は水平地震動成分の振幅を 2/3 倍したものを用いて同時入力した。 

解析は周波数応答解析手法による等価線形解析によって行い，参図 3.8-1 に示すすべり

線沿いのすべり安全率を算定した。解析では，すべり安全率のばらつきに対する個々の

地盤物性値のばらつきの影響度合いを調べるための感度解析と，FEM 解析の要素ごとに

地盤物性値をばらつかせ，ラテン方格サンプリング法を適用して確率論的にすべり安全

率のばらつきを検討する解析が行われており，地盤物性値の変動として参表 3.8-2 に示す

ばらつきを与えている。 

感度解析より求めた各地盤物性値のばらつきによるすべり安全率のばらつきの成分を

参表 3.8-3 に示す。これによると，すべり安全率のばらつきの成分は，せん断強さ τに起

因するばらつきが最も支配的であり，初期せん断弾性係数，すなわち地盤の変形特性に

かかわる物性値のばらつきは，すべり安全率のばらつきにほとんど影響しないことが分

かる。また，ラテン方格サンプリング法によって各地盤物性値（ρ，τ，G，ν）をばらつ

かせて得られたすべり安全率の確率分布が，各地盤物性値のうちせん断強さ（τ）のみを

「平均値－1.0×標準偏差」として確定論的に評価して得られるすべり安全率を下回る確

率を求めた結果を参表 3.8-4 に示す。 

 

参表 3.8-1 地盤物性値（参 3.8-1） 
 
 表層地盤 上層部 中層部 下層部 

単位体積重量γt   （単位 kN/m3） 18 17 18 19 

せん断強さ τ      （単位MPa） － 510 580 730 

初期せん断弾性係数 G0 （単位 MPa） 170 340 450 690 

動ポアソン比ν 0.45 0.43 0.43 0.42 

せん断波速度Vs     （単位m/s） 300 450 500 600 

 

参表 3.8-2 地盤物性の変動係数（参 3.8-1） 
 

 γt τ G0 ν 

変動係数 (単位 ％) 5 30 30 5 
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   参図 3.8-1 地盤モデル（参 3.8-1）       参図 3.8-2 解析用地震動（参 3.8-1） 

 

参表 3.8-3 すべり安全率のばらつきの成分〔すべり線(3)〕（参 3.8-1） 
 

順   位 1 2 3 4 5 

すべり安全率のばらつきの成分（分散） 0.0486 0.0059 0.0052 0.0001 0.0000 

その成分を与える地盤物性の名称 上層部 τ 上層部 G0 中層部γt 表層部γt 下層部ν 

 

参表 3.8-4 「平均値－1.0×標準偏差」をせん断強さに適用した場合に 

  得られるすべり安全率を下回る確率（参 3.8-1）からの読取 
 

すべり線番号 （1） （2） （3） （4） （5） （6） 

確  率 2.61×10-4 2.27×10-4 2.62×10-3 5.73×10-5 1.42×10-7 0.00 

 

 

 

参考文献 

(参 3.8-1) 大鳥靖樹，石川博之，武田智吉：原子力発電所の地盤安定性評価に及ぼす地

盤物性のばらつきの影響に関する確率論的考察，電力土木 No.311，pp.15-23，

2004． 
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参考資料 3.9 斜面崩落による土塊等の到達距離の事例 

 

土木学会（2009）(参 3.9-1)より，2004 年新潟県中越地震の斜面崩壊の事例を基に斜面崩

壊及び崩壊土塊の移動距離を分析した結果，「JEAG4601-1987 に定められる周辺斜面の

離間距離に関する目安値は，崩壊土塊が水の影響を顕著に受ける場合を除いて，十分に

保守的なものとなっていることが分かった。」としている。 

 

参図 3.9-1 分析対象区域 

（国土地理院;平成 16 年(2004 年)新潟県中越沖地震災害状況図より作成） 

 
 

 

 
参考文献 

(参 3.9-1) 社団法人土木学会 原子力土木委員会：原子力発電所の基礎地盤及び周辺斜

面の安定性評価技術＜技術資料＞，土木学会，2009． 

参図 3.9-2 JEAG4601-1987 に対応した 

斜面の諸量の定義 

参図 3.9-3 周辺斜面の離間距離に関する 

JEAG4601-1987 目安値との比較 
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参考資料 3.10 斜面崩落による土塊・岩塊等の到達距離の評価例 

 
斜面崩落による土塊・岩塊等の到達距離の評価例として，(独)原子力安全基盤機構（2014）

(参 3.10-1)は参図 3.10-1 に示すように MPM（Material Point Method）を用いて，斜面模型

の振動台実験におけるすべり崩壊の再現解析を行っている。 

また，中瀬ら（2015）(参 3.10-2)は参図 3.10-2 に示すように，個別要素法を用いて岩塊群の

崩落実験の再現解析を行っている。 

 

 

 

 

 

(a) 加振時刻に応じた解析による変形，ひずみ分布    (b) 試験による最終崩壊状態 

参図 3.10-1 MPM による振動台実験の再現解析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 岩塊群の崩落実験        (b) 岩塊群の崩落実験の再現解析 

 

(c) 岩塊の到達位置の比較 

参図 3.10-2 個別要素法による岩塊群の崩落実験の再現解析 
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参考文献 

(参 3.10-1) 独立行政法人原子力安全基盤機構：基礎地盤及び斜面の安定性に係る設計・

リスク評価手引き，2014． 

(参 3.10-2) 中瀬仁，曹国強，田部井和人，栃木均，松島亘志：個別要素法による原子力

発電所周辺の地震起因性斜面崩落挙動のモデル化と適用性，土木学会論文集

A1（構造・地震工学），Vol. 71，No. 4（地震工学論文集第 34 巻），I_476-I_492，

2015． 
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参考資料 3.11 基礎地盤及び周辺斜面の耐震安定性評価基準値 

 

基礎地盤及び周辺斜面のすべりに対する耐震安定性評価を動的解析に基づき行う場合

には，基礎地盤と周辺斜面のすべり安全率がそれぞれ，1.5 と 1.2 の耐震安定性評価基準

値を満足する必要があり，すべり面法などの簡易法又は静的解析を用いる場合には，基

礎地盤 2.0，周辺斜面 1.5 を満足することが，従来の「原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG 

4601-1987）」（1987 年，日本電気協会）において規定されてきた（「原子力発電所耐震設

計技術指針（JEAG4601-2008）」（2008 年，日本電気協会）では基礎地盤 2.0 のみ規定）。 

文献(参 3.11-1)では，この地盤の耐震安定性評価基準値の有する確率論的な意味について，

既往の地盤安定性評価に関するアンケート調査を実施し，その結果を基に検討を行って

いる。 

検討は，設計用地震動の発生確率を「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・

許容応力編（JEAG4601・補-1984）」（1984 年，日本電気協会）を参考に 10-4～10-5／発電

所・年と仮定し，動的解析の耐震安定性評価基準値（基礎地盤 1.5，周辺斜面 1.2）を基

準にして，すべり面法及び静的解析に必要となる耐震安定性評価基準値を推定した。そ

の結果，現行の静的解析による耐震安定性評価基準値（基礎地盤 2.0，周辺斜面 1.5）は，

基礎地盤で 7.91×10-7～3.60×10-8イベント／年，周辺斜面で 5.01×10-6～2.13×10-7イベン

ト／年を想定していることに相当するとされている。設計用地震動の発生確率を 10-4／発

電所・年とした場合の，静的解析における安全率（基礎地盤 2.0，周辺斜面 1.5）と年破

壊確率との関係を参図 3.11-1 に示す。図は，現行の耐震安定性評価基準値が，周辺斜面

に比べ基礎地盤の年破壊確率を，一桁程度低く想定していることを示している。これは，

ノルウェーの基準(参 3.11-2)に照らすと基礎地盤に比べ周辺斜面の重要度を一段階低く想定

していることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参図 3.11-1 年破壊確率と耐震安定性評価基準値の関係(参 3.11-1) 

（設計用地震動の発生確率：10-4／発電所・年）
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参考文献 

(参 3.11-1) 大鳥靖樹：原子力発電施設の基礎地盤及び周辺斜面の耐震安定性評価基準値

の確率論的考察，電中研報告, N04010, 2005． 

(参 3.11-2) P.トフ-クリステンセン，M.J.ベイカー著，室津義定監訳：構造信頼性-理論

と応用-, シュプリンガー・フェラーク東京株式会社，1986． 
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参考資料 3.12 ニューマーク法を用いた斜面の変位量評価例 

 

地震時の残留変位を考慮した周辺斜面の安定性評価手法の一事例として，原子力安全

基盤機構（2014）(参 3.12-1)より，「斜面の動的応答を考慮し適切な強度を用いたニューマー

ク法」が示されている。また，基礎地盤も同様に「基礎地盤の動的応答を考慮し，適切

な強度と限界変位量を用いたニューマーク法を基本とする。」とされている。ただし，留

意事項として，対象サイトに応じた基準変位の設定，解析手法の妥当性の検証等が必要

とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参図 3.12-1 ニューマーク法による 

残留変位量の算出概念図 

参図 3.12-3 斜面模型材料の三軸圧縮試験 

による応力-ひずみ関係 

参図 3.12-2 すべり発生時におけるせん断ひずみ分布の一例
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参考文献 

(参 3.12-1) 独立行政法人原子力安全基盤機構：基礎地盤及び斜面の安定性に係る設計・

リスク評価手引き，2014． 

参図 3.12-4 すべり土塊の移動状態の一例 

参図 3.12-5 基準変位とすべり線の長さの関係 
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参考資料 3.13 動的解析（時刻歴応答解析）を用いた斜面の地震時変位量の

評価例 

 

有限要素法による動的解析（時刻歴応答解析）を用いた斜面の地震時変位量の評価に関

する研究が行われている。参図 3.13-1 は，石丸ほか（2017）が斜面の動的遠心力模型実

験（遠心加速度：50G）の再現解析を行い，実験結果と解析結果を比較したものである。 

 

650
(32.5)

2000
(100)

40
(2)

　モデルＡ
（弱面なし）

300
(15)

50
(2.5)

12@100
(12@5)

140
(7)

5@100
(5@5)

単位：mm
（単位： m）

加速度計（水平）：26ch レーザー変位計（水平）： 5ch

60
(3)

60
(3)

1：0.5

60
(3)

加速度計（鉛直）：4ch

50
(2.5)

ジオテキスタイル

　円弧中心
（200,990）

（200,100）

（450,600） （1800,600）

（2000,400）

（150,0）

r＝890

L530

L523

L473

L399

L249
L249

側面測点 ：317点

2列 3列 4列 5列 6列 7列 8列

L442

L340

L512

L529

L496

L249

90
(4.5)

100
(5)

レーザー変位計（鉛直）： 6ch

1列

TASV
TASH

TANV
TANH
TANHD

AD31V
AA31H
AA31V

AA34H

AA35H

AA36H

AA25H

AA26H

AD23H

AD15H

AD41H
AD41V
AA41H

AA43H

AA44H

AA45H

AA46H

AD51H
AD51V

AD61H
AD61V
AA61H
AA61V

AA64H
AP64

AA65H

AA66H

AA62H

AA63H

AD71V
AD81V
AA81H

AA84H

AA85H

AA86H

AA82H

AA83H

間隙水圧計：1ch

（1000,600）

AD15H

AD23H

AD31V
AA31H

AD51H
AD51V

AD41V
AA41H

AD61H
AD61V
AA61H

AA25H

 

(a) 斜面模型と計測器配置（単位 mm，括弧内は実規模換算値で単位 m） 
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(b) 入力加速度波形（実規模換算済，左図：水平動，右図：鉛直動） 
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ガイド参 3.14-1 
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(c) 変位量の実験と解析の比較（実規模換算済） 

参図 3.13-1 時刻歴応答解析による斜面の動的遠心力模型実験の再現解析 

 

[参考文献] 

（参 3.13-1）石丸真，岡田哲実，中村大史，河井正，風間基樹：軟岩のせん断破壊後の強

度変形特性のモデル化と斜面の地震時すべり安定性評価への適用，土木学会

論文集 C（地圏工学），Vol. 73，No. 1，pp. 23-38，2017． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公
衆
審
査
用



 

ガイド参 3.14-1 

参考資料 3.14 盛土の被害程度と沈下量の目安 

 

鉄道総合技術研究所（2012）(参 3.14-1)では，盛土の被害程度と沈下量の目安について，

参図 3.14-1 のとおり，まとめており，参考にすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参図 3.14-1 盛土の被害程度と沈下量の目安 

 

参考文献 

(参 3.14-1) 国土交通省監修  鉄道総合技術研究所編：鉄道構造物等設計標準・同解説-

耐震設計，丸善出版，2012．  
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ガイド参 3.15-1 

参考資料 3.15 食い違い弾性論を用いた過去の地震時の地盤変位量の再現事例 

 

地殻変動に対する基礎地盤の安定性評価手法として，食い違い弾性論を用いた評価手法

を基本とするが，国土地理院(参 3.15-1～参 3.15-4)においては，その手法を用いて過去の地震時

の地盤変位量の再現事例が示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参表 3.15-1 検討事例一覧 

参図 3.15-1 2000 年鳥取県西部地震(参 3.15-1)
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ガイド参 3.15-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参図 3.15-2 2003 年宮城県北部の地震(参 3.15-2)に一部加筆 

参図 3.15-3 2005 年福岡県西方沖を震源とする地震(参 3.15-3) 
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ガイド参 3.15-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考文献 

(参 3.15-1) 国土地理院：平成 12 年 10 月 6 日鳥取県西部地震の断層運動を解明，2000． 

(参 3.15-2) 国土地理院：平成 15 年 7 月 26 日宮城県北部の地震に伴う地殻変動，2003． 

(参 3.15-3) 国土地理院：福岡県西方沖を震源とする地震に伴う地殻変動（第 2 報），2005． 

(参 3.15-4) 国土地理院：平成 19 年(2007 年)能登半島地震に伴う地殻変動（第 2 報），

2007． 

参図 3.15-4 2007 年能登半島沖地震(参 3.15-4)

水準点測量結果と食い違いの弾性論による鉛直地盤変位量の比較 

水準点測量結果と食い違いの弾性論による水平地盤変位量の比較 公
衆
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ガイド参 3.16-1 

参考資料 3.16 地殻変動に対する基礎地盤の安定性評価フローの一例 

 

敷地内断層の活動性が否定できない場合にその変位・変形量を評価して，施設への影

響を工学的に検討する手順が原子力安全推進協会（2013）(参 3.16-1)に示されている。地表

地震断層分布概念図を参図 3.16-1 に，全体検討フローを参図 3.16-2 に示す。 

本フロー中の「断層変位の評価 b. 解析による検討」において，基礎地盤の変状評価

および安定性評価の手順が述べられており，食い違い弾性論と静的有限要素法を組み合

わせた評価の方法等の考え方が参図 3.16-3 のように例示されている。 

なお，当参考資料では変位と変形を合わせて変状と称している。 

 

 

参図 3.16-1 地表地震断層分布概念図 

 

参図 3.16-2 検討フロー 
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ガイド参 3.16-2 

 

 

 

参図 3.16-3 食い違い弾性論による地盤変状評価のイメージ 

 

参考文献 

(参 3.16-1) 一般社団法人原子力安全推進協会 敷地内断層評価手法検討委員会：原子力

発電所敷地内断層の変位に対する評価手法に関する調査・検討報告書，2013． 

①食い違いの弾性論により変状評価領域の境界変位を算定する 
（変状評価領域内のその他の断層や建屋はモデル化しない） 

②食い違いの弾性論により算定した境界変位を変状評価領域の 
有限要素モデルに静的に作用させる 
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ガイド参 3.17-2 

参考資料 3.17 動力学的破壊進展モデル等を用いた断層変位評価例 

 

動力学的シミュレーションを用いた断層変位の評価に関する研究が行われている。参図

3.17-1 は澤田（2019）(参 3.17-1)が 2016 年熊本地震を対象に断層の動的破壊により主断層及

び周辺に分布する小規模な断層（副断層）に生じる変位を調べた数値解析の結果である。 

また，澤田ほか（2018）(参 3.17-2)は 2014 年長野県北部の地震を対象に，深さ約 1 km まで

の地形及び地層境界を考慮して，地盤・断層の 3 次元モデルを構築し，並列有限要素法に

より断層上のずれ変位の進展を解析した。参図 3.17-2 はその解析モデルと断層上のずれ変

位の分布を表す。 

基盤の断層の変位による上部地盤の変形・破壊について，模型実験及び数値解析による

研究が実施されている。参図 3.17-3 は竿本，他（2005）(参 3.17-3)が横ずれ断層上の地盤の

破壊現象に対して，個別要素法による解析を実施した結果である。 

 

 

 

 

 

 

a) 主断層のずれ変位分布 

 

 

 

 

 

 

b) 断層の配置（上から見た図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

c) 副断層のずれ変位分布 

参図 3.17-1 2016 年熊本地震のシミュレーション 
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ガイド参 3.17-1 

  

 

 

 

 

 

 

参図 3.17-2 2014 年長野県北部の地震の並列 FEM 解析 

（左：解析モデル，右：断層上のずれ変位分布） 

 

 

 

参図 3.17-3 横ずれ断層運動に伴うせん断帯発達過程に関する DEM 解析 

（左：解析モデル，右：計算終了時の|εyx|=0.6 の等値面） 

 

参考文献 

（参 3.17-1）澤田昌孝：断層の破壊進展解析による地表断層変位予測手法―実地震への適

用―，電中研報告，O18008，2018． 

（参 3.17-2）澤田昌孝，羽場一基，堀宗朗：地表地震断層を伴う実地震を対象とした高性

能計算による地表断層変位評価，土木学会論文集 A2，Vol.74，No.2，

pp.I_627-I_638，2018． 

 (参 3.17-3) 竿本英貴，吉見雅行，国松直：横ずれ断層運動に伴うせん断帯発達過程に関

する DEM シミュレーション，土木学会地震工学論文集，2005．  公
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4.1 基本事項 

4.1.1 適用範囲 

本章で定める事項は，原子力発電所の安全設計において考慮すべき基準津波 Ts の

策定及び入力津波の評価に適用する。 

 

【解 説】 

我が国の原子力発電所は海岸沿いに設置されているため，敷地の選定の際には津波に

よる影響を十分考慮するとともに，発電所の施設の設計においては，想定される津波に

対して安全性が保たれるよう配慮する必要がある。 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則」（令

和元年 7 月 1 日施行，原子力規制委員会）(4.1.1-1)では，「設計基準対象施設は，その供

用中に当該設計基準対象施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波（以下「基準津

波」という。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。」

としている。また，「重大事故等対処施設は，基準津波に対して重大事故等に対処するた

めに必要な機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。」としている。 
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4.1.2 準用する基準類 

基準津波策定にあたり準用あるいは引用する基準類の適用版は以下による。 

(1) 原子力発電所耐津波設計技術規程（JEAC4629-2020）(2020)  

日本電気協会(4.1.2-1) 

(2) 原子力発電所の津波評価技術(2016) 土木学会 (4.1.2-2) 

(3) 原子力発電所に対する津波を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基

準(2016) 日本原子力学会(4.1.2-3) 

(4) 原子力発電所火山影響評価技術指針（JEAG4625-2015）(2015)  

日本電気協会(4.1.2-4) 

 

4.1.3 用語の定義 

(1) 想定津波 

プレート境界付近，海洋プレート内，海域活断層による地殻内において想定さ

れる地震及び地震以外の自然現象（地すべり等，火山現象）に伴う津波のことを

いう。 

 

(2) 想定津波群 

不確定性を考慮した想定津波の集合体のことをいう。 

 

(3) 基準津波 Ts 

想定津波群のうち，設計基準対象施設の供用中に施設へ最も大きな影響を与え

る津波のことをいう。 

最も大きな影響を与える津波の波源が上昇側と下降側で異なる場合は，それぞ

れを基準津波 Ts（上昇側），基準津波 Ts（下降側）とする。 

 

(4) 入力津波 

設計に使用する津波水位のことをいう。各施設・設備等の設置位置において，

基準津波 Ts の波源からの数値計算結果に適切な潮位条件を考慮したものであ

る。 
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4.2 基本方針 

原子力発電所における入力津波の評価は，以下の方針により行う。 

津波発生要因として，プレート間地震，海洋プレート内地震，海域の活断層による

地殻内地震，地すべり，斜面崩壊，火山現象について調査を行い，科学的・技術的知

見に基づき，施設に大きな影響を与えると予想される要因を複数選定する。選定した

津波発生要因に対して不確定性を考慮し，数値計算により津波評価を行う。それらの

津波評価結果に基づき基準津波 Ts を策定し，入力津波の評価を行う。 
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4.3 基準津波 Ts の策定及び入力津波の評価 

本節は，原子力発電所の基準津波 Ts 策定から入力津波の評価までの流れについて

示す。 

基準津波 Ts の策定にあたっては，まず，既往津波や津波発生要因に関する調査を

行うとともに，数値計算に用いる諸条件（境界条件，計算領域，計算格子間隔等）が

適切かどうかを確認する。その後，想定津波の波源を設定し，不確定性を考慮した上

で基準津波 Ts の策定を行う。 

基準津波 Ts 策定から入力津波評価までの流れを「附属書 4.1 基準津波 Ts 策定～

入力津波評価の流れ」に示す。 

 

4.3.1 基準津波 Ts の策定に係る調査 

基準津波 Ts の策定にあたっては，敷地における既往津波の調査や津波の発生要因

に関する調査を実施する。 

 

4.3.1.1 既往津波の調査 

文献調査等により，敷地に大きな影響を及ぼしたと考えられる既往津波を抽出す

る。 

 

【解 説】 

1896 年明治三陸地震津波より古い津波の痕跡高は，古記録，文献等をもとに研究者が

推定したものであるため，必要に応じて痕跡高の信頼性を吟味する。それ以降の比較的

新しい時代の痕跡高についても，必要に応じて個々の文献における痕跡高の調査方法と

その信頼性を吟味する。痕跡高の信頼性が疑わしいものについては，その出典等に立ち

戻り，信頼性が低いと判断される場合には，それらを除外することができる。なお，既

往津波のうち近年発生した津波については，沖合における水位変化が観測されている場

合がある。基準津波 Ts の策定において，必要に応じてこれらの観測結果を参照するた

め，データの収集を行う。また，古記録や文献以外の既往津波資料を得るために，津波

堆積物調査等の地質学的な調査を実施する。 

なお，津波堆積物調査の詳細に関しては「2.5 津波に関する地質調査」を参照する。 

これらの文献調査結果，地質学的調査結果等による信頼性のあるデータに基づいて敷

地に大きな影響を及ぼしたと考えられる既往津波を抽出する。 
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4.3.1.2 津波の発生要因に関する調査 

津波の発生要因に関して，日本近海のプレート境界付近において想定される地震

（以下，「プレート間地震」という。），海洋プレート内において想定される地震（以

下，「海洋プレート内地震」という。），海域の活断層において想定される地殻内地震

（以下，「海域の活断層による地殻内地震」という。），外国沿岸のプレート境界付近に

想定される地震，地すべり等，火山現象について調査を実施する。 

 

【解 説】 

基準津波 Ts の策定に先立って，敷地に影響を与えると考えられる津波の発生要因を

選定するため，地震の発生メカニズム等に係る文献調査及び海域若しくは沿岸で発生す

る可能性のある火山現象に関する文献調査を実施する。また，地すべり及び斜面崩壊に

係る敷地周辺の地形調査，海域の活断層による地殻内地震，火山現象に関する調査に関

しての詳細については「2.5 津波に関する地質調査」及び「原子力発電所火山影響評価

技術指針（JEAG4625-2015）」（2015 年，日本電気協会）(4.1.2-4)を参照する。 

 

 

公
衆
審
査
用



6 
 

4.3.2 津波発生要因の選定 

基準津波 Ts 策定における津波の発生要因としては，プレート間地震，海洋プレー

ト内地震，海域の活断層による地殻内地震，外国沿岸のプレート境界付近に想定され

る地震，地すべり，斜面崩壊，火山現象を対象とする。調査結果等を踏まえ，これら

の津波発生要因から施設に影響を与えると考えられるものを抽出する。 

 

4.3.3 想定する津波波源の設定 

各海域における地震や地すべり等の特性を踏まえて，不確定性を考慮する際の基準

となる基準断層モデル及び地すべり地形等の波源モデル（以下，「波源モデル等」とい

う。）を適切に設定する。 

なお，基準断層モデルに関してはすべり量の不均一性についても必要に応じて考慮

する。 

 

【解 説】 

津波波源の設定にあたり，行政機関において敷地又はその周辺の津波が評価されてい

る場合には，波源設定の考え方，解析条件等の相違点に着目して内容を精査したうえで

必要に応じて考慮する。例えば，行政機関における評価の事例として，日本海東縁部の

断層や海域活断層に対するすべり量の不均一性を考慮した国土交通省・内閣府・文部科

学省(2014)(4.3.3-1)等がある。 

なお，東日本大震災の主な教訓の一つとして，「大規模な津波を発生させる地震の発生

域と規模が既往津波を発生させた地震を超える場合があること」が挙げられる。これを

踏まえ，波源モデル等の設定にあたっては既往津波を発生させた地震の発生域や規模に

関する知見だけでなく，「4.3.1.2 津波の発生要因に関する調査」の結果得られた知見を

十分に活用することが重要である。 
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4.3.3.1 プレート間地震に起因する津波波源の設定 

日本近海及び外国沿岸のプレート境界付近において想定される地震に伴う津波を評

価対象として波源を設定する。 

波源モデル等の地震規模（Mw：モーメントマグニチュード）は，既往津波をもた

らした地震の発生位置及び発生様式，当該海域の地殻構造等に応じて設定する。 

 

【解 説】 

波源領域や地震規模については，過去に発生した地震の規模・すべり量等の地形・地

質学的，地震学的及び測地学的な情報を可能な限り活用するとともに，国内のみならず

世界で発生した大規模な地震を踏まえ，地震の発生機構やテクトニクス的背景の類似性

を考慮した上でこれらの地震に関する知見を用いて設定する。 

プレート間地震による津波の波源モデル設定については，2011 年東北地方太平洋沖地

震を含む世界で発生した Mw 9 クラスの巨大地震による津波に関する知見を活用するこ

とが重要である。これらの知見を活用した波源モデルの設定例としては内閣府(2012)(4.3.3-

2)等がある。 

評価の対象とする津波は阿部(1989)(4.3.3-3)の簡易予測式等を用いて敷地における津波高

の概算値を比較することにより，複数の波源から抽出することができる。また，外国沿

岸のプレート境界付近に想定される地震に伴う日本沿岸に大きな影響を与える遠地津波

は，主にチリ沖またはカスケード地域で発生すると考えられることから，波源位置につ

いて当該地域を対象とすることができる。 
 
 

4.3.3.2 海洋プレート内地震に起因する津波波源の設定 

海洋プレート内に想定される地震に伴う津波を評価対象とし，過去の地震発生状況

等の地震学的知見を踏まえて波源を設定する。 

波源モデル等の地震規模（Mw）は，既往津波をもたらした地震の発生位置，発生

様式，当該海域の地殻構造等に応じて設定する。 

 

【解 説】 

「4.3.3.1 プレート間地震に起因する津波波源の設定」と同様，波源領域や地震規模

については，過去に発生した地震の規模・すべり量等の地形・地質学的，地震学的及び

測地学的な情報を可能な限り活用するとともに，国内のみならず世界で発生した大規模

な地震を踏まえ，地震の発生機構やテクトニクス的背景の類似性を考慮した上でこれら

の地震に関する知見を用いて設定する。 

評価の対象とする津波は阿部(1989)(4.3.3-3)の簡易予測式等を用いて敷地における津波高

の概算値を比較することにより，複数の波源から抽出することができる。   
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4.3.3.3 海域の活断層に起因する津波波源の設定 

日本近海の海域活断層において想定される地殻内地震に伴う津波を評価対象とす

る。 

波源モデル等の地震規模（Mw）は，当該海域の地殻構造等に応じて設定する。 

 

【解 説】 

評価の対象とする津波は阿部(1989)(4.3.3-3)の簡易予測式等を用いて敷地における津波高

の概算値を比較することにより，複数の波源から抽出することができる。 

 

 

4.3.3.4 地すべり等に起因する津波波源の設定 

陸上及び海底での地すべり及び斜面崩壊に伴う津波を評価対象とし，文献調査，地

質調査，地形調査等の知見を踏まえて波源モデル等を設定する。 

 

【解 説】 

陸上及び海底での地すべり及び斜面崩壊による津波波源は，地震起因のものとは異な

り，物質の移動を伴う運動様式及び時間経過を考慮する必要がある。また，物質移動の

伝播方向へのエネルギー指向性が高く，局所的に大きな津波水位を発生させる場合があ

ることに留意する必要がある。 

 

 

4.3.3.5 火山現象に起因する津波波源の設定 

火山現象に伴う津波を評価対象とし，文献調査，活動履歴調査，地形調査等の知見

を踏まえて波源モデル等を設定する。 

 

【解 説】 

火山現象に起因する津波波源のうち，山体崩壊，火砕流，火山泥流及び溶岩の海域へ

の突入に伴う津波に関しては，「4.3.3.4 地すべり等に起因する津波波源の設定」で示し

た陸上での地すべり等による津波波源と同様であると考えることができる。 
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4.3.4 津波評価手法 

本項は，基準津波 Ts 策定で用いる津波評価手法に関する留意事項について示す。 

 

4.3.4.1 数値計算の方法 

適切な基礎方程式，計算スキーム，津波入力条件及び境界条件を選定した数値計算

モデルに対して，計算領域，計算格子間隔，地形データ，計算に用いる諸係数，再現

時間等を適切に設定し数値計算を行う。 

 

【解 説】 

(1) 津波入力条件の設定における留意事項 

① 地震を要因とする津波については，設定した波源モデル等の諸パラメータを用い

て，適切な方法で計算される海底面の変位分布に基づき，津波入力条件を設定す

る。 

② 地すべり等による津波については，二層流モデル(4.3.4-1)，Kinematic Landslide モ

デル(4.3.4-2)，振幅予測式(4.3.4-3~5) 等の手法により津波入力条件を設定する。 

 

(2) 地形のモデル化における留意事項 

津波計算に用いる水深データ及び地形データは，精度向上の観点から，最新の測定結

果を用いることを基本とする。 

なお，地形に関する調査の詳細に関しては「2.5 津波に関する地質調査」を参照す

る。 

 

(3) 数値計算モデルの選定における留意事項 

「原子力発電所耐津波設計技術規程（JEAC4629-2020）」（2020 年，日本電気協会）

(4.1.2-1)第 3 章を参照する。 

 

(4) 数値計算の実施における留意事項 

「原子力発電所耐津波設計技術規程（JEAC4629-2020）」（2020 年，日本電気協会）

(4.1.2-1)第 3 章を参照する。 

 

(5) その他留意事項 

地すべり等，火山現象のように，メカニズムが十分に解明されていないものや評価方

法が確立されていないものについては，複数のモデルによる評価を実施する。 
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4.3.4.2 既往津波の検討による数値計算モデルの妥当性確認 

敷地に大きな影響を及ぼしたと考えられる既往津波に関する再現性の検討により，

数値計算モデルの妥当性確認を行うことができる。既往津波の波源モデル等を設定す

る際には，沿岸における津波の痕跡高をよく再現できるようにパラメータを設定して

数値計算を行い，海底地形・海岸地形等のモデル化及び数値計算方法の妥当性につい

て，痕跡高と計算値の空間的な適合度等により確認を行う。 

 

【解 説】 

(1) 既往津波の波源モデル等の設定 

主な既往津波については，文献により津波を説明できる波源モデル等が提案されてい

るため，これらを参考とし，適切なパラメータを設定する。 

津波の記録に加えて地震の記録が豊富に残されている最近の津波については，津波を

もたらした地震や地すべりの諸特性（余震分布，発震機構解，地震前後の地殻変動量，

地すべり痕等）を参考にする。検潮記録を参考にできる場合には，津波の波長（周期）

や位相等も表現できるようにパラメータを設定する。また，検潮記録を用いて設定され

た波源モデル等を使用する場合には，検潮記録と痕跡高の系統的な違いについて留意す

る。 

 

(2) 数値計算による再現性の確認 

痕跡高と計算値の空間的な適合度を表す指標としては相田の K 及びκによる方法

(4.3.4-6)があり，広域の K，κに関して下記条件を満たすことを目安とする。 

 

   05.195.0  K  かつ 45.1  

   ただし， 
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        n ：地点数 

         iii HRK   

        iR ： i番目の地点での痕跡高 

        iH ： i 番目の地点での計算値 

 

数値計算による再現性の確認において痕跡高と計算値の空間的な適合度が不十分であ

る場合には，波源モデル等や数値計算の諸条件を修正する。 
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なお，痕跡高との比較にあたっては，次の点に留意する。 

① 広域にわたる痕跡高分布の全体的傾向を説明できるようにすることが重要である

とともに，敷地周辺で十分な再現性を持つこと 

② 敷地周辺に着目して再現性を評価するための痕跡高を選定する場合には，敷地か

らの距離が近いことに加えて，敷地周辺の海岸・海底地形が類似していること等を

考慮すること 

 

4.3.5 津波波源のモデル化に係る不確定性の検討 

津波波源のモデル化に際しては，耐津波設計上の十分な裕度を含めるため，基準津

波 Ts の策定に及ぼす影響が大きいと考えられる波源特性の不確定性の要因，その大

きさの程度及びそれらに係る考え方及び解釈の違いによる不確定性を十分に考慮す

る。 

なお，異なる津波波源の組み合わせによる検討も必要に応じて実施する。 

 

【解 説】 

基準津波 Ts の策定に及ぼす影響が大きいと考えられる波源特性の不確定性の要因と

しては，波源モデル等の位置，長さ，幅，走向，傾斜角，すべり量，すべり角，すべり

分布，破壊開始点及び破壊伝播速度等が挙げられる。基準津波 Ts の策定にあたって

は，選定した津波波源の特性を勘案した上で，これらの要因を必要に応じて考慮する。 

なお，不確定性を考慮する方法として，上記で挙げた基準津波 Ts 策定に及ぼす影響

が大きいと考えられる不確定性の要因に対するパラメータスタディ等が考えられる。パ

ラメータスタディを行うにあたっては，既往地震のデータから統計処理が可能な場合，

当該パラメータの標準偏差を変動範囲の目安とすることができる。 

 

4.3.6 想定津波からの基準津波 Ts の選定 

想定津波群の中から，その供用中に設計基準対象施設に最も大きな影響を及ぼすお

それがある津波を基準津波 Ts として選定する。 

 

【解 説】 

「設計基準対象施設に最も大きな影響を及ぼすおそれ」とは，水位上昇側では施設に

影響を与える最大水位上昇量，水位下降側では取水に影響を与える最大の水位下降量や

水位下降時間の累計時間等であり，評価地点固有の状況を勘案して決定する。また，基

準津波 Ts の時刻歴波形は，敷地前面海域の海底地形の特徴を踏まえ時刻歴波形に対し

て施設からの反射波の影響が微少となるよう，施設から離れた沿岸域において定義す

る。 
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4.3.7 基準津波 Ts の選定結果の検証及び入力津波の評価 

下記により，基準津波 Ts の妥当性を確認した上で，入力津波の評価を行う。 

① 敷地において，基準津波 Ts による津波高が既往津波の再現性が確認できた波

源モデル等による計算結果を上回ること。ただし，敷地において既往津波の痕

跡に関する調査結果が存在する場合には，基準津波 Ts による津波高が当該痕

跡高を上回ること。 

② 敷地付近において，想定津波群の水位上昇量の包絡線が，敷地周辺における津

波堆積物等の地質学的証拠及び歴史記録から推定される津波高を上回っている

こと。ただし，「敷地付近」は，敷地に大きな影響を与えたと考えられる既往津

波の痕跡高の数と分布状況，評価地点との海岸・海底地形の類似性を検討の

上，適切に設定するものとする。 

なお，評価地点において基準津波 Ts を下回ることが明白である規模の小さい既往

津波は検討対象から外すことができる。 

 

【解 説】 

想定津波群と痕跡高の関係を解図 4.3.7-1 に示す。 
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解図 4.3.7-1 想定津波群と痕跡高の関係(4.1.2-2)  
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4.3.8 その他 

津波の卓越周期と取水路等における水理応答の固有周期が同程度である場合は，取

水路等における共振の影響について検討を行う。 

 

【解 説】 

津波の卓越周期と取水路等における水理応答の固有周期が同程度であるとき，共振の

影響により水位変動が大きくなる場合がある。 

なお，水位変動以外の津波に伴う現象として，例えば，津波による砂移動や津波によ

る波力を評価する場合には，「原子力発電所耐津波設計技術規程（JEAC4629-2020）」

（2020 年，日本電気協会）(4.1.2-1)第 3 章を参考に検討を行う。 
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4.4 超過確率の参照 

確率論的津波ハザード評価結果を基にして，策定された基準津波 Ts に対応する超

過確率を参照する。 

 

【解 説】 

確率論的津波ハザード評価は，日本原子力学会標準「原子力発電所に対する津波を起

因とした確率論的リスク評価に関する実施基準」（2016 年，日本原子力学会） (4.1.2-3)に

基づいて行う。 

なお，超過確率を参照するに際しては，平均ハザード曲線に加え信頼度別ハザード曲

線（フラクタイルハザード曲線）を作成するとともに，波源別寄与度の分析を実施す

る。 
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附属書 4.1 基準津波 Ts 策定～入力津波評価の流れ 

 

4.3 に規定される基準津波 Ts 策定から入力津波の評価までの流れを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附図 4.1-1 基準津波 Ts 策定～入力津波評価の流れ 
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